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川崎市臨海部防災対策計画の改定について

Ⅱ 計画の構成及び内容

Ⅲ 主な改定の内容

Ⅳ パブリックコメントの実施結果等

１ 避難計画の具体化

Ⅰ 川崎市臨海部防災対策計画
主要地方道東京大師横浜以南の地区を対象とし、「神奈川県石油コンビナート等防災計画」及び「川崎市地域防災計画」を
受け、臨海部の災害の未然防止及び発生した災害の拡大を防止するための総合的運用計画として、平成２５年４月に策定

■臨海部防災対策計画の体系

災害対策基本法

石油コンビナート等災害防止法

原子力災害対策特別措置法

神奈川県石油コンビナート等防災計画

川崎市地域防災計画における臨海部に係る事項
・震災対策編 ・都市災害対策編

・神奈川県石油コンビナート等防災計画に基づ
く、石油コンビナート防災対策の運用計画

・川崎市地域防災計画で、臨海部に関する
対策の運用計画

関連法令 関連計画 川崎市臨海部防災対策計画

＜県石油コンビナート等防災アセスメント調査の対象施設や災害事象及び想定災害が前提＞

・対象施設：特定事業所が保有するコンビナート施設（タンク・プラント・入出荷設備等）

・災害事象：平常時、地震（都心南部直下地震、大正関東型地震等）、津波、大規模災害

・想定災害：第１段階（現実的に起こり得ると想定し、対策を検討）

第２段階（発生可能性は低いが、万が一に備えて対策を検討）

低頻度大規模災害（発生可能性は極めて低いが、対策を講じることが望ましい）

＜避難を要する事態及び避難方法＞

・避難を要する事態：火災延焼拡大、大量漏洩、大規模災害

・避難方法：域外避難（一時避難、広域避難、特別避難）、屋内避難

＜避難計画＞

・対象地域：８エリア（各島等）に区分（左図の①～⑧を参照）

・対象災害：石油コンビナート区域外の一般地域へ及ぶ災害、区分した各エリアの隣接エリアに及ぶ災害

・避難計画の分類：平常時及び地震時、大規模災害

・避難計画（抜粋）

＜避難の実施＞

・平常時の単独事故災害と地震・コンビナート等の複合災害の主な活動内容や避難実施の流れを記載

２ 県石油コンビナート等川崎地区現地防災本部の招集事業所の見直し

・現地本部に招集する関係機関として京浜臨海地区石油コンビナート等代表特定事業所を規定

・現状、該当年の京浜臨海地区石油コンビナート等代表特定事業所のみ記載

・京浜臨海地区石油コンビナート等代表特定事業所の３社を記載 ・各機関の役職を記載せず、機関名のみ記載

旭化成株式会社川崎製造所、東亜石油株式会社京浜製油所、昭和電工株式会社川崎事業所

臨海部
対象地域は市内の「主要
地方道東京大師横浜」以
南の地区

石油コンビナート等災
害防止法に規定され
る特別防災区域

石油精製業化学工業及
び製鉄業等の特定事業
所が所在

①

②
③

④
⑤

⑥
⑧

⑦

＜エリアの凡例＞

項 目 主 な 内 容

総則
＜本市及び防災関係機関等が防災に関し処理すべき業務の大綱＞
計画の方針、臨海部の概況、特定事業者等の措置、市・防災関係機関等の役割等

災害想定
＜石油コンビナート災害における災害影響度及び津波災害、放射性物質災害等の概要＞
神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査結果の概要、津波災害、放射性物質等災害

災害予防計画
＜災害発生の未然防止、又は、被害を最小限に止めるため、日頃から行うべき措置等＞
特定事業所の予防対策、防災関係機関の予防対策、公共施設の安全対策、津波対策、情報連絡体制の整備
液状化・長周期地震動対策、帰宅困難者対策、情報提供等

応 急 対 策

＜災害発生から応急対策終了に至るまで、初動対策及び応急対策に係る措置等＞
防災組織体制、災害情報の収集・伝達、災害への防ぎょ活動、避難対策（避難の考え方、避難計画、避難の実施）
救助・救急、医療救護対策、災害時の広報・広聴、警戒・警備、緊急輸送対策、災害救助法の適用、生活関連施設の
応急復旧活動、放射性物質災害対策等

復旧・復興対策
＜被災者及び事業所等の災害復旧・復興に向け必要な措置＞
民生安定のための緊急措置、公共施設の災害復旧、復興体制

東海地震に関す
る事前対策計画

＜大規模地震対策特別措置法に定める、警戒宣言発令時の事前対策＞
計画の目的、予防対策計画、地震防災応急対策

■臨海部エリア

■計画の見直し経緯

平成２５～２６年度
「神奈川県石油コンビナート等
防災アセスメント調査」の実施

平成２７年度
「神奈川県石油コンビナート等

防災計画」の修正
「川崎臨海部防災対策計画」の改定

資料１

・意見の募集期間 ：平成２９年８月１日（火）～平成２９年９月１日（金） ３２日間
・意見提出数（意見件数） ：６通 （２７件）
・意見の分類 ：計画全般に関すること ２０件、避難計画に関すること ７件

＜計画の説明・周知等＞
市民向け：川崎区自主防災組織連絡協議会役員会、第２回川崎区総合防災訓練、川崎区自主防災組織リーダー等養成研修会 等

※市民向けパンフレットを作成、配布予定
事業所向け：川崎臨海部防災協議会、川崎臨海部再生リエゾン推進協議会、京浜臨海部コンビナート高度化検討会議 等

（別表１）平常時・地震時の災害

地区名 最大避難者数
都心南部直下地

震
大正型関東地震

【参考地震】相模

トラフ沿いの最大

クラスの地震

千鳥町 昼間：3686人

夜光２丁目 夜間：5人

千鳥町 昼間：3686人

夜光２丁目 夜間：5人

第1段階 第2段階1 危険物タンク
貯蔵：ベンゼン

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱

（2.3 kJ/m
2
s）

160 第1段階 第1段階

第1段階 第1段階 第1段階

想定災害の区分

地震時

平常時
施設諸元

エリア
番号

最大影響
距離[m]

影響の評価指標
（基準値）

避難を要する事態

避難対象地区（域外避難）

1 危険物タンク
貯蔵：ゴム用揮発油

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

160 第1段階放射熱

（2.3 kJ/m
2
s）
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１ 概 要

川崎市では、臨海部の災害の未然防止及び発生した災害の拡大を防止するための石油コンビナ

ート地域における総合的防災計画として、平成２５年４月に策定した「川崎市臨海部防災対策計

画」について、「神奈川県石油コンビナート等防災計画」の改定等を踏まえた見直しを進めてお

り、市民の皆様から計画の改定について、御意見を募集しました。

  その結果、６通２７件の御意見をいただきましたので、御意見の内容とそれに対する本市の考

え方を次のとおり公表いたします。

２ 意見募集の概要

題 名 川崎市臨海部防災対策計画の見直し（案）に関する意見募集について

意見の募集期間 平成２９年８月１日（火）～平成２９年９月１日（金）

意見の提出方法 電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参

募集の周知方法 ○市政だより（８月２１日号掲載） 

○市ホームページ

○川崎区役所、大師支所、田島支所での意見募集ポスター掲出

○川崎臨海部防災協議会、京浜臨海部コンビナート高度化検討会議、川崎

管内排出油等防除協議会等での説明

○川崎臨海部防災協議会の構成企業への意見募集メール送付

結果の公表方法 ○市ホームページ

○各区役所、支所の閲覧コーナー、教育文化会館、川崎図書館、川崎図

書館大師分館、川崎図書館田島分館、かわさき情報プラザ（市役所

第３庁舎２階）、総務企画局危機管理室（市役所第３庁舎７階）に

おける資料設置

３ 結果の概要

 意見提出数（意見件数）    ６通（２７件）

内訳 電子メール    １通（ ６件）

 ＦＡＸ    ３通（ １３件）

 郵 送    １通（ ３件）

 持 参    １通（ ５件）

「川崎市臨海部防災対策計画の改定（案）」に関する意見募集の

実施結果について

資料２ 



- 2 - 

４ 御意見の内容と対応

パブリックコメント手続き実施の結果、一部用語の説明を加えるべき等の御意見のほか、災害

発生時の道路や海上の啓開※などの対応、事業者の災害リスクの開示や臨海部の調査結果の共有

の促進、避難計画の周知や普及の促進への要望など、「施策の趣旨に沿った御意見」や「施策に

対する質問・要望」の御意見であったため、一部用語の説明等を追記した上で、当初の改定案の

とおり計画を策定し、施策を進めることとします。

  ※ 災害時に、支障物の除去など最低限の処理で、緊急車両等の通行を確保すること

 【対応区分】

Ａ：御意見の趣旨を踏まえ、計画案に反映したもの

Ｂ：計画案の趣旨に沿った御意見であり、御意見の趣旨を踏まえ、取組を推進するもの

Ｃ：今後の取組を進めていく上で参考とするもの

Ｄ：案や施策に対する要望・質問等であり、案や施策の内容を説明・確認するもの

Ｅ：その他

【意見の件数と対応区分】

分  類
市の考え方の区分

計
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

（１）計画全般に関すること １ ６ ３ １０ ２０

（２）避難計画に関すること １ １ ５ ７

合  計 １ ７ ４ １５ ２７

５ 意見概要と意見に対する考え方

別紙のとおり

６ 問い合せ先

総務企画局危機管理室

電 話：０４４－２００－２８４２

 FAX ：０４４－２００－３９７２
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「川崎市臨海部防災対策計画（改定案）」に対する意見概要と

意見に対する考え方

（１）計画全般に関すること

No. 意見概要 市の考え方 区分

１ 

計画全体が、現状の事業者、公共施設、情報イ

ンフラ等、現状の社会情勢を鑑みて、事前から事

後に至るまでのタイムフェーズ毎に、大変よくまと

められており、かつ記載事項が具体的である。 

計画の策定から４年が経過し、現状を踏まえた修

正等を行うとともに、避難計画を新たに記載いたし

ました。今後も計画の充実に努めてまいります。 

Ｂ 

２ 

臨海道路の整備は、コンビナート各事業所から臨海

道路、又は緊急輸送道路への接続道路の液状化調

査や接続道路に護岸が有る場合の側方流動等の

調査も行う必要がある。例えば、石油連盟から指示

で、タンクローリーがガソリンや灯油を緊急車両や

病院施設及び自衛隊等々に輸送したくとも、臨海道

路や緊急輸送道路まで行けるのか非常に疑問に感

じる。 

耐震強化岸壁に接続する緊急輸送道路は、液状化

調査を実施し、必要な箇所の対策を進めています。

また、川崎港は民間所有の護岸が多数あり、平成25

年の港湾法改正に伴い、施設の維持管理状況の確

認や立入検査を行うなど民有護岸の維持管理に対

する監督強化に努めています。今後も、行政と各事

業者が連携し、対策を進めてまいります。

Ｂ 

３ 

道路啓開についての記載がなく、巨大地震時に

道路には数多くの自動車の放置が、容易に想定

されるが、自動車を啓開することの記載も必要で

はないか。 

道路啓開は、災害対策基本法が平成２６年度に改

定され、道路管理者や港湾管理者に放置車両の

撤去の権限が付与されており、本計画の上位計画

である「川崎市地域防災計画」の記載に基づき、被

害の拡大、避難・消火・救助等の応急対策活動全

般に著しい影響を及ぼす場合には、放置自動車

等の除去を実施します。 

Ｄ 

４ 

道路管理者の橋梁の整備については、道路に架

かる橋梁は、国、県、市のものではなく、個人財産

の場合もある。また道路際の建物の倒壊で道路

封鎖の可能性も是非確認して欲しい。 

臨海部の橋梁については、各行政機関が管理区分

毎に整備を行っており、行政が管理する橋梁につい

ては耐震化が終了していますが、事業者との連携も

進めてまいります。また、初動の段階で緊急車両の

通行の確保が必要となる緊急交通路及び他県市か

らの物資を輸送するための広域ネットワークを有する

道路で、かつ市域内における重要な防災・物流拠点

や災害対策本部を結ぶ道路である一部の第１次緊

急輸送道路の沿道建築物の耐震診断を義務化する

道路を指定するなど、対策が必要な建築物の耐震

改修の促進を図り、建物の倒壊による道路閉塞を防

止するための取組を進めています。 

Ｂ 

５ 

神奈川県の津波想定では、多くの瓦礫が航路

（海底）堆積して、航路の安全性の確保のために

できないため、海上啓開についての記載を検討

して欲しい。 

海上啓開については、第4部応急対策 第 9章緊

急輸送対策の中に海上障害物の除去として記載し

ています。

Ｄ 
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No. 意見概要 市の考え方 区分

６ 

防災計画では工業用水は壊滅的な打撃を受けな

いと記載されているが、工業用水配管は鋳鉄製

の割合はどの程度か。割合が多ければ破断の影

響も大きいが、更新予定も記載すべきでは。コン

ビナート事業所は工業用水が無くなれば運転継

続出来ない。又、災害時、工業用水配管を補修

する要員は確保できているか。他所へ応援要請

しても、東日本大震災と比べると、被災量が圧倒

的に相違があるため、他所からの応援は当てに

できない事を配慮すべき。 

工業用水道の被害想定は、平成２４年度の「川崎

市地震被害想定調査」で実施しており、地震により

壊滅的な打撃を受けるとは考えにくいとされており

ます。工業用水道の管路は、大口径管の溶接継

手鋼管の多数採用から、約９８％が耐震管であり、

また、本市は配管工の職員を多く確保しており、災

害発生時には、市内３箇所に備蓄している上水

道・工業用水道併用の復旧資材を活用して迅速に

応急復旧に着手する体制を整えております。さら

に、関係機関・団体と連携して応急対策活動を行う

ため、関東地域の工業用水道事業者と相互応援

協定を締結しているほか、大都市水道局間で災害

相互応援の覚書を結び、災害時の連携強化を図

っており、本市は上水道・工業用水道の一体的な

運営等から、これらに基づいて災害時において迅

速な対応が可能になると考えています。

Ｄ 

７ 

災害想定、応急対策が記載されているが、コンビ

ナート事業所の運転再開は、早くても数カ月必

要。太平洋ベルトのコンビナートが稼働出来ない

場合は長期的に多くの物資が不足し、その場合

は海外からの緊急輸入となるが、遺体を冷やすド

ライアイス等の緊急輸入では間に合わない必需

品はないか調査しておくべき。 

川崎臨海部のコンビナート地帯は、国の経済活動

や市民生活を支える重要な地域であり、災害発生

時には各事業所策定の業務継続計画（BCP）に基

づき、製品等の出荷や生産調整を行います。ま

た、本市において、発災初動期に必要となる食料

や生活必需品、資器材等を計画的に備蓄するとと

もに、不足が見込まれる物資・資器材等の供給は、

関係団体等と災害時応援協定を締結し、調整する

こととしておりますが、今後、災害時に必要な物資

について調査し、必要量の把握や協定内容の再

確認に努めてまいります。 

Ｃ 

８ 

男女共同参画の視点への配慮が記載されている

が、現社会では当然のことで、あえて書き加える

必要があるのか。必要があるのであれば、男女の

ニーズの差以外にも、例えば、高齢者や要介護

者からの視点等も取り入れるべきではないか。 

男女共同参画の視点への配慮については、上位

計画である「川崎市地域防災計画」にも記載されて

いるとおり、過去の震災等の経験等を踏まえつつ、

すべての取組において考慮すべき一般原則とし

て、当計画でも記載しております。 

また、災害時要援護者対策については、臨海部周

辺地区に限らず、「予防」「初動対策」「応急対策」

「復旧・復興」の各種対策の中で、具体的に「川崎

市地域防災計画」において記載しておりますので、

発災時は「川崎市地域防災計画」に基づいて対応

してまいります。 

Ｄ 
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No. 意見概要 市の考え方 区分

９ 

事業者が地域住民に災害への取組などの情報

提供を行うことは非常に重要な記載だが、現状、

事業者が抱える災害リスク及びそれへの対策の

情報開示は殆ど行われていないのが実情。防災

計画（見直し案）への記載するか否かは別として、

市の政策の一環として、事業者の災害リスクの市

や地域住民への開示をより促進させて頂きたい。 

事業所が企業活動を継続していく上で、地域住民

の理解と協力は不可欠であり、隣接企業や行政等

との連携も重要です。一部の企業では、住民との

連携訓練、住民対話、住民説明会、工場見学等を

実施し、事業への理解を深める取組を行っていま

す。今後も、事業所の災害予防の取組や住民への

広報の取組を支援するとともに、災害想定や対応

方針等を市民の皆様に普及・啓発してまいります。

Ｂ 

１０ 

Ｌ１津波とＬ２津波の定性的な定義は記載されて

いるが、具体的に、どのような津波高さで、どの程

度の浸水が予想される津波なのかが、明確でな

い。特にＬ１津波に対してはハード対策を行うとさ

れているが、外力が数値的に分からないと具体的

なハード対策を立案することは難しく、Ｌ１津波に

対するハザードマップの作成も必要ではないか。 

Ｌ１津波が駿河トラフ・南海トラフ沿いで概ね 100 年

～150 年周期で発生するＭ８クラスの津波、Ｌ２津

波が過去数千年間の発生記録はありませんが、発

生すれば甚大な被害をもたらす恐れがあり、あらゆ

る可能性を考慮したＭ９程度の巨大津波として、発

生頻度で区分しており、明確な津波高や浸水域・

浸水深で定義されているものではありません。津波

ハザードマップは、想定し得る最大津波であるＬ２

津波から最低限命だけは守るものとして作成して

おり、Ｌ２津波のハザードマップにより、Ｌ１津波にも

対応できるという考え方になっています。 

Ｄ 

１１ 

２ページの表中の「長周期地震対策」は、「長周

期地震動対策」ではないか。また、６ページの「我

が国」が１１ページでは「わが国」、本文中の「及

び」が１１９ページ以降の表中は「および」になっ

ている。２１ページの BLEVE は、用語の説明が必

要ではないか。 

御指摘のとおりであり、修正・追記します。 Ａ 

１２ 

大地震などの自然現象は、防げないにしても、そ

れが大災害に至らしめない臨海部にすることが肝

要。先の東日本大地震のとき、一部に地盤の液

状化や護岸の破損が起きたと記憶しているが、そ

の後、こうした対策がどう取られたかどうか。その

経過についても書き加えるべき。 

東日本大震災では、幸いにも被害は軽微で、護岸

等の大きな破損はなく、液状化は若干の水や砂が

噴出する程度の軽微なものが臨海部の道路の数

箇所で発生しました。それらの教訓等を踏まえて、

耐震岸壁の整備を実施するとともに、緊急輸送道

路において、段差抑制対策等の液状化対策を進

めております。なお、本計画には今後の予防対策

を中心に、行政や事業所の取組を記載しており、

近年の経過については「川崎臨海部の防災対策」

等のリーフレットにて記載しております。 

Ｄ 
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No. 意見概要 市の考え方 区分

１３ 

県石油コンビナート等防災アセスメント調査結果

から被害想定がされているが、都心南部直下地

震・大正型関東地震とも、想定災害の範囲が「特

別防災区域外に及ぶことがある」とは住民にとっ

て深刻。「平常時における想定災害」ですら、例え

ば「毒性ガスタンク及び毒性液体タンクの全量流

出・毒性ガス拡散による影響距離は算定していな

い」とされている。こうした影響予測を、真っ先に

やってもらいたい。 

県石油コンビナート等防災アセスメント調査では影

響距離は算定しておりませんが、今回の計画改定

では、避難計画を具体化するにあたり、各災害事

象の最大影響距離を算定し、影響予測を行った上

で、避難対象地区の地区名と最大避難者数を記

載しております。 

Ｄ 

１４ 

高圧ガスタンク爆発の災害として、「ファイヤーボ

ールの放射熱」、また「蒸気雲爆発による爆風圧」

は、それぞれ２０００ｍ以上の影響と明記されてい

るが、最大では何ｋｍまで影響があるか等の被害

想定は最悪のケースについても検討しておくべ

き。 

最悪のケースで最大の影響距離は、避難計画の

大規模災害の表に記述してあり、３番目の２エリア

の高圧ガスタンク（LPG）で BLEVE が起こった場合

は、放射熱・爆風圧・飛散物等で、6710m の最大

影響距離となっています。 

Ｄ 

１５ 

最近は、気象などのように予報技術の進化が進

んでいるが、有毒ガスが臨海部から住宅地に向

かって、どのように移動しているのか時々刻々、テ

レビ画面等を通じて住民に知らせる体制をとって

ほしい。また、自宅周囲に高い建物があり市の防

災無線の音声がほとんど聞き取れないことが多い

ことから、スピーカーの数を増やすか、もっと高い

位置にするか等を検討してほしい。 

災害発生時は、テレビやラジオによる情報提供に

加えて、本市では、メールニュースかわさき、緊急

速報メール、ホームページ、同報系防災行政無

線、ＳＮＳ、広報車等、あらゆる情報伝達手段を活

用して、災害情報を告知します。防災行政無線に

ついては、増設等による伝達範囲の改善を図って

いるところですが、周囲の建物等の周辺環境の変

化により聞き取りにくい場所もございますので、複

数の手段を用いて情報を入手いただきます様お願

いいたします。 

Ｄ 

１６ 

環境の変化、老朽化・劣化の進行、企業自身の

変化等、コンビナート周辺では常に危険度や状

況が変化する中、リスクの洗い出しも常に必要で

ある。現在正しい影響評価ができていない状況な

ので、早急に全体の状況を把握するための実態

調査をする必要がある。 

神奈川県では、平成 25～26 年度に「神奈川県石

油コンビナート等防災アセスメント調査」を実施して

おり、特別防災区域にて起こり得る災害事象の特

性や影響の大きさ等を明らかにしています。よっ

て、リスクの抽出や影響評価は既に実施しており、

全体の状況把握はできていると認識しています。し

かしながら、各種の状況が変化していくことも事実

でありますので、必要に応じ変化を踏まえた見直し

についても検討してまいります。 

Ｃ 
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No. 意見概要 市の考え方 区分

１７ 

臨海部には、タンクの評価などの各種のデータや

漏洩の被害想定等、多くの調査結果や研究成果

が既に存在し、蓄積されているので、それらを共

有し、影響や対策について話し合っておく必要が

ある。 

臨海部におけるコンビナート災害は、国や県・市等

の自治体、大学や研究者及び各企業等において

各種の調査や研究が行われており、その成果も多

くが公表されています。本市としても、有識者で構

成される「川崎市防災対策検討委員会」の指導・助

言を頂いたり、「川崎臨海部防災協議会」におい

て、企業と行政の間での防災・減災に関する意見・

情報交換を実施しているところです。今後も、広く

情報収集をして、共有し、災害の未然防止や拡大

防止に努めてまいります。 

Ｂ 

１８ 

橋梁やトンネルの被害のみではなく、地震により

多摩川が破堤すれば、川崎区内は長期に浸水

し、避難することが困難になるため、航路や舟運

等、避難ルートや避難手段について確保しておく

ことが必要。 

地震や津波に連動した台風や洪水等を含む複合

災害への備えも重要です。臨海部の島部が孤立

した場合は、まずは本市所有の船舶、次いで海上

保安庁や自衛隊の船舶を活用して避難することと

なっていますが、今後、訓練等を行い、具体化に

努めてまいります。 

Ｂ 

１９ 

高潮の想定と対策がない。津波や洪水のみでは

なく、高潮についてもハザードとして広く周知し、

対応を共通化しておくことが必要。 

川崎港では、高潮の防護を目的に、東京都行政境

の多摩川から横浜市との行政境までの海岸線区

間（埋立地最奥部白石町―小島町に至る延長１

３．５ｋｍ）において、海岸保全施設（防潮堤・陸閘）

を整備しております。また、高潮の想定と対策につ

いては、東京湾沿岸海岸保全基本計画（神奈川

県区間）として県ホームページで周知しておりま

す。なお、現在、国や県において、最大規模の高

潮に対応した浸水想定を検討しておりますので、

この結果を踏まえて、更なる対応を検討してまいり

ます。 

Ｄ 

２０ 

過去の震災を振り返ると、事前復興の計画がなか

ったために、復旧・復興に多大な時間と労力を要

していることから、事前復興の計画を作っておくこ

とが必要。 

 第 5 部に復旧・復興対策として、民生安定のため

の緊急措置、公共施設の災害復旧、復興体制に

ついて記述しています。しかしながら、都市の復

興、生活再建、経済復興等については、全市を挙

げて対応する必要がありますので、引き続き計画

内容の充実について検討してまいります。 

Ｃ 
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（２）避難計画に関すること

No. 意見内容（要旨） 市の考え方 区分

２１ 
避難計画に避難場所、避難時間、移動手

段等の記載がないが、必要ではないか。 

避難は、風雨・気温・湿度等の気象状況や、

危険物の種類、施設の諸元、火災延焼拡大・

大量漏洩・大規模災害等の避難を要する事

態等の状況により、多種多様なケースが想定

され、あらかじめ避難場所や避難時間を定め

ておくことは困難なため、発災時には気象状

況や事態の進展状況を踏まえ、避難勧告・指

示（緊急）を発令し、避難場所・避難のタイミン

グ・避難方法等を示すことになっています。 

Ｄ 

２２ 

臨海部には、たくさんの危険物タンク・高圧

タンクや製造プラント等があるが、記載の

避難計画のみでは全体の災害を網羅でき

ているのか。抜けはないのか。 

神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント

調査の対象である危険物タンク・高圧ガスタン

ク・プラント等の合計２，０００以上の施設を対

象に災害を想定し、影響距離等を検討した上

で、①一般地域へ影響が及ぶ可能性のある

災害、②隣接地域へ影響が及ぶ可能性のあ

る災害を抽出し、更に隣り合った同種の施設

等を統合整理して、避難計画を策定しており

ますので、全体を網羅できていると考えていま

す。 

Ｄ 

２３ 

避難計画を具体化したとのことだが、計画

を作っただけでは意味がなく、市民に如何

に普及するか、どのように訓練していくかが

大事だと思うので、配慮して欲しい。 

今後、川崎区内の住民団体や防災関係等の

会議にて説明するとともに、リーフレットを作成

して、市民の皆様に普及・啓発してまいりま

す。訓練の実施につきましては、市民の皆様

のご意見を参考に検討してまいります。  

Ｂ 

２４ 

東扇島には、危険なＬＮＧタンクが多くある

が、平常時も大規模災害時も避難計画が

ないのは何故なのか。地下だから安全だと

断言しているのか。 

臨海部の全ての施設の災害を対象に影響距

離等を検討した上で、①一般地域へ影響が

及ぶ可能性のある災害、②隣接地域へ影響

が及ぶ可能性のある災害を抽出し、更に隣り

合った同種の施設等を統合整理してまとめて

います。よって、東扇島のＬＮＧタンクについ

ては、①及び②に該当しないため、記載され

ていません。 

Ｄ 
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No. 意見概要 市の考え方 区分 

２５ 

コンビナート等の災害は絶対に起こしては

ならないが、万が一のための避難方法はあ

っても良い。その場合、交通渋滞、歩行が

困難な人の避難等を検討してもらいたい。

あるいは有毒ガスや放射熱等の到達が早

く、避難できないことが起こるかもしれない

が、この場合には、シェルターのようなもの

が必要になるのではないか。公園に避難

するだけでは、生命は守れない。 

今回の計画の改定では、避難計画の具体化

が大きな目的であり、計画の前提、避難計

画、主な事象ごとの避難の実施方法等を追

記しました。避難計画では、災害事象毎に最

大影響距離や避難対象地区を規定していま

すが、実際の災害の進展状況を踏まえ、避難

対象地域を決定し、避難勧告・指示（緊急）を

実施して、避難場所・避難のタイミング・避難

方法等を示すことになっています。渋滞等の

交通状況の影響や不測の事態への対応等に

ついては今後検討してまいります。 

Ｃ 

２６ 

平常時・地震時の災害の避難計画につい

て、エリア２、エリア４の地域には、製油所

があり類似した製品を生産していますが、

エリア２は、危険物タンクに係る記載がな

く、エリア８は、記載が全くないが正しい

か。 

避難計画は、神奈川県石油コンビナート等防

災アセスメント調査の対象である危険物タン

ク・高圧ガスタンク・プラント等の合計２，０００

以上の施設を対象に災害を想定し、影響距

離等を検討した上で、①一般地域へ影響が

及ぶ可能性のある災害、②隣接地域へ影響

が及ぶ可能性のある災害を抽出し、更に隣り

合った同種の施設等を統合整理しています。

よって、エリア２の危険物タンクは、①及び②

に該当しないため、記載されていません。エリ

ア８についても、同様な考え方です。 

Ｄ 

２７ 

避難計画に掲載された、危険物の製造、

貯蔵設備等が、臨海部の現状を正しく反

映せず、地域により、記載内容に齟齬があ

り、一部地域企業のみにリスク負担が偏っ

ていると感じられるため、公平性という観点

から、避難計画の掲載中止か、異なる表示

方法の検討は出来ないか。 

一般地域に居住する市民や臨海部に従業員

の方々の避難計画を具体化するために、神

奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調

査の対象である危険物タンク・高圧ガスタン

ク・プラント等の合計２，０００以上の施設の災

害を対象に検討した上で、地域差や、一部の

企業への負担の偏在なく、避難が必要な災害

のみを掲載しておりますので、記載につきまし

て御理解いただきたいと思います。 

Ｄ 
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川崎市臨海部防災対策計画の概要

１ 総則 

１－１ 計画の方針

「主要地方道東京大師横浜」以南の地区（以下「臨海部」という。）を対象とし、石油コンビ

ナート等災害防止法（以下「石災法」という。）に基づく「神奈川県石油コンビナート等防災計

画」及び川崎市地域防災計画を受けて、臨海部の災害の未然防止及び発生した災害の拡大を防

止するため、本市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務を明確にするとともに、災害の

予防対策及び応急活動等必要な事項を定めることにより、総合的な防災対策の推進を図り、臨海

部に係る市民及び就業者等の生命、身体及び財産を災害から守ることを目的とする。 

１－２ 計画の構成及び内容 

項  目 主   な   内   容

総 則
＜本市及び防災関係機関等が防災に関し処理すべき業務の大綱＞

計画の方針、臨海部の概況、特定事業者等の措置、市・防災関係機関等の役割等

災害想定
＜石油コンビナート災害における災害影響度及び津波災害、放射性物質災害等の概要＞

神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査結果の概要、津波災害、放射性物質等災害

災害予防計画

＜災害発生の未然防止、又は、被害を最小限に止めるため、日頃から行うべき措置等＞

 特定事業所の予防対策、防災関係機関の予防対策、公共施設の安全対策、津波対策、情報連絡体制の

整備、液状化・長周期地震動対策、帰宅困難者対策、情報提供等

応 急 対 策

＜災害発生から応急対策終了に至るまで、初動対策及び応急対策に係る措置等＞

 防災組織体制、災害情報の収集・伝達、災害への防ぎょ活動、避難対策（避難の考え方、避難計画、

避難の実施）救助・救急、医療救護対策、災害時の広報・広聴、警戒・警備、緊急輸送対策、災害救助

法の適用、生活関連施設の応急復旧活動、放射性物質災害対策等

復旧・復興対策
＜被災者及び事業所等の災害復旧・復興に向け必要な措置＞

民生安定のための緊急措置、公共施設の災害復旧、復興体制

東海地震に関す

る事前対策計画

＜大規模地震対策特別措置法に定める、警戒宣言発令時の事前対策＞

計画の目的、予防対策計画、地震防災応急対策

関係法令 関連計画

石油コンビナー

ト等災害防止法

●神奈川県石油コンビナート等

防災計画

●川崎市地域防災計画におけ

る臨海部に係る事項

○都市災害対策編

 ・原子力災害の防災計画

 ・海上災害の防災計画

 ・危険物等の防災計画

○震災対策編

 ・地震対策 

・津波対策

川崎市臨海部防災対策計画

臨海部の総合的運用計画

●神奈川県石油コンビナート等

防災計画に基づく川崎市石油

コンビナート防災対策の運用

計画

（コンビナート災害避難計画）

●川崎市地域防災計画で臨海部

に関する対策の運用計画

災害対策基本法

原子力災害対策

特別措置法
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１－３ 臨海部の範囲

石油コンビナート等災害防止法に規定される特別防災区域を含む「主要地方道東京大師横浜」か 

 ら海側の川崎市行政区域地先海面全域にわたる沿岸延長約 10 キロメートルの範囲である。

大部分が埋立地で形成されている川崎臨海部には石油・石油化学、鉄鋼、セメント等の素材系の

重厚長大産業や電力・ガス等のエネルギー産業、中小企業で構成される工業団地などが集積し、長

年に渡り我が国の経済を牽引する役割を担っている。

また、首都圏の中央に位置し、高速道路網及び主要幹線道路などにアクセスしやすい交通至便の

地であることから、多くの物流施設が立地しており、首都圏の生活を支える重要な役割を果たして

いる。

近年においては研究開発型産業の集積も進んでおり、殿町３丁目のキングスカイフロントでは、

ライフサイエンス分野における最先端の研究開発から新産業を創出する国際的なオープンイノベ

ーション拠点が形成されつつある

＜エリアの凡例＞   

臨海部 
対象地域は川崎市内における 

「主要地方道東京大師横浜」以南の地区 

石油コンビナート等災害防止法に

規定される特別防災区域 
石油精製業、化学工業及び製鉄業等の特定事業所が所在 
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２ 災害想定

２－１ 神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査結果の概要

石油コンビナート等の災害想定については、平成25年度から26年度に県が実施した「神奈川

県石油コンビナート等防災アセスメント調査」による。 

１ 想定災害の抽出基準 

（１）平常時の事故及び地震（強震動）による被害

ア 防災対策上想定すべき災害の考え方

災害の発生危険度と影響度を推定し、防災対策上、想定すべき災害の検討を行った。

また、地震（強震動）による被害については、神奈川県地震被害想定調査における対象地

震の内、特別防災区域において最大の影響をおよぼすおそれのある地震として、都心南部直

下地震及び大正型関東地震について評価を行った。

防災対策上想定すべき災害の考え方

災害の 

区分 

平常時の 

事故発生危険度 

「都心南部直下

地震」の災害発

生確率 

「大正型関東地

震」の災害発生

確率 

ﾘｽｸ 

ﾏﾄﾘｯｸｽ 
対策の考え方 

第１段階

の災害 

１施設あたり10万

年に１件以上発

生 

10 万施設あれば

年１回以上発生 

想定地震により

１千施設で１件

以上発生 

想定地震により

100 施設で１件

以上発生 

発生危険度：

Ｂ以上 

影響度：全て 

現実的に起こり

得ると考えて対

策を検討して

おくべき災害 

第２段階

の災害 

１施設あたり 100

万年に１件以上

発生 

100 万施設あれ

ば年１回以上発

生 

想定地震により

１万施設で１件

以上発生 

想定地震により

１千施設で１件

以上発生 

発生危険度：

Ｃ 

影響度：全て 

発生する可能

性は相当に小

さいと考えられ

るが、万一に備

えて対策を検

討しておくべき

災害 

低頻度大

規模災害 

発生危険度が上

記より低いが、影

響範囲が200ｍを

超える災害 

発生頻度が上

記よ り も低い

が、影響範囲が

200ｍを超える

災害 

発生頻度が上

記よ り も低い

が、影響範囲が

200ｍを超える

災害 

発生危険度：

Ｄ，Ｅ 

影響度：Ｉ 

発生する可能

性が極めて小

さく優先度は低

いが、対策を講

ずることが望ま

しい災害 

想定地震

想定地震
ﾓｰﾒﾝﾄ

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

県内で想定される

最大震度
発生確率

都心南部直下地

震
7.3 

横浜市・川崎市を中心に震

度６強

（南関東地域のＭ７クラスの地震が

30年間で70％） 

大正型関東地震 8.2 
湘南地域・県西地域を中心

に震度７

30年以内 ほぼ０％～５％ 

(200年から400年の発生間隔) 

南海トラフ巨大

地震
9.0 県西地域で震度６弱

（南海トラフの地震は 30年以内 70％

程度） 
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イ 個々の施設の評価

個々の施設の評価は、リスクマトリックスを用いて行った。なお、平常時及び地震時における

災害の発生危険度と影響度のランク付けは以下のとおりである。

 E D C B A AA  区分 影響距離 

Ⅰ   Ⅰ 200m以上 

Ⅱ Ⅱ 100m以上 200m未満 

Ⅲ Ⅲ 50m以上 100m未満 

Ⅳ Ⅳ 20m以上 50m未満 

Ⅴ   Ⅴ 20m未満 

災害発生頻度・確率区分 

区分 平常時の災害発生頻度 都心南部直下地震の災害発生確率 大正型関東地震の災害発生確率 

AA 10-3/年程度 10-1程度 － 

A 10-4/年程度 10-2程度 10-1程度 

B 10-5/年程度 10-3程度 10-2程度 

C 10-6/年程度 10-4程度 10-3程度 

D 10-7/年程度 10-5程度 10-4程度 

E 10-8/年程度 10-6程度 10-5程度 

（２）地震（長周期地震動）による被害

南海トラフ巨大地震について評価を行った。

（３）津波による被害

南海トラフ巨大地震について評価を行った。

（４）大規模災害

BLEVE（※）による災害（可燃性高圧ガスタンク）及び製造施設等の爆発火災を想定した定

量的な評価を行った。また、その他の災害として、石油類の海上流出及び防油堤火災からの延

焼拡大による危険性の定性的な評価を行った。

※BLEVE とは、沸点以上の温度で貯蔵している加圧液化ガスの貯槽や容器が何らかの原因により破損し、大気圧まで 

減圧することにより急激に気化する爆発的蒸発現象 

２ 影響評価対象施設 

（１）危険物タンク（屋外タンク貯蔵所） 

（２）高圧ガスタンク（可燃性及び毒性ガスタンク） 

（３）毒性液体タンク 

（４）プラント（危険物製造所、高圧ガス製造施設、発電施設） 

（５）パイプライン（導配管） 

（６）陸上入出荷施設（ローリー、取扱所等） 

（７）海上入出荷施設（タンカー桟橋） 

災害発生危険度

大 
影響度 

大 

災害の影響度区分 
小 

小 
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２－２ 調査結果 

１ 平常時における想定災害 

第１段階の災害 第２段階の災害 

製造施設等の爆発・フラッシュ火災による影響、毒性

危険物タンク及び製造施設等の毒性ガス拡散による影

響は、特別防災区域外に及ぶことがある。 

特定・準特定タンクの流出火災による影響、毒性ガス

タンクの毒性ガス拡散による影響は、概ね特別防災区

域内にとどまるが、特別防災区域の境界に近いタンクで

は特別防災区域外に及ぶことがある。 

毒性ガスタンク及び毒性液体タンクの全量流出・毒性

ガス拡散による影響距離は算定していないが、影響は

大きくなると考えられる。 

特定・準特定タンクの流出火災による影響、毒性

ガスタンクの毒性ガス拡散による影響、製造施設等

のフラッシュ火災による影響は、概ね特別防災区域

内にとどまるが、特別防災区域の境界に近い施設

では特別防災区域外に及ぶことがある。 

可燃性ガスタンクの全量流出（防液堤外）・爆発、

フラッシュ火災による影響、毒性ガスタンク及び毒

性液体タンクの全量流出・毒性ガス拡散による影響

距離は算定していないが、影響は大きくなると考え

られる。 

２ 地震時における想定災害

地震 第１段階の災害 第２段階の災害

都
心
南
部
直
下
地
震

製造施設等の爆発による影響、毒性危険物

タンク及び製造施設等の毒性ガス拡散による

影響は、特別防災区域外に及ぶことがある。 

毒性ガスタンクの毒性ガス拡散による影響

は、概ね特別防災区域内にとどまるが、特別防

災区域の境界に近いタンクでは特別防災区域

外に及ぶことがある。 

毒性液体タンクの全量流出・毒性ガス拡散に

よる影響距離は算定していないが、影響は大き

くなると考えられる。 

製造施設等の爆発、毒性ガス拡散による影響は、

特別防災区域外に及ぶことがある。 

特定・準特定タンクの流出火災による影響、製造

施設等のフラッシュ火災による影響は、概ね特別防

災区域内にとどまるが、特別防災区域の境界に近い

施設では特別防災区域外に及ぶことがある。  

 可燃性ガスタンクの全量流出（防液堤内・外）・爆

発、フラッシュ火災による影響、毒性ガスタンク及び

毒性液体タンクの全量流出・毒性ガス拡散による影

響距離は算定していないが、影響は大きくなると考

えられる。 

大
正
型
関
東
地
震

 製造施設等の爆発による影響、毒性危険物

タンク及び製造施設等の毒性ガス拡散による

影響は、特別防災区域外に及ぶことがある。 

毒性ガスタンクの毒性ガス拡散による影響

は、概ね特別防災区域内にとどまるが、特別防

災区域の境界に近いタンクでは特別防災区域

外に及ぶことがある。 

毒性液体タンクの全量流出・毒性ガス拡散に

よる影響距離は算定していないが、影響は大き

くなると考えられる。 

 製造施設等の爆発、毒性ガス拡散による影響は、

特別防災区域外に及ぶことがある。 

特定・準特定タンクの流出火災による影響、毒性

ガスタンクの毒性ガス拡散による影響は、概ね特別

防災区域内にとどまるが、特別防災区域の境界に近

い施設では特別防災区域外に及ぶことがある。 

可燃性ガスタンクの全量流出（防液堤内・外）・爆

発、フラッシュ火災による影響、毒性ガスタンク及び

毒性液体タンクの全量流出・毒性ガス拡散による影

響距離は算定していないが、影響は大きくなると考

えられる。 
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３ 地震（長周期地震動）による被害

（１）スロッシング最大波高及び溢流量の推定

スロッシング最大波高が余裕空間高さを超える浮き屋根式タンクの基数は113基あった。浮

き屋根式タンクからの溢流量の最大値は782m3である。

（２）スロッシングによる災害の危険性

屋根部からの危険物の溢流、浮き屋根やタンク付属設備等の破損、浮き屋根の沈降、溢流に

伴うタンク周辺での流出火災、屋根部でのリング火災やタンク全面火災等が考えられる。

スロッシングに起因する火災の影響は、影響が大きいタンク全面火災、タンク全面・防油堤

火災について、輻射熱の影響範囲は特別防災区域外に及ぶ場合がある。

４ 津波による被害

南海トラフ巨大地震及び大正型関東地震について、シミュレーションツールを用いた浮き上が

り及び滑動の判定を行った結果、浮き上がり及び滑動の可能性のあるタンクはなかった。

高圧ガス施設における南海トラフ巨大地震又は大正型関東地震による最大浸水深は、京浜臨海

地区で0.17ｍであり、高圧ガス施設の流出はないものと予想される。

したがって、京浜臨海地区では、設備の流出等の大きな被害はないと考えられるが、これら設

備の破損・不具合等の被害が考えられるほか、それによる二次災害が発生する可能性も考えられ

る。また、浮遊物により、施設が破損する被害を受ける可能性はある。

５ 大規模災害

（１）高圧ガスタンクの爆発による災害

ファイヤーボールの放射熱について、2,000ｍ以上に影響を及ぼすタンクは京浜臨海地区で

32基ある。蒸気雲爆発による爆風圧について、2,000ｍ以上に影響を及ぼすタンクは、京浜臨

海地区で21基ある。また、容器の破裂による破片の飛散について、2,000ｍ以上に影響を及ぼ

すタンクは、京浜臨海地区で21基ある。これらのことから、BLEVEによる災害の影響は非常に

大きいため、BLEVE発生の抑制及び災害発生時の緊急対応等が重要である。

（２）製造施設等の爆発による災害

蒸気雲爆発による爆風圧について、500ｍ～1,000ｍの範囲で影響を及ぼす施設は、京浜臨海

地区で５施設ある。製造施設等の爆発による災害の影響は非常に大きいため、反応暴走の抑制

及び災害発生時の緊急対応等が重要である。

（３）その他の大規模災害

タンク本体あるいは配管の大破に起因する災害（防油堤から海上への石油類流出及び防油堤

火災の延焼拡大）の発生は、現在の技術基準からすると考えにくいが、施設の老朽化、施工不

良、あるいは管理体制の問題など評価が困難な要因により、発生する可能性は否定できない。 

しかし、定量的な評価が困難であり、発災の抑制及び発災時の緊急対応等が重要である

６ 防災対策の考え方

防災アセスメント調査で示されたコンビナートにおける防災対策の基本方針を踏まえ防災対

策の考え方を次のとおり整理する。

6



想定災害 被害の概況 防災対策の考え方

平常時の事故 小量流出等に比べて発生確率は低いが、爆発火

災や毒性ガスの拡散等が発生した場合、影響範

囲が広範囲に及ぶおそれ

爆発火災の発生確率と災害影

響度を下げるための対策を充

実強化

地震（強震動）に

よる被害

都心南部直下地震、大正型関東地震のいずれか

の地震が発生した場合に最大の影響が生じるお

それ、小量流出等に比べて発生確率は低いが、

爆発火災や毒性ガスの拡散等が発生した場合、

影響範囲が広範囲に及ぶおそれ

爆発火災の発生確率と災害影

響度を下げるための対策を充

実強化

地震（長周期地震

動）による被害

南海トラフ巨大地震が発生した場合に最大の影

響が生じるおそれ、浮き屋根式タンクでスロッ

シングによる溢流のおそれ

浮き屋根式タンク等のスロッ

シングの発生抑制に係る対策

を充実強化

津波による被害 南海トラフ巨大地震、大正型関東地震の津波が

発生した場合に施設の浸水深が最大、危険物タ

ンクでは、津波浸水による浮き上がりの可能性

はなし、電気設備等の冠水による被害が想定

浸水被害、流出物対策を充実

強化

大規模災害によ

る被害

高圧ガスタンクの内容物が一度に全量爆発火

災を起こしたと仮定した場合等に影響範囲が広

範囲に及ぶおそれ

避難計画の見直し等のソフト

対策を充実強化

２－３ 津波災害

 神奈川県が想定した津波のうち、本市における浸水域、浸水

深が最大クラスの「慶長型地震」による津波を対象とする。 

１ 津波浸水予測

神奈川県が想定した「慶長型地震」の津波浸水予測

・川崎市域の最大津波到達時刻 96 分

・最大津波高 3.71ｍ（満潮時） 

・川崎市域の浸水深 浅野町の一部など 2～3ｍ 

・その他の地域 2ｍ以下 

２ 津波被害想定

１ 浸水による建物・人的被害

 （１）建物被害 

区名 
木造 非木造 合計 

全壊 半壊 浸水 半壊 浸水 全壊 半壊 浸水 

川崎区 8 4,568 2,312 5,457 2,294 8 10,025 4,606

幸 区 0 0 4 0 7 0 0 11

合 計 8 4,568 2,316 5,457 2,301 8 10,025 4,617

 （２）人的被害 

 冬5時の死者数(人) 夏12時の死者数(人) 冬18時の死者数(人)

避難する場合 0 0 0

避難しない場合 5,817 5,009 5,816

  川崎区 5,807 5,001 5,806

  幸区 10 8 10
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２ 浸水による道路・鉄道の被害 

（１）道路 

緊急交通路及び緊急輸送道路に指定されている道路は、国道１５号よりも臨海部側で多くの

箇所、高速湾岸線及び東京湾アクアラインは川崎浮島ジャンクション、首都高速６号川崎線に

ついては大師ジャンクション付近のトンネルで、それぞれ浸水することが予測される。 

（２）鉄道 

京浜急行大師線の産業道路駅～小島新田駅のほか、ＪＲ南武支線の川崎新町～扇町、川崎臨

海部を走る各貨物線が浸水することが予測される。 

３ 災害予防計画

特定事業所等は、適切な災害想定に基づき保安管理を徹底し、自衛防災体制の整備強化、安全

の確保、二次災害の防止、事業の継続性の確保等について改めて確認するとともに、地震、津波、浸

水、長周期地震動対策等、既存の予防対策について充実強化を図るよう努めなければならない。また、

全国の特別防災区域内の特定事業所における事故件数（地震及び津波による事故を除く。）は平成６

年から増加傾向にあり、設備の老朽化対策、緊急停止対応について充実強化に努める。 

本市、県及び防災関係機関は、特定事業所等に対する指導監督、消防力の整備等、あらかじ

め講ずべき防災対策を実施し、石油コンビナート等防災対策の万全を期すことに加え、消防力

の増強、公共施設等の安全対策の推進、津波対策、情報連絡体制の整備、帰宅困難者対策等の

各種事前対策を推進する。

４ 応急対策

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、災害の発生及び拡大を防止するため、県、

本市及び防災関係機関並びに特定事業所は、石油コンビナート等防災本部（県）、石油コンビ

ナート等現地防災本部（市）等を設置するなど、相互に協力して一体的な防災体制を確立し、

災害の防ぎょ、災害情報の収集・伝達、津波対策等の応急対策を迅速かつ的確に実施する。

４－１ 避難対策

  臨海部において、火災、爆発等の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、住民

 及び就業者等の生命及び身体を災害から保護し、その他被害の拡大を防止するため、避難の必要が

あると認められる場合、施設の災害影響範囲などを考慮して、適切に避難勧告等を発令し、速やか

に伝達するとともに、関係機関等と緊密に連携して避難誘導を行う。

   津波警報が発表された場合の避難計画は、別に定める「川崎市津波避難計画」によるものとする。

４－２ 避難計画の前提

１ 検討対象とする施設・災害

「神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査」の対象施設・災害とその影響評価結果

を前提として、避難計画を作成するが、想定災害を災害の発生危険度に応じて以下に示す区分に

より分類し、対応の優先度を示している。避難計画の作成にあたっては、この他に発生危険度が
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低い災害に相当する「その他の災害」を設け、計 4区分とする（図 1）。

○ 第１段階の想定災害：災害の発生危険度がＢレベル以上の災害 

→ 現実的に起こりうると考えて対策を検討しておくべき災害 

平常時：10－5/年程度以上 

地震時（都心南部直下地震・三浦半島断層群の地震）：10-3 程度以上 

地震時（大正型関東地震・【参考地震】相模トラフ沿いの最大クラスの地震）：10-2 程度以上 

○ 第２段階の想定災害：災害の発生危険度がＣレベルの災害 

→ 発生する可能性が相当に小さい災害を含むが、万一に備え対策を検討しておくべき災害 

平常時：10－6/年程度以上 

地震時（都心南部直下地震・三浦半島断層群の地震）：10-4 程度以上 

地震時（大正型関東地震・【参考地震】相模トラフ沿いの最大クラスの地震）：10-3 程度以上 

○ 低頻度大規模災害：災害の発生危険度がＤレベル以下で、影響度がⅠレベルの災害 

（影響評価の対象とする災害事象：可燃性高圧ガスタンクのBLEVE及び製造施設等の爆発） 

→ 発生する可能性が非常に小さいが、影響が大きくなると考えられる災害 

平常時：10－7/年程度以上 

地震時（都心南部直下地震・三浦半島断層群の地震）：10-5 程度以上 

地震時（大正型関東地震・【参考地震】相模トラフ沿いの最大クラスの地震）：10-4 程度以上 

発生危険度

小 大

E D C B A AA

大 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

小 Ⅴ

影

響

度

２ 避難をする状況等

住民等が避難を要する事態は表１、避難対象地域及び避難方法は表２の通りとする。

その他の災害 

低頻度大規模災害： 

・高圧ガスタンク（可燃性）の

BLEVE 

・製造施設等（反応暴走の危険

性のある施設）の爆発 

第2段階の災害 第1段階の災害 

図1 想定災害の区分 
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表１ 住民等が避難を要する事態 

避難を要する事態 状況 

①火災延焼

拡大 

危険物火災 ・大規模な危険物火災が発生し、周辺へ延焼拡大の危険性が

ある場合 

・原油や重油などを貯蔵するタンクにおいて全面火災が発生

し、ボイルオーバー1）の発生危険性がある場合 

可燃性ガス火災 ・大規模な可燃性ガス火災が発生し、周辺へ延焼拡大の危険

性がある場合 

②大量漏洩 危険物の大量漏洩 ・危険物が漏洩し、液面から可燃性ガスが蒸発、拡散している

場合 

危険物（毒性）、 

毒性液体の大量漏洩 

・危険物（毒性）/毒性液体が漏洩し、液面から毒性ガスが蒸

発、拡散している場合 

可燃性ガスの漏洩継続 ・可燃性ガスの漏洩が継続し、直ちに漏洩停止できない場合 

毒性ガスの漏洩継続 ・毒性ガスの漏洩が継続し、直ちに漏洩停止できない場合 

③大規模 

災害 

BLEVE（高圧ガスタンク） ・周辺火災等により高圧ガスタンクで BLEVE2）の発生危険性が

生じた場合 

反応暴走（製造プラント） ・製造プラントで反応暴走の発生危険性が生じた場合 

1）原油や重油などの広い沸点範囲を持つ油は、火災により表面部の軽質成分が先に燃焼して重質化し、高温層を形成して

徐々に沈下する。この高温層がタンク底部に溜まった水の層に達すると水蒸気爆発を引き起こし、油を噴き上げ燃焼を

拡大する。このような現象はボイルオーバーと呼ばれ、発生危険性は油種や火災の状況（継続時間等）によって異なる。 

2）沸点以上の温度で貯蔵している加圧液化ガスの貯槽や容器が何らかの原因により破損し、大気圧まで減圧することによ

り急激に気化する爆発的蒸発現象で、典型的には、火災時の熱により容器等が破損して発生する。 BLEVEの発生は内容物

が可燃性のものに限らないが、可燃性の場合には着火してファイヤーボールと呼ばれる巨大な火球を形成することが多い

表2 避難対象地域と避難方法 

避難を要する事態 避難対象地域 避難方法 

①火災延焼

拡大 

危険物火災 流出火災の影響範囲内の地域 域外避難 

可燃性ガス火災 爆発/フラッシュ火災の影響範囲内の地域 域外避難 

②大量漏洩 危険物の大量漏洩 流出火災の影響範囲内の地域 域外避難 

危険物（毒性）、毒性

液体の大量漏洩 

毒性ガス拡散の影響範囲内の地域 域外避難 

可燃性ガス、毒性ガス

の漏洩継続 

フラッシュ火災/毒性ガス拡散の影響範囲

内の地域 

域外避難 

③大規模 

災害 
BLEVE 

(高圧ガスタンク） 

以下の災害の影響範囲内の地域 

①ファイヤーボールによる放射熱

(11.6kJ/m2s) 

②蒸気雲爆発による爆風圧(2.1kPa) 

③飛散物の飛散範囲

発災施設周辺（爆風圧

(16kPa)の影響範囲内の

地域）：域外避難 

その他の避難対象地域：

屋内退避

反応暴走 

(製造プラント） 

蒸気雲爆発による爆風圧(2.1kPa)の影

響範囲内の地域

発災施設周辺（爆風圧

(16kPa)の影響範囲内の

地域）：域外避難 

その他の避難対象地域：

屋内退避

注）域外避難：影響範囲外の避難所等への避難  屋内退避：自宅や安全な建物内への退避 
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＜参考＞神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査における災害の影響評価の値 

評価項目 値 説明 

大
規
模
災
害

ファイヤーボールの放射熱 11.6kJ/m2s 約8秒程度受け続けることにより、火傷を生じる熱量。 

爆風圧 

16kPa 

2.1kPa 

16kPa：建物の大きな被害の限界 

2.1kPa：安全限界（この値以下では95％の確率で大

きな被害はない）とされる圧力 

４－３ 避難の考え方  

１ 避難の勧告・指示（緊急） 

（１）避難勧告・指示（緊急）の基準 

 ア 火災の発生（放射熱の影響）：危険物や可燃性ガスの火災等放射熱が、人体に危険を及ぼすと

予想される場合

イ 可燃性ガスの漏洩（爆発危険）：漏洩により、爆発危険が生じた場合

ウ 毒性ガスの漏洩（有毒物の影響）：漏洩拡散により、人体に危険を及ぼすと予想される場合

エ その他、市長が必要と認めた場合

（２）避難勧告・指示（緊急）の実施者

ア 市長が実施するが、川崎区長、消防局長、臨港消防署長又は川崎消防署長は、市長に要請す

るいとまがないときは、避難の指示等を市長に代わり速やかに実施し、事後市長に報告する。

イ 本市以外の機関は、警察官、海上保安官及び自衛官が避難の指示等を行うものとする。なお、

この場合、避難の指示を行った際は、実施後直ちにその旨を市長に通知するものとする。

（３）避難勧告・指示（緊急）の内容

住民等に、避難を要する理由、避難勧告・指示（緊急）の対象地域、避難先等をできる限り明

示し、安全かつ迅速に避難させる。

（４）避難勧告・指示（緊急）の伝達方法

市総合防災情報システムへその内容を登録し、情報を共有するとともに、市防災行政無線同報

系無線、緊急速報メール等の実情に即した方法により住民等へ伝達する。なお、災害時要援護者

ついては、登録名簿に基づき、支援者が情報を伝達し、伝達漏れのないよう留意する。

（５）関係機関等への通知及び報告 

市長は、速やかにその旨を県知事に報告するとともに、第三管区海上保安本部（川崎海上保安

署）等の関係機関及び避難施設の管理者へ通報するものとする。また、消防局長、又は川崎区長

もしくは消防署長は、当該区域を管轄する警察署長へその旨を通知する。 
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（６）住民等への避難勧告・指示（緊急）の解除 

市長は、避難の必要がなくなったと認められるときは、避難勧告・指示（緊急）を解除し、そ

の旨を公表するとともに、県知事へ報告する。また、川崎区長は、避難勧告・指示（緊急）の解

除に伴う避難者及び避難施設の管理者との事務処理にあたる。 

２ 避難方法と避難対象地域 

（１）避難方法 

表３に避難の方法を示す。避難を要する事態が生じた場合、原則として災害の影響が及ぶ前に、

想定される影響範囲外への避難（域外避難）を実施する。ただし、大規模災害は、影響範囲が極め

て広範囲となり迅速な避難が困難となる恐れがあることや、避難中に爆発が発生した場合には、飛

散物等による被害の危険性がより大きくなる可能性があることを踏まえ、発災施設の周辺地域にお

いては域外避難、その他の避難対象地域においては頑強な建物内への避難（屋内避難）とする。

表３ 避難の方法 

域 

外 

避 

難 

一時避難 
特定事業所における大規模屋外タンク等の火災・爆発又は有毒ガスの漏洩により付近住

民に危険が及ぶと認める場合は、公園・大規模な空地等安全な場所に避難させる。 

広域避難 
震災等により、広域的な災害が発生し周辺地域住民に危険が及ぶと認める場合には、安

全である直近の市立小・中・高等学校又は広域避難場所等に避難させる。 

特別避難 

島部と連絡する橋りょう等が災害により使用できず、内陸部と島部間の連絡が途絶した場

合は、避難用船舶による避難を行う。 

・在島者の状況を、ヘリコプター等により情報収集するとともに、船舶の係留位置及び港湾

施設の被害状況等を考慮して集合位置を指定し、在島者には、神奈川県石油コンビナ

ート等防災無線、川崎市防災行政無線、メール、ヘリコプター、広報車等を活用し、伝達

を徹底する。 

・災害状況等に応じ、関係機関と協議の上、横浜海上保安部（川崎海上保安署）へ救助を

要請するとともに、本市及びその他の関係機関保有船舶等により避難を実施する。な

お、避難用船舶の確保等について、事前に関係機関と協議しておくものとする。 

・避難先は被害のない内陸部又は東京湾内の他の港とする。 

屋内避難 

屋内にとどまる方が、避難所等への避難よりも危険性が少ないと考えられる場合は、屋内

に避難する。 
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（２）避難対象地域 

避難を要する事態（表１）毎の避難対象地域と避難方法は表２に示した通りである。

なお、大規模災害による屋内退避の対象地域に所在する外来者は、手近にある頑強な建物等の内

部へ退避する必要があるが、屋外である広域避難場所は災害の影響が及ぶ危険性があることから、

避ける必要がある。

３ 避難誘導

  消防職員、区職員、消防団員、警察官等及び自主防災組織等は連携を密にし、住民等を安全、迅速

及び組織的に避難誘導を行う。また、災害時要援護者に配慮し、自主防災組織や地域住民の協力を得

て避難支援を行う。災害時要援護者避難支援制度に登録している住民に対しては、あらかじめ決めて

いる支援者が迅速に避難支援活動を行う。

川崎区長は、避難誘導を行うため、避難経路及び交通手段の確保が必要と認めるときは、市を通じ

関係機関等に対し協力を要請する。ただし、緊急を要する場合は、直接協力を要請する。

避難は、徒歩を原則とする。ただし、災害発生事業所または災害発生事業所の近隣の事業所や住民

で、危険が迫り、迅速に避難を要する場合等は車両による避難を併用する。

島部に架かる橋梁や海底トンネルなどが通行不能になり、島部が孤立化した場合に備え、各島の船

舶接岸場所、ヘリコプターの場外離着陸場所等について検討する。

４ 避難先

市長は、公園・大規模な空地等安全な場所、あるいは直近の小・中・高等学校又は広域避難場所等

を避難先として指定する。川崎区長、消防局長又は臨港消防署長は、市長に指定するいとまがないと

きは、避難先を市長に代わり指定し、事後速やかに市長に報告する。

５ 避難者の受入れ

川崎区長は、避難者を収容するため、要員を当該避難所等へ派遣し、施設管理者と連携して避難者

の保護にあたると共に、必要に応じて、食料、飲料水及び毛布等の支給を準備する。また、避難所等

を開設したときは、直ちにその旨及び避難者数、避難者の健康状態その他必要事項を避難所別に取り

まとめ、市長へ報告する。
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４－４ 避難計画 

以下の①または②に該当する災害を対象に、避難対象地域、最大避難者数等を整理し、避難計画を

作成する。別表 1に平常時・地震時の災害について、別表 2に大規模災害についての避難計画を示す。

① 災害の影響範囲が石油コンビナート区域外の一般地域へ及ぶ災害 

② 石油コンビナート地域を図２に示す 8 つのエリアに区分し、各エリアで発生する災害の影響範囲

が隣接エリアに及ぶ災害 

図２ 石油コンビナートのエリア区分 
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（別表１）平常時・地震時の災害

地区名 最大避難者数
都心南部直下地

震
大正型関東地震

【参考地震】相模
トラフ沿いの最大
クラスの地震

千鳥町 昼間：3686人 ② 1）
夜光２丁目 夜間：5人
千鳥町 昼間：3686人 ② 1）
夜光２丁目 夜間：5人
千鳥町 昼間：3686人 ② 1）
夜光２丁目 夜間：5人
千鳥町 昼間：3686人 ② 1）
夜光２丁目 夜間：5人
浮島町 昼間：26908人 ①,② 2） 3）
江川２丁目 夜間：10618人
小島町
塩浜１丁目
塩浜２丁目
塩浜３丁目
塩浜４丁目
田町２丁目
田町３丁目
千鳥町
日ノ出１丁目
日ノ出２丁目
夜光１丁目
夜光２丁目
夜光３丁目
四谷下町
浮島町 昼間：18840人 ①,② 2） 3）
小島町 夜間：3493人
塩浜３丁目
塩浜４丁目
田町２丁目
田町３丁目
千鳥町
夜光１丁目
夜光２丁目
千鳥町 昼間：4466人 ② 2）
夜光１丁目 夜間：105人
塩浜３丁目 昼間：5714人 ② 2）
千鳥町 夜間：465人
夜光２丁目
夜光３丁目
塩浜３丁目 昼間：5714人 ② 2）
千鳥町 夜間：465人
夜光２丁目
夜光３丁目

1 危険物タンク（毒性）
貯蔵：アクリロニトリル

・大量漏洩（毒性危険物）

その他 その他その他

第1段階

その他

第1段階 第1段階258

335 第1段階 第2段階 第2段階

1

1

高圧ガスタンク
貯蔵：プロピレン

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

第1段階第1段階

放射熱

（2.3 kJ/m2s）

第1段階 第1段階

拡散ガス濃度
（IDLH:85ppm）

拡散ガス濃度
（IDLH:85ppm）

爆風圧（2.1kPa）

第2段階

爆風圧（2.1kPa）

プラント（製造施設）
取扱：ベンゼン

プラント（製造施設）
取扱：ノルマルパラフィ
ン

第1段階第1段階 第1段階 第1段階

900 第1段階 第1段階 第1段階 第1段階

第2段階

想定災害の区分

地震時

平常時
施設諸元

エリア
番号

最大影響
距離[m]

影響の評価指標
（基準値）

避難を要する事態

避難対象地区（域外避難）

1

1

1

危険物タンク
貯蔵：ゴム用揮発油

危険物タンク
貯蔵：ノルマルヘキサン

危険物タンク
貯蔵：ノルマルヘキサン

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

160

190

190

爆風圧（2.1kPa）

第1段階

1 183

1 危険物タンク（毒性）
貯蔵：アクリロニトリル

・大量漏洩（毒性危険物） 1230

第1段階 第2段階1 危険物タンク
貯蔵：ベンゼン

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱

（2.3 kJ/m2s）

160 第1段階 第1段階

放射熱

（2.3 kJ/m2s）
放射熱

（2.3 kJ/m2s）

第1段階

第1段階

第1段階

第1段階 第1段階

第2段階

第1段階

留意事
項（末尾
に記載）

避難対象地
域の区分
（末尾の
【注】参照）

1
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地区名 最大避難者数
都心南部直下地

震
大正型関東地震

【参考地震】相模
トラフ沿いの最大
クラスの地震

想定災害の区分

地震時

平常時
施設諸元

エリア
番号

最大影響
距離[m]

影響の評価指標
（基準値）

避難を要する事態

避難対象地区（域外避難） 留意事
項（末尾
に記載）

避難対象地
域の区分
（末尾の
【注】参照）

塩浜２丁目 昼間：12800人 ①,② 2） 3）
塩浜３丁目 夜間：2492人
千鳥町
水江町
夜光２丁目
夜光３丁目
四谷下町
千鳥町 昼間：3686人 ② 2）
夜光２丁目 夜間：5人
塩浜３丁目 昼間：7931人 ② 2）
塩浜４丁目 夜間：619人
千鳥町
夜光１丁目
夜光２丁目
千鳥町 昼間：5495人 ② 2）
夜光１丁目 夜間：110人
夜光２丁目
小島町 昼間：11184人 ② 2）
塩浜３丁目 夜間：878人
塩浜４丁目
田町３丁目
千鳥町
夜光１丁目
夜光２丁目
浮島町 昼間：13696人 ①,② 2）
小島町 夜間：1060人
千鳥町
殿町３丁目
夜光１丁目
浮島町 昼間：13696人 ①,② 2）
小島町 夜間：1060人
千鳥町
殿町３丁目
夜光１丁目
浮島町 昼間：9230人 ② 2）
小島町 夜間：955人
殿町３丁目
浮島町 昼間：11887人 ①,② 2）
小島町 夜間：955人
千鳥町
殿町３丁目

1

1 プラント（製造施設）
取扱：ブタジエン

爆風圧（2.1kPa）

爆風圧（2.1kPa）

263・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

プラント（製造施設）
取扱：水素

第2段階第2段階第1段階第1段階

608 第1段階 第1段階 第2段階

1 プラント（製造施設）
取扱：水素

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

336 第1段階 第1段階 第2段階 第2段階

第1段階 第1段階 第2段階 第2段階1 プラント（製造施設）
取扱：キシレン

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa）

226爆風圧（2.1kPa）

650 第1段階 第2段階拡散ガス濃度
（IDLH:30ppm）

1 第2段階プラント（製造施設）
取扱：フッ化水素

・大量漏洩（毒性液体） 第2段階

第2段階

第2段階2 プラント（製造施設）
取扱：水素

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa） 1145

プラント（製造施設）
取扱：石油ガス

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa）

第2段階

第2段階

2 プラント（製造施設）
取扱：石油ガス

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa） 715 第1段階 第1段階

920 第1段階 第1段階 第2段階

第2段階

2 プラント（製造施設）
取扱：石油ガス

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa） 1259 第1段階 第1段階 第2段階

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

第2段階

第2段階

第1段階 第1段階

2

1
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地区名 最大避難者数
都心南部直下地

震
大正型関東地震

【参考地震】相模
トラフ沿いの最大
クラスの地震

想定災害の区分

地震時

平常時
施設諸元

エリア
番号

最大影響
距離[m]

影響の評価指標
（基準値）

避難を要する事態

避難対象地区（域外避難） 留意事
項（末尾
に記載）

避難対象地
域の区分
（末尾の
【注】参照）

浮島町 昼間：13691人 ② 2） 3）
小島町 夜間：119人
千鳥町
夜光１丁目
夜光２丁目
千鳥町 昼間：3686人 ② 2） 3）
夜光２丁目 夜間：5人
水江町 昼間：4174人 ② 1）
夜光３丁目 夜間：0人
水江町 昼間：4174人 ② 1）
夜光３丁目 夜間：0人
水江町 昼間：4174人 ② 1）
夜光３丁目 夜間：0人
水江町 昼間：4174人 ② 1）
夜光３丁目 夜間：0人
水江町 昼間：4987人 ② 1）
夜光３丁目 夜間：797人
池上町
池上新町３丁 昼間：20450人 ①,② 2）
塩浜２丁目 夜間：3528人
塩浜３丁目
千鳥町
水江町
夜光２丁目
夜光３丁目
四谷下町
浅野町
池上町
扇町
水江町 昼間：4987人 ② 2）
夜光３丁目 夜間：797人
池上町
池上新町３丁 昼間：14958人 ①,② 2）
塩浜２丁目 夜間：3432人
塩浜３丁目
千鳥町
水江町
夜光２丁目
夜光３丁目
四谷下町
池上町
千鳥町 昼間：6357人 ② 2）
水江町 夜間：0人

3 危険物タンク（毒性）
貯蔵：アクリロニトリル

・大量漏洩（毒性危険物） 拡散ガス濃度
（IDLH:85ppm）

930 第2段階 第2段階 第1段階

3 プラント（製造施設）
取扱：アンモニア

・大量漏洩（毒性危険物） 拡散ガス濃度
（IDLH:300ppm）

400 第1段階 第1段階 第2段階

第2段階

第2段階

危険物タンク
貯蔵：軽油

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱
（2.3 kJ/m2s）

230

310 その他 その他 第1段階

第2段階

第2段階

4 危険物タンク
貯蔵：スロップ

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱
（2.3 kJ/m2s）

280 第2段階 第2段階 第1段階

4 危険物タンク
貯蔵：ガソリン

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱
（2.3 kJ/m2s）

340 第2段階 第2段階 第1段階

第2段階

第2段階

その他 その他 第1段階 その他

その他

4 危険物タンク
貯蔵：ベンゼン

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱
（2.3 kJ/m2s）

350 第2段階 第2段階 第1段階 第2段階

4 危険物タンク
貯蔵：灯油

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱
（2.3 kJ/m2s）

4

第2段階4 プラント（製造施設）
取扱：水素

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa） 529 第1段階 第2段階

4 プラント（製造施設）
取扱：水素

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa） 1220 第1段階 第2段階

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa） 574 第1段階 第2段階 第2段階

4 プラント（製造施設）
取扱：プロパン

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa） 1269 第1段階 第2段階 第2段階

第2段階

第2段階 第2段階4 プラント（製造施設）
取扱：ブタン

1
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地区名 最大避難者数
都心南部直下地

震
大正型関東地震

【参考地震】相模
トラフ沿いの最大
クラスの地震

想定災害の区分

地震時

平常時
施設諸元

エリア
番号

最大影響
距離[m]

影響の評価指標
（基準値）

避難を要する事態

避難対象地区（域外避難） 留意事
項（末尾
に記載）

避難対象地
域の区分
（末尾の
【注】参照）

池上新町３丁 昼間：14958人 ①,② 2）
塩浜２丁目 夜間：3432人
塩浜３丁目
千鳥町
水江町
夜光２丁目
夜光３丁目
四谷下町
池上町
扇町 ② 1）
南渡田町
浅野町 昼間：7715人 ② 2） 3）
扇町 夜間：103人
南渡田町
浅野町 昼間：7715人 ② 2） 3）
扇町 夜間：103人
南渡田町
浅野町 昼間：11018人 ② 2） 3）
大川町 夜間：145人
扇町
白石町
南渡田町
浅野町 昼間：7715人 ② 2） 3）
扇町 夜間：103人
南渡田町
大川町 昼間：6805人 ② 2） 3）
扇町 夜間：106人
白石町
大川町 昼間：10848人 ② 2） 3）
扇町 夜間：113人
白石町
田辺新田
南渡田町
大川町 昼間：3303人 ② 2） 3）
白石町 夜間：42人
大川町 昼間：10848人 ② 2） 3）
扇町 夜間：113人
白石町
田辺新田
南渡田町
扇島 昼間：9010人 ② 1）
東扇島 夜間：0人
扇島 昼間：9010人 ② 1）
東扇島 夜間：0人

その他 第2段階 第1段階330 第2段階

7 危険物タンク
貯蔵：原油

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱
（2.3 kJ/m2s）

6 プラント（製造施設）
取扱：塩素

・大量漏洩（毒性ガス） 拡散ガス濃度
（IDLH:10ppm）

960 第1段階 第2段階

280 その他 第2段階 第1段階 第2段階

第2段階 第2段階

7 危険物タンク
貯蔵：原油

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱
（2.3 kJ/m2s）

第2段階第1段階 第1段階 第2段階

5 危険物タンク
貯蔵：ナフサ

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱

（2.3 kJ/m2s）

170 昼間：3686人
夜間：5人

第2段階 第2段階 第1段階 第2段階

4 プラント（製造施設）
取扱：水素

・火災延焼拡大（可燃性ガス）
・大量漏洩（可燃性ガス）

爆風圧（2.1kPa） 1136

5 プラント（製造施設）
取扱：アンモニア

・大量漏洩（毒性ガス） 拡散ガス濃度
（IDLH:300ppm）

260 第1段階 第2段階 第2段階

第2段階5 高圧ガスタンク（毒性）
貯蔵：塩素

・大量漏洩（毒性ガス） 拡散ガス濃度
（IDLH:10ppm）

720 第2段階 第2段階 第2段階

5 プラント（製造施設）
取扱：臭化水素

・大量漏洩（毒性ガス） 拡散ガス濃度
（IDLH:30ppm）

540 第1段階 第2段階 第2段階 第2段階

拡散ガス濃度
（IDLH:10ppm）

860 第2段階 その他 第2段階

第2段階

5 プラント（製造施設）
取扱：塩素

・大量漏洩（毒性ガス） 拡散ガス濃度
（IDLH:10ppm）

960 第1段階 第2段階 第2段階 第2段階

5 プラント（製造施設）
取扱：塩素

・大量漏洩（毒性ガス） 拡散ガス濃度
（IDLH:10ppm）

590 第1段階 第2段階 第2段階

第2段階

第2段階

6 高圧ガスタンク（毒性）
貯蔵：塩素

・大量漏洩（毒性ガス） 拡散ガス濃度
（IDLH:10ppm）

360 第2段階 その他 第2段階 第2段階

6 高圧ガスタンク（毒性）
貯蔵：塩素

・大量漏洩（毒性ガス）

1
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地区名 最大避難者数
都心南部直下地

震
大正型関東地震

【参考地震】相模
トラフ沿いの最大
クラスの地震

想定災害の区分

地震時

平常時
施設諸元

エリア
番号

最大影響
距離[m]

影響の評価指標
（基準値）

避難を要する事態

避難対象地区（域外避難） 留意事
項（末尾
に記載）

避難対象地
域の区分
（末尾の
【注】参照）

扇島 昼間：9010人 ② 1）
東扇島 夜間：0人
浮島町 昼間：16581人 ① 4） 5) 6）
小島町 夜間：1366人
塩浜４丁目
田町３丁目
千鳥町
殿町３丁目
夜光１丁目
夜光２丁目

【留意事項】

【注】
1）「避難対象地域の区分」は次の通り。①一般地域へ影響が及ぶ可能性のある災害、②隣接地域へ影響が及ぶ可能性のある災害
2）異なる施設であっても、貯蔵/取扱物質、影響距離、避難対象地区等の属性がほぼ同じ施設については、便宜上まとめて記載している。
3）エリア8に所在する施設で、「避難対象地域の区分」が①または②に該当するものはない。

7 危険物タンク
貯蔵：原油

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱
（2.3 kJ/m2s）

190 その他 第2段階 第1段階 第2段階

1）防油堤外への流出が発生した場合には、流出範囲（拡大の恐れがある地域を含む）に基づき避難対象地域を検討する。
2）ガス拡散範囲は気象条件により変化することから、現地での濃度測定結果に基づき避難対象地域を検討する。
3）毒性物質の物性等を確認し、必要に応じて避難対象地域を再検討する。
4）パイプラインは複数エリアをまたいで設置されているものが多いため、一般地域へ影響する災害（①）のみを抽出している。
5）パイプラインの災害は、施設全長のどこでも起こり得るとして避難対象地区を抽出しているが、実際の災害発生時には、発生地点周辺のみが避難対象となる。
6）パイプラインの地震時の災害発生危険度は評価されていない。

－1,2,3 パイプライン
取扱：分解ガソリン

・火災延焼拡大（危険物）
・大量漏洩（危険物）

放射熱
（2.3 kJ/m2s）

20 第1段階 － －

1
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（別表２）大規模災害

地区名 最大避難者数 地区名 最大避難者数
1 大規模災害（BLEVE） 小島町 昼間：6745人 下記（※）の通り 昼間：41706人 殿町小学校 ①,② 1） 2）

千鳥町 夜間：112人 夜間：32243人 大師中学校
夜光１丁目 南大師中学校

四谷小学校

塩浜４丁目 昼間：2691人 小島町 昼間：13816人 － ①,② 3）
夜光１丁目 夜間：154人 塩浜１丁目 夜間：6662人

塩浜３丁目
田町２丁目
田町３丁目
千鳥町
日ノ出１丁目
日ノ出２丁目
夜光２丁目

大規模災害（BLEVE） 浮島町 昼間：9230人 下記（※1）の通り 昼間：204002人 下記（※2）の通り ①,② 1） 2）
小島町 夜間：955人 夜間：167497人

大規模災害（BLEVE） 千鳥町 昼間：2657人 下記（※1）の通り 昼間：127950人 下記（※2）の通り ①,② 1） 2）
夜間：0人 夜間：111916人

3 高圧ガスタンク
貯蔵：プロピレン

放射熱（11.6kW/m
2
）、

爆風圧（2.1kPa、
16kPa）、飛散物

（※1）旭町２丁目,大島２丁目,大島３丁目,大島４丁目,大島５丁目,鈴木町,中島１丁目,中島２丁目,中島３丁目,港町,池上新町１丁目,池上新町２丁目,池上新町３丁目,伊勢町,浮島町,江川１丁目,江川２丁目,川中島１丁目,
川中島２丁目,観音１丁目,観音２丁目,小島町,塩浜１丁目,塩浜２丁目,塩浜３丁目,塩浜４丁目,昭和１丁目,昭和２丁目,田町１丁目,田町２丁目,田町３丁目,大師駅前１丁目,大師駅前２丁目,大師河原１丁目,大師河原２丁目,
大師公園,大師町,大師本町,台町,出来野,殿町１丁目,殿町２丁目,殿町３丁目,中瀬１丁目,中瀬２丁目,中瀬３丁目,東扇島,東門前１丁目,東門前２丁目,東門前３丁目,日ノ出１丁目,日ノ出２丁目,藤崎１丁目,藤崎２丁目,藤崎
３丁目,藤崎４丁目,水江町,夜光１丁目,夜光２丁目,夜光３丁目,四谷上町,四谷下町,浅野町,池上町,追分町,扇島,扇町,鋼管通１丁目,鋼管通２丁目,鋼管通３丁目,鋼管通４丁目,鋼管通５丁目,桜本１丁目,桜本２丁目,浜町１
丁目,浜町２丁目,浜町３丁目,浜町４丁目,南渡田町

（※2）大師公園,向小学校,東大島小学校,大島小学校,臨港中学校,さくら小学校,田島支援学校桜校,桜本中学校,藤崎小学校,川中島小学校,川中島中学校,四谷小学校,大師小学校,南大師中学校,東門前小学校,殿町小
学校,大師中学校

域外避難
：512

屋内退避
：3708

エリア
番号

施設諸元 避難を要する事態
影響の評価指標（基準

値）
最大影響
距離[m]

避難対象地区（域外避難） 避難対象地区（屋内避難）
影響範囲内の避
難先（末尾の【注】

参照）

留意事項
（末尾に記
載）

1 域外避難
：165

屋内退避
：747

爆風圧（2.1kPa、
16kPa）

大規模災害（反応暴走）プラント（製造施設）
取扱：ブタジエン

2

避難対象地域
の区分（末尾
の【注】参照）

（※）池上新町３丁目,浮島町,江川１丁目,江川２丁目,塩浜１丁目,塩浜２丁目,塩浜３丁目,塩浜４丁目,昭和１丁目,昭和２丁目,田町１丁目,田町２丁目,大師河原１丁目,大師河原２丁目,台町,出来野,殿町１丁目,殿町２丁目,
殿町３丁目,東門前２丁目,東門前３丁目,日ノ出１丁目,日ノ出２丁目,水江町,夜光２丁目,夜光３丁目,四谷上町,四谷下町

（※1）旭町１丁目,旭町２丁目,砂子１丁目,砂子２丁目,駅前本町,榎町,大島上町,大島１丁目,大島２丁目,大島３丁目,大島４丁目,大島５丁目,貝塚１丁目,貝塚２丁目,境町,新川通,鈴木町,中島１丁目,中島２丁目,中島３丁目,
東田町,富士見１丁目,富士見２丁目,堀之内町,本町１丁目,本町２丁目,港町,南町,宮前町,宮本町,渡田東町,渡田向町,渡田１丁目,渡田２丁目,渡田３丁目,渡田４丁目,池上新町１丁目,池上新町２丁目,池上新町３丁目,伊勢
町,江川１丁目,江川２丁目,川中島１丁目,川中島２丁目,観音１丁目,観音２丁目,塩浜１丁目,塩浜２丁目,塩浜３丁目,塩浜４丁目,昭和１丁目,昭和２丁目,田町１丁目,田町２丁目,田町３丁目,大師駅前１丁目,大師駅前２丁目,
大師河原１丁目,大師河原２丁目,大師公園,大師町,大師本町,台町,千鳥町,出来野,殿町１丁目,殿町２丁目,中瀬１丁目,中瀬２丁目,中瀬３丁目,東扇島,東門前１丁目,東門前２丁目,東門前３丁目,日ノ出１丁目,日ノ出２丁目,
藤崎１丁目,藤崎２丁目,藤崎３丁目,藤崎４丁目,水江町,夜光１丁目,夜光２丁目,夜光３丁目,四谷上町,四谷下町,浅野町,池上町,追分町,大川町,扇島,扇町,小田栄１丁目,小田栄２丁目,小田３丁目,小田５丁目,小田６丁目,小
田７丁目,鋼管通１丁目,鋼管通２丁目,鋼管通３丁目,鋼管通４丁目,鋼管通５丁目,桜本１丁目,桜本２丁目,白石町,田島町,田辺新田,浜町１丁目,浜町２丁目,浜町３丁目,浜町４丁目,南渡田町

（※2）川崎競馬場,川崎競輪場,川崎球場,富士見公園,大師公園,宮前小学校,市立川崎高校・附属中学校,旭町小学校,富士見中学校,田島小学校,向小学校,東大島小学校,南部防災センター,東小田小学校,渡田小学校,
大島小学校,臨港中学校,さくら小学校,田島支援学校桜校,桜本中学校,藤崎小学校,川中島小学校,川中島中学校,四谷小学校,大師小学校,南大師中学校,東門前小学校,殿町小学校,大師中学校

高圧ガスタンク
貯蔵：LPG

放射熱（11.6kW/m
2
）、

爆風圧（2.1kPa、
16kPa）、飛散物

高圧ガスタンク
貯蔵：ブタジエン

域外避難
：357

屋内退避
：1883

放射熱（11.6kW/m
2
）、

爆風圧（2.1kPa、
16kPa）、飛散物

域外避難
：1292

屋内退避
：6710

2
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地区名 最大避難者数 地区名 最大避難者数

エリア
番号

施設諸元 避難を要する事態
影響の評価指標（基準

値）
最大影響
距離[m]

避難対象地区（域外避難） 避難対象地区（屋内避難）
影響範囲内の避
難先（末尾の【注】

参照）

留意事項
（末尾に記
載）

避難対象地域
の区分（末尾
の【注】参照）

千鳥町 昼間：13085人 下記（※1）の通り 昼間：268544人 下記（※2）の通り ①,② 1） 2）
東扇島 夜間：0人 夜間：224010人
水江町
夜光３丁目

扇町 昼間：3502人 浅野町 昼間：7516人 － ② 1） 2）
夜間：64人 大川町 夜間：81人

白石町
南渡田町

大川町 昼間：2016人 扇町 昼間：22745人 － ①,② 1） 2）
夜間：0人 扇島 夜間：12261人

白石町
田辺新田
南渡田町
浅野町
鋼管通４丁目
鋼管通５丁目
小田６丁目
小田７丁目
浅田１丁目
浅田２丁目
浅田４丁目
小田６丁目
小田７丁目

【留意事項】

【注】
1）「影響範囲内の避難先」とは、屋内避難の対象地域内に所在する避難所をいう（屋外避難の対象地域内の避難所はなし）。なお、広域避難場所については太字で示している。
2）「避難対象地域の区分」は次の通り。①一般地域へ影響が及ぶ可能性のある災害、②隣接地域へ影響が及ぶ可能性のある災害
3）エリア区分と災害事象の組み合わせ毎に、最大の影響距離となる災害（同じ影響距離となる場合は最大避難者数がより大きい災害）について記載している。
4）エリア7,8に所在する施設で、大規模災害の評価対象となる施設はない。

域外避難
：53

屋内退避
：1032

域外避難
：153

屋内退避
：1429

6 高圧ガスタンク
貯蔵：液化ブタジエ
ン

大規模災害（BLEVE） 放射熱（11.6kW/m2）、
爆風圧（2.1kPa、
16kPa）、飛散物

5 大規模災害（BLEVE） 放射熱（11.6kW/m2）、
爆風圧（2.1kPa、
16kPa）、飛散物

高圧ガスタンク
貯蔵：液化石油ガス

（※1）旭町１丁目,旭町２丁目,池田１丁目,池田２丁目,砂子１丁目,砂子２丁目,駅前本町,榎町,大島上町,大島１丁目,大島２丁目,大島３丁目,大島４丁目,大島５丁目,小川町,小田１丁目,貝塚１丁目,貝塚２丁目,京町１丁目,
京町２丁目,京町３丁目,境町,下並木,新川通,鈴木町,堤根,中島１丁目,中島２丁目,中島３丁目,日進町,東田町,富士見１丁目,富士見２丁目,堀之内町,本町１丁目,本町２丁目,港町,南町,宮前町,宮本町,元木１丁目,元木２丁
目,渡田山王町,渡田新町１丁目,渡田新町２丁目,渡田新町３丁目,渡田東町,渡田向町,渡田１丁目,渡田２丁目,渡田３丁目,渡田４丁目,池上新町１丁目,池上新町２丁目,池上新町３丁目,伊勢町,浮島町,江川１丁目,江川２
丁目,川中島１丁目,川中島２丁目,観音１丁目,観音２丁目,小島町,塩浜１丁目,塩浜２丁目,塩浜３丁目,塩浜４丁目,昭和１丁目,昭和２丁目,田町１丁目,田町２丁目,田町３丁目,大師駅前１丁目,大師駅前２丁目,大師河原１丁
目,大師河原２丁目,大師公園,大師町,大師本町,台町,出来野,殿町１丁目,殿町２丁目,殿町３丁目,中瀬１丁目,中瀬２丁目,中瀬３丁目,東門前１丁目,東門前２丁目,東門前３丁,日ノ出１丁目,日ノ出２丁目,藤崎１丁目,藤崎２
丁目,藤崎３丁目,藤崎４丁目,夜光１丁目,夜光２丁目,四谷上町,四谷下町,浅田１丁目,浅田２丁目,浅田３丁目,浅田４丁目,浅野町,池上町,追分町,大川町,扇島,扇町,小田栄１丁目,小田栄２丁目,小田２丁目,小田３丁目,小田
４丁目,小田５丁目,小田６丁目,小田７丁目,鋼管通１丁目,鋼管通２丁目,鋼管通３丁目,鋼管通４丁目,鋼管通５丁目,桜本１丁目,桜本２丁目,白石町,田島町,田辺新田,浜町１丁目,浜町２丁目,浜町３丁目,浜町４丁目,南渡田
町,大宮町,幸町１丁目,幸町２丁目,堀川町

（※2）川崎競馬場,川崎競輪場,川崎球場,富士見公園,大師公園,小田公園,大師中学校,殿町小学校,東門前小学校,南大師中学校,大師小学校,四谷小学校,川中島中学校,川中島小学校,藤崎小学校,桜本中学校,田島支
援学校桜校,さくら小学校,臨港中学校,大島小学校,渡田小学校,田島中学校,東小田小学校,南部防災センター,京町中学校,小田小学校,浅田小学校,渡田中学校,新町小学校,東大島小学校,向小学校,田島小学校,富士見
中学校,旭町小学校,市立川崎高校・附属中学校,宮前小学校,川崎小学校,京町小学校

大規模災害（BLEVE）4 高圧ガスタンク
貯蔵：プロパン

域外避難
：1001

屋内退避
：5198

放射熱（11.6kW/m
2
）、

爆風圧（2.1kPa、
16kPa）、飛散物

1）域外避難を行う場合には原則として徒歩によるものの、災害発生施設周辺については車両等により迅速に避難場所へ移動する。
2）屋内退避を行う場合にはできる限り頑強な建物内に避難すると共に、窓から離れて部屋の中央に移動する。
3）製造プラントにおける災害は発生状況の把握や進展の予測が難しいことから、発災事業所等からの情報が得られた都度、避難対象地域を再検討する。

2
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４－５ 避難の実施 

１ 避難実施の流れ 

   石油コンビナート災害発生時の関係機関の活動内容は、災害の状況等により大きく異なる。

   ここでは、平常時における単独事故災害と、地震・津波とコンビナート災害の複合災害を

例にとり、主な活動内容や避難実施の対応事例は次の通りとする。

（１）単独事故災害

 石油コンビナートの特定事業所内のプラントにおいて爆発火災が発生し、延焼中。大規

模な延焼拡大の恐れがある。発災事業所の自衛防災組織は、共同防災組織、市消防局と共

に災害防御活動を実施。市は石油コンビナート等現地防災本部を設置。

市及び県は周辺住民等の避難について協議し、煙や臭気による影響の恐れがあることか

ら、避難（屋内避難）の実施を決定。住民広報及び報道対応について検討、調整を行う。

石油コンビナート等防災本部会議を開催し、災害情報、被害状況、避難情報等について

情報共有を行う。鎮火後、避難の解除について協議し、避難解除を決定。

（２）地震・津波とコンビナート災害との複合 

 特定事業所において震度 5 強を観測する地震が発生し、浮き屋根式の原油タンクにおい

て浮き屋根上部から油が溢流。

市では石油コンビナート等現地防災本部（市災害対策本部併設）を設置。気象庁より大

津波警報が発表され、特定事業所では従業員等の避難を実施。市は周辺住民に対する避難

指示（緊急）を実施。

その後、余震の影響により溢流の発生していた浮き屋根式タンクにおいてリム火災が発

生。津波避難実施中のため、特定事業所では最低限の防御活動を実施するが、地震時の破

損により固定泡消火設備不作動であったため、消火困難と判断し、広域共同防災組織へ大

容量泡放射システムの出動を要請する。県は大容量泡放射システムの出動に係る調整等を

実施する。

市及び県はコンビナート災害による周辺住民等の避難について協議する（津波による避

難とは避難対象範囲、避難方法が異なる）。

津波（第 1 波）が到達し、これにより危険物タンクの払出配管が破損、緊急遮断弁の不

作動により、危険物の大量漏洩が発生。県は防災ヘリによる被害情報の収集を行うと共に、

県内消防応援隊、緊急消防援助隊の出動を要請する。

市及び県はコンビナート災害による周辺住民等の避難（域外避難）の実施を決定する。

住民広報及び報道対応について検討、調整を行う。

気象庁より大津波警報の解除が発表されたことにより、市は避難指示（緊急）の解除を

検討する。コンビナート災害の影響の恐れがある地域を除いて避難（津波）を解除するこ

とを決定し、住民等への広報、関係機関へ避難解除の通知及び報告を実施する。

特定事業所の自衛消防隊及び共同防災、広域共同防災組織、消防局は、大容量泡放射シ

ステムを用いたタンク火災の防御活動を実施する

鎮火後、避難（コンビナート災害）の解除について協議し、避難解除を決定する。
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２ 情報収集・状況把握 

特定事業所において災害（事故）が発生した場合、直ちに発災事業所から消防局への連絡が行われ、

消防局は直ちにその旨を総務企画局危機管理室に報告するとともに、県やその他の関係機関への連絡

が行われる。ただし、発災初期の段階では多くの情報が不明であることが多く、大規模な災害になる

ほど必要な情報が得られないという懸念がある一方で、大規模災害では緊急に避難が必要となる事態

も考えられ、その場合には限られた情報に基づき避難を実施することが必要となることから、あらか

じめ関係機関と十分に協議し、緊急的な避難措置の実施について検討する必要がある。

３ 避難実施のタイミング

（１）火災延焼拡大 

危険物や可燃性ガスによる火災の消火及び拡大防止に失敗し、延焼拡大が予想される場合、予想

される延焼拡大の範囲に応じて、事前に避難を実施（完了）する必要がある。

（２）大量漏洩 

ア 危険物の大量漏洩 

危険物が大量漏洩して液面を形成し、可燃性ガスが蒸発・拡散している場合、何らかの着火源

により大規模な火災となる危険性があるため、予想される火災の範囲に応じ、事前に避難を実施

（完了）する必要がある。

イ 危険物(毒性)/毒性液体の大量漏洩 

危険物（毒性）または毒性液体が大量に漏洩して液面を形成し、毒性ガスの蒸発・拡散防止措 

置に失敗した場合には、予想されるガス拡散範囲に応じて、避難を実施（完了）する必要がある。

ガス拡散 

（事業所内） 

危険物
大量漏洩

ガス拡散 
（事業所外）

ガス拡散 
（一般地域）

蒸発拡散防止

防止失敗

事業所内

避難

隣接事業所

の避難

周辺住民

の避難
火災発生 
（事業所内）

火災発生 
（事業所外）

火災発生 
（一般地域）

蒸発拡散防止

防止失敗

蒸発拡散防止

防止失敗

着火 着火 着火

延焼拡大 

（事業所内） 

火災発生 延焼拡大
（事業所外）

延焼拡大
（一般地域）

消火活動 消火活動 消火活動

拡大防止失敗 拡大防止失敗 拡大防止失敗

事業所内避難 隣接事業所の避難 周辺住民の避難
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ウ 可燃性ガスの漏洩継続 

可燃性ガスの漏洩停止に失敗した場合、可燃性ガスの拡散が継続し、何らかの着火源により爆

発火災となる危険性があるため、予想されるガス拡散範囲に応じて、避難を実施（完了）する必

要がある。

エ 毒性ガスの漏洩継続 

毒性ガスの漏洩停止に失敗した場合には、予想されるガス拡散範囲に応じて、避難を実施（完了）

する必要がある。

（３）大規模災害 

ア BLEVE（高圧ガスタンク） 

加圧液化ガスを貯蔵する高圧ガスタンク周辺で火災が発生し、消火活動や高圧ガスタンクの散

水冷却に失敗した場合には、BLEVE の発生危険性が生じる。このような場合には、直ちに

（BLEVE の発生前に）避難を実施（完了）する必要がある。なお、複数の高圧ガスタンクが隣

接して設置されているような場合には、1 基のタンクでBLEVE が発生した後に、他のタンクで

もBLEVE が発生する危険性が高いことから、この様な場合にも避難を要する。

ガス拡散 

（事業所内） 

毒性ガス
漏洩

ガス拡散
（事業所外）

ガス拡散
（一般地域）

事業所内避難 隣接事業所の避難 周辺住民の避難

漏洩停止措置

漏洩停止失敗

漏洩停止措置

漏洩停止失敗

漏洩停止措置

漏洩停止失敗

ガス拡散 

（事業所内） 

可燃性ガス
漏洩

ガス拡散 
（事業所外）

ガス拡散 
（一般地域）

漏洩停止措置

漏洩停止失敗

事業所内

避難

隣接事業所

の避難

周辺住民

の避難
爆発火災 
（事業所内）

爆発火災 
（事業所外）

爆発火災 
（一般地域）

着火 着火 着火

漏洩停止措置

漏洩停止失敗

漏洩停止措置

漏洩停止失敗

ガス拡散 

（事業所内） 

毒性液体
大量漏洩

ガス拡散
（事業所外）

ガス拡散
（一般地域）

事業所内避難 隣接事業所の避難 周辺住民の避難

蒸発拡散防止

防止失敗

蒸発拡散防止

防止失敗

蒸発拡散防止

防止失敗
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イ 反応暴走（製造プラント） 

反応暴走を生じる可能性のある製造プラントにおいて、反応暴走の発生危険性が生じた場合、ある

いは反応暴走による爆発火災が発生し、さらに災害が継続して被害が拡大する恐れのある場合には、

直ちに避難を実施（完了）する必要がある。

４ 避難対象地域の決定 

避難対象地域は、災害の進展の見込みを踏まえ、予想される事態とその影響範囲に基づき決定する

ことが原則となるが、災害発生時にはこれらの判断材料となる情報が得られない可能性があり、その

場合には事前に定めた避難計画等に基づき、より安全側となるよう避難対象地域を決定することにな

る。その後、より正確な情報が得られた場合には、避難対象地域や避難方法を含め、状況に応じて見

直しを行う。

ただし、避難計画は、防災アセスメントにおいて評価された災害の影響範囲に基づき作成したもの

であり、実際の災害の影響範囲と相違が生じる場合があることを考慮する必要がある。

４－６ 救助・救急

消防局は、多数の要救助者、傷病者が発生した際には、大規模救急救助活動計画に基づき対応する

とともに、関係機関と緊密な連携による救助活動及び応急救護活動並びに迅速な搬送活動を行う。

４－７ 医療救護対策

負傷者等の人的被害が発生したときは、川崎市地域防災計画を準用し、必要な医療救護活動

を行う。また、災害発生時における市民の医療救護活動を円滑に実施するため医療救護計画（川

崎市災害時医療救護活動マニュアル）を策定し、医療救護活動の万全を期す。 

爆発火災発生 
反応暴走発
生危険 二次災害発生 

防御活動

防御失敗

避難（周辺地域：域外避難 その他の地域：屋内退避）

防御活動

防御失敗

火災継続 火災発生 火災継続 
消火活動

消火失敗

避難（周辺地域：域外避難  その他の地域：屋内退避）

タンク内温度・
圧力増加

BLEVE発生

周辺施設

高圧ガス 

タンクへの 

熱影響

熱影響熱影響

散水冷却

冷却失敗

散水冷却

冷却失敗

消火活動

消火失敗

二次災害発生
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４－８ 災害時の広報と広聴 

広報・広聴活動を積極的に実施し、救援救護対策や応急復旧対策の万全を期するとともに、

臨海部事業所、防災関係機関等や市民等に情報発信する地域情報ステーションを設置する。

 ４－９ 警戒・警備

市長等は、災害が発生し又は発生しようとしている場合において、市民の生命、身体、財産に対

する危険を防止するため、警戒区域等を設定し、当該区域への立入りの制限、禁止、又は退去を命

じることができる。

４－１０ 緊急輸送対策

  関係局長及び区長は、計画の定めるところにより、速やかに応急復旧体制を確保し、緊急輸送道

 路及び海上輸送等の確保輸送機能の確保を図る。また、道路交通規制や海上交通規制を行う

４－１１ 災害救助法の適用

災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社、その他の団体及び国民の協力のもと、応

急的に必要な救助を行い、災害にかかった者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とし

ている。市は適切な救助活動が実施されるよう災害救助法の適用基準をもとに、法の適用申請

を行う。

４－１２ 生活関連施設の応急復旧活動

   震災により公共施設等が被害を受けた場合、その施設管理者は、消火、救助・救急、物資輸

送等の応急活動及び市民生活への支障を最小限にするため、迅速かつ的確な応急対策を実施する。

５ 復旧・復興対策

５－１ 民生安定のための緊急措置

災害時には、多くの市民が負傷したり、家や家財等を喪失し、また、電気、ガスあるいは電

話の途絶などにより、かなりの混乱状態に陥ることが考えられる。 

このため、防災関係機関等と協力し混乱をすみやかに治め、人心の安定と社会秩序の回復を

図るための緊急措置を講ずる。 

５－２ 公共施設の災害復旧

被災した公共施設の災害復旧は、被災施設の原形復旧とあわせ、再度の災害発生を防止する

ため、応急復旧終了後被害の程度を十分検討して、必要な施設の新設又は改良等を行う。 

実施にあたっては、被害の状況に応じて、重要度と緊急度の高い施設から復旧工事を優先し

て行う。 

５－３ 復興体制

臨海部における災害により重大な被害を受けた場合において、まちの復興並びに市民生活や

企業活動の再建及び安定に関する事業を速やかに、かつ、計画的に実施するため、市長を本部
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長とする川崎市震災復興本部を被災状況により設置し、復興方針、復興計画等を策定すること

により復興事業を推進する。 

６ 東海地震に関する事前対策計画

６－１ 計画の目的 

臨海部における、東海地震の発生に伴う災害の発生を防止し、又は軽減するため、神奈川県

石油コンビナート等防災計画及び川崎市地域防災計画（震災対策編）に基づき、市のとるべき

事前措置の基本的事項を定めるとともに、県等の防災関係機関等が行う事前措置の基本的事項

を取りまとめ、東海地震の事前対策の推進を図ることを目的とする。

６－２ 東海地震に関する予防対策計画

   東海地震が発生した場合に、特別防災区域に係る火災、爆発、石油等の漏洩若しくは流出 、

その他の災害の発生及び拡大を防止するため、東海地震注意情報及び東海地震予知情報発表時

並びに警戒宣言発令時において実施する地震防災応急対策を事前に整備する。

   市は、東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時に応じた体制を確立するため、県等と

連携して、特定事業所等に対する指導を強化するとともに、地震防災上必要な教育、広報及び

防災訓練を実施して、地震防災応急体制の確立を図る。

６－３ 東海地震に関する地震防災応急対策

   市、県等の防災関係機関並びに特定事業所等は、東海地震注意情報等の発表から東海地震が

発生するまでの間において、災害の発生及び拡大の防止又は被害の軽減を図るため、地震防災

応急対策を実施する。
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第1部 総則

第1章 計画の方針【総務企画局危機管理室】

第1節 計画の目的 

川崎市臨海部防災対策計画は、「主要地方道東京大師横浜」以南の地区（以下「臨海部」という。）

を対象とし、石油コンビナート等災害防止法（昭和 50年法律第 84号。以下「石災法」という。）に
基づく「神奈川県石油コンビナート等防災計画（以下「県防災計画」という。）」及び川崎市地域防災

計画を受けて、臨海部の災害の未然防止及び発生した災害の拡大を防止するため、本市及び防災関

係機関等の処理すべき事務又は業務を明確にするとともに、災害の予防対策及び応急活動等必要な事

項を定めることにより、総合的な防災対策の推進を図り、臨海部に係る市民及び就業者等の生命、身

体及び財産を災害から守ることを目的とする。 

第２節 計画の性格

 １ この計画は、臨海部に係る火災、爆発、石油等の漏洩若しくは流出等の事故、地震、津波その

他の異常な自然現象により生ずる災害の防止又は放射性物質等の災害並びに武力攻撃若しくは緊

急対処事態に伴って発生した災害への対処に関し、県防災計画及び川崎市地域防災計画に基づき

本市、特定地方行政機関及び関係公共機関並びに特定事業者等が実施する防災対策の運用を定め

た計画である。 

 ２ この計画中の「東海地震事前対応計画」については、特別防災区域が大規模地震対策特別措置

法（昭和 53年法律第 73号。以下「大震法」という。）第３条の規定に基づく強化地域ではない
が、川崎市地域防災計画（震災対策編）に基づき、東海地震に関連する情報が発表された場合に、

特別防災区域内の混乱又は地震発生時の被害を最小限にくい止めるため、大震法第６条の規定に

基づく地震防災強化計画に準じた計画とする。

関係法令 関連計画

石油コンビナー

ト等災害防止法

●神奈川県石油コンビナート等

防災計画

●川崎市地域防災計画におけ

る 臨海部に係る事項

 都市災害対策編

 ・原子力災害の防災計画

 ・海上災害の防災計画

 ・危険物等の防災計画

 震災対策編

 ・地震対策

 ・津波対策

川崎市臨海部防災対策計画

臨海部の総合的運用計画

●神奈川県石油コンビナート等

防災計画に基づく川崎市石油

コンビナート防災対策の運用

計画

（コンビナート災害避難計画）

●川崎市地域防災計画で臨海部

に関する対策の運用計画

災害対策基本法

原子力災害対策

特別措置法
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第３節 計画の修正

この計画は、石油コンビナート等災害防止法等の関連法令、県防災計画又は川崎市地域防災計画の

修正及び訓練などにより、必要があると認められるときは、これを修正する。

また、修正した場合は、これを広く公表することとする。

第４節 計画の習熟 

市及び防災関係機関等は、平素から調査研究、教育、訓練等により、この計画及びこれに関連する

他の計画の習熟に努めなければならない。

また、市は、臨海部防災対策の総合的な推進を図るため、この計画を市民・事業者への周知徹底を

行うものとする。

第５節 計画の構成及び内容

この計画は、臨海部防災対策に関して、総合的かつ基本的な性格を有するものであり、市等が行う

べき各種対策を「災害予防計画」「応急対策」「復旧・復興対策」と時系列的に配し、市の防災活動の

実施等に係る基本指針を示すとともに、東海地震に係る事前対策計画を示すものである。

この計画の構成及び主な内容は、次のとおりとする。

項  目 主   な   内   容

総則
本市及び防災関係機関等が防災に関し処理すべき事務及び業務の大綱などについて定める。

計画作成の目的、基本方針、臨海部の概況、市・防災関係機関等の役割等

災害想定

石油コンビナート災害における災害影響度及び津波災害、放射性物質災害等の概要について

定める。

石油コンビナート災害、津波災害、放射性物質等災害

災害予防計画

災害の発生を未然に防止し、又は、被害を最小限に止めるため、本市及び防災関係機関等が

日頃から行うべき措置等について定める。

事業所の予防対策、防災関係機関の実施する予防対策、インフラの安全対策、津波対策、情

報連絡体制の検討、液状化・長周期地震対策、帰宅困難者対策、地域内の情報提供等

応 急 対 策

災害の発生から応急対策の終了に至るまで、本市及び防災関係機関等が行う、初動対策及び

応急対策に係る措置等について定める。

防災体制の構築、災害情報の収集・伝達体制確保、災害への防御活動(石油コンビナート等災

害への対応、海上流出油災害への対応、津波対策、帰宅困難者対策)、避難対策、救助・救急

措置、医療救護対策、広報・広聴の対応、警戒・警備対応、緊急輸送対策、放射性物質災害

対策等

復旧・復興対策
被災者及び事業所等の災害復旧・復興に向け必要な措置について定める。

社会インフラ対応、事業復旧・復興支援対応

東海地震に関す

る事前対策計画

大規模地震対策特別措置法に定める、警戒宣言が発令された場合に本市及び防災関係機関等

が対処する事前対策について定める。

計画策定の目的、予防対策の策定、応急対策の策定
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神奈川県石油コ
ンビナート等防
災計画

第６節 計画の体系

復旧・復興対策

応急対策

災害予防計画

災害想定

総則

川崎市臨海部防
災対策計画

東海地震に関す
る事前対策計画

別冊 川崎市臨海部防災対策計画 資料編

第１章　計画の方針
第２章　臨海部の概況
第３章　特定事業者等の措置
第４章　本市及び防災関係機関等の処
　　　　理すべき業務の大綱

第１章　石油コンビナートの災害
第２章　津波災害
第３章　放射性物質等の災害

第１章　特定事業所等における予防対策
第２章　防災関係機関における予防対策
第３章　公共施設等の安全対策の推進
第４章　津波対策
第５章　情報連絡体制の整備
第６章　液状化、長周期地震動対策
第７章　帰宅困難者対策
第８章　臨海部事業所、市民等への情
　　　　報提供

第１章　防災組織体制
第２章　災害情報の収集・伝達
第３章　災害の防ぎょ活動
第４章　避難対策
第５章　救助・救急
第６章　医療救護対策
第７章　災害時の広報と広聴
第８章　警戒・警備
第９章　緊急輸送対策
第10章　災害救助法の適用
第11章　生活関連施設の応急復旧活動
第12章　放射性物質等災害対策

第１章　民生安全のための緊急措置
第２章　公共施設の災害復旧
第３章　復興体制

第１章　総則
第２章　東海地震に関する予防対策計画
第３章　東海地震に関する地震防災応
　　　　急対策

川崎市地域防災計

画

（震災対策編）
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第７節 男女共同参画の視点への配慮

東日本大震災等の過去の災害発生時の経験を踏まえ、市では、この計画の全ての事項を通じて、被

災時の男女のニーズの違いなど男女双方の視点への配慮を行うとともに、地域防災活動における女性

の参画推進など、男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立に努めるものとする。
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第２章 臨海部の概況【総務企画局危機管理室、港湾局、消防局】

第１節 臨海部の範囲

１ 臨海部

臨海部は、石油コンビナート等災害防止法に規定される特別防災区域を含む「主要地方道東京

大師横浜」から海側の川崎市行政区域地先海面全域にわたる沿岸延長約 10 キロメートルの範囲

である。

川崎港「港湾区域」約 3,298 ヘクタールを含む。区域の範囲は次表のとおりである。

エリアの凡例   

臨海部 
対象地域は川崎市内における「主要地方道

東京大師横浜」以南の地区 

石油コンビナート等災害防止法に

規定される特別防災区域 

石油精製業、化学工業及び製鉄業等の特定

事業所が所在 

２ 特別防災区域

石災法に基づく特別防災区域に指定される「京浜臨海地区」（面積３５．００ｋ㎡）のうち、

川崎市内の次に掲げる区域である。（別図）

 川崎市川崎区小島町

     〃 田町３丁目

     〃 夜光１丁目

     〃 夜光２丁目

〃 夜光３丁目
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〃 塩浜３丁目

〃 塩浜４丁目

〃 池上町

    〃 浅野町

〃 鋼管通５丁目

〃 南渡田町

〃 田辺新田

〃 白石町

     〃 浮島町

     〃 千鳥町

     〃 水江町

     〃 扇町

     〃 大川町

     〃 扇島

     〃 東扇島

     〃 殿町３丁目 25 番１～25 番 33、26 番１～26 番７、27 番１～27 番４

     〃 池上新町３丁目４番１～４番７、５番２

     〃 東扇島６番１、６番７、７番、８番３、８番４、26 番３～26 番５、

              31 番１～31 番６に隣接する公有地に隣接する公有水面埋立地

〃 浮島町 430 番の１及び 430 番の２の公有地に隣接する公有水面埋立地、

              430 番の２の地先の公有水面埋立地、430 番の２の地先の公有地に隣接する公有

水面埋立地、430 番の２に隣接する公有地及び 430 番の２の地先の公有地に隣接

する公有水面埋立地

３ 港湾区域 

   川崎港の港湾区域は、川崎市川崎区大川町と横浜市鶴見区安善町との境界運河（境運河）の河

口中央の地点、同地点から151度30分3,460メートルの地点、同地点から126度2,310メートル

の地点、旧多摩川口羽田灯標（北緯35度32分6.7秒、東経139度47分35.9秒）から136度5,150

メートルの地点及び多摩川口における行政区画境界線終点を順次結んだ線と陸岸により囲まれた

海面並びに境運河（行政区画境界線以東）、白石運河、田辺運河、南渡田運河、浅野運河、池上

運河、桜堀運河、入江崎運河、水江運河、塩浜運河、夜光運河、千鳥運河、大師運河、末広運河

及び多摩運河の各運河水面、川崎市川崎区白石町２番地、同浅野町１番地、同夜光３丁目１番地、

同夜光１丁目１番地、同浮島町100番地の各地先水面及び観音川入江橋下流の河川水面、川崎市

川崎区殿町南東端（北緯35度 32分 12秒、東経139度 46分１秒）から43度 30分に引いた線よ

り下流の多摩川河川水面（行政区画境界線以西）。 

第２節 特定事業所等の概況

大部分が埋立地で形成されている川崎臨海部には石油・石油化学、鉄鋼、セメント等の素材系の重

厚長大産業や電力・ガス等のエネルギー産業、中小企業で構成される工業団地などが集積し、長年に

渡り我が国の経済を牽引する役割を担っている。
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また、首都圏の中央に位置し、高速道路網及び主要幹線道路などにアクセスしやすい交通至便地で

あることから、多くの物流施設が立地しており、首都圏の生活を支える重要な役割を果たしている。

近年においては研究開発型産業の集積も進んでおり、殿町３丁目のキングスカイフロントでは、ラ

イフサイエンス分野における最先端の研究開発から新産業を創出する国際的なオープンイノベーショ

ン拠点が形成されつつある。

１ 特定事業所の概況

（１）概況

本市川崎区及び横浜市鶴見区、神奈川区の臨海部に位置する特別防災区域「京浜臨海地区」

は、過密化した地域に施設が集約しており、全国的にみても大規模で、かつ、多数の特定事業

所を擁し、石油精製業、化学工業及び鉄鋼業等を中心に形成されている。この京浜臨海地区の

うち、本市区域内には５１の特定事業所が所在しており、隣接する横浜市内には２３の特定事

業所が所在している。

ア 面積及び特定事業所数 （平成２９年４月１日現在）

区分 区域面積 特定事業所数 第一種事業所 第二種事業所

京浜臨海地区 ３５．００ｋ㎡ ７３事業所 ３３事業所 ４０事業所

（川崎市） ２４．０７ｋ㎡ ５０ ２５ ２５

（横浜市） １０．９３ｋ㎡ ２３ ８ １５

イ 特定事業所の地区別配置・種別等

市内特定事業所の地区別の配置状況及び種別は、別表１のとおり。

（配置状況は、別図１を参照）

ウ 特定事業所における石油・高圧ガス等の貯蔵、取扱、処理量 

本市における特定事業所における危険物、高圧ガス等の貯蔵量、取扱量、処理量は、

次のとおりである。 

特定事業所における石油等の貯蔵、取扱、処理量 
（平成２８年４月１日現在）

区分 ①石油 ②高圧ガス

③第４類

危険物

（石油を除く）

④

第４類以外

の危険物

⑤指定可燃物 ⑥

高圧ガス以外の可

燃性ガス

⑦

毒物

⑧

劇物固体類 液体類

貯蔵、取扱

処理量

8,456,446kl 1,155,532,205Nm
3

112,701kl 29,826t 77,232t 51,807t 944,662,610 m3 637t 15,692 t

エ 特定事業所における危険物施設数 

特定事業所における危険物施設数は、次のとおりである。 

特定事業所における危険物施設数 
（平成２９年４月１日現在）

区

分

製

造

所

貯

蔵

所

計

取

扱

所

計

そ

の

他

合

計

屋
内
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク

屋
内
タ
ン
ク

地
下
タ
ン
ク

移
動
タ
ン
ク

屋
外
貯
蔵
所

給
油
取
扱
所

移
送
取
扱
所

一
般
取
扱
所

施設数 85 1,990 191 1627 12 27 8 110 437 21 36 380 5 2,539 
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オ 特定事業所における石油の屋外タンク基数 

特定事業所における石油の屋外タンク基数は、次のとおりである。 

特定事業所における石油屋外タンク貯蔵所基数 
（平成２９年４月１日現在）

区 分
1,000kl 
未満

1,000kl～
1万 kl未満

1万 kl～
５万 kl未満

5万 kl～
10万 kl未満

10万 kl 
以上

合 計

タンク
基数

1,015 379 97 7 0 1,498 
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石油コンビナート等特別防災区域内の特定事業所一覧 

(平成 29年 4月 1 日現在） 

特定事業所 ５０事業所【第１種事業所】 ２５（レイアウト１７)【第２種事業所】 ２５ 

(注)種別欄の○付き数字は、レイアウト事業所を示しています。 

地区別 番号 種別 事業所名 地区別 番号 種別 事業所名

1 ①
ＪＸＴＧエネルギー㈱川崎製油所

（東燃化学合同会社　川崎工場、

エア・ウォーター炭酸㈱川崎工場を含む）

26 ① 昭和電工（株）川崎事業所（千鳥）

2 ① （株）ＮＵＣ 川崎工業所 27 1 東京油槽（株）

3 ① セントラル硝子（株）川崎工場 28 1 ＪＸＴＧエネルギー㈱千鳥事業所

4 ① 日本ブチル（株） 29 ① (株)日本触媒川崎製造所千鳥工場

5 ① 日本合成アルコール（株）川崎工場 30 2 日本乳化剤（株）川崎工場

6 ①

ＪＸＴＧエネルギー㈱川崎製造所浮島
地区（日本ポリエチレン（株）川崎工
場（浮島地区)、ＥＮＥＯＳグローブ㈱
を含む)

31 2 川崎化成工業（株）川崎工場（千鳥）

7 ① （株）日本触媒川崎製造所浮島工場 32 2 日油（株）川崎事業所

8 2 花王（株）川崎工場 33 2 日本合成樹脂㈱

9 2 （株）東芝浜川崎工場 34 2 サンケミカル㈱川崎工場

10 2 日新倉庫（株）川崎営業所 35 2 東京電力フュエル&パワー㈱川崎火力発
電所

11 2 新日本理化（株）川崎工場 36 ①
東亜石油（株）京浜製油所(水江地区)
（（株）ジェネックスを含む）

12 2 東亞合成（株）川崎工場 37 ①
ＪＸＴＧエネルギー㈱
川崎ガスターミナル

13 2 興和油化工業（株）川崎工場 38 1 出光ルブテクノ（株）京浜事業所

14 2 日新商事（株）瓦斯部　川崎充填所 39 2 ＪＦＥスチール（株）東日本製鉄所
（京浜地区）・川崎地区

15 2 新栄運輸（株）川崎化成品油槽所 40 ① 昭和電工（株）川崎事業所

16 ① 川崎オキシトン（株）川崎工場 41 2 東日本旅客鉄道（株）川崎発電所

17 2 日本冶金工業（株）川崎製造所 42 2 昭和電工ガスプロダクツ（株）
川崎工場

18 2 ブルーエキスプレス（株）
関東営業部横浜営業所

43 2 ペットリファインテクノロジー㈱

19 2 日本コンセプト（株）京浜支店 44 2 川崎天然ガス発電（株）
川崎天然ガス発電所

20 ① 日本ゼオン（株）川崎工場 45 2 三和倉庫（株）川崎事業所

21 ① 旭化成（株）川崎製造所 46 2 昭和電工（株）川崎事業所（大川）

23 1 東西オイルターミナル(株)川崎油槽所 48 1 東亜石油㈱京浜製油所（扇島地区）

24 1 三菱ケミカル物流（株）川崎油槽所 49 1 東亜石油㈱京浜製油所（東扇島地区）

25 1 セントラル・タンクターミナル（株）
川崎事業所

50 2 東京電力フュエル&パワー（株）東扇島
火力発電所

浮

島

千

鳥

千

鳥

東
扇
島

扇

島

大

川

・

白

石

扇

町

水

江

①22
ＪＦＥスチール（株）東日本製鉄所
（京浜地区）・扇島地区
（（株）JFEサンソセンター 京浜工場
を含む）

①47

ＪＸＴＧエネルギー（株）川崎製造所
川崎地区（日本ポリエチレン（株）川
崎工場（南地区）・東邦（株）川崎工
場・サンアロマ―（株）製造本部川崎
工場を含む）
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石油コンビナート等特別防災区域内の特定事業所分布図 

(平成２９年４月１日現在） 

43 

47 
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２ 特定事業所以外の事業所等の概況 

臨海部には、特定事業所のほかにも、多数の企業、事業所等が立地している。

東扇島内には、多数の物流倉庫が立地し、特に冷凍・冷蔵倉庫の保管能力は８０万トンを超え、

わが国随一の規模を誇る。

また、かわさきファズ物流センターなどの大型物流施設や、「川崎マリエン」「東扇島基幹的広

域防災拠点」なども立地している。

羽田空港対岸に位置する殿町３丁目には、主にライフサイエンス分野の企業・研究機関等が進

出し、国際戦略拠点「キングスカイフロント」の形成が進んでいる。国際戦略総合特区や国際戦

略特区にも指定され、最先端の研究開発が進められている。

千鳥町内には、港湾関係の官公署のほか、砂利、砂、石灰石、金属くずなどのバラ貨物を扱う

港湾事業者が立地する。

そのほか、水江町地区には、事業活動から発生する排出物や副生物を可能な限り抑制するとと

もに、これらの再利用・再資源化やエネルギーの循環活用等を図り、環境負荷の最小化を実現す

ることを目指す川崎ゼロ・エミッション工業団地、浮島地区には、大規模太陽光発電所や、首都

高速道路浮島ジャンクション、浮島処理センターなどが立地している。

３ 港湾区域の概況

（１）港湾施設

ア 航  路 川崎航路 延長 1,880m 幅員 300m～750m 水深－12m 以上

イ 泊  地 総面積 13,744.271 ㎡（27 ヶ所）

ウ 運  河 総延長 20,840m 
名  称 延  長 幅 水  深

京 浜 運 河 6,150ｍ 600～700ｍ －2ｍ～－12ｍ
境  運  河 1,280ｍ 65ｍ －3ｍ～－4ｍ
白 石 運 河 630ｍ 65ｍ －1ｍ～－3ｍ
田 辺 運 河 1,300ｍ 180ｍ －5ｍ～－10ｍ
南 渡 田 運 河 980ｍ 70ｍ～140ｍ －3ｍ～－7ｍ
浅 野 運 河 650ｍ 90ｍ －2ｍ～－6ｍ
池 上 運 河 1,710ｍ 130ｍ～200ｍ －8ｍ～－10ｍ
桜 堀 運 河 550ｍ 50ｍ －1ｍ～－4ｍ
入 江 崎 運 河 460ｍ 60ｍ～80ｍ －1ｍ～－6ｍ
水 江 運 河 750ｍ 150ｍ －2ｍ～－4ｍ
塩 浜 運 河 1,340ｍ 280ｍ －3ｍ～－12ｍ
夜 光 運 河 300ｍ 35ｍ～40ｍ －1ｍ～－2ｍ
千 鳥 運 河 1,120ｍ 130ｍ～150ｍ －2ｍ～－4ｍ
大 師 運 河 2,200ｍ 350ｍ －9ｍ
末 広 運 河 540ｍ 75ｍ～290ｍ －2ｍ～－4.5ｍ
多 摩 運 河 880ｍ 100ｍ －2ｍ
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エ 防 波 堤 北 防 波 堤  延長  260m 構造 鉄筋コンクリートケーソン

東扇島防波堤 延長 3,340m 構造 鉄筋コンクリートケーソン

東扇島波除堤 延長 350m 構造 鋼管杭

南 防 波 堤  延長 608m 構造 鋼管杭

オ 係留施設 大型係船岸壁等（水深－4.5m 以上）総延長 18,871m 船席数 167 
物  揚  場（水深－4.5m 未満） 公共用 総延長 860.6m 
小型油槽船係留施設 総延長 433m 

カ 上屋及び荷さばき地 上   屋 ９棟 総面積 14,096 ㎡

荷さばき地 644,281 ㎡

（２）港勢（最近５年間の傾向）

ア 入港船舶

川崎港における入港船舶隻数は、緩やかな減少傾向にあり、平成27年では約2万3,800隻とな

っている。また、入港船舶１隻あたりの総トン数は、3,707 総トン（平成 23年）から 4,162 総トン（平成

27年）と年々増加傾向にあり、船舶が大型化している傾向がうかがえる。 

外航船の入港船舶数については、一般貨物船が最も多く、平均で、約 600 隻の船舶が入港して

いる。一方、船舶総トン数でみると、油タンカーが最も多く、平均で、約3,300万総トンの船舶が入港

している。内航船については、入港船舶数、船舶総トン数ともに油タンカーが最も多く、平均で船舶

数は約 9,200 隻、総トン数は約 740 万総トンとなっている。このように川崎港を航行する船舶は、原

油タンカーやケミカルタンカーなど危険物積載船が非常に多いという特徴がある。 

イ 海上出入貨物

川崎港における海上出入貨物は、約 8,300 万トンから 9,000 万トンの間で上下している。

輸出貨物は、約 750 万トンから 1,100 万トンまでの取扱いで、品種別では、完成自動車が

過去 5 年以上にわたり取扱貨物量第１位となっており、その他としては、石油製品、重油、

化学薬品や金属くずなどが主要な貨物となっている。

輸入貨物は、約 4,600 万トンから約 5,100 万トンまでの取扱いで、品種別では、平成 24
年から LNG が原油を抜き取扱貨物量第１位となっており、その他としては、鉄鉱石、石炭

や石油製品などが主要な貨物となっている。

移出貨物は、約 1,400 万トンから約 1,700 万トンまでの取扱いで、品種別では、石油製品、

化学薬品、重油や廃土砂等が主要となっている。移入貨物は、約 1,100 万トンから約 1,300
万トンまでの取扱いで、品種別では、石油製品、石灰石、化学薬品や完成自動車等が主要な

貨物となっている。

４ 交通網の概況

臨海部の幹線道路網は横断方向（東京～横浜）には、首都高速道路(高速神奈川１号横羽線及び

高速湾岸線)、主要地方道東京大師横浜、市道殿町夜光線がある。また、臨海部と内陸部を結ぶ縦

断方向には首都高速道路（高速神奈川６号川崎線）、幹線道路として一般国道４０９号、市道（川

崎駅東扇島線、皐月橋水江町線及び川崎駅扇町線）がある。

鉄道路線としては、旅客線としてＪＲ鶴見線、京浜急行大師線、ＪＲ南武支線、貨物線として

東海道貨物支線、神奈川臨海鉄道の支線がある。
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（資料編 特定事業所数の推移）

（資料編 臨海部 町丁別 世帯数・人口 産業大分類別 事業所数・従業者数一覧）

（資料編 臨海部の地質・地盤）

交通網の概況図
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第３章 特定事業所等の措置 

第1節 特定事業所の措置 

１ 特定事業所の実施責任 

特定事業所は、防災対策に関し、第一次的責任を有することから、特定事業所における災害の

発生及び拡大を防止するため、自衛防災組織の整備を行い、保安管理体制を強化するとともに、

他の特定事業所と相互に連携共同して地域の一体的防災体制の確立に努める。 

 ２ 特定事業所の処理すべき事務 

   特定事業所は次の事務を行う。 

（１）関係法令及び行政指導基準に基づく関係施設等の安全管理の徹底 

（２）自衛防災組織の設置整備 

（３）特定防災施設等、防災資機材等の充実強化 

（４）防災教育及び防災訓練の励行 

（５）災害時における防ぎょ活動の実施 

（６）特別防災区域協議会の整備 

（７）相互応援体制の確立 

（８）共同防災組織の設置・整備 

（９）広域共同防災組織の設置・整備 

第２節 その他事業所の協力

臨海部の特定事業所以外の事業所は、関係法令及び行政指導基準等に基づいて関係施設の安全措置

の徹底を期するとともに、防災組織及び防災資機材の整備充実等防災体制の強化に努める。また、災

害時においては、防災関係機関及び他の事業所等の行う防災活動に、積極的に協力する。 

第３節 住民の協力

臨海部地域内及び同隣接地域の住民は、事故等を発見した場合、自らの生命、身体及び財産を守る

ことを最優先に、可能な限り防災関係機関への通報など防災活動への協力に努める。 
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第４章 本市及び防災関係機関等の処理すべき業務の大綱 

【総務企画局危機管理室、関係局区】 

第１節 防災関係機関の実施責任 

１ 県 

県は、関係市を包括する広域的自治体として、特別防災区域に係る県民の生命、身体及び財産

を災害から保護するため、特定事業者の行うべき防災活動について必要な助言、指導を行うとと

もに、石災法その他災害の防止に関する法令及び県防災計画に基づいて、防災活動を実施し、関

係市等の防災関係機関が処理する防災に関する事務又は業務の実施を支援し、かつ、その総合調

整を行うことにより、特別防災区域に係る防災体制の整備強化を図る。 

２ 県警察 

県警察は、関係機関との連携の下に平素から特別防災区域に係る災害警備対策を推進し、災害

が発生し、又は発生するおそれがある場合には、早期に警備体制を確立して情報の収集に努め、

県民等の生命及び身体の保護を第一とした災害警備活動等を実施する。 

３ 本市 

本市は、基礎的な自治体として、当該市の特別防災区域に係る市民の生命、身体及び財産を災

害から保護するため、特定事業者の行うべき防災活動について必要な助言、指導を行うとともに、

防災関係機関の協力を得て防災活動を実施する。 

また、特定事業者が所有する危険物施設及び特定防災施設等を適切に管理するよう消防法及び

石災法に基づく指導を行うとともに、災害発生時には自衛防災組織及び防災関係機関と連携し防

災活動を実施する。 

４ 特定地方行政機関 

特定地方行政機関は、特別防災区域に係る県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、

防災関係機関と相互に協力し、防災活動を実施するとともに、県及び関係市の活動が円滑に行わ

れるよう勧告、指導、助言等を行う。 

５ 関係公共機関 

関係公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、自ら防災活動を実施するとともに、

県、関係市等の防災関係機関の防災活動が円滑に行われるよう、その業務に協力する。 

第２節 本市が行うべき業務の大綱 

１ 防災組織の整備及び育成指導 

２ 防災訓練の実施及び指導 

３ 特定事業所に対する立入検査 

４ 自衛防災組織及び共同防災組織並びに広域共同防災組織の育成指導 

５ 危険物施設、設備等の保安管理の指導、監督 

６ 特定防災施設及び防災資機材等の整備強化に関する指導、監督 

７ 防災施設の整備 

８ 防災に必要な物資及び資機材等の備蓄、整備 

９ 防災に関する調査、研究及び教育 

10 石油コンビナート等現地防災本部（以下「現地本部」という。）の設置及び運営 
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11 災害に関する情報の収集、伝達及び広報 

12 消防活動、その他応急措置 

13 避難の指示、勧告及び誘導その他の避難対策 

14 被災者に対する救助及び救護の実施 

15 保健衛生 

16 被災施設の復旧 

17 災害による被害状況調査、災害原因調査及び災害再発防止対策の指導 

18 その他の災害応急対策 

19 その他災害の発生の防ぎょ及び拡大防止のための措置 

第３節 防災関係機関等の業務の大綱

 １ 県 

（１）神奈川県石油コンビナート等防災本部（以下「石油コンビナート等防災本部」という。）の 運営 

（２）防災組織の整備 

（３）関係市等の防災関係機関の防災事務又は業務の実施についての総合調整 

（４）防災訓練の実施 

（５）特定事業所に対する立入検査 

（６）高圧ガス及び毒劇物関係施設の保安管理の指導監督

（７）防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

（８）防災に関する調査、研究及び教育 

（９）初動対応の基本方針及び初動対応マニュアルの作成 

（10）現地本部の設置 

（11）災害に関する情報の収集、伝達及び広報 

（12）緊急輸送手段の確保 

（13）保健衛生 

（14）関係市が実施する被災者の救助及び救護の応援 

（15）災害救助法に基づく被災者の救助 

（16）緊急消防援助隊の派遣要請 

（17）広域緊急援助隊の派遣要請 

（18）関係市に対する災害防ぎょに関する指示 

（19）自衛隊の派遣要請 

（20）被災施設の復旧  

（21）その他災害の発生の防ぎょ及び拡大防止のための措置 

２ 県警察 

（１）危険物等関係施設の実態把握 

（２）関係機関との相互連携と連絡体制の整備 

（３）危険物等災害装備資器材の整備 

（４）関係法令に定める権限の行使 

（５）防災訓練の実施 
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（６）災害に関する情報収集 

（７）救出救助活動 

（８）避難誘導その他の避難対策 

（９）立入禁止区域の設定 

（10）交通規制等交通対策 

（11）危険物等の防除活動 

（12）その他社会的秩序の維持 

３  特定地方行政機関等 

（１）関東管区警察局 

ア 管区内各警察の災害警備活動の指導調整 

イ 管区内各警察の相互援助の調整 

ウ 他管区内警察局及び警視庁並びに管区内防災関係機関との連携 

エ 警察通信の確保及び通信統制 

オ 津波警報の伝達 

（２）神奈川労働局 

ア 労働災害防止に関する指導及び監督 

イ 労働安全教育の指導及び援助 

ウ 特定事業所に対する立入検査 

エ 災害に関する情報の収集及び伝達 

オ 災害原因調査及び災害再発防止対策の指導 

（３）関東東北産業保安監督部及び関東経済産業局 

ア 第一種事業所の新設等届出に係る現地調査及び工事完了後の確認 

イ 特定事業所に対する立入検査 

ウ 火薬類、高圧ガス、液化石油ガス、電気、ガス等施設及び特定事業所の保安に関する指導、

監督及び災害発生時の調査 

エ 生活必需品、復旧資材等防災関係物資の円滑な供給確保 

オ 災害に関する情報の収集及び伝達 

カ 特定事業所に対する防災のための必要な資金の確保 

キ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保 

ク 被災中小企業の振興 

（４）関東地方整備局 

ア 防災上必要な教育及び訓練の実施 

イ 災害に関する予報並びに警報の発表及び伝達 

ウ 災害に関する情報の収集及び広報 

エ 災害時における交通確保 

オ 災害時における応急工事 

カ 災害復旧工事の施工 

キ 再度災害防止工事の施工 

ク 港湾施設、海岸保全施設等の整備 
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ケ 港湾施設、海岸保全施設等に係る災害情報の収集及び応急対策 

コ 港湾施設、海岸保全施設の緊急復旧工事の施工 

サ 海洋の汚染の防除事業の実施 

（５）第三管区海上保安本部 

ア 海上災害及び大規模海難等に関する事故対策訓練の実施 

イ 関係者及び国民に対する海上防災講習会等による防災思想の啓発 

ウ 海上災害防止のための関係法令に基づく特定事業所に対する立入検査 

エ 港湾の状況等の調査研究 

オ 船艇、航空機による警報等の伝達 

カ 船艇、航空機等を活用した情報収集 

キ 活動体制の確立 

ク 船艇、航空機等による海難救助等 

ケ 船艇、航空機による傷病者、医師及び救助物資等の緊急輸送 

コ 被災者に対する物資の無償貸与又は譲与 

サ 要請に基づく、関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支援 

シ 流出油の防除等 

ス 避難勧告、入港制限、移動命令等船舶交通の整理、指導による海上交通安全の確保 

セ 警戒区域の設定並びに船舶等の区域外への退去及び入域の制限又は禁止の指示 

ソ 海上における治安の維持 

タ 危険物積載船舶に対する移動命令、航行制限若しくは禁止及び荷役の中止等危険物の保安

に関する措置 

チ 災害原因調査及び災害再発防止対策の指導 

ツ 海洋環境への汚染の未然防止又は拡大防止のための適切な措置 

テ 災害復旧・復興に係る工事に関する海上交通安全の確保 

４ 自衛隊 

（１）防災関係資料の基礎調査 

（２）自衛隊災害派遣計画の作成 

（３）通信情報活動 

（４）人命又は財産の保護のために緊急に行う必要のある応急救護又は応急復旧 

（５）災害救助のための防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲与 

（６）その他応急復旧活動等の支援等 
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第２部 災害想定

第1章 石油コンビナートの災害【総務企画局危機管理室、消防局】

石油コンビナート等の災害想定については、平成25年度から26年度に県が実施した「神奈川県石

油コンビナート等防災アセスメント調査」による。 

第１節 神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査結果の概要 

１ 想定災害の抽出基準 

（１）平常時の事故及び地震（強震動）による被害

ア 防災対策上想定すべき災害の考え方

平常時の事故による被害については、災害の発生危険度と影響度を推定し、この両者を基

に次のような考え方で防災対策上想定すべき災害の検討を行った。

また、地震（強震動）による被害については、平成 25年度から 26年度にかけて実施した

神奈川県地震被害想定調査における対象地震の内、特別防災区域において最大の影響をおよ

ぼすおそれのある地震として、地震の発生頻度（確率）も考慮し、特別防災区域（京浜臨海

地区）については、都心南部直下地震及び大正型関東地震について評価を行った。

防災対策上想定すべき災害の考え方

災害の 

区分 

平常時の 

事故発生危険度 

「都心南部直下

地震」の災害発

生確率 

「大正型関東地

震」の災害発生

確率 

ﾘｽｸﾏﾄﾘｯｸｽ 対策の考え方 

第１段階

の災害 

１施設あたり10万

年に１件以上発

生 

10 万施設あれば

年１回以上発生 

想定地震により

１千施設で１件

以上発生 

想定地震により

100 施設で１件

以上発生 

発生危険度：

Ｂ以上 

影響度：全て 

現実的に起こり

得ると考えて対

策を検討して

おくべき災害 

第２段階

の災害 

１施設あたり 100

万年に１件以上

発生 

100 万施設あれ

ば年１回以上発

生 

想定地震により

１万施設で１件

以上発生 

想定地震により

１千施設で１件

以上発生 

発生危険度：

Ｃ 

影響度：全て 

発生する可能

性は相当に小

さいと考えられ

るが、万一に備

えて対策を検

討しておくべき

災害 

低頻度大

規模災害 

発生危険度が上

記より低いが、影

響範囲が200ｍを

超える災害 

発生頻度が上

記よ り も低い

が、影響範囲が

200ｍを超える

災害 

発生頻度が上

記よ り も低い

が、影響範囲が

200ｍを超える

災害 

発生危険度：

Ｄ，Ｅ 

影響度：Ｉ 

発生する可能

性が極めて小

さく優先度は低

いが、対策を講

ずることが望ま

しい災害 
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想定地震の一覧

想定地震

ﾓｰﾒﾝﾄ

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

県内で想定される

最大震度
発生確率

都心南部直下地

震 
7.3 

横浜市・川崎市を中心に震

度６強 

（南関東地域のＭ７クラス

の地震が30年間で70％） 

大正型関東地震 8.2 
湘南地域・県西地域を中心

に震度７ 

30年以内 ほぼ０％～５％ 

(200 年から 400 年の発生間

隔) 

南海トラフ巨大

地震 
9.0 県西地域で震度６弱 

（南海トラフの地震は 30 年

以内70％程度） 

注） 発生確率については「地震調査研究推進本部（文部科学省：平成27年１月14日現在）」、「中

央防災会議首都直下地震モデル検討会報告書（内閣府：平成25年 12月）」などによる評価 

イ 個々の施設の評価 

個々の施設の評価は、リスクマトリックスを用いて行った。なお、平常時及び地震時における

災害の発生危険度と影響度のランク付けは以下のとおりである。 

 E D C B A AA  区分 影響距離 

Ⅰ   Ⅰ 200m以上 

Ⅱ Ⅱ 100m以上 200m未満 

Ⅲ Ⅲ 50m以上 100m未満 

Ⅳ Ⅳ 20m以上 50m未満 

Ⅴ   Ⅴ 20m未満 

災害発生頻度・確率区分 

区分 
平常時の 

災害発生頻度 

都心南部直下地震の 

災害発生確率 

大正型関東地震の 

災害発生確率 

AA 10-3/年程度 10-1程度 － 

A 10-4/年程度 10-2程度 10-1程度 

B 10-5/年程度 10-3程度 10-2程度 

C 10-6/年程度 10-4程度 10-3程度 

D 10-7/年程度 10-5程度 10-4程度 

E 10-8/年程度 10-6程度 10-5程度 

      注：災害発生頻度・確率区分 

・平常時の10 ３／年程度：１施設あたり1,000年に１件程度、又は、1,000施設あれば

1年に1回程度発生するような災害 

・都心南部直下地震の10-1程度：想定地震が発生した際、10施設のうち１施設で被害が

生じる程度の危険性を表す。 

（２）地震（長周期地震動）による被害

地震被害想定調査において長周期地震動の予測を行っている地震の内、本県の特別防災区域

において最大の影響をおよぼすおそれのある地震として、南海トラフ巨大地震について評価を

行った。

災害発生危険度
大 

影響度 

大 

災害の影響度区分 
小 

小 
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長周期地震動による被害については、確率的なリスク評価は行わず、想定される長周期地震

動によるスロッシングの最大波高及び溢流量の推定を行い、また、想定される災害の危険性に

ついての定性的な評価も行い、発生した場合の影響が大きいと考えられる災害については、そ

の影響度について定量的な評価を行った。

（３）津波による被害

地震被害想定調査において津波の予測を行っている地震のうち本県の特別防災区域におい

て最大の影響をおよぼすおそれのある地震として、南海トラフ巨大地震について評価を行った。

津波による被害については、確率的なリスク評価は行わず、想定される津波により施設が被

害を受ける可能性を評価した。危険物タンクについては、「屋外貯蔵タンクの津波被害シミュ

レーションツール」による被害の予測を行った。プラント（高圧ガス製造施設）については、

東日本大震災の被害事例に基づき、想定される被害について定性的な評価を行った。

（４）大規模災害

ここでいう「大規模災害」は、石油類の流出が防油堤外さらには事業所外に拡大していくよ

うな場合、石油類や可燃性ガスの火災・爆発が隣接施設を損傷してさらなる火災・爆発を誘発

して拡大していくような場合である。BLEVE（※）による災害（可燃性高圧ガスタンク）及び

製造施設等の爆発火災を想定した定量的な評価を行った。また、その他の災害として、石油類

の海上流出及び防油堤火災からの延焼拡大による危険性の定性的な評価を行った。

※BLEVEとは、沸点以上の温度で貯蔵している加圧液化ガスの貯槽や容器が何らかの原因により破損し、大気圧

まで減圧することにより急激に気化する爆発的蒸発現象

２ 影響評価対象施設 

特定事業所が保有する次の施設を対象とした。 

（１）危険物タンク（屋外タンク貯蔵所） 

注）容量1,000kl 未満の準特定タンク及び小容量タンクを含む。 

（２）高圧ガスタンク（可燃性及び毒性ガスタンク） 

（３）毒性液体タンク 

（４）プラント（危険物製造所、高圧ガス製造施設、発電施設） 

（５）パイプライン（導配管） 

（６）陸上入出荷施設（ローリー、取扱所等） 

（７）海上入出荷施設（タンカー桟橋） 

評価対象施設として抽出された京浜臨海地区内施設数は以下のとおりである。（平成25年 10月現在） 

施設 
危険物 

タンク 

高圧ガス 

タンク 

毒性液体 

タンク 
プラント 

パイプ 

ライン 

陸上 

入出荷施設 

海上 

入出荷施設 
計 

京浜臨海 

（川崎市） 
1,522 245 28 190 81 254 94 2,414 

京浜臨海 

（横浜市） 
444 18 1 37 0 89 36 625 

京浜臨海 

（合計） 
1,966 263 29 227 81 343 130 3,039 
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第２節 調査結果 

１ 平常時における想定災害 

平常時における想定災害は次のとおり。 

第１段階の災害 第２段階の災害

製造施設等の爆発・フラッシュ火災による影

響、毒性危険物タンク及び製造施設等の毒性ガ

ス拡散による影響は、特別防災区域外に及ぶこ

とがある。

特定・準特定タンクの流出火災による影響、

毒性ガスタンクの毒性ガス拡散による影響は、

概ね特別防災区域内にとどまるが、特別防災区

域の境界に近いタンクでは特別防災区域外に

及ぶことがある。

毒性ガスタンク及び毒性液体タンクの全量

流出・毒性ガス拡散による影響距離は算定して

いないが、影響は大きくなると考えられる。

特定・準特定タンクの流出火災による影響、

毒性ガスタンクの毒性ガス拡散による影響、製

造施設等のフラッシュ火災による影響は、概ね

特別防災区域内にとどまるが、特別防災区域の

境界に近い施設では特別防災区域外に及ぶこと

がある。

可燃性ガスタンクの全量流出（防液堤外）・爆

発、フラッシュ火災による影響、毒性ガスタン

ク及び毒性液体タンクの全量流出・毒性ガス拡

散による影響距離は算定していないが、影響は

大きくなると考えられる。
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２ 地震時における想定災害

都心南部直下地震及び大正型関東地震における想定災害は次のとおり。

地震 第１段階の災害 第２段階の災害

都
心
南
部
直
下
地
震

製造施設等の爆発による影響、毒性危険物タ

ンク及び製造施設等の毒性ガス拡散による影

響は、特別防災区域外に及ぶことがある。

毒性ガスタンクの毒性ガス拡散による影響

は、概ね特別防災区域内にとどまるが、特別防

災区域の境界に近いタンクでは特別防災区域

外に及ぶことがある。

毒性液体タンクの全量流出・毒性ガス拡散に

よる影響距離は算定していないが、影響は大き

くなると考えられる。

製造施設等の爆発、毒性ガス拡散による影響

は、特別防災区域外に及ぶことがある。

特定・準特定タンクの流出火災による影響、

製造施設等のフラッシュ火災による影響は、概

ね特別防災区域内にとどまるが、特別防災区域

の境界に近い施設では特別防災区域外に及ぶ

ことがある。

可燃性ガスタンクの全量流出（防液堤内・

外）・爆発、フラッシュ火災による影響、毒性

ガスタンク及び毒性液体タンクの全量流出・毒

性ガス拡散による影響距離は算定していない

が、影響は大きくなると考えられる。

大
正
型
関
東
地
震

製造施設等の爆発による影響、毒性危険物タ

ンク及び製造施設等の毒性ガス拡散による影

響は、特別防災区域外に及ぶことがある。

毒性ガスタンクの毒性ガス拡散による影響

は、概ね特別防災区域内にとどまるが、特別防

災区域の境界に近いタンクでは特別防災区域

外に及ぶことがある。

毒性液体タンクの全量流出・毒性ガス拡散に

よる影響距離は算定していないが、影響は大き

くなると考えられる。

製造施設等の爆発、毒性ガス拡散による影響

は、特別防災区域外に及ぶことがある。

特定・準特定タンクの流出火災による影響、

毒性ガスタンクの毒性ガス拡散による影響は、

概ね特別防災区域内にとどまるが、特別防災区

域の境界に近い施設では特別防災区域外に及

ぶことがある。

可燃性ガスタンクの全量流出（防液堤内・

外）・爆発、フラッシュ火災による影響、毒性

ガスタンク及び毒性液体タンクの全量流出・毒

性ガス拡散による影響距離は算定していない

が、影響は大きくなると考えられる。
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３ 地震（長周期地震動）による被害

（１）スロッシング最大波高及び溢流量の推定

南海トラフ巨大地震の速度応答スペクトルを用い、スロッシング最大波高及び溢流量を推定

した。スロッシング最大波高が余裕空間高さを超える浮き屋根式タンクの基数は、京浜臨海地

区で113基あった。浮き屋根式タンクからの溢流量の最大値は、京浜臨海地区の782m3である。

（２）スロッシングによる災害の危険性

一般に、スロッシングによる危険物タンクの被害形態としては、屋根部からの危険物の溢流、

浮き屋根やタンク付属設備等の破損、浮き屋根の沈降、溢流に伴うタンク周辺での流出火災、

屋根部でのリング火災やタンク全面火災等が考えられる。

スロッシングに起因する火災の影響に関しては、発生した場合の影響が大きいと考えられる

タンク全面火災、タンク全面・防油堤火災について、影響度の推定を行った結果、輻射熱の影

響範囲は、京浜臨海地区において特別防災区域外に及ぶ場合がある。

４ 津波による被害

本調査においては、津波による災害の危険性の定性的な評価を行った。ただし、危険物タンク

については、津波による流出量の定量的な評価を行った。その結果は以下の通りである。

京浜臨海地区における施設の浸水深は最大で1.05ｍ（南海トラフ巨大地震）である。 

南海トラフ巨大地震及び大正型関東地震について、シミュレーションツールを用いた浮き上が

り及び滑動の判定を行った結果、浮き上がり及び滑動の可能性のあるタンクはなかった。

高圧ガス施設における南海トラフ巨大地震又は大正型関東地震による最大浸水深は、京浜臨海

地区で 0.17ｍであり、高圧ガス施設の流出はないものと予想される。ただし、浸水深１ｍ未満に

おいては、計装設備、ガス漏洩検知警報設備、防消火設備の破損・不具合、動機器・静機器の損

傷・不具合、配管・弁等の変形・破損・不具合、容器置き場等の倒壊・破損、容器の転倒、事務

所等の倒壊・破損等の被害の可能性がある。

したがって、京浜臨海地区では、設備の流出等の大きな被害はないと考えられるが、これら設

備の破損・不具合等の被害が考えられるほか、それによる二次災害が発生する可能性も考えられ

る。

また、浮遊物により、施設が破損する被害を受ける可能性はある。

５ 大規模災害

（１）高圧ガスタンクの爆発による災害

周辺火災等の影響によりBLEVE及びファイヤーボールが生じる場合を想定し、ファイヤーボ

ールによる放射熱、蒸気雲爆発による爆風圧及び容器の破裂による破片の飛散について算定を

行った。ファイヤーボールの放射熱について、11.6kW/m2をしきい値とした場合に2,000ｍ以上

に影響を及ぼすタンクは京浜臨海地区で32基ある。蒸気雲爆発による爆風圧について、2.1kPa

をしきい値とした場合に2,000ｍ以上に影響を及ぼすタンクは、京浜臨海地区で21基ある。ま

た、容器の破裂による破片の飛散について、2,000ｍ以上に影響を及ぼすタンクは、京浜臨海

地区で21基ある。これらのことから、BLEVEによる災害の影響は非常に大きいため、BLEVE発

生の抑制及び災害発生時の緊急対応等が重要である。 

24



（２）製造施設等の爆発による災害

反応暴走のおそれのある製造施設等について、短時間大量流出ガス爆発を想定し、取扱う可

燃性ガスが最大滞留する箇所において、その全量が蒸気雲爆発する場合の爆風圧を定量的に評

価した。蒸気雲爆発による爆風圧について、500ｍ～1,000ｍの範囲で影響を及ぼす施設は、京

浜臨海地区で５施設ある。このことから、製造施設等の爆発による災害の影響は非常に大きい

ため、反応暴走の抑制及び災害発生時の緊急対応等が重要である。

（３）その他の大規模災害（防油堤から海上への石油類流出・防油堤火災からの延焼拡大）

ここでは想定される大規模災害の内、タンク本体あるいは配管の大破に起因する災害（防油

堤から海上への石油類流出及び防油堤火災の延焼拡大）を取り上げた。このような災害の発生

は、現在の技術基準からすると考えにくいが、施設の老朽化、施工不良、あるいは管理体制の

問題など評価が困難な要因により、発生する可能性は否定できない。定量的な評価が困難であ

り、発災の抑制及び発災時の緊急対応等が重要である

第３節 防災対策の考え方

防災アセスメント調査で示されたコンビナートにおける防災対策の基本方針を踏まえ防災対策の

考え方を次のとおり整理する。

想定災害 被害の概況 防災対策の考え方

平常時の事故 小量流出等に比べて発生確率は低いが、

爆発火災や毒性ガスの拡散等が発生した場

合、影響範囲が広範囲に及ぶおそれがある。

爆発火災の発生確率と災害影

響度を下げるための対策を充実

強化する。

地震（強震動）によ

る被害

都心南部直下地震、大正型関東地震のい

ずれかの地震が発生した場合に最大の影響

が生じるおそれがある。

小量流出等に比べて発生確率は低いが、

爆発火災や毒性ガスの拡散等が発生した場

合、影響範囲が広範囲に及ぶおそれがある。

爆発火災の発生確率と災害影

響度を下げるための対策を充実

強化する。

地震（長周期地震

動）による被害

南海トラフ巨大地震が発生した場合に最

大の影響が生じるおそれがある。

浮き屋根式タンクでスロッシングによる

溢流のおそれがある。

浮き屋根式タンク等のスロッ

シングの発生抑制に係る対策を

充実強化する。

津波による被害 南海トラフ巨大地震、大正型関東地震の

津波が発生した場合に施設の浸水深が最大

となる。

危険物タンクでは、津波浸水による浮き

上がりの可能性はない。

電気設備等の冠水による被害が想定され

る。

浸水被害、流出物対策を充実

強化する。

大規模災害による

被害

高圧ガスタンクの内容物が一度に全量爆

発火災を起こしたと仮定した場合等に影響

範囲が広範囲に及ぶおそれがある。

避難計画の見直し等のソフト

対策を充実強化する。
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第２章 津波災害【総務企画局危機管理室】

東日本大震災の辛い経験と厳しい教訓を踏まえ、国においては、科学的知見に基づき、あらゆる可

能性を考慮した最大クラスの巨大な地震・津波を検討している。神奈川県においては最大クラスの津

波を想定した地震を設定し、地震津波浸水予測図を作成した。

津波の災害想定については、神奈川県が想定した津波のうち、本市における浸水域、浸水深が最大

クラスの「慶長型地震」による津波を対象とする。

第１節 津波浸水予測

神奈川県が想定した「慶長型地震」の津波浸水予測

川崎市域の最大津波到達時刻 96 分、最大津波高 371ｃｍ（満潮時） 

 川崎市域の浸水深 浅野町の一部など ２～３ｍ、その他の地域 ２ｍ以下 
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第２節 津波被害想定

１ 浸水による建物・人的被害 

神奈川県が想定した「慶長型地震」の津波浸水予測を基にして推計した被害予測

 （１）建物被害 

区名 
木造 非木造 合計 

全壊 半壊 浸水 半壊 浸水 全壊 半壊 浸水 

川崎区 8 4,568 2,312 5,457 2,294 8 10,025 4,606

幸 区 0 0 4 0 7 0 0 11

合 計 8 4,568 2,316 5,457 2,301 8 10,025 4,617

 （２）人的被害 

冬5時の 夏12時の 冬18時の 

死者数

(人) 

死者数

(人) 

死者数

(人) 

避難する場合 0 0 0

避難しない場合 5,817 5,009 5,816

  川崎区 5,807 5,001 5,806

  幸区 10 8 10

２ 浸水による道路・鉄道の被害 

（１）道路 

緊急交通路及び緊急輸送道路に指定されている道路について、川崎区内を通る道路のうち、

国道１５号よりも臨海部側については多くの箇所が浸水することが予測される。 

高速湾岸線及び東京湾アクアラインについては川崎浮島ジャンクションで浸水、首都高速６

号川崎線については大師ジャンクション付近のトンネルで浸水することが予測される。 

川崎市の緊急交通路指定想定路及び緊急輸送道路指定路線図 

（２）鉄道 

京浜急行大師線の産業道路駅～小島新田駅のほか、ＪＲ南武支線の川崎新町～扇町、川崎臨

海部を走る各貨物線が浸水することが予測される。 
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３ 東日本大震災における被災地でのコンビナート被害 

消防庁が取りまとめた、危険物施設や石油コンビナート施設における 16 都道府県内の被害状

況では、全施設のうち 1.6％にあたる 3,341 施設が地震や津波で被害が確認され、そのうち、主

に津波の被害を受けた1,821施設について、破損、流出、火災等が発生したとしている。屋外タ

ンクの被害形態に着目した津波被害状況では、津波浸水深が 3.0ｍ未満の場合、タンク本体及び

付属配管への被害は発生せず、3.0ｍ以上で被害が見られた。 

このほかの被害として、タンクの基礎や防油堤基礎の洗掘、各種設備・装置の流出などの様々

な態様のものがあるほか、各種防災資機材への被害が災害への対応を困難化させる例も考えられ

るが、石油タンクへの大規模な津波被害は、このたびの東日本大震災が初めてのことであること

から被害の情報が乏しい。 

（出典：「東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津波対策のあり方に係る検討報告書（平成２

３年１２月２２日 消防庁）」より抜粋）

（資料編 川崎市地震被害想定調査結果（津波による被害）の抜粋）
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第３章 放射性物質等の災害【総務企画局危機管理室】

放射性物質等の災害は、県防災計画の「放射性物質等の災害」のとおりとする。

１ 試験研究用原子炉施設における被害 

２ 核燃料物質等の輸送に係る事故による被害 

３ 放射性物質取扱事業所における被害 

第１節 試験研究用原子炉施設の被害形態

試験研究用原子炉施設からの放射性物質の放出形態については、次のとおりとする。

○ 原子炉施設で想定される放射性物質の放出形態

            （出典：原子力災害対策指針－原子力規制委員会）

 原子炉及びその附属施設（以下「原子炉施設」という。）においては、多重の物理的防護壁が設け

られているが、これらの防護壁が機能しない場合は、放射性物質が周辺環境に放出される。その際、

大気へ放出の可能性がある放射性物質としては、気体状のクリプトンやキセノン等の放射性希ガス、

揮発性の放射性ヨウ素、気体中に浮遊する微粒子（以下「エアロゾル」という。）等の放射性物質が

ある。これらは、気体状又は粒子状の物質を含んだ空気の一団（以下「プルーム」という。）となり、

移動距離が長くなる場合は拡散により濃度は低くなる傾向があるものの、風下方向の広範囲に影響が

及ぶ可能性がある。また、特に降雨雪がある場合には、地表に沈着し長期間留まる可能性が高い。さ

らに、土壌や瓦礫等に付着する場合や冷却水に溶ける場合があり、それらの飛散や流出には特別な留

意が必要である。

 実際、平成２３年３月に発生した東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故においては、格納容

器の一部の封じ込め機能の喪失、溶融炉心から発生した水素の爆発による原子炉建屋の損傷等の結果、

放射性セシウム等の放射性物質が大量に大気環境に放出された。また、炉心冷却に用いた冷却水に多

量の放射性物質が含まれて海に流出した。したがって、事故による放出形態は必ずしも単一的なもの

ではなく、複合的であることを十分考慮する必要がある。

第２節  核燃料物質等の輸送に係る事故の被害形態 

核燃料物質等の輸送に係る仮想的な事故評価については、次のとおりとする。

○ 核燃料物質等の輸送に係る仮想的な事故評価

            （出典：原子力施設等の防災対策について－原子力安全委員会）

１ 想定する輸送物

仮想的な事故評価において対象とする輸送物は、原子炉等規制法における規定に基づき区分さ

れた輸送容器のうち、輸送容器内の放射能量等が多いＢ型輸送物及びＢ型に次いで一定の放射能

量を収納するＡ型輸送物とする。

○ Ｂ型輸送物の例：使用済燃料、ＭＯＸ燃料、高レベルガラス固化体

○ Ａ型輸送物の例：新燃料、濃縮ＵＯ２ 、濃縮ＵＦ６ 、天然ＵＦ６

○ Ｌ型輸送物の例：低レベル廃棄物

○ IP型輸送物の例：低レベル廃棄物（六ヶ所埋設）、再処理後回収ウラン
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２ 想定事象

想定事象としては、衝突事故、火災事故、落下事故等により遮へい性能及び密封性能が劣化す

るような事象とする。

  臨界事故については

① 輸送中、核燃料物質等は輸送容器に収納されているため、原子力施設のように人為的な操

作等が介在しないこと。

  ② 特別の試験を超える条件でも容器の水密性は維持されるが、仮に浸水したとしても未臨界

性は確保されることから対象としない。

   なお、濃縮ＵＦ６の輸送物については浸水を考慮した評価は行われていないが、

  ① 特別の試験条件を超える条件でも耐圧性能を有していること、

  ② 800℃、４時間の耐火性能を有していること、

  ③ 現状の輸送経路中、最も高い76mの高架から落下した場合でも、特別の試験条件に包括さ

れることから、輸送容器の水密性は維持され、未臨界性は確保されると考えられる。

（１）Ｂ型輸送物

ア 想定事象

（ア）遮へい性能の劣化

     使用済燃料輸送物が特別の試験条件である800℃、30分を超えるような火災に遭遇し、

中性子遮へい材が全損（特別の試験条件下では半損）することを想定

（イ）密封性能の劣化

    使用済燃料輸送物が特別の試験条件である非降伏面、９ｍ落下を超える衝撃を受け、燃

 被覆管が 100％破損することにより輸送容器からガス状放射性物質が放出することを

 想定（風速１ｍ／ｓ、大気安定度Ｆ）

イ 一般公衆への影響

  （ア）遮へい性能の劣化

表面から１ｍで約4.5ｍＳｖ／ｈ、半径15ｍの距離で約0.25ｍＳｖ／ｈ（10ｍＳｖに達す

るまでに約40時間）、半径50ｍの距離で約20μＳｖ／ｈ。

原子力緊急事態に至る遮へい性能の劣化（表面から１ｍで10ｍＳｖ／ｈ）があった場合

には、半径15ｍの距離で10時間で５ｍＳｖ／ｈ程度。

  （イ）密封性能の劣化

半径15ｍの距離で約16μＳｖ／ｈ（10ｍＳｖに達するまでに約26日）、半径50ｍの距離

で約５μＳｖ／ｈ。

原子力緊急事態に至る放射性物質の漏洩があった場合は、半径15ｍの距離で約５ｍＳｖ

以下（特別の試験条件下での許容値である漏洩率Ａ２値/weekで10時間放出）。

ウ 防護対策

  （ア）遮へい性能の劣化

ロープ等を用いて半径約15ｍの範囲を立入禁止区域とし、土嚢等で遮へい対策をする。 

  （イ）密封性能の劣化

ロープ等を用いて半径15ｍの範囲を立入禁止区域とし、シート等により拡散防止対策を

する。
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（２）Ａ型輸送物

  ア 想定事象

  （ア）遮へい性能の劣化

Ａ型輸送物の収納物自体は新燃料等の低線量放射性物質であるため想定しない。（収納

物表面で20～50μＳｖ）

（イ）密封性能の劣化

天然ＵＦ６輸送物が800℃、30分を超えるような火災に遭遇し、耐火保護カバーが劣化

して、収納物が放出することを想定

  イ 一般公衆への影響

  （ア）密封性能の劣化

     距離に依存せず100μＳｖ以下

  ウ 防護対策

  （ア）密封性能の劣化

初期消火後、ロープ等を用いて半径15ｍの範囲を立入禁止区域とし、シート等により漏

洩防止対策をする。

３ 想定事象に対する評価結果

  対象輸送物に法令の基準を超える事象を想定しても、輸送経路周辺の一般公衆の被ばく線量が

10ｍＳｖに達するまでにかなりの時間的余裕があること、対象輸送物は隊列輸送が行われており

多人数の輸送隊で構成されていること等を考慮すれば、この間に事業者による立入禁止区域の設

定、汚染・漏洩拡大防止対策及び遮へい対策等が迅速かつ的確に行われることにより、原子力災

害対策特別措置法の原子力緊急事態に至る可能性は極めて低いと考えられる。

また、仮に原子力緊急事態に至る遮へい劣化又は放射性物質の漏洩があった場合に、一般公衆

が半径15ｍの距離に10時間滞在した場合においても、被ばく線量は５ｍＳｖ程度であり、事故の

際に対応すべき範囲として一般公衆の被ばくの観点から半径15ｍ程度を確保することにより、防

災対策は十分可能であると考える。

第３節 放射性物質取扱事業所の被害形態 

火災や爆発等により、放射性同位元素などの放射性物質が漏洩し、放射線による被ばくにより、人

体等に被害を生じる。
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第３部 災害予防計画 

臨海部における危険物、高圧ガス等による火災、爆発又は石油等の漏洩、流出その他の災害の発生を未

然に防止するため、特定事業所は、適切な災害想定に基づき保安管理を徹底するとともに自衛防災体制の

整備強化を図るよう努めなければならない。 

また、東日本大震災では、他県の特別防災区域において地震や津波による甚大な被害が発生したことを

受け、生命の安全の確保、二次災害の防止、事業の継続性の確保等について改めて確認するとともに、地

震対策、津波浸水対策、長周期地震動対策等、既存の予防対策についても充実強化を図るよう努めなけれ

ばならない。 

加えて、全国の特別防災区域内の特定事業所における事故件数（地震及び津波による事故を除く。）は平

成６年から増加傾向にあり、近年も依然高い水準にあるほか、平成23年から平成26年にかけては４件の重

大事故も発生していることから、設備の老朽化対策、緊急停止対応について充実強化を図るよう努める。 

本市、県及び防災関係機関は、特定事業所等に対する諸法令の遵守、各行政指導基準の徹底を指導す

るとともに、消防力の増強をはじめとする各種事前対策を総合的に推進する。 

第１章 特定事業所等における予防対策 

第１節 特定事業所の予防対策【消防局】 

特定事業所は、当該事業所における災害の発生防止に係る責務を有するとともに、当該特定事業所の所

在する特別防災区域で発生した災害の拡大防止に関しても第一次的責任を有することから、それぞれ地域

及び事業所の実態に応じて、施設及び設備の保全をはじめ保安管理の徹底及び自衛防災組織の確立等の

災害予防対策を積極的に実施するものとする。特に、協力会社を含む特定事業所関係者は、危機管理能力

の向上に日頃から取り組まなければならない。 

また、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献・地域との

共生）を十分に認識し、県防災計画や川崎市地域防災計画、本計画との整合を図りつつ、災害時に重要業

務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう努めるとともに、予想被害からの復旧計画策

定、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等を継続的

に実施するなどの防災活動の推進に努めなければならない。 

加えて、特定事業所は、大規模地震発生直後における従業員等の安全を確保し、帰宅困難者の発生抑

制を図るため、従業員等の待機、帰宅の方針等を定めるとともに、食糧等必要な物資を確保するよう努めな

ければならない。 

１ 保安管理の徹底 

特定事業者は、自らの責任により積極的に保安確保が継続的に改善されるシステムの構築を図り、保

安確保対策を進めることとし、平常時から危険物、高圧ガス等の各施設設備の保全を図るとともに、過去の

事故事例等を適切に反映させ、安全な管理に必要な保安業務の徹底を期するものとする。 

このため、特定事業所においては、石災法、消防法、高圧ガス保安法等関係法令に定める保安管理に

関する責務のほか、危険源の把握に努め、危険要因を除去するための対策を積極的に進めるとともに、次

の事項の徹底を図るものとする。 

（１）防災保安責任体制の整備 

ア 保安部門は、他部門、特に製造部門から独立させ、安全対策の指揮命令が十分徹底されるよう、
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事業所内の体制の整備強化を図る。 

イ 事業所における安全を確保するため、石災法に規定する防災管理者を中心に、総合的な防災保

安監督体制及び所内連絡協議体制を確立するとともに、防災規程、予防規程及び危害予防規程

並びにこれらの規程に基づく各種基準類の定期的な見直しによる充実整備と適正な運用を図る。

なお、当該規程には、特に、夜間、休日における異常事態発生時の通報及び応急体制等の行動

基準について明確に規定する。 

ウ 「防災規程及び共同防災規程の作成指針と概説等について（平成26年10月23日消防特第221

号）」に基づき、災害の現場における消防隊への情報提供の体制等を整備するとともに、その情報

提供の内容を事前に想定し、情報提供担当者（消防技術説明者）に周知させておくことを徹底す

る。 

（２）安全対策に関する取組みの徹底 

特定事業所は、当該事業所における災害発生の防止のため、以下の安全に関する取組みの徹底

に努める。 

ア 定期又は臨時点検、整備等を行う協力会社等の作業の安全を確保するため、特定事業所の責任

において、保安担当者の立会い等その管理、監督の徹底を図り、工事等非定常作業時における安

全確保対策に万全を期する。 

また、可燃性混合気体の形成回避に努め、発火源となる静電気等の対策を講じるとともに、火気

使用工事における安全管理の徹底を図る。 

イ 運転開始、停止及び緊急停止並びに運転再開の際に安全適切な操作を実施するため、作業基

準を整備するとともに、必要に応じて適宜改定し、その遵守徹底を図る。 

なお、作業基準は、個々の装置、機器等に即した操作・取扱要領の形にできるだけ具体化して

整理するとともに、すべての従業員が容易に理解し、記憶できる内容とし、作成にあたっては、現場

の運転員等が積極的に参加する。 

ウ 消防庁をはじめ、各種団体が提供する事故事例、事故分析結果、保安情報等の各種情報を活用

し、一層の安全性確保に努める。 

エ 「リスクアセスメント・ガイドライン（Ver.1）（平成27年３月高圧ガス保安協会）」等を参考に各設備の

潜在リスクを把握・評価し、事前に各種対策を講じるよう努める。 

オ 事故の直接的要因又は背後要因として人的要因があることを認識し、ハード対策（誤操作防止措

置）やソフト対策（教育訓練の充実）により、適切な予防対策を講じる。 

カ 事業所内の防災責任者による現場特別査察を適宜実施して、災害発生の防止に努めるとともに、

防災管理意識の高揚、啓発を図る。 

キ 船舶荷役作業に対する安全対策として、次のことを実施する。 

・陸上及び海上作業を統括する管理者の設置等安全管理体制の確立 

・陸上の装置、船舶係留設備等の定期点検の強化等による安全の確保 

・作業時の立会い、安全確認等の作業マニュアルの整備徹底 

・船舶に対する安全管理の徹底並びに陸上及び船舶の連携体制の整備 

（３）地震・津波対策 

ア 強震動対策 

神奈川県地震被害想定調査及び神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査による施設

等の災害危険性の評価を踏まえ、対策を実施する。 
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また、施設等が設計上の耐震性能を有しているか等について再確認し、確認結果に応じて必要

な措置を講じる。 

（ア）危険物施設 

危険物施設については、地震・津波対策の推進にあたり、「東日本大震災を踏まえた危険物

施設の地震・津波対策の推進について（消防庁危険物保安室長通知、平成24年１月31日消防

危第28号）」等を踏まえ、必要な措置を講じる。 

また、屋外タンクの防油堤等については、「防油堤の漏えい防止措置等について（平成10年3

月 20日消防庁通知）」等により対策を講ずる。 

（イ）高圧ガス施設 

平成９年４月に改正施行された「高圧ガス設備等耐震設計基準（昭和56年 10月通商産業省

告示第515号）」及び県が定めた「高圧ガス施設等耐震設計基準（平成２年制定、平成29年４月

改訂施行）」に基づき耐震対策を実施する。 

また、「既存の高圧ガス設備の耐震性向上対策について（20140519商局第１号・平成26年５

月 21日）」に基づき、耐震性向上を図る。 

配管に関しては、「既存配管系耐震診断法のガイド（平成27年 3月高圧ガス保安協会）」や 

「高圧ガス配管の耐震性改善簡易チェック手法に関する技術資料（平成26年３月神奈川県）」を

参考に耐震性向上を図る。 

（ウ）建築物 

多数の従業員を収容する建築物及び災害対策本部の設置など応急対策活動の拠点となる防

災上重要な建築物は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年 10月 27日法律第

123号）」に基づき、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努め

るものとする。 

（エ）地盤の液状化対策 

地盤の液状化の程度が大きいと判定されたメッシュ（地域）内の事業所は、液状化の詳細判定

を実施するとともに、周辺地盤に適応した地盤改良や構造物の設計を強化する（配管のかとう性

を確保する等）などの対策を講ずるよう努める。 

また、構内道路が液状化した場合は、消防活動の妨げになることから、土嚢等応急復旧に必

要な資機材を準備しておくよう努める。 

イ 長周期地震動対策（危険物タンクのスロッシング対策） 

内部浮き蓋式屋外タンクについては、平成24年に新たに制定された基準に基づいて、対策を

行うとともに、パン型及びバルクヘッド型の浮き蓋については、改修猶予期限にとらわれることなく

早期に改修を図るように努める。 

ウ 津波浸水対策 

「特定事業所等における津波初動対応手引き（平成 25 年３月神奈川県石油コンビナート等

防災本部）」などを参考にして、「神奈川県津波浸水予測図（平成 27 年２月（同年６月一部修

正）神奈川県津波浸水想定検討部会）」で示される津波のうち、特別防災区域において最大

の影響を及ぼす恐れのある津波（南海トラフ巨大地震）による浸水が想定される特定事業所は、

各事業所において想定される被害の態様に応じ、次に示すような浸水による被害を低減する

ための対策を講ずるよう努める。 
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また、津波警報発表時等、津波による浸水のおそれがある場合における緊急時の対応につ

いて検証し、避難を優先とした対応や緊急措置等の対応に関する必要な事項を定めるととも

に、関係者へ内容の周知徹底を行う。 

なお、緊急措置等の対応の検討に当たっては、役割分担等の実施体制、施設等停電時に

おける対応等についても明確にする。 

（ア）緊急停止のための措置等 

津波警報発表時など、津波による浸水のおそれがある状況において、限られた時間で設

備の安全な停止、危険物等の封じ込め、他設備との縁切り等を図るための措置を講じる。 

（イ）保安用設備等の機能の確保 

津波等災害発生時においても、特定防災施設等、防災資機材等その他保安用設備（計

器室、予備動力源等）の機能を維持若しくは応急措置により直ちに復旧できるよう必要な対

策を講じる。 

（ウ）容器（ボンベ）、タンクローリー等の流出防止措置 

津波により容器、タンクローリー等が流出することを防止するため、容器の固定措置やタ

ンクローリーの退避等の措置を講じる。 

（エ）禁水性物質の浸水対策 

危険物の規制に関する政令別表第3に定める第三類に区分される危険物のうち、禁水性

物質に該当するものは、津波により海水と反応して被害を拡大させる可能性が考えられるた

め、浸水対策を十分に行う。 

（オ）係留船舶の安全対策 

緊急離桟に備えた設備や支援体制の確保、係留避泊の対応について必要な対策を講じる。 

（４）施設、設備等の老朽化対策 

近年の異常現象を発生原因別にみると、劣化や構造設計不良等の設備面での要因が多く、発生

場所は配管系からの漏えいが最も多くなっている。これらを踏まえ、施設、設備等の耐用年数、稼働

状況、腐食率等を考慮した点検基準を作成し、適切に点検を行い、必要な改善計画を立てるよう努

める。 

ア 配管 

埋設配管は、設計時に腐食劣化について十分な検討を行い、腐食危険性、点検時のポイント等

をリストアップし、腐食開孔部の早期発見に努める。 

高圧ガス配管については、配管腐食に起因する高圧ガス漏洩事故の防止を図るため、「高圧ガ

ス配管外面腐食検査に係る技術資料（平成19年３月神奈川県）」を参考に外面腐食防止対策を講

じるほか、保温材下の外面腐食に関しては、「石油精製業及び石油化学工業における保温材下配

管外面腐食（CUI）に関する維持管理ガイドライン（平成24年２月一般社団法人 エンジニアリング

協会）」を参考に適切に維持管理を行う。 

イ タンク本体 

現行法令に基づく各種検査・点検のほか、「屋外タンクの定期点検における側板の点検方法等

に関する指針（平成17年３月総務省消防庁）」に基づく側板の点検を実施する。また、重油等の加

温タンクについては、断熱材部分の点検を重点的に行う。 

（５）緊急停止装置、保安電力等の安全対策 

関係法令に定める技術上の保安措置を適切に講じるほか、危険物等関連施設に対しても、フェイ
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ルセイフ設計による施設の緊急停止装置及び緊急遮断弁等保安設備の整備を図るとともに、当該保

安設備の操作のための予備動力源の確保を図る。 

緊急停止にあたっては、マニュアルを整備し、緊急停止責任者及び不在時の代行者をあらかじめ

指定するとともに、運転停止については責任を問わない旨を明確に規定する。 

また、トラブルの原因を追究して必要な措置を講じ、慎重に安全を確認したうえでなければ運転を

再開してはならない。この場合にも必ず、指定された実施責任者又はその代行者が十分確認のうえ、

その指示命令のもとに行う。 

（６）事故の早期検知 

事故の災害拡大防止のため、次の要件を満たした防災監視システムを配備するよう努める。 

ア 夜間・休日等の人員が少ない時においても運転監視が支障なく行えること 

イ 異常の早期検知が可能で、かつ検知の信頼性が高いこと 

ウ 検知情報の判断・判定に対する支援機能を有すること 

エ 誤操作の防止措置がとられていること 

（７）原子力災害に対する緊急措置 

「神奈川県地域防災計画～原子力災害対策計画～第２編第１章第２節３（１）」及び「神奈川県地域

防災計画～風水害等災害対策計画～第10 編第１章第２節１(１)」に基づき実施する。 

２ 防災組織の確立及び整備 

特定事業者は、石災法第３条の規定に基づき、災害の発生及びの拡大の防止に関し万全の措置を

講じなければならないことから、自衛防災組織等を適正に設置し運用しているところであるが、さらなる

充実を図るため、各特定事業所間及び各共同防災組織間での相互協力の推進並びに石油コンビナー

ト等特別防災区域協議会への積極的な参加に努め、それぞれの地域の実態に即応した事業所相互間

の協力、応援及び連絡体制の整備充実に努めるものとする。 

（１）防災組織 

ア 自衛防災組織の確立 

自衛防災組織は、石災法第１６条の規定に基づき、次の業務を適正に遂行するものとする。 

（ア）日常時における防災巡回及び点検に関する業務 

（イ）災害時における統轄、指揮に関する業務 

（ウ）災害情報の収集に関する業務 

（エ）防災要員の非常招集に関する業務 

（オ）消火作業等応急措置に関する業務 

（カ）消防機関、防災機関、関連企業等への出動要請、応援要請、災害状況の通報等に関する業務 

（キ）一般従業員の避難誘導に関する業務 

（ク）災害現場周辺の警戒、警備に関する業務 

（ケ）負傷者の応急救護、収容に関する業務 

（コ）防災資機材等の調達支給に関する業務 

（サ）非常食糧、飲料水の備蓄に関する業務 

（シ）報道関係者、来訪者等の応接に関する業務 

（ス）周辺住民に対する防災情報の提供に関する業務 

（セ）その他必要な業務 
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イ 共同防災組織の確立 

各地区共同防災組織は、石災法第１９条の規定に基づき、次の業務を適正に遂行するものとする。 

（ア）構成事業所相互の連携、連絡体制の確立に関する業務 

（イ）防災要員の防災技術向上に関する業務 

（ウ）防災資機材等の整備充実及び維持管理に関する業務 

石災法第１９条に基づく共同防災組織の設置状況は、次のとおりである。 

 （平成２９年４月１日現在） 

地区名 組織の名称 根  拠 結成年月日 加盟事業所数 

浮 島 
浮島 

共同防災協議会 

浮島共同防災協議会

共同防災規程
昭和 52 年 7 月 13 日 37 

千 鳥 
川崎市千鳥地区 

防災協議会 

川崎市千鳥地区防災 

協議会共同防災規程 
昭和 52 年 7 月 12 日 22 

扇 島 
扇島地区 

共同防災協議会 

扇島地区共同防災 

協議会共同防災規程 
昭和 52 年 7 月 13 日

5 
横浜市域

2 社を含む

浮 島 

千 鳥 

水 江 

扇 島 

東扇島 

川崎海上共同 

防災協議会 

川崎海上共同防災協議

会海上共同防災規程 
平成 12 年 4 月 1 日

20 
浮  島 3 
千  鳥 9 
水  江 2 
扇  島 2 
東 扇 島 1 

ウ 広域共同防災組織の確立

直径３４ｍ以上の浮き屋根式屋外タンク貯蔵所を所有する特定事業所にあっては、「大容

量泡放射システム」（大容量泡放水砲、大容量泡放水砲用防災資機材等、大容量泡放水砲用泡

消火薬剤等）を備え付けなければならないことから、当京浜臨海地区においては、石災法第

１９条の２の規定に基づき、広域共同防災組織として「神奈川・静岡地区広域共同防災協議

会」を設置したところである。複数の特別防災区域を管轄する組織となり、当市の京浜臨海

地区をはじめ、根岸臨海地区及び静岡県の清水地区を受け持つ広域の共同防災組織となって

いる。

広域共同防災組織は、市、国、県及び防災関係機関の指導のもと、石災法第１９条の２の

規定に基づき、次の業務を適正に遂行するものとする。 

（ア）大容量泡放水砲及び大容量泡放水砲用防災資機材等（以下「大容量泡放水砲等」という。）

を用いて行う防災活動に関する業務 

（イ）構成事業所相互の連携、連絡体制の確立に関する業務 

（ウ）防災要員の防災技術向上に関する業務 
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（エ）防災資機材等の整備充実及び維持管理に関する業務 

（オ）防災関係機関との連絡体制の確立に関する業務 

石災法第１９条の２に基づく広域共同防災組織の設置状況は、次のとおりである。 

名  称 受持ち特別防災区域 設立年月日 

神奈川・静岡地区 

広域共同防災協議会 

京浜臨海地区・根岸臨海地区 

・清水地区 

平成19年 10月 9日 

(本運用開始日：平成20年12月 9日)

エ 石油コンビナート等特別防災区域協議会の確立

京浜臨海地区特別防災区域協議会は、石災法第２２条の規定に基づき、次の業務を適正に

遂行するものとする。

（ア）災害の発生又は拡大の防止に関する自主基準の作成

（イ）災害の発生又は拡大の防止に関する技術の共同研究

（ウ）災害の発生又は拡大の防止に関する特定事業所職員への教育の共同実施

（エ）共同防災訓練の実施

 石災法第２２条に基づく特別防災区域協議会の設置状況は、次のとおりである。 

名  称 設立年月日 

京浜臨海地区石油コンビナート等特別防災区域協議会 昭和57年３月29日 

（２）相互連携体制の整備 

特定事業所は、平常時における予防対策の推進並びに災害時における応援協力体制確立のた

め、事業所間の相互連携体制の整備・強化を図るものとする。 

ア 平常時における連携体制の整備 

特定事業所は、災害時における相互応援の円滑な実施に資するため、保安上必要があると

認められる場合、次の事項に留意して相互に通報、連絡するなど平常時から連絡協調に努め

るものとする。 

（ア）相互通報に関する事項 

次の事項について、あらかじめ通報しておくものとする。 

ａ 導配管による輸送時 

ｂ 導配管輸送物質の成分、圧力、流量等に変動が生じた場合及びそのおそれのある場合 

ｃ 隣接事業所境界並びに他事業所導配管設置場所から接近した距離内の火気の使用、塔

槽類の据付け、解体及びその他の作業を行う場合 

ｄ 隣接事業所に影響を及ぼすおそれのある多量の可燃性ガス等を放出する場合 

ｅ ばい煙、ばいじん等を異常に発生させるおそれのある場合 

ｆ 異常騒音の発生が予想される場合 

ｇ 装置の稼動を停止又は再開することにより、関連事業所へ影響を与える可能性のある

場合 

（イ）相互了解に関する事項 

特定事業者は、次の事項について保安上必要がある場合、隣接事業所に連絡し、了解を
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得るものとする。 

ａ 貯槽能力10,000k.以上の貯槽を事業所境界に接近した位置に設置する場合 

ｂ 製造施設を事業所境界から接近した位置に設置する場合 

ｃ 導管を設置する場合 

ｅ フレアースタックを設置する場合 

ｆ その他必要な事項 

（ウ）資料等の相互交換に関する事項 

隣接する事業所間で、次の事項につき概ね年１回以上、必要な資料等の相互交換を行う。 

ａ 危険物・高圧ガス施設を設置している位置と取り扱う物質の名称 

ｂ 危険物その他の危険性物質を貯蔵する貯槽の位置と貯蔵物質の名称 

ｃ 火気を使用する設備の位置 

ｅ 災害によって可燃性ガス、毒性ガスが放出するおそれのある設備の位置と、放出ガス

の名称 

ｆ 導配管の敷設位置 

ｇ 保安施設の位置 

ｈ 消火栓その他の防災設備の位置 

ｉ その他保安上、特に必要と思われるものの位置 

イ 非常時における連携体制の整備 

特定事業者は、災害時において必要に応じ相互に応援することとされていることから、相

互応援措置の円滑な実施が図られるよう、あらかじめ次の事項について応援協定を締結する

等、合意若しくは確認しておくこと。 

（ア）組織及び応援部隊の編成 

（イ）応援要請時の連絡方法及び連絡系統 

（ウ）応援時の指揮命令系統 

（エ）相互応援に必要な費用分担及び補償に関する事項 

（オ）応援者の業務 

ａ 非常線の監視、報道機関の対応、非常炊出し、その他被災時における側面的な援助及

びそれに必要な資機材、人員の調達 

ｂ 地域全般にわたる事故災害の発生又は発生のおそれのある場合の共同防災措置及び

それに必要な人員及び資機材の提供 

ｃ 被災事業所からの要請による応援消防隊の派遣 

ｄ 消火に必要な人員、設備、資機材の調達 

ｅ その他被災事業所からの要請による事項 

（カ）その他応援に必要な措置 

特定事業所は、自らの事業所の安全を確保した場合には、相互応援とともに、事業所施

設である広場等を避難場所等として開放するなど、地域社会における防災対策への協力に

努める。 
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３ 消防力の整備強化 

大量の危険物・高圧ガス等を貯蔵し、取扱う特別防災区域においては、災害の特殊性と影響度

の大きさとともにさまざまな危険要因を有していることから、関係法令において必要とされる防

災資機材等の適正な配備とともに、これらの災害対応に向けた自衛消防組織等の消防力の整備・

強化が必要不可欠となる。

このため、災害防止について第一次的責任を有する特定事業者は、法令等による設置義務又は

基準数の配備に満足することなく、事業所の規模に応じた防災要員を確保し、流出油防止堤等の

特定防災施設、消防車両等、消火薬剤、油処理剤、オイルフェンス等の防災資機材等並びに消防

用設備等について、より一層の消防力の整備・強化に努めるものとする。

なお、大規模地震が発生した場合には、市街地においても多数の火災や建物倒壊等の被害の発

生が想定され、公設消防隊がコンビナート地区において十分対応できないことも予想されるので、

自衛防災組織や共同防災組織のみの防災体制も整備するよう努める。

（１）特定事業所等の消防力

特定事業所等の消防力の概要は、別表のとおりである。

（２）大容量泡放射システムの概況

石災法第 19 条の２の規定により広域共同防災組織が設置され、当市区域には「神奈川・静

岡地区広域共同防災協議会」を組織して、防災資機材等及び防災要員に係る石災法の基準に基

づき、次のような大容量泡放射システムを配備している。

ア 大容量泡放射システムの資機材等

大容量泡放射システム構成資機材 現有 備考

大容量泡放水砲 ２砲 10,000～
30,000 L/ min 可変

大容量

泡放水砲用

防災資機材

ポンプ メインポンプ ２台

水中ポンプ  ２ユニット

公称 30,000 L/ min（１

台）

４台１ユニット

混合装置 送液部１式

混合部２式

ホース

（保形）

（ソフト）

メインホース

5,740ｍ
１２Ｂ

吸管 ４４本 ８Ｂ

吸管 ４本 ８Ｂ

耐熱服 ４着

空気呼吸器 ４基

大容量泡放水砲用泡消火薬剤 ６６ｋｌ １％希釈型

※ 「神奈川・静岡地区広域共同防災協議会」は、当市の他、京浜臨海地区（横浜市区域）・清水

地区の特定事業所を受け持つ。
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イ 大容量泡放水砲１基あたりの最低放水能力

浮屋根式特定屋外タンクの直径
34ｍ以上

45ｍ未満

45ｍ以上

60ｍ未満

60ｍ以上

75ｍ未満

基準放水能力

（毎分）

10,000ｌ 20,000ｌ 40,000ｌ

砲１基あたりの

最低放水能力（毎分）

10,000ｌ 20,000ｌ

 ※市内該当タンクにおいて、最大直径７５メートル以上のタンクはない。

ウ 川崎市内における大容量泡放射システムの該当タンク基数

該当タンク基数
基準放水能力別該当タンク基数

毎分 10,000ｌ 毎分 20,000ｌ 毎分 40,000ｌ
６０基 １０基 ２６基 ２４基

４ 海上流出油体制の整備等 

特定事業所は、油等流出事故等に的確に対応するため、災害用資機材の整備を図り、東京湾排

出油等防除協議会及び川崎管内排出油等防除協議会の関係機関と連携して防除活動を行うととも

に、協議会が実施する訓練に積極的に参加し、防災関係機関との防災体制の整備を図るものとす

る。 

また、防災体制の構築を図るため、川崎臨海部立地事業所等と関係局、川崎区等とで構成され

た川崎臨海部防災協議会等において、情報や意見の交換、提案を行う。 

５ 防災教育及び防災訓練の実施 

   特定事業所は、協力会社も含めた全従業員を対象に、次のとおり防災教育及び訓練を計画的か

つ確実に実施し、平常時の安全確保と災害時の応急活動の万全を期するものとする。

（１）防災教育 

ア 平常時から、操作ミス、不注意あるいは作業基準に定める作業手順の省略等惰性、慣れか

ら基本的な安全確認を怠ることのないよう、作業基準、点検整備基準等の安全保安教育を徹

底する。 

また、過去の事故事例等を活用して異常事態を想定し、的確な判断能力の付与及びその際

とるべき措置の周知徹底、火災、爆発等の事故時の作業員の役割等を重点とした、協力会社

を含めた安全保安教育を実施する。

イ 地震、津波、高潮等の異常な自然現象に関する知識を習得するとともに、自然災害による

被害の低減を図るための作業員の役割等を重点とした、協力会社を含めた安全保安教育を実

施する。

ウ 予想される装置のトラブルに速やかに対処できるよう、運転技術の向上及び運転装置、関

連装置の習熟を図る。

エ 事業所設備の操作・保守及び管理に従事する者を企業内講習会、企業外講習会などに積極

的に参加させ、資格取得に対する援助をするなど全体のレベルアップを図る。

オ 自衛防災組織の統括等防災業務の中心的役割を担う防災管理者等を、防災業務に関する研

修・講習に積極的に参加させ、一層の能力向上が図られるよう努める。
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（２）防災訓練 

ア 公設消防隊、共同防災組織及び広域共同防災組織並びに近隣の特定事業者等と合同の総合

訓練を実施し、地域防災体制の確立を図る。 

イ 訓練は、特に、設備の新設、組織変更、人事異動等があった時はその都度実施するように

努め、迅速的確な対応が行えることを確認し、訓練を実施した際に生じた問題点をマニュア

ル等に反映させるとともに、次回訓練時にその検証を行う。

ウ 作業基準に沿った装置の停止訓練等個別訓練を実施し、作業基準の徹底を図る。

６ 特定事業所における啓発活動 

毒性ガスを扱うタンクやプラントで災害が発生した場合、ガスの拡散による影響範囲は火災や

爆発に比べてかなり大きくなり、周辺地域の住民などへ影響を与える可能性も想定される。また、

石油類の火災の場合、輻射熱による直接的な影響はほぼないにしても、走行中の車両に対して煙

による視界不良により交通事故を引き起こすことも懸念される。可燃性ガスが拡散した場合には、

近くを走行中の車が着火源となることも考えられる。

そのため、特定事業所は事業所の保安に向けた取組や防災体制について、適切な情報発信を行

うほか、コンビナートにおけるリスクについても、周辺住民の理解促進を図るよう努める。

42



別表
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第２節 特定事業所以外の事業所の予防対策【臨海部国際戦略本部、港湾局、経済労働局、川崎

区】

 臨海部に立地する特定事業所以外の事業所においても、災害時の事業継続性（Business Continuity）

の確保に努めるにとどまらず、地域においては事業活動を行う地域社会の一員として、その社会的責

任を果たすため、災害発生時には、その組織力や所有する敷地、資器材等をもって、住民とともに周

辺地域における防災活動を行うことが求められる。 

このため、日頃から防災関係機関や地域住民、他の事業所自衛消防組織等と連携するなど、事業所

及びその周辺地域の被害を軽減するための地域防災体制づくりや災害からの早期復旧など地域社会の

貢献に努める。 

１ 特定事業所以外の事業所の防災対策 

事業所における被害を軽減するため、施設・設備の耐震対策の実施、従業員への防災教育・訓

練の実施、防災対応、事業継続計画（Business Continuity Plan：ＢＣＰ）の策定等を推進し、

防災力の向上に努める。また、効果的な防災を推進するため、自衛消防組織等の防災組織を編成

し、発災対応に努める。 

なお、従業員が安心して災害対応、業務の継続ができるよう、家族との安否確認体制の整備を

整えるほか、３日分以上の備蓄等を行い、発災後に「むやみに移動を開始しない｣という基本原則

のもとに、一定期間従業員を収容できる体制を整えることにより、帰宅困難者の発生抑制のみな

らず、従業員の帰宅時における２次災害の抑制に努める。 

このような事業所の防災体制の構築を図るため、川崎臨海部立地企業等と関係局、川崎区等と

で構成された川崎臨海部防災協議会や川崎区危機管理推進協議会等において、情報や意見の交換、

提案を行う。 

また、市内事業所における防災の取組を促進するため、事業所独自の防災対策（従業員及び顧

客の安全確保、経済活動の維持）のほか、地域と協働で取り組む防災活動の必要性や方向性、内

容等についてまとめた防災啓発冊子を活用し、地域防災力の向上を図る。 

２ 地域住民等との連携 

事業所は、地域社会の一員として、平素から地域住民と災害への取組みなどの情報提供を行う

とともに、地域住民、市、他の事業所自衛消防組織等と協力し、災害発生時には、次の事項につ

いて相互連携した災害応急活動が円滑に実施できるよう、日頃から訓練を実施するなど協調体制

づくりを進める。 

 （１）救出救護活動、応急手当等の実施に関すること。 

（２）被害情報の収集、伝達に関すること。 

（３）救出救護資器材、備蓄物資の提供に関すること。 

（４）被災者の避難収容に関すること。 

３ 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定 

事業所は、個々の部署ごとの対応ではなく、組織全体の経営戦略として、災害時に可能な限り

短時間で重要な機能を再開するための対応方針を、事前に準備することが重要である。このため、

企業は、県防災計画や川崎市地域防災計画、本計画との整合を図りつつ、ＢＣＰを策定し、同計
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画に基づく対策を実践し、それを改善・発展・定着させるための継続的な取組を平時から、次の

ように実施する。 

 （１）経営者が方針を立て、 

（２）計画を立案し、 

（３）日常業務として実施・運用し、 

（４）従業員の教育・訓練を行い、 

（５）結果を点検・是正し、 

（６）経営者が見直すことを繰り返す、 

このような一連のサイクルをＢＣＰとして明確に規定、遵守することを進める。 
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第２章 防災関係機関における予防対策

 本市、県及び防災関係機関は、特別防災区域における災害の未然防止と発災時の応急措置が迅速か

つ効果的に実施できるように特定事業所等に対する指導監督、消防力の整備等、あらかじめ講ずべき

対策をそれぞれの権能と責任において実施し、相互の協力により一体的防災対策を推進するとともに、

災害状況に応じた業務継続性の確保を図ることにより、石油コンビナート等防災対策の万全を期すこ

とに加え、特定事業所等に対する諸法令の遵守、各行政指導基準の徹底を指導するとともに消防力の

増強をはじめとする各種事前対策を総合的に推進する。

第１節 特定事業所等に対する監督指導の徹底【消防局】 

本市、県及びその他の防災関係機関は、それぞれ石災法、消防法、高圧ガス保安法等の関係法令に

基づく立入検査の実施及び許認可、届出等の機会を通じて、危険物、高圧ガス、毒劇物を有する特定

事業所等を指導、監督するとともに、自主保安体制の確立に向けて適切な助言を行い、災害の未然防

止と防災体制の強化に努める。

１ 立入検査の実施 

（１）各防災関係機関による立入検査 

消防局、県、神奈川労働局及び第三管区海上保安本部等は、それぞれの立入検査権能に基づ

き、危険物、高圧ガス、毒物及び劇物等の安全取扱いと適正管理、消防、保安施設設備等の維

持管理、各種規程類の整備状況等について定期及び随時に立入検査を実施する。 

なお、防災関係機関は、相互に連携を図り、必要に応じて立入検査の結果等について、情報

交換に努める。 

 （２）防災関係機関による合同立入検査 

特定事業所等における防災対策の適正化を図るため、災害の発生状況、発生原因及び特定事

業所等の防災体制の現状等を踏まえ、各防災関係機関が協力して合同立入検査を定期及び臨時

に実施する。 

２ 防災体制の整備推進 

（１）消防技術説明者の配置 

石油精製・化学工場等にあっては、複雑多岐にわたる危険物質等の製造及び取扱いがあるこ

とから、消防隊が全てを認識し又は周知し、災害発生時、その危険性を即座に判断することは

非常に困難な状況である。 

このことから、消防局は、特定事業所等に災害発生時の消防隊への情報提供及び連絡等を専

門的に行う者として消防技術説明者（この取組みを消防技術説明者制度という。）を配置する

よう指導する。 

（２）予防規程・防災規程  

消防局は、危険物を貯蔵し、取り扱う事業所又は高圧ガスを処理する事業所における火災・

爆発・その他の災害の発生又は拡大を防止するため、危険物の取扱い作業・貯蔵方法・災害発

生時の災害応急措置・その他危険物の保安上必要な事項等に関し、消防法第 14 条の２及び石

油コンビナート等災害防止法第 18 条の規定に基づき具体的に予防規程及び防災規程を制定さ

せ、事業所全般の保安管理の徹底を図らせる。  
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また、本規程の作成の基準として別途に準則及び指針を定め、内容の充実した規程となるよ

う、申請時に指導するとともに年１回以上の見直しを行い、実情に即して運用されるよう指導

を徹底する。  

（３）危険物施設等の保安に関する講習会  

ア 安全担当者講習会  

消防局は、石油精製・石油化学工場及び油槽所等の危険物保安監督者・危険物取扱者・危

険物施設保安員及び安全担当者等を対象に、危険物施設の適正な維持管理・危険物の貯蔵・

取扱い、事故事例など安全管理強化のための講習会を開催し、防災意識の高揚及び事故防止

の徹底を図る。  

イ 危険物給油取扱所等の所有者・管理者講習会  

消防局は、給油取扱所・移動タンク貯蔵所・灯油販売店及び塗料店等の小規模危険物施設

の所有者・管理者及び安全担当者等を対象に、これら施設の適正な維持管理、危険物の貯蔵・

取扱い、安全管理強化のための講習会を開催し事故防止の徹底を図る。  

（４）研究機関等  

ア 川崎市コンビナート安全対策委員会  

消防局は、京浜臨海地区における事故の調査並びに事故防止のために講ずべき施策等に関

して調査審議し、行政施策を円滑に推進するため川崎市長が委嘱した学識経験者により構成

されている川崎市コンビナート安全対策委員会の審議結果を尊重し、危険物行政に反映させ

るものとする。 

なお、委員会の組織運営等については、川崎市付属機関設置条例（平成 27 年川崎市条例

第１号）に定めがあるもののほか、川崎市コンビナート安全対策委員会要綱（平成 27 年 26

川消危第1651号）に定める。 

イ 川崎市危険物保安審議会 

消防局は、消防法に基づく危険物、石油コンビナート等災害防止法に基づく石油等及び高

圧ガス保安法に基づく高圧ガス等（以下、「危険物等」という。）の貯蔵・取扱いに関する課

題等を調査審議し、その安全確保を推進するために付属機関として設置された市内事業所の

学識経験者により構成される川崎市危険物保安審議会の成果物を危険物等行政に反映させる

ものとする。 

なお、審議会の組織運営等については、川崎市付属機関設置条例（平成 27 年川崎市条例

第１号）に定めがあるもののほか、川崎市危険物保安審議会要綱（平成27年 26川消危第1650

号）に定める。 

（５）相互応援体制の確立指導 

危機管理室及び消防局は、各自衛防災組織及び共同防災組織が災害時において相互に応援、

協力して防災活動を実施するよう、次の事項等について、あらかじめ応援協定の締結を指導す

る。 

   ア 組織及び応援部隊の編成 

   イ 応援要請時の連絡方法及び連絡系統 

   ウ 応援時の指揮命令系統 

     エ 相互応援に必要な費用分担及び補償に関する事項 

   オ 応援者の業務 

  カ その他応援に必要な措置 
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（６）防災教育及び訓練の実施指導 

本市は、防災要員等を対象に、関係法令をはじめ地震災害、産業災害に係る教育を行うほか、

災害防ぎょ活動の教育、訓練を実施する。 

３ 船舶荷役作業に対する監督指導

   市、県、第三管区海上保安本部、神奈川労働局及びその他の関係機関は船舶の荷役作業中の事

故を防止するため、特定事業所に対する立ち入り検査等を適宜実施するとともに、特定事業所等

が安全措置をすすめるよう、監督指導を強化する。

（１）市による監督指導

 港湾局長は、川崎市港湾施設条例及び同施行規則や公共ふ頭における危険物取扱要綱等に基

づき、公共岸壁における危険物積載船舶の接岸及び荷役、危険物取扱工事等における安全の確

保に努めるものとする。

 （２）県による監督指導

    県は、危険物、高圧ガス及び毒劇物関係施設の保安管理の監督指導を行うとともに、防災施

設の整備、防災に必要な物資の及び資機材の備蓄、整備を行うものとする

（３）第三管区海上保安本部による監督指導

    第三管区海上保安本部は、海上交通安全法、港則法その他関係法令、規則等に基づき、危険

物積載船の航行及び積込、積替、荷卸に対して、安全管理の徹底、設備の改良等、適切な監督

及び指導を行うものとする。

 （４）神奈川労働局による監督指導

    神奈川労働局は、労働安全衛生法その他関係法令、規則等に基づき、危険物積載船の荷役に

対して、陸上及び海上作業を統括する管理者の設置等安全管理体制の確立、及び陸上の装置等

の定期点検の強化等による安全の確保、作業時の立合い、安全確認等の作業マニュアルの整備

徹底等、適切な監督及び指導を行うものとする。

 （資料編 自衛防災組織における「消防技術説明者制度」の趣旨）

第２節 消防力の整備充実【消防局】

１ 市の消防力

   市は、人命救助や被害の拡大等を防止し、市民、事業所及び付近船舶の安全確保を図るため、

的確な情報収集体制や効果的かつ迅速な体制がとれるよう大型化学消防車、大型高所放水車、泡

原液搬送車の３点セット中隊及び消防艇等消防力を整備し、適正に配置するとともに、消防用資

機材の整備を図るものとする。

（１）消防署所等

ア 消防局

     １局、８消防署、２７出張所 

イ 消防団

     ８消防団、２８分団、４１班 
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（２）石油コンビナート等特別防災区域における火災出場体制

第１出場 特別第１号 特別第２号 特別第３号

指揮車

救助工作車

特殊災害対応車

高所放水車

化学消防車

ポンプ車

消防艇（※）

泡放射担当車両  ３台

（高所放水車、はしご車）

水源担当車両   ３台

（化学車）

泡原液搬送担当車両３台

（タンク車）

泡放射担当車両 ２台

（泡放射砲）

水源担当車両  ４台

（ポンプ車）

泡原液搬送担当車両３台

（タンク車）

消防艇

泡放射担当車両  ２台

（高所放水車、泡放射砲）

水源担当車両   ３台

（化学車、ポンプ車）

泡原液搬送担当車両２台

（タンク車）

※ 第１出場の消防艇は災害状況により出場。

２ その他の防災関係機関の消防力

第三管区海上保安本部の消防力等概要

※横浜海上保安部で、粉末消化剤7,100㎏、油回収装置3基を保有 

第３節 石油コンビナート等災害影響範囲の把握【総務企画局危機管理室、消防局、川崎区】

市は、市域にある危険物タンク、高圧ガスタンク、毒液タンク及びプラントの災害時における影響

範囲を事前に把握し、災害の発生時の円滑な応急対応及び効果的な訓練の実施などに努めるものとす

る。

第４節 海上流出油等防災体制の整備【総務企画局危機管理室、港湾局、消防局】

市は、油等流出事故等に的確に対応するため、災害用資機材の整備を図り、東京湾排出油等防

除協議会及び川崎管内排出油等防除協議会の関係機関と連携して防除活動を行うとともに、協議

会が実施する訓練に積極的に参加し、関係事業者、防災関係機関との防災体制の整備を図るもの

とする。

 川崎市港湾局所属船舶諸元表

船  艇 
消 化 

薬 剤 

ｵｲﾙ 

ﾌｪﾝｽ 

油  

吸 着 剤

油 

 処 理 剤消 防 船 油回収船 ｵｲﾙﾌｪﾝｽ展張船 巡視船（艇） 

川崎海上保安署 0隻 0隻 0隻 2隻 0.2kl 100m 98kg 1.3kl

横浜海上保安部 2隻 0隻 0隻 12隻 34.5kl 480m 546kg 7.4kl

合計 2隻 0隻 0隻 14隻 34.7kl 580m 644kg 8.7kl

船名 総トン数 長さ 巾 深さ 用途 定員

あおぞら 126.77 25.00 6.20 2.70 　旅客船（巡視船） 56

つばめ 27.94 14.69 3.99 1.80 　旅客船（巡視船） 31

ひばり 20.90 10.20 5.98 1.80 　測量船（巡視船） 11

　つばき 13.00 12.40 6.40 1.70 海面清掃船 －

第一清港丸 4.85 10.00 2.50 1.05 作業船 －
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第５節 防災訓練の実施【総務企画局危機管理室、川崎区】

市は、災害が発生した場合における迅速かつ的確な災害応急対策活動を実施するため、防災関係機

関、特定事業所及び住民等と連携協力し、総合訓練又は個別訓練の実施に努める。 

１ 訓練実施の時期及び場所 

訓練効果のある必要かつ適切な時期及び場所を選び実施する。 

２ 訓練の種目 

（１）石油コンビナート等現地防災本部運営訓練 

（２）災害予防型訓練 

ア 地震情報等伝達訓練 

イ 非常参集訓練 

（３）発災対応型訓練 

ア 事業所による防災本部の設置・緊急措置訓練 

イ 災害情報等伝達訓練 

ウ 非常招集訓練 

エ 災害通報・応援要請等訓練 

オ 陸上流出油防ぎょ訓練 

カ 出動（資機材集中）訓練 

キ タンク火災消火訓練 

ク タンク漏洩・拡散防止訓練 

ケ 大容量泡放水砲等出動・設定訓練 

コ 海上流出油防除訓練 

サ 津波対策訓練 

シ 船舶火災等消火訓練 

ス 救出・救護訓練 

セ 避難訓練 

ソ 住民広報訓練 

タ 警備交通規制訓練 

チ その他災害対策上必要な訓練 

３ 実施の方法 

災害想定により、予想される事態に即応した必要な訓練を図上又は実地にて実施する。ま

た、大容量泡放水砲等出動・設定訓練にあっては、大型タンク全面火災など大規模災害を想定

し、迅速な応急体制の確立、広域応援要請等の災害の拡大防止、二次災害の防止を図るために

必要な訓練を図上又は実地にて実施する。
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第３章 公共施設等の安全対策の推進 

市をはじめとした公共施設等の施設管理者は、日頃から危険箇所の調査とこれに基づく補修工事並

びに耐震診断に基づく耐震補強を実施し、地震に強い施設の確保に努める。

第１節 道路施設等の整備【建設緑政局、港湾局、、川崎区】

１ 道路の整備

臨港道路については、液状化現象による道路の寸断を避けるため、液状化調査を実施し、対策

検討を行うなど緊急輸送道路の確保に努める。

また、臨海部におけるその他の緊急輸送道路についても、日々のパトロール等により適切な維

持管理を進める。

２ 橋りょうの整備

道路管理者は、緊急輸送道路に架かる橋りょうや、落橋により二次災害の恐れのある跨線橋な

どの耐震補強工事を行う。

３ トンネルの整備

   施設管理者は、トンネルの安全点検を実施し、必要な補強工事を行う。

   また、川崎港海底トンネルについては、引き続き耐震補強を実施するとともに、維持管理計画

に基づく維持補修を行い、緊急輸送道路の確保に努める。

４ 横断歩道橋の整備

   横断歩道橋の管理者は、横断歩道橋の点検を適宜、実施し、必要な修繕工事を行う。

５ 街路樹等の適正管理

街路樹の防災機能として、一般的に延焼防止効果、避難路形成効果等が示されているため、臨

海部における街路樹等の樹木の維持管理を適正に行うとともに、「かわさき臨海のもりづくり」緑

化推進計画に基づき、防災機能の向上に資する街路樹の整備を行う。また、立地事業所等に対し

て、適切な樹種を選定するなど、防災機能に考慮しながら緑化の促進に努めるよう働きかける。

第２節 海岸、港湾等の整備【港湾局、建設緑政局】

施設管理者は、地震災害時における海岸、港湾等の施設の被害を防止するためそれぞれの施設につ

いて耐震診断と破壊影響等の調査を実施し、重要度に応じ耐震化を推進する。

１ 海岸保全施設（防潮堤）等の整備

海岸保全施設である防潮堤については、「海岸保全基本計画」に基づき施設を整備（改良等）

するとともに、適切な維持管理を行うことで市民の財産や安全確保に努める。

（１）防潮堤

防潮堤については、老朽化による機能不全を防ぐため、計画的に維持管理をし、老朽化した

施設の改良・補修を行う。また、最大クラスの津波を想定した防護水準の確保を検討していく。

（２）防潮扉

防潮扉の開閉作業を年に数回実施して、その異常の有無を点検し、所要の措置をとるととも

に、常備器具の保管状況を確認する。また、防潮扉を閉鎖するまでの時間を短縮するため、順

次、角落とし式から引き戸式の防潮扉へ改修を進めるととともに、閉鎖作業について企業との

連携を強化し、迅速かつ確実な作業体制を確保する。
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 （３）河港水門の適正管理

    月１回水門の開閉作業を実施し、その異常の有無を点検し、所要の措置を講じることと併せ

て、老朽化による機能不全を防ぐため、適正な維持管理を行う。

２ 公共岸壁等の耐震強化

公共岸壁は、災害時に救援物資を運搬し、あるいは経済活動を維持するために物流機能を確保

するなど、海上輸送の拠点として重要な施設であり、地震による施設の被害等を防止するために

施設を強化し、施設の安全対策を図る。

（１）東扇島耐震強化岸壁公共バース（－１２ｍ・－７．５ｍ）２バース（整備済）

（２）千鳥町耐震強化岸壁公共バース（－１０ｍ）１バース（整備中）

（３）東扇島外貿内貿コンテナ耐震強化岸壁（－１４m）及び（－９m）２バース（計画）

 ３ 海上交通網の整備

   川崎港の内陸域との陸路寸断時のアクセス確保のため、各島部と内陸部を繋ぐ海上交通網を構

築するための係留施設（浮桟橋等）整備や大師河原河川防災ステーション等を活用した船舶によ

る輸送体制について検討する。

 ４ 検潮器の機能維持

   検潮器の適切な維持管理を行い、津波等による潮位変動及び異常潮位の発生時においても潮位

観測が確実にできる体制を確保する。

（資料編 川崎港防潮堤築造位置図及び防潮扉位置図） 

 （資料編 川崎河港水門の維持管理及び水門操作取扱要領） 

（資料編 多摩川増水時における「国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所」と「川崎市」と

の水門操作情報の共有についての覚書） 

  （資料編 多摩川増水時における「味の素株式会社川崎事業所」と「川崎市」との水門操作情報

の共有についての覚書） 

第３節 上・工・下水道施設の整備【上下水道局】 

１ 上水道施設 

水道事業は、市民生活に欠くことのできない重要な社会公共事業である。臨海部に位置する水

道施設は送・配水管路が中心となり、取水施設や浄水場等の基幹施設は設置されていないため、

地震によって壊滅的な打撃を受けるとは考えられないが、水道施設の安全性強化のための具体策

を検討し、施設の破損により給水に重大な影響を与えるもの、二次災害の恐れのあるもの等を重

点に施設の改良・整備を行い、被害を最小限に止めるための諸施策を実施するものとする。 

（１）配水施設 

ア 配水管 

     配水管の新設・改良時には耐震管を採用し、地震に強い配水システムを構築しており、鋳

鉄管、ビニル管等の老朽配水管についてはすべて更新するものとする。また、市立小中学校

などの避難所や重要な医療機関等に供給する管路については、早急に耐震化を完了するもの

とする。 

イ 給水装置 

  地盤の軟弱な箇所においては、給水管の抜け、折損等による漏水や、建物の被害による給
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水装置の破損が考えられる。これら給水装置は、上下水道局の管理外であるが、災害時には

大きな被害が予想されることから、老朽化した給水装置の改良を配水管布設替に伴う給水管

の付替や老朽給水管対策事業などにより、耐震性のある管を用いた更新を積極的に行うもの

とする。 

（２）応急給水・応急復旧体制の確立 

   ア 「水道事業及び工業用水道事業における災害復旧用資材備蓄計画」に基づき、市内３箇所

に復旧用資材を備蓄する。 

   イ 「応急給水用資器材備蓄計画」に基づき、応急給水に必要な資器材を確保する。 

ウ 臨海部は、地震時に地盤の液状化により管路の被害が発生することが想定されることから、

災害対策用貯水槽を含む８箇所の災害時応急給水拠点を整備しており、これにより災害時に

応急給水を受けられる体制を確保する。 

   エ 事故時の影響軽減のため、配水管網を中配水ブロック化し、水道システムの安定性を図る。 

   オ 地震発生後の他都市等応援隊受入体制の確立を図る。 

   カ 応急対策活動を円滑に行うため、図面等の充実・管理に努める。 

   キ 関係機関、関係団体と協定の締結を行い、応急対策活動の強化を図る。 

２ 工業用水道施設 

工業用水道事業は、京浜工業地帯の一翼を担う本市の経済活動に欠くことのできない重要な社

会公共事業である。臨海部に位置する工業用水道施設は送・配水管路が中心となり、取水施設や

浄水場等の基幹施設は設置されていないため、地震によって壊滅的な打撃を受けるとは考えられ

ないが、工業用水道施設の安全性強化のための具体策を検討し、施設の破損により給水に重大な

影響を与えるもの、二次災害の恐れのあるもの等を重点に施設の改良・整備を行い、被害を最小

限に止めるための諸施策を実施するものとする。 

（１）配水施設 

    配水管の新設・改良時には耐震管を採用し、地震に強い配水システムを構築しており、鋳鉄

管等の老朽配水管についてはすべて更新するものとする。 

（２）応急復旧体制の確立 

   ア 「水道事業及び工業用水道事業における災害復旧用資材備蓄計画」に基づき、市内３箇所

に復旧用資材を備蓄する。 

   イ 地震発生後の他都市等応援隊受入体制の確立を図る。 

   ウ 応急対策活動を円滑に行うため、図面等の充実・管理に努める。 

   エ 関係機関、関係団体と協定の締結を行い、応急対策活動の強化を図る。 

３ 下水道施設 

臨海部に位置する下水道施設は、計画区域内の雨水及び汚水を排除するための施設であり、市

民が健康で文化的な生活を営み、また快適で美しい都市環境を作り出すために欠かせない都市施

設であるが、その大部分が地下に築造されるため、地震による被害が発生すると、その復旧に長

時間を要する。 

また、下水道施設は、都市の基幹的施設であり、震災によりその機能が麻痺した場合、市民生

活や水環境に与える影響は大きく、二次被害が発生するおそれもあるため、過去の震災の教訓を
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生かし、今後次のような予防対策を推進する。 

（１）下水管きょ 

ア 老朽管の更新に当たっては、耐震性能を有する工法を採用し、管きょの継手部は可とう性

を有するものを使用する。 

イ 臨海部は地盤の液状化が予想されることから、液状化対策に有効とされる改良土等の埋戻

し材を使用し、埋戻しを行う。 

（２）ポンプ場・水処理センター 

ア 構造物の設計は、「下水道施設の耐震対策指針と解説」に従い、必要な地震対策を実施す

るとともに、下水道地震・津波対策技術検討委員会の「耐津波対策を考慮した下水道施設設

計の考え方」に基づき、必要な耐津波対策を実施する。 

イ 臨海部は地盤の液状化が予想されることから、必要に応じ液状化防止対策を行う。 

ウ 停電に備え、自家発電設備を設置するとともに、水処理センターでは２回線受電を行う。 

エ ポンプ室は、外水を遮断できる構造とし、ポンプ設備の基礎はポンプ室と一体構造とする。 

オ 各種配管には、伸縮管を挿入し、震動・変位を吸収できる構造とする。 

カ 遮断器類は、油なし型式とし、変圧器類は、難燃性のものを使用する。 

キ 施設の維持管理においては、点検による危険箇所の早期発見や改善をはじめ、施設の機能

保持に努める。 

ク 東京湾内への津波警報及び大津波警報発表時には、入江崎水処理センター及び入江崎総合

スラッジセンターを津波避難施設として利用する。  

（３）応急復旧体制の確立 

ライフラインとしての下水道の迅速な応急復旧活動のための体制整備のほかに、地域防災体

制への支援が行えるよう、あらかじめ次の事項について整備しておくものとする。 

ア 地震発生後の各都市からの下水道支援に対する受入体制の整備を行う。 

イ 応急対策を円滑に行うために下水道台帳のバックアップを行う。 

ウ 関連機関や関係団体と協定の締結を行い、応急復旧体制の強化を行う。 

第４節 その他公共施設の整備【関係局】

 施設管理者は、地震災害時における施設の被害を防止するためそれぞれの施設について耐震診断と

破壊影響等の調査を実施し、重要度に応じ耐震化を推進する。 

第５節 公共事業施設の整備

 １ 電気施設の整備 

 東京電力パワーグリッド株式会社川崎支社は、送電線の地中化をはじめとする安全対策を進め

ているが、地震時の電力供給施設の被害を未然に防止するとともに、被害が発生した場合の各施

設の機能を維持するため、より一層の予防対策を実施する。 

 ２ 都市ガス施設の整備 

   都市ガス事業者は、導管の強化策や、地震センサーの設置等により施設の充実整備を推進して

いる。また、地震時の都市ガス施設の被害や都市ガスによる二次災害を未然に防止する措置も講

じているが、災害が発生した場合の被害拡大防止のためより一層の予防対策を実施する。 
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３ 鉄道施設の整備 

   鉄道事業者は、地震時における旅客及び貨物の安全と円滑な輸送を図るため、より一層の予防

対策を実施する。 

 ４ 電話（通信）施設の整備 

   東日本電信電話株式会社及び通信事業者は、地震時における電気通信設備の被害を未然に防止

するとともに、被害が発生した場合の電気通信の混乱を防止するため、より一層の予防対策を実

施する。 

５ 首都高速道路施設の整備 

   首都高速道路株式会社は、落橋や倒壊を起こさないよう「橋、高架の道路等の新設及び補強に

係る当面の措置について」（建設省道路局：平成７年５月）に準拠した構造にしていくほか、利用

者の安全対策など、地震防災対策の一層の強化充実を図るとともに、災害に備え、道路構造物に

ついて常時点検を行うこととする。 
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第４章 津波対策【総務企画局危機管理室、港湾局、関係局、川崎区】 

津波対策については、次の基本方針に基づきソフト対策とハード対策を行う。 

１ 住民の避難等のソフト対策と海岸保全施設の整備等のハード対策を組み合わせた総合的な取

組みにより、津波被害による「死者数０」を目標に対策を推進する。 

２ 基本的には、最大クラスの津波（以下「Ｌ２津波」という。)と最大クラスの津波に比べて発生頻度が高い

津波(以下「Ｌ１津波」という。)という２タイプの津波を想定して対策を行う。

３ Ｌ２津波に対しては、住民避難などのソフト対策を主体とした総合的防災対策により、被害の

減災に努める。 

４ Ｌ１津波に対しては、防潮堤などの海岸保全施設の整備等のハード対策により津波の市街への

侵入を防ぐものとする。 

※参考 Ｌ１津波： 最大クラスの津波に比べて発生頻度が高く、津波高は低いものの大きな被害を

もたらす津波 

Ｌ２津波： 発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの

津波 

第１節 ソフト対策 

１ 津波避難施設の指定 

津波から我が身を守るためには、まず津波が到達しない場所や高台に避難することが大原則で

あるが、避難のための十分な時間を確保できない場合もあることから、堅固な中・高層建物を一

時的な避難のための施設として利用する津波避難施設を指定する。 

（１）対象施設の条件 

津波避難施設としての指定を検討する際の構造的要件は次のとおりとする。 

ア 耐震性 

耐震診断によって耐震安全性が確認されていること、または、新耐震設計基準（1981 年

（昭和56 年）施行）に適合していることを基本とする。 

イ 津波に対する構造安全性 

原則としてRC またはSRC 構造とし、想定浸水深に応じて、階数を考慮する。 

（２）開設期間 

津波避難施設の開設期間は、大規模地震等の発生に伴い、気象庁から東京湾内湾に津波警報

等が発表されたときから、津波警報等が解除されたときまでとする。 

２ 防潮扉の開閉に係る運用 

港湾局からの指示に基づき、開閉を委託されている事業所が開閉を現在行っているが、災害時

には通信の輻輳等により適時に指示ができないことが予想されることから、防潮扉の開閉基準な

どの改善を行う。 
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３ 津波ハザードマップの作成 

Ｌ２津波に対して、避難対策で人命を守るため、津波ハザードマップを作成する。 

（１）作成の位置づけ 

津波ハザードマップを作成・活用することにより、津波による被害軽減のための地域ごとの

避難計画の策定、防災教育、防災意識の啓発、防災を意識したまちづくり及び住民とのリスク

コミュニケーションの推進を円滑に行うことが可能になる。 

（２）マップの掲載内容 

ハザードマップは、被害想定で示された津波浸水予測をもとに、適切な避難に必要な避難場

所・避難経路及び避難の判断に資する情報を掲載する。また、避難時に必要となる津波警報・

津波情報の概要、心得・防災メモなどの付加情報を掲載する。 

（３）マップの周知 

津波浸水予測で示された地域の住民や事業所に対して周知するとともに、区役所や図書館等

において閲覧等を行うなど幅広く周知に努める。 

４ 津波情報看板、津波避難施設の標識の整備 

津波情報看板については、浸水情報、津波避難施設の位置など津波避難に必要な情報を掲載す

る。 

津波避難施設の標識については、津波避難施設であることを示す標識を貼付するとともに、津

波避難施設内の避難場所へ誘導するための標識についても整備する。 

５ 津波避難計画 

別に定める「川崎市津波避難計画」による。 

６ 津波警報などの情報受伝達 

   メールニュースかわさき「防災気象情報」、緊急速報メール、ホームページ、同報系防災行政無

線屋外受信機、防災テレホンサービス、テレビ神奈川データ放送など様々な媒体により、津波に

関する情報を提供するとともに、臨海部に新たな同報系防災行政無線屋外受信機の整備などによ

り、適切な情報受伝達の確保を図る。 

７ 津波避難訓練や防災教育の実施 

（１）教育・啓発 

   津波対策の教育・啓発にあたっては、「自らの生命は自ら守る」という観点に立って、家庭、

学校、地域社会（自主防災組織、町内会等）、事業所等のそれぞれの場において、次の内容に

ついて教育・啓発していくものとする。 

  ア 気象庁が発表する津波警報及び津波情報に関する周知 

  イ 避難行動に関する事項 

  ウ その他 

（２）訓練の実施 

   津波避難訓練の実施にあたっては、情報の伝達、津波避難施設の開設、避難行動、災害時要

援護者に対する避難支援及び水門や陸閘の点検・操作等に習熟するとともに、防災意識の高揚
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を図るものとする。 

 （資料編 津波避難施設及び避難場所一覧） 

第２節 ハード対策 

１ 海岸保全施設の改良 

防潮扉の開閉作業を年に数回実施して、その異常の有無を点検し、所要の措置をとるとともに、

常備器具の保管状況を確認する。また、防潮扉を閉鎖するまでの時間を短縮するため、順次、角

落とし式から引き戸式の防潮扉へ改修を進める。 

２ 津波浸水予測地域における備蓄倉庫や非常用発電機などについて上層階への移動の検討 

県が想定した慶長型地震の津波浸水深を基に、各学校等の備蓄倉庫や非常用発電機など、公的

施設への影響を検討し、対策が必要な場合は適切な対応を行う。 
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第５章 情報連絡体制の整備【総務企画局危機管理室、関係局、川崎区】

災害時において、市と臨海部事業所及び防災関係機関等との迅速な情報連絡を図るため、情報通信

設備、連絡体制等を整備する。また必要に応じて、臨海部事業所等と関係局、川崎区等とで構成され

た川崎臨海部防災協議会や川崎区危機管理推進協議会等における結果を情報連絡体制の整備に反映さ

せることにより体制の強化を図る。

第１節 情報通信設備の確保 

市、臨海部事業所及び防災関係機関等は、次のとおり情報通信設備の確保に努める。 

１ 通信設備 

通信設備の利用は、記載上位のものからを原則とし、障害がある場合は、順次、下位記載の設

備とする。なお、状況により適宜２種類以上の通信設備を併せて利用する。 

（１）一般的な通信設備 

ア 一般加入電話（市においては内線電話も含む） 

イ 電子メール 

ウ 災害時優先電話 

東日本電信電話株式会社等の通信事業者が指定する災害時優先電話は、通信規制や輻輳時

でも優先的に発信が可能であるため、発信専用の番号として使用する。 

（２）災害時の通信設備 

ア 市及び神奈川県と臨海部事業所との間の通信手段 

神奈川県石油コンビナート等防災相互用無線は、市の臨海部のコンビナート地域と通信す

るために、神奈川県で整備しており、市消防局を調整局として通信を行う。 

イ 市と防災関係機関等との通信手段 

デジタル移動系防災行政無線設備については、市と防災関係機関等との間、市役所庁舎と

区役所庁舎、避難所等との間で通信するため、ＭＣＡ無線及び特設公衆電話については、市

と帰宅困難者一時滞在施設との間で通信するため、市で整備している。通信方法は、直接通

信及び専用通信を優先的に利用するものとする。 

ウ 市と神奈川県との通信手段 

（ア）衛星通信設備 

市と神奈川県、国及び他自治体との間における情報受伝達並びに災害映像の送受信、別

途締結した災害時相互応援協定に基づく広域応援要請等を行うために、市が地域衛星通信

ネットワークに加入し利用可能としている。 

（イ）神奈川県防災行政通信網及び神奈川県災害情報管理システム 

市と神奈川県との間における情報受伝達を行うために、神奈川県で整備している。 

エ 市内部の通信手段 

（ア）デジタル移動系防災行政無線設備 

（イ）多重系防災行政無線設備 

市役所庁舎と区役所庁舎等との間で通信するために、市で整備している。 

（ウ）ＭＣＡ無線 

市災害対策本部長、区本部長、市災害対策本部事務局、区本部事務局等との間で通信す
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るために、市で整備している。 

   オ 在港船舶との通信手段 

     川崎港に在港する船舶との間においては、川崎ポートラジオの国際ＶＨＦ無線電話を活用

して情報収集を行うとともに、情報伝達を行う。港湾局は、川崎ポートラジオを運用する株

式会社東洋信号通信社との間で、日ごろから情報伝達等を迅速かつ的確に行うための体制を

整備する。 

   カ 港湾従事者との連絡手段 

     港湾施設において、荷役作業等を行う港湾従事者への情報伝達を行うため、港湾施設に防

災行政無線設備を設置する。 

     さらに、川崎港運協会等の団体や港湾運送事業者、船舶代理店等との間で、連絡体制を整

備し、情報収集及び情報伝達ができる体制を整備する。 

２ 情報システム 

（１）総合防災情報システム 

市において、災害に関する情報の収集・蓄積・共有・受伝達・集計、災害対策の指示、臨海

部事業所や市民への情報伝達等を迅速かつ的確に行うため、総合防災情報システムを活用する。 

（２）神奈川県災害情報管理システム 

神奈川県からの災害に関する情報の入手、神奈川県への被害状況の報告等を行う際には、神

奈川県災害情報管理システムの活用を図り、迅速な情報受伝達を行う。 

第２節 災害情報の収集・伝達体制の整備 

市は、災害発生後、所管業務に基づき情報の収集を行うとともに、情報の集約を図り、必要な情報

を臨海部事業所、防災関係機関、市民等に提供する。 

また、一体的な災害応急対策を実施するため、防災関係機関や防災上重要な施設の被害状況並びに

市民等からの通報、要請などについて、詳細かつ具体的に把握し、調査結果を災害対策本部各組織及

び関係機関に周知する。 

１ 情報収集・伝達体制 

（１）市災害対策本部、区災害対策本部、地域防災拠点、避難所及びその他の市施設間の情報収集・

伝達を迅速かつ的確に行うため、総合防災情報システム及び、インターネットを利用したパソ

コンや携帯電話による通信の活用を図る。 

（２）市職員による情報収集・伝達 

災害発生後、市職員が本部事務局、避難所等へ参集する際に地域の被災状況等の収集を行い、

情報を整理し、参集先の状況と併せて、総合防災情報システムを活用して情報を伝達する。 

（３）臨海部事業所及び防災関係機関の情報収集 

臨海部事業所及び防災関係機関から、市災害対策本部、区対策本部等への情報受伝達手段に

ついては、「第１節 情報通信設備の確保」に示す通信設備を使用する。 

（４）タクシー無線 

災害発生直後の市内の被害状況を迅速に把握するため、社団法人神奈川県タクシー協会川崎

支部、川崎個人タクシー協同組合及び川崎第一個人タクシー協同組合との協定に基づき、協会

及び組合に加盟する各社が保有するタクシー無線を活用して、被害情報の収集を図るものとす
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る。 

（５）アマチュア無線 

区災害対策本部と避難所間等の連絡及び災害情報の受伝達のため、川崎市アマチュア無線情

報ネットワークとの協定に基づき、情報受伝達網の補完を図るものとする。 

（６）市保有無線 

市防災行政無線以外の各部が保有する消防用無線、港湾業務用無線等のあらゆる通信設備を

利用し、災害情報の受伝達を図るものとする。 

（７）非常無線 

災害時において、有線通信等が途絶又は輻輳し、かつ無線通信設備についても重大な障害等

が発生して防災関係機関等相互の通信が困難になった場合は、関東地方非常通信協議会に加入

の各機関所属無線局等を利用し、災害に関する通信の確保を図るものとする。〔電波法第５２

条第４項に定める非常通信に該当〕 

２ 映像による災害情報の活用 

災害情報の受伝達手段として映像情報は被災地の情報の客観的かつ適切な判断に寄与するた

め、初動対応及び応急対策等への活用を図るものとする。 

（１）災害情報カメラ 

市役所第３庁舎、川崎市港湾振興会館（川崎マリエン）、西生田中継所及び多摩区総合庁舎

に設置している災害情報カメラ（このうち、臨海部及び周辺地域の映像確認用としては市役所

第３庁舎及び川崎市港湾振興会館：川崎マリエンに設置の各カメラ）からの映像情報を、市災

害対策本部の大型映像画面、市総合防災情報システム等に映写し、被害状況の把握、応急対策

活動等に活用する。 

（２）ヘリコプターテレビ電送システム映像情報 

消防ヘリコプターに装備しているヘリコプターテレビ電送システムを利用し、市内上空から

撮影した映像情報を、消防局から市災害対策本部等に電送し、被害状況の把握、応急対策活動

等に活用する。 

（資料編 神奈川県・横浜市・川崎市災害時映像情報相互提供システムの運用に関する覚書） 

（資料編 神奈川県石油コンビナート等防災相互通信用無線局の管理及び運用に関する協定書） 

（資料編 災害時タクシー無線の災害情報通信の協力に関する協定（神奈川県乗用自動車協会川崎支

部ほか）） 

（資料編 災害時アマチュア無線の災害情報通信の協力に関する協定（川崎市アマチュア無線情報ネ

ットワーク）） 

（資料編 関東地方非常通信協議会会則） 

第３節 連絡体制 

１ 連絡責任者の設置 

市、及び防災関係機関等において、情報連絡を統括するために、連絡責任者を置く。 

２ 的確な運用 

連絡責任者が統括する通信事務の担当者は、通信機器の的確な操作及び臨機応変な運用が行え
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るよう、その習熟に努める。 

第４節 防災行政無線等の運用 

１ 無線設備の整備 

（１）防災行政無線の構成 

市防災行政無線は、次の系統により構成する。 

ア 多重系 

イ デジタル移動系 

ウ 衛星系 

エ 同報系 

オ テレメータ系 

カ ＭＣＡ無線（財団法人移動無線センターによる運営） 

（２）防災行政無線の統制 

市防災行政無線設備全体の運用を統制するため、市役所第３庁舎７階に無線統制局を置く。

ただし、ＭＣＡ無線については財団法人移動無線センターが統制を行う。 

（３）電源確保 

災害による停電等に備えて、無線設備の運用に万全を期するため、発動発電機、蓄電池等の

非常用電源設備の配置を行い、重要な無線設備の使用可能時間を３日以上確保できるよう努め

る。 

２ 運用 

市防災行政無線は、「川崎市防災行政無線管理運用規程」、「川崎市防災行政無線管理運用要綱」

等に基づき、次のとおり運用する。 

（１）無線通信の手段 

ア 多重系は、市役所、区役所、支所等との間で、音声及びファクシミリによる通信を行う。 

イ 移動系は、市役所、区役所、支所、防災関係機関等との間で、半固定型無線機、車載型無

線機及び携帯型無線機により、音声、ファクシミリによる通信を行う。 

ウ 衛星系は、本市と国や他自治体との間で、音声、ファクシミリ、データ及び映像による通

信を行う。 

エ 同報系は、屋外受信機及び戸別受信機に対し、音声による一斉通報を行う。 

オ テレメータ系は、雨量、水位及び潮位の観測データの通信を行う。 

カ ＭＣＡ無線は、市災害対策本部長、区本部長、市災害対策本部事務局、区本部事務局、帰

宅困難者一時滞在施設等との間で、音声による通信を行う。 

（２）通信の種類 

ア 個別通信：２無線局相互間の音声、ファクシミリ及び映像通信 

イ 順次通報：ファクシミリ設置局に対し、組織別に順次行う通報 

ウ 一斉通報：各無線局に対し、音声又はファクシミリにより一斉に行う通報 

エ 非常一斉通報：緊急事態においてのみ、固定系、デジタル移動系、同報系の全無線局に対

し、音声により一斉に行う最優先の通報 
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（３）運用時間 

常時とする。 

（４）管理及び運用組織 

無線局を統括するために「統括管理者」及び「副統括管理者」を置き、無線設備を管理する

責任者として「無線管理者」を置く。また、各無線局には「無線使用管理者」をそれぞれ配置

し、運用するにあたり、「通信取扱責任者」及び「通信取扱者」を無線使用管理者の下に置く。

なお、統括管理者は総務企画局長とする。 

（５）通信統制 

非常災害時において、通信回線の混信、輻輳等を避けるため統括管理者は、通話時間統制及

び発着信統制を行う。ただし、ＭＣＡ無線については財団法人移動無線センターの統制に従う。 

（資料編 川崎市防災行政無線管理運用規程） 

（資料編 川崎市防災行政無線管理運用要綱） 

（資料編 川崎市防災行政無線系統図） 

（資料編 同報系屋外受信機設置一覧表（川崎区、幸区、中原区）） 

（資料編 雨量・水位・潮位観測局設置図） 

第５節 衛星通信の運用 

国及び他自治体との情報受伝達並びに災害映像の送受信、他自治体との相互応援協定に基づく応援

要請を行うため、衛星通信を活用し運用するものとする。 

１ 無線設備の配置 

電話及びファクシミリ並びに映像の送受信が行える衛星地球局設備を市役所第３庁舎に配置

するとともに、各区役所、消防局及び多摩防災センターに衛星系映像受信専用装置(TVRO)を配置

する。 

２ 運用 

衛星地球局の運用については、「川崎市防災行政無線管理運用規程」、「川崎市防災行政無線管

理運用要綱」等に基づき、次のとおり運用する。 

（１）統制局における通信内容 

ア 国からの音声一斉指令及びファクシミリ一斉指令の受信 

イ 国及び他自治体との電話、ファクシミリ、データ及び映像情報の送受信 

（２）消防局における通信内容 

ア 国（消防庁）からの音声一斉指令及びファクシミリ一斉指令の受信 

イ 市役所、国及び他自治体からの映像情報の受信 

（３）各区役所及び多摩防災センターにおける通信内容 

ア 市役所、国及び他自治体からの映像情報の受信 

第６節 防災相互無線の運用 

市と他自治体からの応援無線局及び防災関係機関所属の無線局との情報連絡には、防災相互通信用

アナログ移動系無線（アナログ移動系防災行政無線「かわさきぼうさい１～２」）を活用するが、神奈

川県石油コンビナート等防災相互用無線と一部同一の周波数（１５８．３５MHz）を使用しているため、
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通信を妨害しないよう注意する必要がある。 

本市が他の都県市から応援を受ける場合の防災相互通信用無線局の運用は、次の方法による。 

・ 市から応援要請を行う際に、応援都県市との間で防災相互無線局を使用するための周波数、識

別信号等を確認する。 

・ 市は応援要請を行った時点で、防災相互無線局を開局する。 

・ 応援活動を行うために派遣される車両等との連絡は、原則として防災相互無線局を使用するも

のとし、可能な限り防災相互無線局を携帯させるよう依頼する。 

・ 市に派遣された車両等が防災相互無線局を開局した場合は、運用中の通信を妨げない範囲で、

速やかに都県市名、識別信号、現在地等を確認する。 

・ 応援に駆けつけた都県市の防災相互無線局は、原則として市の指示に従い通信を行う。 

・ 防災相互無線局の閉局は、市の指示による。 
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第６章 液状化、長周期地震動対策【総務企画局危機管理室、港湾局、消防局、関係局】 

第１節 液状化対策

大規模地震の発生に伴う地盤の液状化による災害発生の防止は、緊急の課題であり、次の対策を図

る。

 １ 臨港地区内における緊急輸送道路の液状化対策

港湾局は、震災時に耐震強化岸壁及び基幹的広域防災拠点から緊急支援物資を市内へ輸送する

際、液状化により輸送路が寸断され物資の輸送が滞ってしまわないよう、臨港地区内の緊急輸送

道路指定路線を対象に液状化対策の検討を行い、輸送路の確保を図る。

 ２ 九都県市で連携した減災対策

   国、自治体及び事業者の役割分担を踏まえ、九都県市で連携しながら、石油コンビナート等民

間企業の減災対策を促進する。

第２節 長周期地震動対策 

本市臨海部においては、海溝部で発生する東海地震や東南海地震などにより発生する長周期地震動

の影響が危惧されることから、コンビナート地域の保安対策の強化を図るため危険物屋外タンクの長

周期地震動対策を推進する。 

消防局は、特定事業所に対し、未だ長周期地震動に伴う耐震基準を満足しない内部浮き蓋付き特定

屋外タンクについて、法令基準の改修期限に捉われることなく、危険性評価を考慮し、できるだけ早

期にこれら耐震基準を満足する「新基準」への改修を進めるよう指導する。 
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第７章 帰宅困難者対策【総務企画局危機管理室、川崎区、関係局】

 大地震発生直後には、鉄道、バス等の交通機関の運行停止のほか、川崎臨海部の島ごとの交通アク

セスの遮断による島の孤立化などにより、通勤や観光客等の滞留者や帰宅困難者が発生し、大きな混

乱が予想される。また、帰宅困難者の発生が想定される期間（大地震発生直後～数日後）は、消火、

救助、救急活動等、人命救助活動が最優先となり、行政による支援は「救急、救助」「消火活動」「避

難誘導」等の応急活動を迅速・円滑に行う必要があるため、帰宅困難者対策は、まずは「自助」・「共

助」が基本となる。国は、｢むやみに移動を開始しない｣という基本原則を徹底しており、市も、この

基本原則の周知・徹底を図るとともに、関係機関と役割分担をし、連携・協力を行いながら次の対策

を実施するものとする。

第１節 市及び関係機関の役割 

１ 市の役割

   市は、平素から「むやみに移動を開始しない」という基本原則の周知・徹底を図るとともに、

徒歩帰宅者の支援拠点（災害時帰宅支援ステーション）の確保及び周知に努めるものとする。ま

た、一時滞在施設の確保等においては、公的・民間施設の協力を得て平常時からの指定作業に努

める。さらに、船舶などの代替輸送手段の活用方策の検討や、東扇島地区と千鳥町地区を結ぶ川

崎港海底トンネルの代替連絡路として、東扇島水江町線の整備を進める。

 ２ 鉄道事業者の役割

   鉄道事業者は、旅客及び駅利用者等の安全を確保するとともに、代替輸送手段の確保に努める

ものとする。

 ３ 企業等の役割

企業等は、交通アクセスの遮断時における従業員の職場での待機を心掛けるとともに、従業員、

来場者等のために、安否確認体制の整備や保護体制の促進、食料及び資器材等の備蓄に努めるも

のとする。

また、送迎バス事業者等と、災害時における社員の輸送体制の確保等について計画の策定に努

めるものとする。

 ４ 市民の役割

   市民は、家族との連絡手段の確保、徒歩帰宅経路の確認に努めるものとする。

第２節 啓発普及 

 １ 市は、企業等に対し、従業員や来場者等を一定期間保護するための食料・飲料水及び生活必需

品等の備蓄や、家族を含めた安否確認等の確認体制の整備について啓発する。

 ２ 市は、災害時の安否確認のためのシステム（災害用伝言ダイヤル等）が十分活用できるよう、

その周知に努める。

第３節 情報収集伝達体制の整備 

市は、鉄道事業者、バス運行業者等と連携し、有線電話の途絶に備えた鉄道運行や道路交通情報の

収集伝達体制の整備に努めるとともに、一時滞在施設のＭＣＡ無線や特設公衆電話等の活用に努める。
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第４節 広域的対策の推進

帰宅（帰宅困難者）支援については、行政区域を越えた支援施策となるため、市は、九都県市等と

連携した広域的な支援体制を整備する。

九都県市等では、コンビニエンスストアやガソリンスタンド、自動車販売店、理美容組合、寺院、

生活協同組合等と災害時の徒歩帰宅支援のための協定を締結しており、協定先の店舗において、災害

発生時には水道水やトイレ、情報等の提供を行う。

 （資料編 災害発生時における帰宅困難者支援に関する協定（神奈川県石油業協同組合）） 

 （資料編 災害時における帰宅困難者支援に関する協定書） 
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第８章 臨海部事業所、市民等への情報提供【総務企画局危機管理室、シティプロモー

ション推進室、川崎区、消防局】

防災等に関する情報を臨海部事業所、市民等へ迅速かつ的確に提供するために、情報伝達手段、連

絡体制等の整備が重要となる。

第1節 情報伝達手段の整備

市は、次の情報伝達手段を整備し、必要に応じて自動配信や自動放送を導入し、防災等に関する情

報を臨海部事業所、市民等へ迅速かつ的確に提供する。また、他の情報通信システムの活用など効果

的な伝達方法についても引続き検討を行う。 

１ 電子メール 

事前に「メールニュースかわさき『防災気象情報』」に登録された、電子メールアドレス宛に

伝達する。 

２ 緊急速報メール 

災害時などの通信規制や輻輳の影響がなく、事前に電話番号やメールアドレスを登録する必要

がない、緊急速報メール（ＮＴＴドコモ※、ａｕ、ソフトバンク、・Ｙ！ｍｏｂｉｌｅ）を活用し

て伝達する。 ※ＮＴＴドコモの名称：緊急速報「エリアメール」 

３ ホームページ 

市ホームページ、市防災情報ポータルサイト及び携帯電話向けのモバイル川崎に掲載する。 

４ 同報系防災行政無線 

  市内の避難所、広域避難場所、急傾斜地、主要ターミナル駅、臨海部の公園などに設置してい

る屋外受信機、及び社会福祉施設、住民組織役員宅などに設置している戸別受信機から放送する。 

また、戸別受信機の設置を希望する臨海部事業所については、各事業所が独自に戸別受信機を

購入し、設置、管理、運用等を行うことが可能である。 

５ 防災テレホンサービス 

同報系防災行政無線で放送した内容を電話で繰り返し聞くことができる。 

６ テレビ神奈川データ放送 

テレビ神奈川（３ｃｈ）のデータ放送に掲載する。 

７ かわさきＦＭ 

かわさきＦＭから、ラジオ放送（７９．１ＭＨｚ）及びインターネットのサイマル放送を行う。 

８ 広報車 

広報が必要な地域へ広報車を派遣し放送する。 

９ 消防ヘリコプター 

必要に応じて消防ヘリコプターを使用し広報を行う。 

10 職員による広報 

広報車の活動が困難な地域、その他必要と認められる地域については、職員を派遣して広報す

る。 

11 広報印刷物等の配布 

即時性を必要としない情報については、必要に応じて広報物を印刷し配布する。 

12 ソーシャル・ネットワーキング・サービス
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ツイッター等による文字情報の伝達を行い、利用者を介した情報伝達範囲の拡大を図る。

13 Ｌアラート 

テレビ、ラジオ等の情報発信者向けに一括で情報発信できるＬアラートを活用し広報を行う。 

14 かわさき防災アプリ 

 スマートフォンに対してプッシュ通知できるかわさき防災アプリを活用し、広報を行う。 

第２節 情報提供の内容 

第１節の情報伝達手段を用いて、臨海部事業所、市民等へ提供する主な情報は、次のとおりとする。

（○印は「配信」を、△印は「必要に応じて配信」を、それぞれ示す。） 

防
災
気
象
情
報
メ
ー
ル

緊
急
速
報
メ
ー
ル

防
災
気
象
ポ
ー
タ
ル

市
Ｈ
Ｐ
緊
急
情
報

ツ
イ
ッ
タ
ー

同
報
系
無
線

Ｔ
Ｖ
Ｋ
デ
ー
タ
放
送

Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
デ
ー
タ
放
送

か
わ
さ
き
防
災
ア
プ
リ

Ｌ
ア
ラ
ー
ト

地震情報（気象庁・気象台で発表） 

緊急地震速報  ※1

震度情報（市内で震度５弱以上） ○  ○ ○ ○  ○    

震度情報（市内で震度４） ○  ○  ○  ○    

震度情報（市内で震度３） ○  ○  ○      

震度情報（市内で震度１・２） ○          

地震速報（市震度情報ネットワークで観測） 

震度速報（市内で震度５弱以上） ○ ○ ○  ○ ○     

震度速報（市内で震度３・４） ○  ○  ○      

震度速報（市内で震度１・２） ○          

東海地震関係（カラーレベルは各情報を分かりやすくするために補足する言葉） 

東海地震予知情報(カラーレベル赤) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

東海地震注意情報(カラーレベル赤) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

東海地震に関連する調査情報(臨時)(カラーレベル青)           

津波情報（気象庁・気象台で発表） 

津波警報（大津波） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

津波警報（津波） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

津波注意報 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

気象警報（気象庁・気象台で発表） 

大雨警報 ○  ○  ○ △ ○    

洪水警報 ○  ○  ○ △ ○    

暴風雪警報 ○  ○  ○ △ ○    

暴風警報 ○  ○  ○ △ ○    

大雪警報 ○  ○  ○ △ ○    

波浪警報 ○  ○  ○ △ ○    

高潮警報 ○  ○  ○ △ ○    

※１：各通信事業者が配信します。
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防
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Ｐ
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Ｖ
Ｋ
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Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
放
送

か
わ
さ
き
防
災
ア
プ
リ

Ｌ
ア
ラ
ー
ト

気象注意報（気象庁・気象台で発表）

大雨注意報 ○  ○  ○

大雪注意報 ○  ○  ○

風雪注意報 ○  ○  ○

雷注意報 ○  ○  ○

強風注意報 ○  ○  ○

波浪注意報 ○  ○  ○

融雪注意報 ○  ○  ○

洪水注意報 ○  ○  ○

高潮注意報 ○  ○  ○

濃霧注意報 ○  ○  ○

乾燥注意報 ○  ○  ○

雪崩注意報 ○  ○  ○

低温注意報 ○  ○  ○

霜注意報 ○  ○  ○

着氷注意報 ○  ○  ○

着雪注意報 ○  ○  ○

国民保護関連情報

弾道ミサイル情報 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

航空攻撃情報 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ゲリラ・特殊部隊攻撃情報 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大規模テロ情報 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他気象情報

指定河川洪水予報 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○

土砂災害警戒情報 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○

竜巻注意情報 ○  ○  ○  ○ ○

光化学スモッグ情報 ○ ○ ○ ○ △ ○ ○  ○

記録的短時間大雨情報 ○  ○ ○ ○ △ ○ ○

避難情報

避難指示 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

避難勧告 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

避難準備情報 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

避難所開設情報 ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

被害情報

多数被害(地震、風水害、事故等) ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大規模事故(コンビナート火災、原子力等) △ △ △ △ △ △ △ △

天気予報 ○  ○

雨量情報 ○      ○ ○

水位情報 ○      ○ ○
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第３節 協定に基づく情報提供 

次の報道機関等は市との協定に基づき、自らが所有する情報提供手段を用いて、臨海部事業所、市

民等へ情報提供を行う。 

１ 日本放送協会横浜放送局（テレビ・ラジオ） 

２ 株式会社アールエフラジオ日本（ラジオ） 

３ 株式会社テレビ神奈川（テレビ） 

４ 横浜エフエム放送株式会社（ラジオ） 

５ かわさき市民放送株式会社（ラジオ） 

６ ＹＯＵテレビ株式会社（ケーブルテレビ） 

７ 株式会社レスキューナウ（インターネット） 

８ 合同会社クリエイティブワークス（電子広告媒体） 

（資料編 災害情報等の放送に関する協定書（かわさき市民放送）） 

（資料編 災害時等における放送要請に関する協定書（日本放送協会横浜放送局、アールエフラジ

オ日本、テレビ神奈川、横浜エフエム放送）） 

（資料編 災害時等におけるケーブルテレビ事業者との情報伝達の要請に関する協定） 

（資料編 放送と通信サービスを活用した防災気象情報の提供に関する覚書（イッツ・コミュニケ

ーションズ株式会社、YOUテレビ株式会社、株式会社ジェイコムイースト町田・川崎局）） 

（資料編 地上デジタル放送を活用した防災気象情報の提供に関する覚書（株式会社テレビ神奈

川）） 

（資料編 災害情報等の相互提供に関する協定（株式会社レスキューナウ）） 

 （資料編 電子広告媒体を活用した防災気象情報の提供に関する協定（合同会社クリエイティブワー

クス、ダイドードリンコ株式会社））

 （資料編 特設公衆電話の設置。利用に関する覚書）
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第４部 応急対策

第1章 防災組織体制【総務企画局危機管理室、関係局、川崎区】

特別防災区域における危険物等の火災、爆発、石油等の漏洩若しくは流出その他の事故（以下「異

常現象」という。）又は地震、津波その他の異常な自然現象により災害が発生し、又は発生するおそれ

がある場合、災害の発生及び拡大を防止するため、県、本市及び防災関係機関並びに特定事業所は、

相互に協力して一体的な防災体制を確立し、災害の防ぎょ等の応急対策を迅速かつ的確に実施する。

第１節 初動体制の強化

１ 宿日直体制 

   夜間、休日等における災害等の危機事象発生に備え、初動対応を迅速・的確に実施するため、

第３庁舎７階・危機管理室において、災害対策本部の早急な対応を図るため、次の任務について、

危機管理リーダー及び危機管理情報員が輪番制により、宿日直に従事する。 

任  務 

１ 災害に関する情報収集（高所災害情報カメラ、ヘリコプターテレビ電送システ

ムによる被害状況調査を含む。）及び連絡 

２ 総務企画局危機管理室長との連絡 

３ 災害応急対策活動に必要な職員及び本部事務局員の動員 

４ 防災関係機関、報道機関との連絡 

５ 災害対策本部又は災害警戒本部の開設準備 

６ 市民広報（市民向けメール送信、防災行政無線等各種広報媒体の活用） 

７ その他災害対策上必要な事項 

 ２ 本部事務局員 

   川崎市災害対策本部実施要綱（平成20年 3月25日、災害対策本部長決裁）に基づく本部事務

局員（災害時に直ちに参集可能な本庁近隣に居住する職員を指定）は、本部を開設する必要があ

る危機事象発生時に365日、24時間、事務局長（危機管理室長）からの連絡を受け、速やかに本

部事務局に参集して、危機管理リーダーの指示を受け、川崎市災害警戒本部（以下「災害警戒本

部」という。）が設置される準備段階から、本部事務局に駐在して、本部事務局の分掌事務を実施

する。 

第２節 石油コンビナート等防災本部（県）

１ 石油コンビナート等防災本部の設置 

県は常設機関として、知事を本部長とした石油コンビナート等防災本部（以下「防災本部」と

いう。）を設置する。防災本部は、本部員及び専門員等をもって組織する。

本部長は、特別防災区域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、当該

特別防災区域において緊急に統一的な防災活動を実施するため特別の必要があると認めるときは、

関係市長を現地本部長とした現地本部を設置する。現地本部は、現地本部員をもって組織する。 
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２ 組織体制 

 （１）防災本部の組織 

特定地方行政機関の長

陸上自衛隊
県警察本部長
知事部局内の職員
市長（特別防災区域所在市）
消防長（特別防災区域所在市）
特定事業者の代表
知事が必要と認めて任命する者

第三管区海上保安本部長

県警察本部長

当該市消防長

当該市港湾局（部）長

関係特定事業所の職員

学識経験者

関係地方行政機関の職員

幹
事

部
会
員

本部員・専門員の内から
指名する者

本部員の属する機関又は特定事業所
の職員から任命する者

現
地
本
部
員

専
門
員

（
関
係
市
長

）

現
地
本
部
長

（
知
事

）

本

部

長

本

部

員

（２）設置の根拠 

       石災法第27条 

 （３）所掌事務 

     ア 石油コンビナート等防災計画の作成とその実施推進 

   イ 防災に関する調査研究 

   ウ 防災に関する情報収集、伝達 

   エ 災害応急対策及び災害復旧に係る関係機関との連絡調整 

   オ 現地本部に対する災害応急対策の実施に係る必要な指示 

   カ 国との連絡及び他の都道府県との連絡調整 

   キ その他防災に関する重要事項の実施推進 

73



（４）事務局 

防災本部の運営を円滑に実施するため、防災本部に事務局を設置し、県安全防災局工業保安

課職員をもって構成する。 

（５）本部連絡員 

本部員は、あらかじめ「本部連絡員」を定め、防災本部（安全防災局）に届けておく。 

３ 災害対策基本法に基づく災害対策本部との関係 

特別防災区域を含む地震災害等広域的な大規模災害が発生した場合には、県の災害対策本部は

防災本部と、また、関係市の災害対策本部は現地本部と一体的な運用を図ることにより、災害の

態様に応じた柔軟かつ機敏な対応を図る。 

第３節 市の活動体制

 臨海部に大規模な事故若しくは災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、災害活動

を迅速・的確に行うため、災害の規模に応じて次の活動体制をとり、応急活動を実施する。 

１ 川崎市災害警戒体制 

各局・区長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、各局区による対処が

可能で、川崎市災害警戒本部を設置するに至らない場合は、通常体制を強化した災害警戒体制を

確立し対処する。また、対処等に関する事項を関係機関等に通報する。 

川崎市災害警戒体制 

構成局区 総務企画局危機管理室 
消防局・港湾局・環境局・健康福祉局 

建設緑政局・臨海部国際戦略本部・川崎区

統括者 危機管理室長 各局区の危機管理主管 

構成員 
危機管理室長が指名した職員とする。 各局区の危機管理主管が指名した職員とす

る。 

設置基準 

１ 各局・区長が川崎市災害警戒体制を確立する必要があると認める火災や爆発等の

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合。 

２ 地震、津波その他の異常な自然現象により災害が発生した場合。 

３ 地震の発生により津波注意報が発表された場合。 

４ 東海地震に関連する調査情報（臨時）が発表された場合。 

警戒体制

の 

措置事項 

１ 初期情報の収集及び伝達に関すること。 

２ 被害情報等の収集及び報告に関すること。 

３ 災害防止活動等に関すること。 

４ 構成局区及び関係機関等との情報連絡体制の確保に関すること。 

５ 警戒体制時に必要な職員の配備（総務企画局危機管理室の職員）に関すること。

６ その他必要な事項。 

廃止基準 

１ 川崎市災害警戒本部を設置したとき。 

２ 災害防ぎょ活動が完了したと認められたとき。 

３ 災害の発生するおそれが解消したとき。 
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２ 川崎市災害警戒本部（以下「災害警戒本部」という。）の組織体制等 

   市長は、相当規模な火災、爆発等の災害が発生し、又は発生する恐れがある場合等において、

災害警戒本部を設置し対処する。また、対応等に関する事項を関係機関等に報告する。 

川崎市災害警戒本部 

構成局区 

総務企画局危機管理室・消防局・港湾局 

環境局・健康福祉局・建設緑政局・臨海部

国際戦略本部 

川崎区 

統括者 
市災害警戒本部長：危機管理担当副市長 

市災害警戒副本部長：総務企画局長 

区本部長：川崎区長 

区副本部長：区長が任命する。 

構成員 
消防局・港湾局・環境局・健康福祉局・建

設緑政局・臨海部国際戦略本部の本部員 
区本部員 

設置基準 

１ 相当規模な火災、爆発等の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合。 

２ 多数の人的被害が発生したとき。 

３ 気象庁から津波警報・津波注意報が発表された場合、東海地震に関連する情報及び

警戒宣言発令時）が発表された場合。 

４ その他市長が必要と認めた場合。 

設置場所等 

１ 市災害警戒本部は、第３庁舎７階の防

災センターの「災害対策本部」及び「災

害対策本部事務局室」に設置する。 

２ 市警戒本部を設置したときは、速やか

に関係機関に通知又は連絡する。 

３ 市警戒本部を設置したときは、第３庁

舎入口に、市本部が設置された旨の掲示

を行う。 

１ 区本部は、「区役所会議室」に設置する。

２ 区本部を設置したときは、速やかに本

部長に報告し、関係機関に連絡する。 

３ 区本部を設置したときは、区庁舎入口

に、区本部が設置された旨の掲示を行う。

廃止基準 

本部長及び区本部長は、次にあたる場合、市災害警戒本部を廃止する。 

１ 石油コンビナート等川崎地区現地本部（川崎市災害対策本部）が設置されたとき。 

２ 災害が発生するおそれが解消したと認められるとき。 

３ 応急対策がおおむね終了したとき。 

３ 現地本部 

市長は、川崎市の臨海部の災害対策を実施するため、神奈川県石油コンビナート等防災計画及

び神奈川県石油コンビナート等現地防災本部設置基準に基づき、現地本部を設置する。 

   なお、自然災害時については、川崎市地域防災計画「震災対策編」に、また、異常現象発生時

には、川崎市地域防災計画「都市災害対策編」に基づく組織及び事務分掌を準用し、川崎市災害

対策本部との一体的な運用を図る。 
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神奈川県石油コンビナート等川崎地区現地防災本部 

構 成 員 機 関 名 本部長及び本部員 連 絡 員 

現地本部長 

現地副本部長 

現地本部員 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

川崎市 

川崎市 

陸上自衛隊第31普通科連隊 

第三管区海上保安本部 

神奈川県警察本部 

神奈川県 

川崎市港湾局 

川崎市消防局 

市長 

危機管理担当副市長 

連隊長 

本部長 

本部長 

安全防災局長 

局長 

局長 

危機管理室長 

第３科長 

川崎海上保安署専門官 

危機管理対策課長 

工業保安課長 

庶務課長 

庶務課長 

機 関 名 

川崎市（環境局・健康福祉局・建設緑政局・臨海部国際戦略本部） 

川崎区役所 

旭化成株式会社川崎製造所（京浜臨海地区石油コンビナート等代表特定事業所） 

東亜石油株式会社京浜製油所（京浜臨海地区石油コンビナート等代表特定事業所） 

昭和電工株式会社川崎事業所（京浜臨海地区石油コンビナート等代表特定事業所） 

設置基準 

市長は、神奈川県石油コンビナート防災本部設置基準に基づき、特に必要と認める

ときは、現地本部を開設する。 

【自然災害】 

１ 大規模地震対策特別措置法第9条による「警戒宣言」が発表されたとき。 

２ 川崎市内で震度5（強）以上の地震を観測したとき。 

３ 気象庁が東京湾内湾予報区に「大津波警報」又は「津波警報」を発表したとき。 

【事故災害】 

１ 事業所において火災、爆発等が発生し、当該事業所又は共同防災組織、当該事業

所を管轄する消防局で対応が困難な場合。 

２ 事業所において火災、爆発等が発生し、災害規模の拡大のおそれがある場合。 

３ 事業所等の周辺に災害が発生し、事業所等に災害が拡大するおそれがあるとき。 

設置場所等 

１ 現地本部は、第３庁舎７階の防災センターの「災害対策本部」及び「災害対策本部

事務局室」に設置する。（ただし、川崎市地域防災計画に基づく災害対策本部が設

置された場合は、災害対策本部において現地本部の事務を行う。） 

２ 現地本部を設置したときは、速やかに関係機関に通知又は連絡するとともに、第３

庁舎入口に設置された旨の掲示を行う。 

廃止基準 

現地本部長は、現地本部員と協議し、災害の危険がなくなったと認めるとき又は応

急対策活動が完了したと認めるときは、現地本部を解散するものとする。 

 また、現地本部長は、災害状況や被害状況等に応じて、市警戒本部体制等に移行

することができる。 
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主な対応 

対応局 主 な 活 動 

環境局 

１ 発災施設の情報提供に関すること。 

２ 有害物質等の取扱施設に係る情報提供に関すること。 

３ 災害により発生した大気汚染、水質汚濁の拡大防止に関すること。 

４ 海面及び水質の監視並びに汚染物質の分析に関すること。 

５ 環境測定に関すること。 

健康福祉局 

１ 災害救助法の適用に関すること。 

２ 災害救助法に基づく生活必需物資の要請に関すること。 

３ 医療救護、医療救護所編成及び運営に関すること。 

４ 医療機関の情報提供に関すること。 

５ 医薬品の供給協力に関する協定に基づく応援要請とその受入に関すること。 

建設緑政局 

１ 道路及び橋りょうに関する被害情報の把握に関すること。 

２ 広域的な道路及び橋りょうの応急対策及び復旧に関すること。 

３ 国土交通省、県、県警察、公団等各機関との連絡調整に関すること。 

４ 道路啓開の総合調整に関すること。 

５ 河川情報の収集及び伝達に関すること。 

６ 河川及び水路の被害情報の収集及び伝達に関すること。 

７ 河川及び水路の応急対策及び復旧対策の立案・調達に関すること。 

港湾局 

１ 海面監視に関すること。 

２ 所管区域内の港湾施設及び海岸保安施設等の被害状況の把握に関すること。 

３ 防潮扉の開閉に関すること。  

４ 入出港船舶の緊急調査に関すること。 

５ 在港船舶への退避等の通報に関すること。 

６ 川崎港における救援物資の受け入れ、輸送及び保管場所の確保に関すること。 

７ 応急対策活動に必要な資機材の保全管理・調達に関すること。 

８ 港湾施設及び海岸保全施設等の応急対策及び復旧に関すること。 

消防局 

１ 発生の通報に伴う伝達に関すること。 

２ 消火、救助、救急活動に関すること。 

３ オイルフェンスの展張に関すること。 

４ 消防警戒区域又は火災警戒区域の設定に関すること。 

５ 避難勧告・指示（緊急）に関すること。  

６ 消防広報に関すること。 

７ その他災害種別に応じた必要な措置に関すること。 

上下水道局 

１ 上・工・下水道施設の被害状況及び減・断水施設状況の全体把握に関すること。

２ 応急給水計画の策定に関すること。 

３ 応急給水用資機材、応急復旧用資機材、燃料等の調達に関すること。 

病院局 １ 傷病者の受入に関すること。 
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臨海部 

国際戦略本部 
１ 臨海部事業所等の情報収集・伝達に関すること 

川崎区 

１ 区本部の設置及び運営に関すること。  

２ 警戒区域の設定に関すること。 

３ 避難勧告・指示（緊急）に関すること。 

４ 避難所の開設に関すること。 

５ 医療救護所の設置及び運営に関すること。 

６ 自主防災組織、ボランティア等の情報提供及び連絡調整に関すること。 

７ 要援護者の安全確保に関すること。 

８ その他必要な事項に関すること。 

（資料編 神奈川県石油コンビナート等川崎地区現地防災本部設置要綱） 
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【 活動体制 】

※ 活動体制は、災害の規模に応じて体制を確立する場合と災害の規模の推移により、警戒体制→警戒本

部→現地本部と体制を強化する場合がある。

●次に掲げる災害が発生し、

又は発生する恐れがある場

合において、各局区による対

処が可能で、川崎市災害警

戒本部を設置するに至らない

場合 

１ 各局・区長が川崎市災害

警戒体制を確立する必要

があると認める火災や爆発

等の災害が発生し、又は発

生するおそれがある場合。 

２ 地震、津波その他の異常

な自然現象により災害が発

生した場合。 

３ 地震の発生により津波注

意報が発表された場合。 

４ 東海地震に関連する調査

情報（臨時）が発表された

●本計画で定める区域において、次にあた

る場合 

１ 相当規模な火災、爆発等の災害が発生

し、又は発生するおそれがある場合。 

２ 多数の人的被害が発生したとき。 

３  気象庁から津波警報・津波注意報が発

表された場合、東海地震に関連する情報

の及び警戒宣言発令時時）が発表された

場合。 

４ その他市長が必要と認めた場合。 

●本計画で定める区域において、神奈川県

石油コンビナート防災本部設置基準に基づ

き、次にあたる場合。 

【自然災害】 

１ 大規模地震対策特別措置法第9条による

「警戒宣言」が発表されたとき。 

２ 川崎市内で震度 5（強）以上の地震を観

測したとき。 

３ 気象庁が東京湾内湾予報区に「大津波

警報」又は「津波警報」を発表したとき 

【事故災害】 

１ 事業所において火災、爆発等が発生し、

当該事業所又は共同防災組織、当該事

業所を管轄する消防局で対応が困難な場

合。 

２ 事業所において火災、爆発等が発生し、

災害規模の拡大のおそれがある場合。 

３ 事業所等の周辺に災害が発生し、事業

所等に災害が拡大するおそれがあると

災害の規模

災
害
警
戒
本
部

川
崎
地
区
現
地
防
災
本
部

災
害
警
戒
体
制
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第４節 応援協力体制 

１ 本市と他機関等との協定

協定等の名称 協定の相手先 協力等の内容 締結年月日

神奈川県下消防相互応

援協定

県内 25市町村等 消防組織法第 39 条の規定
に基づく県下市町村等の相

互応援

平成 25年 4月 19日
（改正）

東京湾消防相互応援協

定

東京都、千葉市

横浜市、市川市

消防組織法第 39 条の規定
に基づく東京湾隣接都市の

相互応援

平成 18年 12月 12日
（改正）

東京消防庁・横浜市・

川崎市・千葉市航空機

消防相互応援協定

東京消防庁、横浜

市、千葉市

消防ヘリの相互応援 平成 18年 12月 12日
（改正）

東京消防庁・川崎市消

防相互応援協定

東京消防庁 消防組織法第 21 条の規定
に基づく東京消防庁との相

互応援

平成 19年 9月 12日
（改正）

扇島に関する消防業務

協約

横浜市 消防組織法第 39 条の規定
に基づく横浜市消防との相

互応援

平成 15年 7月 17日
（改正）

横浜海上保安部と川崎

市消防局との業務協定

横浜海上保安部 船舶火災等、海上の活動実

施時の連携

昭和 46年 3月 1日

東京湾アクアライン消

防相互応援協定書

木更津市 消防組織法第 39 条の規定
に基づく木更津市消防との

相互応援

平成 18年 6月 23日
（改正）

鉄道災害における鉄道

事業者と消防機関との

連携に関する協定書

県内 15鉄道事業者
及び 26消防機関

鉄道災害発生時における鉄

道事業者と消防機関との連

携

平成 16年 3月 29日

東京電力株式会社東西

連携ガス導管消防相互

応援協定書

富津市 消防組織法第 39 条の規定
に基づく富津市消防との相

互応援

平成 22年 1月 20日

緊急時における消火薬

剤需給協定書

深田工業株式会社 危険物火災等緊急時におけ

る消火薬剤需給協定

昭和 39年 7月 17日

東京湾排出油等防除協

議会

第三管区海上保安

本部他 35機関
海洋汚染等及び海上災害の

防止に関する法律第43条の
6の規定に基づく東京湾に
おいて大量の油又は有害液

体物質排出事故が発生し、

またはおそれがある場合の

防除活動の協力

平成 20年７月 25日
（改正）
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川崎管内排出油等防除

協議会

川崎海上保安署が

事務局。

会員 33団体

海洋汚染等及び海上災害の

防止に関する法律第43条の
6の規定に基づく川崎管内
において大量の油又は有害

液体物質排出事故が発生

し、またはおそれがある場

合の防除活動の協力

平成 21年 7月 14日
（改正）

災害時の緊急対策業務

に関する協定

社団法人日本埋立

浚渫協会関東支部

災害時における応急措置活

動に関する、人員及び重

機・船舶・資機材等につい

ての協力要請

平成 25年 3月 27日

災害時における救援活

動に関する協定

川崎港運協会、港湾

貨物運送事業労働

災害防止協会川崎

支部

災害時に発生した救援活動

について、救援物資の荷役

や集積場所・航空機臨時理

発着場間の輸送、人員・重

傷者等の輸送等についての

協力要請

平成 14年 3月 26日

災害時における緊急措

置の支援に関する協定

神奈川倉庫協会 救援物資の一時保管場所等

の協力要請や寄託者又は所

有者より提供の承認を得た

物品についての提供要請等

平成 25年 3月 21日

災害時における応急対

策を行うための応援に

関する協定書

神奈川建設重機

協同組合

災害応急対策を行うため、

市職員の指揮監督に従い、

必要な機器類等を用いて応

援を実施

昭和 56年 2月 26日

災害時における緊急輸

送の応援に関する協定

神奈川県トラック

協会川崎支部

救援物資の緊急輸送の協力 平成 16年 3月 26日

川崎港東扇島地区港湾

広域防災施設等の管理

に関する協定書

国土交通省関東

地方整備局

川崎港東扇島地区における

広域災害応急対策の実施に

伴う港湾広域防災施設及び

港湾広域防災区域内におけ

る施設の管理運営

平成 24年 3月 9日

京浜港台風対策協議会 横浜海上保安部に

設置。

会員は 20団体

台風等による海難事故を防

止するため、必要な対策を

協議し、警戒体制等につい

て指導・勧告があった場合

は措置の実施を推進

平成 22年 6月 18日
（改正）
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京浜港船舶津波対策協

議会

横浜海上保安部に

設置。

会員は 33団体

京浜港における津波による

船舶の安全対策について必

要な事項を協議し、その実

施を推進

平成 17年 3月 4日

九都県市災害時相互応

援に関する協定

埼玉県、千葉県、東

京都、神奈川県、横

浜市、千葉市、さい

たま市、相模原市

九都県市の相互連携と協力

のもと、被災都県市の応急

対策及び復旧対策を円滑に

遂行

平成 22年 4月 1日
（改正）

２ 事業所間

協定等の名称 締結者 協力等の内容 締結年月日

災害応急措置に係る相

互応援確認書

浮島共同防災協議会、

川崎市千鳥地区防災協

議会、扇島地区共同防

災協議会

大型高所放水車、大型

化学消防車、大型化学

高所放水車及び泡原液

搬送車並び耐アルコー

ル泡消火薬剤の相互応

援体制

平成 28年 8月 1日

京浜臨海地区石油コン

ビナート等特別防災区

域協議会

横浜支部及び川崎支部

（扇島川崎地区、大

川・白石・田辺新田地

区、扇町地区、浅野地

区、水江地区、東扇島

地区、千鳥地区、浮島

地区）

石油コンビナート等災

害防止法第22条の規定
に基づく特定事業所等

による地域防災体制の

確立

昭和 61年 4月 18日
（改正）

３ 自衛隊に対する応援要請

市長は、人命・財産の保護について必要な場合は、自衛隊法第 83 条の規定により部隊等の派
遣を、原則として県知事を通じて要請するものとする。

（１）派遣要請の範囲

派遣を要請できる範囲は、おおむね次のとおりとする。

ア 被害状況の把握

イ 避難の援助

ウ 遭難者等の捜索救助

エ 水防活動

オ 消防活動

カ 道路又は水路の啓開

キ 応急医療、救護及び防疫

ク 人員及び物資の緊急輸送

ケ 炊飯及び給水
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コ 物資の無償貸付又は譲与

サ 危険物の保安及び除去

シ その他市長が必要と認めるもので自衛隊との協議の整ったもの

（２）派遣要請依頼

ア 県知事が行う派遣要請先

区  分 担当区域 あて先 担当窓口／所在地 電話 県防災無線

陸上自衛

隊に対す

るもの

県内全域

第３１普通科

連隊長

第３１普通科連隊第３科／横須賀市御幸浜１－１

０４６（８５６）１２９１  内線 ６３０、６３４

県防災行政通信網 ９－４８６－９２０１

第１師団長

第１師団／東京都練馬区北町４－１－１

０３－３９３３－１１６１ 内線 ２７５２ 

県防災行政通信網 ９－４８５－９２０１・９

海上自衛

隊に対す

るもの

県内全域

ただし、主とし

て海岸地域

横須賀地方

総監

横須賀地方総監部防衛部オペレーション室

横須賀市西逸見町１丁目無番地

０４６（８２２）３５００

内線（２２２２、２２２３）

県防災行政通信網９－６３７－９２０１・９

県内全域
第４航空群

司令

第４航空群司令部／綾瀬市無番地

０４６７（７８）８６１１

内線２２４５、２２４６

県防災行政通信網 ９－４９０－９２０１

イ 自衛隊派遣要請の依頼事務手続は、市長の指示により、総務企画局危機管理室が、文書に

より、県知事に対し行う。

ただし、緊急を要するときは神奈川県防災行政通信網により依頼し、書類は後日提出する

ものとする。

なお、要請にあたっては、原則として次の事項を明らかにし、依頼するものとする。

（ア）災害状況及び派遣を要請する事由

（イ）派遣を希望する期間

（ウ）派遣を希望する区域及び活動内容

（エ）その他参考となるべき事項

連絡先 ： 神奈川県安全防災局災害対策課

       県防災行政通信網

       時間内 ９－４００－９３０１

       時間外 ９－４００－９３１３

           ９－４００－９３１４

           ９－４００－９３１５

           ９－４００－９３１６
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ウ 状況が急を要し、知事の要請を待っていては時機を失すると認められるときは、市長が第

３１普通科連隊長を経由して第１師団長に、または直接第１師団等に、その旨及び当該地域

に係る災害の状況を通知する。

（３）派遣部隊の受入体制の整備

ア 情報の伝達

自衛隊の救助活動に必要な被害状況等の情報を速やかに自衛隊へ伝達する。

イ 他の災害救助復旧機関との競合重複排除

自衛隊の作業が他の災害救助復旧機関と競合重複することのないよう効率的に作業を分

担する。

ウ 資材等の準備

自衛隊に対し作業を要請又は依頼するに当たっては、作業実施に必要な資材の準備を整え、

かつ諸作業に関係ある管理者の了解を取付けるよう配慮する。

エ 自衛隊との連絡窓口

総務企画局危機管理室を窓口とする。

オ 派遣部隊の受入れ

派遣された部隊に対し作業が円滑に行えるよう必要な活動拠点としての宿営地域及びヘリ

コプターの発着場所を用意する。

キ 連絡員の受入れ

発災後、自衛隊から派遣される連絡員を受入れ、通信の構成について支援する。

（４）経費の負担

自衛隊の救援活動に要した経費は、原則として市が負担するものとし、その内容はおおむね

次のとおりとする。

ア 派遣部隊が、救援活動を実施するため必要な資材器材（自衛隊装備に係るものを除く。）等

の購入費、借り上げ料及び修繕費

イ 派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料及び借り上げ料

ウ 派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱、水道、電話及び入浴料

エ 派遣部隊の救援活動実施に際し、生じた（自衛隊装備に係るものを除く）損害の補償

オ その他救援活動の実施に要する経費で負担区分に疑義のある場合は、自衛隊と協議する。

（５）ヘリコプターの離着陸場所

資料編 臨時離着陸場一覧表のとおり。

（６）災害派遣部隊の撤収

市長は、自衛隊の災害派遣の目的が達成されたとき、又はその必要がなくなった場合は、文

書により県知事に対し災害派遣部隊の撤収を依頼する。

 （資料編 神奈川県下消防相互応援協定） 

 （資料編 東京湾消防相互応援協定） 

 （資料編 東京消防庁・横浜市・川崎市・千葉市航空機消防相互応援協定） 

 （資料編 東京消防庁・川崎市消防相互応援協定） 

 （資料編 扇島に関する消防業務協約） 

 （資料編 横浜海上保安部と川崎市消防局との業務協定） 
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 （資料編 東京湾アクアライン消防相互応援協定書） 

 （資料編 鉄道災害における鉄道事業者と消防機関との連携に関する協定書） 

 （資料編 東京電力株式会社東西連係ガス導管消防相互応援協定書） 

 （資料編 緊急時における消火薬剤需給協定書） 

 （資料編 東京湾排出油等防除協議会会則） 

 （資料編 川崎管内排出油等防除協議会会則） 

 （資料編 災害時の緊急対策業務に関する協定・実施細目） 

 （資料編 災害時における救援活動に関する協定・実施細目） 

 （資料編 災害時における緊急措置の支援に関する協定・実施細目） 

 （資料編 災害時における応急対策を行うための応援に関する協定書（神奈川建設重機協同組合）） 

 （資料編 災害時における緊急輸送の応援に関する協定（神奈川県トラック協会川崎支部）） 

（資料編 川崎港東扇島地区港湾広域防災施設等の管理に関する協定書（国土交通省関東地方整備

局）） 

 （資料編 京浜港台風対策協議会会則） 

 （資料編 京浜港船舶津波対策協議会会則） 

 （資料編 九都県市災害時相互応援に関する協定・実施細目） 

 （資料編 京浜臨海地区石油コンビナート等特別防災区域協議会会則） 

（資料編 臨時離着陸場一覧表）
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第２章 災害情報の収集・伝達【総務企画局危機管理室、消防局、各局室区】

第1節 地震情報等の情報受伝達体制

１ 地震に関する情報受伝達体制 

地震による被害の軽減を図るため、気象庁が発表する地震に関する情報を、次の伝達系統によ

り迅速かつ正確に伝達するものとする。 

（放送） 

【県防災行政通信網】 

         【総合防災情報システム、市防災行政無線等】 

（広報）    （広報）      （広報）     （放送) 

地域住民 ・ 事業所等 

気 象 庁（東京） 

横浜地方気象台 

県災害対策課・砂防海岸課 

県警察本部 県の機関 
総務局危機管理室 

市内防災関係機関 

市関連報道機関 

ＮＨＫ報道局 

在京民放各社 

各警察署 

各区 各局室 

【インターネット、電子

メール、緊急速報メール、

テレビ神奈川データ放

送、同報系無線】 

ｺﾐｭﾆﾃｨｰFM 
（かわさきＦＭ）

各局・室 各区

臨海部事業所、市民等

かわさきFM 

危機管理室
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２ 津波に関する情報受伝達体制 

  津波による被害の軽減を図るため、気象庁が発表する津波警報・注意報を、次の伝達系統によ

り迅速かつ正確に伝達するものとする。 

３ 連絡窓口 

災害発生後の情報錯綜等の混乱を避けるため、市、臨海部事業所及び防災関係機関等は情報連

絡を総括する連絡責任者を配置するとともに、通信連絡に使用する機器を指定して窓口を統一し、

通信連絡体制の確立を図る。 

（放送）

地域住民 ・ 事業所等

気 象 庁（東京）

横浜地方気象台

県災害対策課・砂防海岸課

県の機関 総務局危機管理室 市内防災関係機関

市関連報道機関

ＮＨＫ報道局

在京民放各社

各警察署

各局室 各区

関東管区

警 察 局

県砂防海岸課

ｺﾐｭﾆﾃｨｰ FM 
（かわさきＦＭ）

㈱NTT ｿﾙｺ仙台ｾﾝﾀ 

（広報）

【県防災行政通信網】

（広報） （放送）（広報）

【総合防災情報システム、

市防災行政無線等】

【インターネット、電

子メール、緊急速報メ

ール、テレビ神奈川デ

ータ放送、同報系無線

等】

県警察本部

各局・室 各区

臨海部事業所、市民等 

かわさきFM 

危機管理室
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第２節 災害情報の連絡及び報告

１ 災害発生事業所からの連絡 

（１）特定事業所等においてその事業の実施を統括管理する者は、火災、爆発、石油等の漏洩、流

出その他の事故又は地震等の異常な自然現象による災害の発生について通報を受け、又は自ら

発見したときは、直ちにその旨を消防局（電話119番）に連絡しなければならない。 

（２）特定事業所等においてその事業の実施を統括管理する者は、地震による災害の発生を速やか

に連絡するため、危険物タンク等関係施設の効率的な点検に努める。 

（３）特定事業所等においてその事業の実施を統括管理する者は、市長の求めに応じて災害の発生

若しくは拡大の防止又は人命の救助のため必要な情報の提供に努める。 

２ 消防局の措置 

（１）災害の通報を受けた消防局指令センターは、直ちにその旨を総務企画局危機管理室に報告す

るとともに、石油コンビナート等防災本部並びに県警察及び海上保安本部に連絡しなければな

らない。 

（２）消防局指令センターは、前項の通報措置のほか、災害の状況によって、その他の防災本部構

成機関のうち、必要な機関に連絡する。 

３ 連絡及び報告の方法 

  有線又は無線電話、若しくは、徒歩連絡等状況に応じ、最も迅速確実な方法で行う。 

＜連絡及び報告先＞

特 定 事 業 所 

当事者又は発見者 

川 崎 市 

消 防 局 

（119番） 

総務企画局 

危機管理室 

経済産業省 

関東東北産業 

保安監督部 

総務省消防庁 

第三管区海上保安本部(118番) 

川崎海上保安署 神奈川県警察本部(110番) 

通信指令課→管轄警察署 

        関係所属 

神奈川県 

石油コンビナート等 

防災本部 

事 務 局 

防災本部員 

その他の災害 

異常現象 

その他の石油コンビナート等 

防災本部構成機関 
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４ 報告の内容 

  災害の報告は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第40条に基づく火災・災害等即報要領第

２号様式（様式１）により判明次第逐次行い、その手続は次のとおりとする。 

（１）消防局は、即報基準に該当する火災・災害等が発生した場合は、火災・災害等に関する即報

を神奈川県（安全防災局工業保安課）を通じて消防庁へ行う。 

（２）消防局は、即報基準に該当する火災・災害等が発生した場合は、必要に応じて火災・災害等

に関する即報を直接消防庁に対して行う。 

 （３）消防局は、直接即報基準（特に迅速に報告すべき基準）に該当する火災・災害等が発生し

た場合は、第一報を神奈川県（安全防災局工業保安課）に加え、消防庁に対しても報告する。

この場合において、消防庁長官から要請があった場合は、第一報後の報告についても、引き続

き消防庁に対して行う。 

 （４）消防局は、報告すべき火災・災害等を覚知したときは、原則として覚知後30分以内で可能

な限り早く、分かる範囲でその第一報を報告し、以後、各即報様式に定める事項について、判

明したもののうちから逐次報告する。 

５ 石油コンビナート等防災本部への災害・応急措置の報告 

消防局及び特定事業所の管理者は、石災法第２６条の規定に基づき、現在の体制及び実施した

応急措置の概要等について、石油コンビナート等防災本部長の求めに応じ、石油コンビナート等

防災本部に報告する。なお、石油コンビナート等川崎地区現地防災本部（川崎市災害対策本部）

が設置されたときは、川崎市災害対策本部に報告し、川崎市災害対策本部は石油コンビナート等

防災本部に報告する。 

特定事業者は、防災活動終了後２週間以内に「石災法第26条に基づく災害応急措置の概要等の

報告（様式２）」を用いて、災害の状況及び実施した応急措置の概要について、石油コンビナート

等防災本部に報告する。 
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第 報

年 月 日 時 分

月 日 時 分

人 人 （ 人）

人 （ 人）

人 （ 人）

人 （ 人）

人

人

人

台
人
台
人
機
人

人

人

人

（注） 　　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分か
る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨
（「未確認等」を記入して報告すれば足りること。）

４　その他特定の事故

　　レイアウト第一種、第一種、

　　第二種、その他

事故名

災害対策本部等
の 設 置 状 況

火 災 種 別

消防庁受信者氏名 報 告 者 名

 １ 　火　災　　　２　　爆　発　　　３　　漏えい 　　４　　その他（　　　　　）　　

自 衛 隊

そ の 他

海 上 保 安 庁

中 等 症

特 別 防 災 区 域

発 見 日 時

消 防 本 部 （ 署 ）

消 防 防 災 ヘ リ コ プ タ ー

消 防 団

報 告 日 時

都 道 府 県

市 町 村
（消防本部名）

発 生 場 所

事 業 所 名

１　石油コンビナート等特別防災区域内の事故

２　危険物等に係る事故

３　原子力災害

出 場 機 関

そ の 他 の 参 考 事 項

出 場 人 員 出 場 資 機 材

事

業

所

自衛防災組織

共同防災組織

そ の 他

重 症

軽 症

施 設 の 区 分

物 質 名

危 険 物 施 設 の
区 分

消防覚知方法

（

気 象 状 況

物 質 の 区 分

施 設 の 概 要

事 故 の 概 要

死 傷 者

日

日

時

時

負傷者等

 第２号様式　（特定の事故）

発 生 日 時

（覚知日時）

鎮火日時

（処理完了）

分

分）

１　危険物　２　指定可燃物　３　高圧ガス　４　可燃性ガス

５　毒劇物　６　RI等　　　　　　７　その他（　　　　　　　　　）

１　　危険物施設　　　　　２　　高危混在施設　　　　　３　　高圧ガス施設　　　　　　４　その他（　　　　　　　　　）

分

分）

月

月

消 防 防 災

活 動 状 況

及　　　び

救急・救助

活 動 状 況

警戒区域の設定　　　　　　　　月　日　時　分

使用停止命令　　　　　　　　 　月　日　時　分

死者（性別・年齢）

（

月

月

日

日

時

時
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様式２

平成 年 月 日

神奈川県石油コンビナート等防災本部長 殿

石油コンビナート等災害防止法第２６条に基づく災害・応急措置報告

報告者

事 故 （ 災 害 ） の 名 称

事故（災害）の発生日時 平成 年 月 日 時 分 事業所の名称

事故（災害）の発見日時 平成 年 月 日 時 分 所 在 地

通 報 日 時 平成 年 月 日 時 分 特定事業所の別

通報 先・元（通報方法） 事業所の業態（ ）

主な製造・貯蔵
鎮 火 又 は 処 理 終了 時 刻 平成 年 月 日 時 分

取 扱 い 品 目

①漏洩（ ）②放出（ ）③火災（ ）④爆発（ ）
事 故 の 種 類 ⑤中毒等（ ）⑥破損（ ）⑦電気系統事故（ ）

⑧プラント停止（ ）⑨海上流出（ ）⑩その他（ ）

施設・設備の規模等
Ａ塔 槽 類 ①加熱炉 ②反応炉 ③蒸留器 ④熱交換器 ⑤分離塔

⑥貯槽 ⑦容器 ⑧その他（ ）
Ｂ回転機器 ①圧縮機 ②ポンプ ③送風機 ④その他（ ）
Ｃ配 管 系 ①配 管 ②継 手 ③弁 ④その他（ ）

事 故 の 場 所 Ｄ付属施設 ①安全弁・破裂板 ②緊急遮断弁等 ③計装・液面計等
事 ④断熱材 ⑤溝・ピット等 ⑥その他（ ）

Ｅﾕｰﾃｨﾘｨﾃｨ ①ボイラー ②変電所・電源等 ③その他（ ）
Ｆ荷役設備 ①陸上設備 ②海上設備 ③その他（ ）
Ｇ輸送設備 ①普通自動車 ②トラック ③タンク ④タンクローリー

故 ⑤ボンベ ⑥クレーン車 ⑦その他（ ）
（ ）Ｈそ の 他 ①計器室 ②倉庫 ③研究室 ④事務所等 ⑤その他

Ａ 死亡者 名（ ）死者の氏名・性別・年令・所属等
の 人 的 被 害 Ｂ 重傷者 名（ ）

Ｃ 軽傷者 名（ ）

種類 面積 流出等の量
物 的 被 害

（ ） （ ）概 （ ） ㎡

損 害 額

要 原 因 Ａ設 備 関 係 ①構造設計不良（ ）②材料不良（ ）
（ ） （ ）③工作不良 ④計装制御系統の欠陥⑤劣化

⑥外部加重又は衝撃（ ）⑦その他（ ）
Ｂ運転管理関係 ①作業情報の提供・伝達の不備（ ）

②認知・確認のミス（インプットミス （ ））
③誤判断（中枢処理のミス （ ））
④誤操作（アウトプットミス （ ））
⑤技量未熟（経験不足）⑥作業基準の不備
⑦指揮命令の不備 ⑧点検不良 ⑨補修不良
⑩その他（ ）

〔事故原因（記述 〕）
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事故(災害)に至る経過

①定常時運転 ②スタートアップ操作時 ③シャットダウン操作時
事 故 時 の 運 転 状 況

④定修時 ⑤修理（不定期） ⑥その他（ ）

（ ）出動人員 名 内訳
（ ）出動車両 台 内訳

防災資機材 出動船舶数 隻
品名 数量防災活動及び措置状況

〔防災活動（措置）の状況〕

事故から得た教訓及び
事故後の改善措置の重点

そ の 他

。（備考） 最終報告は、防災活動終了後２週間以内に行うこと
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第３章 災害の防ぎょ活動

第１節 特定事業所等における防ぎょ活動 

 特定事業所等は、災害の発生と拡大の防止活動を迅速かつ効果的に実施するため、施設の災害態様

に対応した防ぎょ活動を実施する。 

１ 緊急措置 

特定事業所等は、災害の拡大及び二次的災害の発生を防止するため、災害態様に応じた装置の

運転停止や危険物、ガス等の供給停止等緊急措置を行う。 

２ 警戒措置 

（１）特定事業所等は、地震の発生又は地域内で災害が発生した場合、災害を防止するため、保有

施設に応じた施設の巡回点検、危険物等の移動・抜き取り等警戒措置を行う。ただし、津波警

報発表時等、津波による浸水のおそれがある場合は、従業員等の避難を最優先させるとともに、

各特定事業所があらかじめ定める対応方法に従い行動する。 

（２）特定事業所の自衛防災組織及び共同防災組織並びに広域共同防災組織は、津波警報発表時等、

津波による浸水のおそれがある場合は、現に災害が発生している場合を除き、安全を確保しつ

つ可能な限り、防災資機材が津波により浸水、流出等しないよう適切な措置を講ずる。 

３ 防災資機材の輸送 

広域共同防災組織は、その構成事業所から大容量泡放水砲等の出動の要請を受けたときは、直

ちに大容量泡放水砲等の輸送に必要な車両を調達し、あらかじめ定める輸送ルートにより安全か

つ確実な輸送を行う。なお、車両の調達にあたっては、県は、調達先に対して協力を要請する。 

４ 災害の防ぎょ活動 

  特定事業所等は、災害の鎮圧を図るために、防災資機材等を活用して災害防ぎょ活動を行う。 

また、自衛防災組織、共同防災組織及び広域共同防災組織は、防災管理者の指揮のもと、公設

消防隊の統制下に入り、共同して災害の鎮圧に全力をあげる。 

５ 災害の拡大防止措置 

  特定事業所等は、災害の拡大防止を図るため、災害の態様に応じた防止措置を行う。 

６ 災害防ぎょ活動への協力 

 特定事業所等は、自らの事業所の安全確保を前提に、防災関係機関及び災害発生事業所等の行

う防ぎょ活動に積極的に協力するとともに、事業所施設である広場等を避難場所等として開放す

るなど、地域の一員としての災害防ぎょ活動に努める。

（資料編 災害応急措置に係る相互応援確認書） 

第２節 本市における防ぎょ活動

１ 危険物施設等の防ぎょ活動【消防局】 

（１）基本原則 

特別防災区域内における防ぎょ活動については、災害発生事業所の防災管理者等から積極的

に災害事象、施設特性等の情報提供を受けるとともに、防ぎょ活動上の協議を行い、人命の安

全確保を最優先とする統制ある行動をとるとともに、他の防災関係機関等と緊密な連携活動を

行うことにより危害防止の徹底と災害の早期制圧に最大効果を挙げることを基本原則とする。 
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（２）指揮本部等の設置 

消防局長は、必要に応じて消防局内に消防指揮本部を、消防署に方面指揮本部を設置するも

のとする。 

（３）動員 

消防局長又は消防署長は、必要と認める場合は人員を動員するものとする。 

（４）部隊運用 

 特別防災区域内における消防隊等の出場は、別に規定する災害出場区分によるものとする。 

 ※ 第３部第２章第２節 １（１）石油コンビナート等防災区域における火災出場体制 

 （５）応援要請 

 災害現場の実態、規模等を把握し、必要に応じて応援要請行うものとする。 

ア 三点セットを編成した部隊運用による応援要請 

イ 特命出場等の要請による消防車等の部隊増強 

ウ 消防相互応援協定に基づく応援要請 

エ 緊急消防援助隊の応援要請 

オ 自衛防災組織等の応援要請 

カ 海上保安部等防災関係機関の応援 

（６）消火薬剤の使用順位 

市は、必要に応じて県が備蓄する防災資機材を活用し活動を実施することとするが、消

火薬剤の使用順位は、次のとおりとする。

① 消防局が保有するもの（神奈川県からの委託管理薬剤を含む）。

② 災害発生事業所が保有するもの。

③ 災害発生事業所が加盟する共同防災組織が保有するもの。

④ 隣接の共同防災組織が保有するもの。

⑤ 市と協定を締結している業者から調達するもの。

２ 海上流出油災害【総務企画局危機管理室、港湾局、消防局、川崎区】 

川崎市地域防災計画（都市災害対策編）第5部第5章「海上災害の防災計画」に基づき、必要

な措置を講ずる。 

また、被害が港湾区域内に及んだ際には、川崎管内排出油等防除協議会等と密接な連携協力の

もとに防除活動を行うものとする。

（１）情報の収集・連絡 

ア 海上災害情報等の連絡 

（ア）原因者等は、海上災害が発生又は発生するおそれがある場合、速やかに最寄りの海上保

安機関に通報しなければならない。また、海上災害を発見した者は、遅滞なくこれを消防

機関に通報しなければならない。 

（イ）第三管区海上保安本部は、海上災害が発生又は発生するおそれがある旨の連絡を受けた

場合に、速やかに神奈川県及び関東管区警察局並びに市に連絡するものとする。 

（ウ）神奈川県は、第三管区海上保安本部から海上災害が発生又は発生するおそれがある旨の

情報を受けた場合は、市及び関係機関に連絡するものとする。 

（エ）市は、海上災害の情報を覚知したときは、必要に応じヘリコプター、船舶及び車両によ
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り目視、撮影等による情報収集を行うものとする。 

（オ）市は、被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、

直ちに神奈川県に連絡するものとする。 

（カ）県警察は、海上災害が発生した場合は、直ちに警察用船舶、警察用航空機等を活用し、

被害状況や被害の拡大性の有無について確認を行うものとする。 

   イ 応急対策活動情報の連絡 

（ア）関係事業者等は、川崎海上保安署に応急対策の活動状況、対策本部設置状況等を連絡す

るものとする。 

（イ）防災関係機関は、応急対策活動情報に関し、必要に応じて相互に緊密な情報交換を行う

ものとする。 

（２）活動体制の確立 

ア 市及び公共機関の活動体制 

（ア）市は、収集した情報を集約し発災後速やかに、職員の動員配備、情報収集連絡体制の確

立及び対策本部設置等必要な体制をとるものとする。 

（イ）市及び公共機関は、指定行政機関との間において緊密な連携の確保に努めるものとする。 

（ウ）市は、第三管区海上保安本部内に連絡調整本部が設置された場合は、担当職員を連絡調

整本部へ派遣するものとする。 

イ 警戒本部の設置   

危機管理担当副市長は、油等流出事故等の海上災害が発生した場合において、収集された

情報により、応急対策の調整等が必要と認められる場合、警戒本部を設置する。 

ウ 災害対策本部の設置 

市長は、油等流出事故等の海上災害が発生した場合において、収集された情報により、大

規模な被害が発生した場合又は発生するおそれがある場合は、災害対策本部を設置する。 
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エ 広域的な応援体制 

市は、被害の規模に応じて、九都県市等、他の地方公共団体に応援を求めるものとする。 

オ 関係行政機関の長等に対する防除措置の要請 

第三管区海上保安本部長、横浜海上保安部長又は川崎海上保安署長は、特に必要があると

認めるときは、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第41条の２に基づき関係行政機

関の長又は関係地方公共団体の長その他の執行機関に対し、排出された油等の除去その他の

海洋の汚染を防止するため必要な措置を講ずることを要請するものとする。 

カ 関係機関への協力要請 

市は、必要に応じて、公益社団法人川崎清港会及び独立行政法人海上災害防止センター等

の関係機関に対して応援要請を行うこととする。 

（３）火災防ぎょ、救助、救急及び医療活動 

ア 火災防ぎょ活動 

消防機関は、火災の発生状況を把握するとともに、危険物等の流出拡散などあらゆる角度

から火災防ぎょ方針を決定し、迅速に活動を実施するものとする。    

また、必要に応じて他の防災関係機関と情報共有等、総合連携を図り活動する。 

イ 救助、救急活動 

（ア）市の消防機関は、川崎海上保安署、県警察、自衛隊等の関係機関と相互に連携協力し、

捜索、救助、救急活動を実施するものとする。 

（イ）救急・救助活動に必要な資機材は、原則として、当該活動を実施する機関が携行するも

のとする。 

（ウ）市は、必要に応じ、関係事業者等からの協力等により、救助・救急活動のための資機材

を確保し、効率的な救助・救急活動を行うものとする。 

ウ 医療活動 

（ア）市は、海上災害に起因する医療関係の情報を収集するとともに、市立川崎病院及び保健

福祉センターの職員により医療救護班を編成して医療活動にあたるものとする。 

（イ）川崎市医師会及び川崎市病院協会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとと

もに、患者の急増等に迅速に対応するため、市の対策本部及び医療機関相互の密接な情報

交換を図り、必要に応じて、他の医療機関等に協力を求めるものとする。 

（第４部第６章「医療救護対策」  資料…災害時医療救護活動の系統図  参照） 

（４）大規模な油流出事故に対する応急措置 

ア 大規模な油等流出事故が発生した時は、当該船舶所有者又は施設管理者等の原因者は排除

措置を講じるものとする。 

イ 市は、大規模な油等流出事故が港湾区域内に及んだ場合、川崎管内排出油等防除協議会等

と密接な連携協力のもとに直ちに防除活動を行うものとする。 

ウ 市は、関係機関と協力のうえ大気、水質等の環境モニタリング等必要な措置を講ずるもの

とする。 

（５） 交通の確保・緊急輸送活動 

ア 川崎海上保安署は、緊急輸送を円滑に行うため、必要に応じて、京浜港長（横浜海上保安

部長)の指示に従い、船舶交通を制限し又は禁止するものとする。 

イ 県警察は、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、航空機、交通監視カメラ等を活
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用して、通行可能な道路や交通状況を迅速に把握するものとする。 

ウ 県警察は、緊急自動車又は緊急通行車両等の通行を確保するため、一般車両の通行を禁止

するなどの必要な交通規制を直ちに行うものとする。 

エ 交通規制に当たって、川崎海上保安署、県警察、市は、相互に密接な連絡をとるものとす

る。 

（６）避難の勧告 

市は、大規模な油等流出事故により、二次災害の危険が生じた場合、沿岸住民の安全を確保

するため、避難勧告等必要な措置を行うものとする。 

（７）関係者等への的確な情報伝達活動 

ア 市は、海上災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適切に提供

するものとする。 

イ 情報伝達に当たっては、放送事業者、通信社、新聞社等の報道機関の協力を得るものとす

る。 

３ 津波対策【総務企画局危機管理室、港湾局、川崎区、幸区、関係局】

（１）地震発生時

市及び防災関係機関は、地震が発生したときは、直ちに津波関連情報の収集に努めるものと

する。なお、強い地震を感じたとき、又は弱い地震であっても長時間揺れを感じたときは、特

に潮位の変動に注意し、必要に応じて巡回警戒を実施するものとする。

（２）津波警報・注意報発表時等

ア 市民及び事業者、就労者等への情報伝達及び避難誘導

総務企画局危機管理室、港湾局、消防局、川崎区は、津波警報・注意報等の伝達を受けた

ときは、直ちに同報系無線やサイレン及び広報車や港湾局巡視船、消防ヘリコプター等によ

り市民や事業者及び就労者等臨海部に滞在している人々に伝達することと併せ、インターネ

ットや電子メール・緊急速報メールのほか、テレビ神奈川、かわさきＦＭ等のマスメディア

などあらゆる手段を使った伝達を図り、津波注意の喚起を行うことと併せて、建物屋上等の

高所への避難を促すとともに、港湾局長は、津波から避難する市民及び港湾関係者等に対し

て、川崎市港湾振興会館（川崎マリエン）等の一部を一時避難施設として提供するものとす

る。

県警察は、津波による被害が発生すると判断した場合、又は津波による危険が切迫してい

ると自ら認める場合は、必要に応じ避難指示を行う等、安全かつ迅速な避難誘導を実施する

ものとする。

イ 在港船舶等への情報伝達

横浜海上保安部は、津波警報・注意報等が発表された場合、港内及び周辺海域の船舶等に

対し、巡視船等を巡回させ、情報伝達を行うものとする。

ウ 在港船舶への避難連絡等

港湾局長は、在港船舶に対して、港外への避難を連絡するとともに、横浜海上保安部に対

して、船舶入港の制限や船舶の移動など所要の規制を要請するものとする。この場合、横浜

海上保安部は、港外への避難を勧告するとともに、必要に応じて、船舶の入港制限、船舶の

移動など所要の規制を行うものとする。
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船舶運航者、船舶代理店、船舶の船長等は、港内における迅速な人命及び財産の保護並び

に船舶交通の安全を確保するために、「京浜港（横浜・川崎）における津波対策に関する関係

機関との合同指針」に基づき対応するものとする。 

港湾局長は、公共埠頭においては、「京浜港（横浜・川崎）における津波対策に関する関

係機関との合同指針」に基づき、荷役・作業等の中止を指示することとする。

エ 防潮堤・河港水門の閉鎖等

港湾局長は、潮位等の情報収集に努めるとともに、津波による被害が予想される場合は、

防潮扉を閉めるなど警戒体制を強化し、関係機関への連絡を行う。また、川崎区長及び建設

緑政局長は、津波の多摩川遡上による被害が予想される場合は、関係機関へ連絡の上、川崎

河港水門の閉鎖を行うものとする。

オ 川崎港海底トンネルの通行制限

港湾局長は、津波による被害が発生すると判断した場合は、道路管理者及び県警察と連絡

調整を図り、川崎港海底トンネルの交通規制を要請するとともに、津波による被害が切迫し

ていると認めるときは、通行止めなどの措置を講ずるものとする。

 （３）津波避難施設への避難

ア 避難状況の把握

川崎区役所は、津波避難施設の開設状況、及び避難者の受入状況の把握に努めるものとす

る。

イ 海底トンネル利用者への広報

港湾局は、海底トンネルの徒歩利用者の有無を確認するとともに、徒歩利用者の存在を確

認した場合は、速やかに津波避難施設へ退避するようにアナウンスを行うものとする。

ウ 避難施設への誘導

避難施設を案内する看板を設置し、避難施設を周知し、避難者の誘導に努める。

４ 帰宅困難者対策【総務企画局危機管理室、経済労働局、港湾局、交通局、川崎区】

 大規模地震発生時等には、通信の輻輳や情報の不正確さによっておこるパニックや主要駅頭に

おける混乱、川崎臨海部の島での孤立化が予想されるため、それらへの対応が必要である。

（１）情報パニックによる混乱防止措置

電話の混乱、情報把握の不正確さによって引き起こされる各種パニックの防止を図るため、

次の対策を実施するものとする。

ア 市長は、市防災行政無線、市ホームページ、防災情報ポータルサイト、防災気象情報メ

ール、テレビ神奈川データ放送、かわさきＦＭその他の広報可能手段を活用し、冷静な行

動、自動車、電話の使用自粛等、臨海部の事業所の従業員や観光客、自動車運転手、船舶

乗組員等に注意を喚起する広報を積極的に行い、流言飛語の防止を図る。

イ 地震関連情報の伝達についても、正確な情報を適切な内容とタイミングにより行い、人

心の安定に努めるものとする。

ウ 市長は収集した情報を、必要な防災関係機関及び事業所に迅速に伝達するものとする。

エ 防災関係機関は、収集した情報を市及び必要な関係機関及び事業所に対し迅速に伝達す

るものとする。

オ 防災関係機関は、所管する業務に係わる広報について、広報班を編成して市が行う広報
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と連携し実施するものとする。

（２）通勤等で集中する駅の混乱防止措置

通勤等で集中する駅及びその周辺における混乱を防止するため、関係機関と連携・協力をし、

次の対策を実施するものとする。

ア 市長は、鉄道等の運行状況についての情報収集に努める。

イ 市長は、通勤等で集中する駅における乗降客の集中状況及びバス・タクシーの運行状況に

ついての情報把握に努めるとともに、次の措置について、県警察、消防、鉄道事業者等関係

機関と連携を図り、混乱の防止に努めるものとする。

   （ア）事業所等に対する時差退社の要請

   （イ）鉄道運行情報等の提供

   （ウ）通勤等で集中する駅及びその周辺の交通規制

   （エ）バス・タクシー乗降場所の移転及び交通整理

   （オ）乗降客の規制及び避難誘導

   （カ）改札規制

   （キ）救助・救急及び応急医療

（３）帰宅困難者の支援

大規模地震発生時等は、「むやみに移動を開始しない」ことを基本原則とするが、家族が被

災するなど、やむを得ず移動をする者の帰宅あるいは移動に対し、次の移動の支援を実施する

ものとする。

ア 市の支援

川崎区及び市公共施設等において、被災、交通、その他の情報等の提供を行うとともに、

市営バス等は道路状況に応じて、可能な限り輸送を実施するものとする。

イ 臨海部における帰宅困難者の移動支援

臨海部の東扇島等において、橋りょうや海底トンネル等の通行に支障が生じたことにより、

帰宅が困難になった市民等に対して、川崎市港湾振興会館（マリエン）等の庁舎の一部を一

時避難施設として提供するとともに、港湾局巡視船等の市保有船舶等や川崎海上保安署保有

船舶による緊急搬送等の支援策を検討する。

ウ 協定による各種団体の支援

（ア）ガソリンスタンド（神奈川県石油業協同組合）

（イ）自動車販売店

（ウ）コンビニエンスストアなど九都県市の協定に基づく災害時帰宅支援ステーション

協定を締結した各種団体の店舗（事業所）等において、情報、水道水、トイレ等の提供

を行い、移動を支援する。

エ 滞留時の支援

市は、川崎臨海部の島での孤立化により徒歩帰宅が困難になった者に対し、次の支援に努

める。

   （ア）川崎臨海部の島ごとに一時滞在施設の確保

   （イ）一時滞在施設を利用する帰宅困難者に対する、水、防寒用品、食料等の配布
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（資料編 消火薬剤及び中和剤等備蓄状況） 

（資料編 緊急用化学消火薬剤等協定締結状況） 

（資料編 東京湾排出油等防除協議会会則【第４部第１章１２】） 

（資料編 川崎管内排出油等防除協議会会則【第４部第１章１３】） 

（資料編 船舶津波対策実施要領）

  （資料編 災害発生時における帰宅困難者支援に関する協定（神奈川県石油業協同組合）【第３部

７章１】）

  （資料編 災害時における帰宅困難者支援に関する協定書【第３部第７章２】）
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第４章 避難対策【総務企画局危機管理室、関係局、川崎区】

臨海部において、火災、爆発等の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、住民及び

就業者等の生命及び身体を災害から保護し、その他被害の拡大を防止するため、避難の必要があると認

められる場合、施設の災害影響範囲などを考慮して、適切に避難勧告等を発令し、速やかに伝達すると

ともに、関係機関等と緊密に連携して避難誘導を行う。

 津波警報が発表された場合の避難計画は、別に定める「川崎市津波避難計画」によるものとする。

第１節 計画の前提

１ 検討対象とする施設・災害

平成 25～26 年度に県が実施した「神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査」の対象施

設・災害とその影響評価結果を前提として、避難計画を作成する。

神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査では、想定災害を災害の発生危険度に応じて以

下に示す区分により分類し、対応の優先度を示している。避難計画の作成にあたっては、この他に発

生危険度が低い災害に相当する「その他の災害」を設け、計 4区分とする（図 1）。

○ 第１段階の想定災害：災害の発生危険度がＢレベル以上の災害 

→ 現実的に起こりうると考えて対策を検討しておくべき災害 

平常時：10－5/年程度以上 

地震時（都心南部直下地震・三浦半島断層群の地震）：10-3 程度以上 

地震時（大正型関東地震・【参考地震】相模トラフ沿いの最大クラスの地震）：10-2 程度以上 

○ 第２段階の想定災害：災害の発生危険度がＣレベルの災害 

→ 発生する可能性が相当に小さい災害を含むが、万一に備え対策を検討しておくべき災害 

平常時：10－6/年程度以上 

地震時（都心南部直下地震・三浦半島断層群の地震）：10-4 程度以上 

地震時（大正型関東地震・【参考地震】相模トラフ沿いの最大クラスの地震）：10-3 程度以上 

○ 低頻度大規模災害：災害の発生危険度がＤレベル以下で、影響度がⅠレベルの災害 

（影響評価の対象とする災害事象：可燃性高圧ガスタンクのBLEVE及び製造施設等の爆発） 

→ 発生する可能性が非常に小さい（平常時には考えにくい）が、影響が大きくなると考えられる災

害 

平常時：10－7/年程度以上 

地震時（都心南部直下地震・三浦半島断層群の地震）：10-5 程度以上 

地震時（大正型関東地震・【参考地震】相模トラフ沿いの最大クラスの地震）：10-4 程度以上

101



発生危険度

小 大

E D C B A AA

大 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

小 Ⅴ

影

響

度

２ 避難を要する事態

神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査の対象災害から、避難を要する事態を整理する

と表 1 のようになる。

表1 避難を要する事態 

避難を要する事態 状況 

①火災延焼

拡大 

危険物火災 ・大規模な危険物火災が発生し、周辺へ延焼拡大の危険性

がある場合 

・原油や重油などの石油タンクの全面火災が発生し、ボイル

オーバー1）の発生危険性がある場合 

可燃性ガス火災 ・大規模な可燃性ガス火災が発生し、周辺へ延焼拡大の危

険性がある場合 

②大量漏洩 危険物の大量漏洩 ・危険物が大量に漏洩し、液面から可燃性ガスが蒸発して

いる場合 

危険物（毒性）、毒性液体の

大量漏洩 

・危険物（毒性）/毒性液体が大量に漏洩し、液面から毒性

ガスが蒸発している場合 

可燃性ガス、毒性ガスの漏

洩継続 

・可燃性/毒性ガスの漏洩が継続し、直ちに漏洩停止できな

い場合 

③大規模災

害 

BLEVE（高圧ガスタンク） ・周辺火災等により高圧ガスタンクでBLEVE2）の発生危険性

が生じた場合 

反応暴走（製造プラント） ・製造プラントで反応暴走の発生危険性が生じた場合 

1）原油や重油などの広い沸点範囲を持つ油は、火災により表面部の軽質成分が先に燃焼して重質化し、高温層を形成して

徐々に沈下する。この高温層がタンク底部に溜まった水の層に達すると水蒸気爆発を引き起こし、油を噴き上げ燃焼を

拡大する。このような現象はボイルオーバーと呼ばれる。ボイルオーバーの発生危険性は油種や火災の状況（継続時間

等）によって異なる。 

2）BLEVEとは、沸点以上の温度で貯蔵している加圧液化ガスの貯槽や容器が何らかの原因により破損し、大気圧まで減圧

することにより急激に気化する爆発的蒸発現象である。典型的には、火災時の熱により容器等が破損して BLEVE を引き

起こす。 BLEVEの発生は内容物が可燃性のものに限らないが、可燃性の場合には着火してファイヤーボールと呼ばれる

巨大な火球を形成することが多い。

その他の災害 

低頻度大規模災害： 

・高圧ガスタンク（可燃性）の

BLEVE 

・製造施設等（反応暴走の危険

性のある施設）の爆発 

第2段階の災害 第1段階の災害 

図1 想定災害の区分 
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３ 避難対象地域と避難方法

避難を要する事態毎の避難対象地域と避難方法は、表2 のとおりとする。

表2 避難対象地域と避難方法 

避難を要する事態 避難対象地域 避難方法 

①火災延焼

拡大 

危険物火災 流出火災の影響範囲内の地域 域外避難 

可燃性ガス火災 爆発/フラッシュ火災の影響範囲内の地域 域外避難 

②大量漏洩 危険物の大量漏洩 流出火災の影響範囲内の地域 域外避難 

危険物（毒性）、毒性

液体の大量漏洩 

毒性ガス拡散の影響範囲内の地域 域外避難 

可燃性ガス、毒性ガ

スの漏洩継続 

フラッシュ火災/毒性ガス拡散の影響範囲内

の地域 

域外避難 

③大規模 

災害 BLEVE 

(高圧ガスタンク） 

以下の災害の影響範囲内の地域 

①蒸気雲爆発による爆風圧 

②ファイヤーボールによる放射熱 

③飛散物の飛散範囲 

発災施設周辺： 

域外避難 
その他の避難対象地域： 

屋内退避 

反応暴走 

(製造プラント） 

蒸気雲爆発による爆風圧(2.1kPa)の影響範囲

内の地域 

発災施設周辺： 

域外避難 
その他の避難対象地域：

屋内退避 

注）域外避難：影響範囲外の避難所等への避難  屋内退避：自宅や安全な建物内への退避 

第２節 避難の考え方  

１ 避難の勧告・指示（緊急） 

（１）避難勧告・指示（緊急）の基準 

避難勧告・指示（緊急）は、次のような災害が発生した（または発生する恐れがある）場合にお

いて、住民等の生命及び身体に危険が及ぶと認められる場合に行う。特に、危険が目前に切迫し、

急を要する場合には避難を指示する。

ア 火災の発生（放射熱の影響）

危険物や可燃性ガスの火災等放射熱が、人体に危険を及ぼすと予想される場合

イ 可燃性ガスの漏洩（爆発危険）

可燃性ガスの漏洩により、爆発危険が生じた場合

ウ 毒性ガスの漏洩（有毒物の影響）

毒性ガスの漏洩拡散により、人体に危険を及ぼすと予想される場合

エ その他、市長が必要と認めた場合

以上の基準及び対象災害の影響や特性を踏まえ、具体的に避難を要する事態を整理すると、表 3
のようになる。これらの事態が発生した場合には、避難勧告・指示（緊急）の実施を検討する必要

がある。
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表3 住民等が避難を要する事態 

避難を要する事態 状況 

①火災延焼

拡大 

危険物火災 ・大規模な危険物火災が発生し、周辺へ延焼拡大の危険性

がある場合 

・原油や重油などを貯蔵するタンクにおいて全面火災が発

生し、ボイルオーバーの発生危険性がある場合 

可燃性ガス火災 ・大規模な可燃性ガス火災が発生し、周辺へ延焼拡大の危

険性がある場合 

②大量漏洩 危険物の大量漏洩 ・危険物が漏洩し、液面から可燃性ガスが蒸発、拡散してい

る場合 

危険物（毒性）、 

毒性液体の大量漏洩 

・危険物（毒性）/毒性液体が漏洩し、液面から毒性ガスが蒸

発、拡散している場合 

可燃性ガスの漏洩継続 ・可燃性ガスの漏洩が継続し、直ちに漏洩停止できない場

合 

毒性ガスの漏洩継続 ・毒性ガスの漏洩が継続し、直ちに漏洩停止できない場合 

③大規模 

災害 

BLEVE（高圧ガスタンク） ・周辺火災等により高圧ガスタンクで BLEVE の発生危険性

が生じた場合 

反応暴走（製造プラント） ・製造プラントで反応暴走の発生危険性が生じた場合 

（２）避難勧告・指示（緊急）の実施者

ア 住民等への避難の勧告・指示（緊急）は、市長が実施するものとする。

なお、川崎区長、消防局長、臨港消防署長又は川崎消防署長は、市長に要請するいとまがな

いときは、補助執行機関として避難の指示等を市長に代わり速やかに実施し、事後市長に報告

する。

イ 本市以外の機関においては、警察官、海上保安官及び自衛官が避難の指示等を行うものとす

る。

なお、この場合、避難の指示を行った警察官、海上保安官及び自衛官は、実施後直ちにその

旨を市長に通知するものとする。

（３）避難勧告・指示（緊急）の内容

避難勧告・指示（緊急）を実施するときは、住民等に次の事項をできる限り明示し、安全かつ

迅速に避難させる。

ア 避難を要する理由

イ 避難勧告・指示（緊急）の対象地域

ウ 避難先

エ その他避難に必要な事項
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（４）避難勧告・指示（緊急）の伝達方法

住民等への避難勧告・指示（緊急）を実施した場合は、市総合防災情報システムへその内容を

登録し、情報を共有するとともに、次の方法のうち実情に即した方法により住民等へ伝達する。

なお、災害時要援護者ついては、登録名簿に基づき、支援者が情報を伝達し、伝達漏れのない

よう留意する。

ア 市防災行政無線同報系無線による放送

イ 緊急速報メールの送信 

ウ 広報車、消防車両、消防ヘリコプターによる広報    

エ ラジオ・テレビ、かわさきＦＭ等による放送 

オ 自主防災組織、町内会長等による電話・ＦＡＸ又は口頭伝達 

カ テレビ神奈川データ放送の実施 

キ 防災気象情報メールの送信 

ク 市ホームページのトップページ及び防災情報ポータルサイトへの掲載 

ケ Ｌアラートによる情報伝達者（テレビ、ラジオ等）向け配信 

コ かわさき防災アプリのプッシュ通知 

サ ツイッターによる広報 

（５）関係機関等への通知及び報告 

市長は、住民等への避難勧告・指示（緊急）を実施したとき並びに警察官、海上保安官及び自

衛官から避難の指示等を実施した旨の通知を受けたときは、速やかにその旨を県知事に報告する

とともに、第三管区海上保安本部（川崎海上保安署）等の関係機関及び避難施設の管理者へ通報

するものとする。 

また、消防局長、又は川崎区長もしくは消防署長は、当該区域を管轄する警察署長へその旨を

通知する。 

（６）住民等への避難勧告・指示（緊急）の解除 

ア 市長は、避難の必要がなくなったと認められるときは、避難勧告・指示（緊急）を解除し、

その旨を公表するとともに、県知事へ報告する。 

イ 川崎区長は、避難勧告・指示（緊急）の解除に伴う避難者及び避難施設の管理者との事務処

理にあたる。 

２ 避難方法と避難対象地域 

（１）避難方法 

表４に避難の方法を示す。避難を要する事態が生じた場合、原則として災害の影響が及ぶ前に、

想定される影響範囲外への避難（域外避難）を実施する。ただし、大規模災害については、影響範

囲が極めて広範囲となり迅速な避難が困難となる恐れがあることや、避難中に爆発が発生した場合

には、飛散物等による被害の危険性がより大きくなる可能性があることを踏まえ、発災施設の周辺

地域においては域外避難、その他の避難対象地域においては頑強な建物内への避難（屋内避難）と

する。
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表４ 避難の方法 

域 

外 

避 

難 

一時避難 
特定事業所における大規模屋外タンク等の火災・爆発又は有毒ガスの漏洩により付近住

民に危険が及ぶと認める場合は、公園・大規模な空地等安全な場所に避難させる。 

広域避難 
震災等により、広域的な災害が発生し周辺地域住民に危険が及ぶと認める場合には、安

全である直近の市立小・中・高等学校又は広域避難場所等に避難させる。 

特別避難 

島部と連絡する橋りょう等が災害により使用できず、内陸部と島部間の連絡が途絶した場

合は、避難用船舶による避難を行う。 

・ 集合場所 

在島者の状況を、ヘリコプター等により情報収集するとともに、船舶の係留位置及び

港湾施設の被害状況等を考慮して集合位置を指定し、在島者には、神奈川県石油コン

ビナート等防災無線、川崎市防災行政無線、メール、ヘリコプター、広報車等を活用し、

伝達を徹底する。 

・ 避難用船舶 

市長は、災害状況及び態様等に応じ、関係機関と協議の上、横浜海上保安部（川崎

海上保安署）へ救助を要請するとともに、本市及びその他の関係機関保有船舶等により

避難を実施する。 

なお、避難用船舶の確保等について、事前に関係機関と協議しておくものとする。 

・ 避難先 

避難先は、災害状況、気象状況等を勘案し、被害のない内陸部又は東京湾内の他の

港とする。 

屋内避難 
屋内にとどまる方が、避難所等への避難よりも危険性が少ないと考えられる場合は、屋内

に避難する。 

（２）避難対象地域 

避難対象地域は、神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査の影響評価結果（災害の影

響範囲）に基づき抽出する。

表５は、神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査における影響評価の基準値である。

大規模災害については 3種類の基準値で影響評価が行われているが、神奈川県石油コンビナート等
防災アセスメント調査結果を踏まえて修正された神奈川県石油コンビナート等防災計画では、ファ

イヤーボールによる放射熱の影響の基準値については 11.6kW/m2が、爆風圧の基準値については

2.1kPaが採用されていることから、本調査においてもこれを踏襲する。
表６に、避難を要する事態（表 3）毎の避難対象地域と避難方法を示す。
なお、大規模災害による屋内退避の対象地域に所在する外来者は、手近にある頑強な建物等の内部

へ退避する必要があるが、屋外である広域避難場所は災害の影響が及ぶ危険性があることから、避

ける必要がある。

注）放射熱の人体への影響は暴露時間に依存するが、ファイヤーボールの場合には燃焼継続時間が短いこと（通常数

秒～20秒程度）を踏まえ、液面火災による放射熱よりも大きな値を基準値とする場合が多い。
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表５ 神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査における災害の影響評価の基準値 

評価項目 基準値 説明 

平
常
時
・地
震
時
の
災
害

液面火災の放射熱 2.3kW/m2（2.3kJ/m2s） 
熱を受け続けることにより 1分以内で痛みを感じ、

90秒程度で火傷を生じる熱量。 

爆風圧 2.1kPa 
安全限界（この値以下では95％の確率で大きな被

害はないとされる圧力） 

フラッシュ火災 
爆発下限界濃度（LEL）の

1/2 

可燃性ガスに引火・燃焼が起こり得る下限界濃度

を用い、拡散ガスの濃度の変動（計算値の1/2～2

倍）を考慮してLEL/2 としたもの。 

毒性ガス拡散 

IDLH（Immediate 

Dangerous to Life and 

Health） 

米国の国立労働安全衛生研究所（NIOSH） 

が提唱する許容限界値で、30分以内に脱出しな

いと元の健康状態に戻らない濃度。 

大
規
模
災
害

ファイヤーボール

の放射熱 

11.6kW/m2（11.6kJ/m2s） 

9.5kW/m2（9.5kJ/m2s） 

4.6kW/m2（4.6kJ/m2s） 

それぞれ8秒、10秒、35秒程度受け続けることに

より、火傷を生じる熱量。 

爆風圧 

16kPa 

5kPa 

2.1kPa 

16kPa：建物の大きな被害の限界 

5kPa ：家屋が多少の被害を被る 

2.1kPa：安全限界（この値以下では0.95の確率で

大きな被害はない）とされる圧力 

表６ 避難対象地域と避難方法 

避難を要する事態 避難対象地域 避難方法 

① 火 災

延 焼 拡

大 

危険物火災 流出火災の影響範囲内の地域 域外避難 

可燃性ガス火災 
爆発/フラッシュ火災の影響範囲内の地

域 
域外避難 

② 大 量

漏洩 

危険物の大量漏洩 流出火災の影響範囲内の地域 域外避難 

危険物（毒性）、 

毒性液体の大量漏洩 
毒性ガス拡散の影響範囲内の地域 域外避難 

可燃性ガスの漏洩継続 
爆発/フラッシュ火災の影響範囲内の地

域 
域外避難 

毒性ガスの漏洩継続 毒性ガス拡散の影響範囲内の地域 域外避難 

③ 大 規

模災害 

BLEVE 

（高圧ガスタンク） 

以下の災害の影響範囲内の地域 

①ファイヤーボールによる放射熱

(11.6kJ/m2s) 

②蒸気雲爆発による爆風圧(2.1kPa) 

③飛散物の飛散範囲 

発災施設周辺（爆風圧

(16kPa)の影響範囲内の

地域）：域外避難 

その他の避難対象地域：

屋内退避 

反応暴走 

（製造プラント） 

蒸気雲爆発による爆風圧(2.1kPa)の影

響範囲内の地域 

発災施設周辺（爆風圧

(16kPa)の影響範囲内の

地域）：域外避難 

その他の避難対象地域：

屋内退避 

注）域外避難：影響範囲外の避難所等への避難、屋内退避：自宅や安全な建物内への退避 
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３ 避難誘導

（１）関係機関等との連携 

消防職員、区職員、消防団員、警察官等及び自主防災組織等は連携を密にし、迅速かつ組織的に

避難誘導を行う。 

（２）避難の誘導方法 

  避難誘導の際は、次により住民等を安全かつ迅速に避難場所へ誘導する。 

ア 避難に際しては、人身の安全を最優先とする。 

イ 災害の状況等を考慮し、危険の及ばない幅員の広い道路を経由する。 

ウ 危険箇所には、表示、縄張り等をし危害の防止をする。 

エ 避難経路沿いの要所（橋梁、東京大師横浜線（産業道路）交差点など）等には、誘導員

を配置する。

（３）災害時要援護者の避難支援等

避難誘導にあたっては、災害時要援護者に配慮し、自主防災組織や地域住民の協力を得て避難支

援を行う。災害時要援護者避難支援制度に登録している住民に対しては、あらかじめ決めている支

援者が迅速に避難支援活動を行う。

（４）避難経路及び交通手段の確保 

ア 川崎区長は、避難誘導を行うため、避難経路及び交通手段の確保が必要と認めるときは、市を

通じ関係機関等に対し協力を要請する。ただし、緊急を要する場合は、直接協力を要請する。

イ 移動手段

（ア）避難は、徒歩を原則とする。ただし、災害発生事業所または災害発生事業所の近隣の事業所

や住民で、危険が迫り、迅速に避難を要する場合等は車両による避難を併用する。

（イ）島部に架かる橋梁や海底トンネルなどが通行不能になり、島部が孤立化した場合に備え、各

島の船舶接岸場所、ヘリコプターの場外離着陸場所等について検討する。

４ 避難先

（１）市長は、災害の影響範囲などにより、公園・大規模な空地等安全な場所、あるいは直近の小・中・

高等学校又は広域避難場所等を避難先として指定する。

（２）川崎区長、消防局長又は臨港消防署長は、市長に指定するいとまがないときは、避難の指

示等の補助執行機関として、避難先を市長に代わり指定し、事後速やかに市長に報告する。

５ 避難者の受入れ

（１）川崎区長は、避難者を収容するため、要員を当該避難所等へ派遣し、施設管理者と連携して避難

者の保護にあたる。また、必要に応じて、食料、飲料水及び毛布等の支給を準備するものとする。

（２）川崎区長は、避難所等を開設したときは、直ちにその旨を市長に報告する。

（３）川崎区長は、避難者数、避難者の健康状態その他必要事項を避難所別に取りまとめ、市長へ報告

する。 

（資料編 臨海部各島の避難にあたっての留意事項）
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第３節 避難計画 

以下の①または②に該当する災害を対象に、避難対象地域、最大避難者数等を整理し、避難計画を作

成する。別表 1に平常時・地震時の災害について、別表 2に大規模災害についての避難計画を示す。な
お、避難計画において、避難対象地域は町丁目を単位とした地区で表すこととし、災害の影響範囲にか

かる地区を避難対象地域（地区）としている。

①一般地域へ影響が及ぶ可能性のある災害 

災害の影響範囲が石油コンビナート区域外の一般地域へ及ぶ災害 

② 隣接地域へ影響が及ぶ可能性のある災害 

石油コンビナート地域を図２に示す8つのエリアに区分し、各エリアで発生する災害の影響範囲が

隣接エリアに及ぶ災害 

図２ 石油コンビナートのエリア区分 
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第４節 避難の実施 

１ 避難実施の流れ 

石油コンビナート災害発生時の関係機関の活動内容は、災害の状況等により大きく異なる。

ここでは、平常時における単独事故災害と、地震・津波とコンビナート災害の複合災害を例に

とり、発災事業所（特定事業所）、消防局、市（総務企画局危機管理室等）、県（石油コンビナ

ート等防災本部）の主な活動内容や避難実施の対応事例は次の通りとする。

（１）単独事故災害

対応事例を表７に示す。概要は以下の通りである。

石油コンビナートの特定事業所内のプラント（製造施設）において爆発火災が発生し、延

焼中。大規模な延焼拡大の恐れがある。

発災事業所の自衛防災組織は、共同防災組織、市消防局と共に災害防御活動を実施。市は

石油コンビナート等現地本部（市災害対策本部）を設置。

市及び県は周辺住民等の避難について協議し、煙や臭気による影響の恐れがあることから、

避難（屋内避難）の実施を決定。住民広報及び報道対応について検討、調整を行う。

石油コンビナート等防災本部会議を開催し、災害情報、被害状況、避難情報等について情

報共有を行う。

鎮火後、避難の解除について協議し、避難解除を決定。

（２）地震・津波とコンビナート災害との複合 

対応事例を表８に示す。概要は以下のとおりである。

特定事業所において震度 5 強を観測する地震が発生し、浮き屋根式の原油タンクにおいて
浮き屋根上部から油が溢流。

震度 5 強の地震発生を受けて、市では石油コンビナート等現地防災本部（市災害対策本部
併設）を設置。気象庁より大津波警報が発表され、特定事業所では従業員等の避難を実施。

市は周辺住民に対する避難指示（緊急）を実施。

その後、余震の影響により溢流の発生していた浮き屋根式タンクにおいてリム火災が発生。

津波避難実施中のため、特定事業所では最低限の防御活動（固定泡消火設備作動）を実施す

るが、地震時の破損により固定泡消火設備不作動であったため、消火困難と判断し、広域共

同防災組織へ大容量泡放射システムの出動を要請する。県は大容量泡放射システムの出動に

係る調整等を実施する。

市及び県はコンビナート災害による周辺住民等の避難について協議する（津波による避難

とは避難対象範囲、避難方法が異なる）。

津波（第 1 波）が到達し、これにより危険物タンクの払出配管が破損、緊急遮断弁の不作
動により、危険物の大量漏洩が発生。県は防災ヘリによる被害情報の収集を行うと共に、県

内消防応援隊、緊急消防援助隊の出動を要請する。

市及び県はコンビナート災害による周辺住民等の避難（域外避難）の実施を決定する。（市

が事務の全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、市長に代わり県知事が

避難の勧告又は指示等を行う。）住民広報及び報道対応について検討、調整を行う。
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気象庁より大津波警報の解除が発表されたことにより、市は避難指示（緊急）の解除を検

討する。コンビナート災害の影響の恐れがある地域を除いて避難（津波）を解除することを

決定し、住民等への広報、関係機関へ避難解除の通知及び報告を実施する。

特定事業所の自衛消防隊及び共同防災、広域共同防災組織、消防局は、大容量泡放射シス

テムを用いたタンク火災の防御活動を実施する。

鎮火後、避難（コンビナート災害）の解除について協議し、避難解除を決定する。
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表７ 単独事故災害 

災害状況等 発災事業所（特定事業所） 消防局 市（総務企画局危機管理室等） 県（防災本部） 

製造プラントで

爆発・火災発

生、延焼拡大

中 

・災害状況の確認    

・応急対応（設備停止等）    

・異常現象の通報（119 番通報） ・異常現象の覚知   

・関係機関（共同防災組織等）へ

の連絡、応援要請 

・関係機関（防災本部、市等）へ 

状況を伝達 
・異常現象の発生を確認 

・異常現象の発生を国へ報告、関係

機関に伝達 

災害防御活動

の実施 

・災害対策本部の設置 ・消防隊出動 ・情報収集、状況把握 ・情報収集及び記録を開始 

・自衛防災組織による災害対応  
・石油コンビナート等現地防災本部

（市災害対策本部）の設置  

・現地指揮本部の設置    

・公設消防隊の誘導、状況報告 ・消防隊現場到着   

・活動方針の検討 ・災害防御活動（消火活動等）   

・災害状況、活動内容の報告 

（以降随時） 
・現地指揮本部、応急救護所の設置   

・関係機関へ災害状況、活動内容を

伝達（以降随時）  

・災害状況を国へ報告、関係機関に

伝達（以降随時） 

周辺住民から

の 119番通報、

問合せ等多数 

 ・周辺住民からの問合せ対応 ・周辺住民からの問合せ対応  

・周辺住民からの問合せ等が多数入

っていることを防災本部へ伝達 

・周辺住民からの問合せ等が多数入

っていることを防災本部へ伝達 

防災本部要員

の参集 

   ・防災本部の体制整備 

   ・防災本部要員の参集要請 

 ・災害情報、被害状況、避難情報等の情報共有 

避難に係る検

討協議、避難

の実施 

・避難について防災本部等と協議、調

整 

・災害状況、対応状況等を関係市に

伝達 

・避難勧告・指示の内容、避難対象地

域、住民広報等について検討 

・住民の避難について関係市等と 

調整 

   ・交通規制について調整 

・住民広報及び報道対応等（災害 

情報の提供、住民避難等）の検討 

  ・避難（屋内退避）の指示を決定  

  ・避難情報の伝達（住民広報の実施）

・関係機関へ避難実施の通知及び 

報告  

鎮圧、鎮火 

避難の解除 

  ・避難の解除を決定 
・避難の解除について関係市等と 

調整 

  ・避難解除の広報 
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表８ 地震・津波とコンビナート災害との複合 

災害状況等 特定事業所（発災事業所） 消防局 市（総務企画局危機管理室等） 県（防災本部） 

地震発生（震度

5 強） 

・地震情報の確認 ・地震情報の確認 ・地震情報の確認 ・地震情報の確認 

・施設等の緊急停止措置等  

・石油コンビナート等現地防災本

部（市災害対策本部併設）の設

置 

・防災本部の体制整備 

浮き屋根式の原

油タンクより油が

溢流 

・被害状況の確認、点検   ・防災本部要員の参集要請 

・被害状況、点検結果の報告 ・被害状況等の確認  ・情報収集及び記録を開始 

・関係機関（防災本部、市等）へ状

況を伝達 

・コンビナートの被害状況を 

確認 

・情報収集、状況把握 

大津波警報発

表 

避難（緊急）の
実施 

・荷役中のタンカーの緊急出港、

設備停止等の措置 

・周辺住民に対する避難指示 

（緊急）
・大津波警報の発表を市等に伝達 

・防潮扉の閉止  
・津波避難情報の伝達 

（住民広報の実施） 
・避難状況の把握 

・従業員等の避難  
・関係機関へ避難実施の通知 

及び報告 
・緊急消防援助隊の派遣要請準備 

余震により浮き

屋根式タンクの

リム火災発生 

・火災発生を消防機関へ報告 ・火災発生を防災本部等に伝達 ・火災の発生を確認 ・火災発生を国へ報告、関係機関に伝達 

・固定泡消火設備作動（地震時の

破損による不作動） 

・避難について防災本部等と 

協議、調整 
・住民の避難について関係市等と調整 

・広域共同防災組織へ大容量泡

放射システムの出動要請 

・大容量泡放射システムの出動に係る調整 

・泡消火薬剤の保有量確認 

・搬送経路の被害状況確認 

津波（第1波）到

達 
・津波による被害の把握 ・津波による被害状況の伝達 ・津波による被害状況生を確認 

・津波による被害状況を国へ報告、関係 

機関に伝達 

危険物タンクの

払出配管の破

損、緊急遮断弁

の不作動によ

り、危険物の大

量漏洩発生 

・漏洩発生を消防機関へ報告 ・漏洩発生を防災本部等に伝達 ・漏洩の発生を確認 ・漏洩発生を国へ報告、関係機関に伝達 

   ・防災ヘリによる被害情報の収集 

・県内消防応援隊、緊急消防援助隊の出動を

要請 

・県内消防応援隊、緊急消防援助隊の出動要

請の実施について関係機関に伝達 
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表８ 地震・津波とコンビナート災害との複合（続き） 

災害状況等 特定事業所（発災事業所） 消防局 市（総務企画局危機管理室等） 県（防災本部） 

避難（コンビナー

ト災害）の実施 

・避難（コンビナート災害）について 

防災本部等と協議、調整 
・住民の避難について関係市等と調整 

・避難勧告・指示（緊急）の内容、避難対象
地域、住民広報等について検討 

・住民広報及び報道対応等（災害情報の提

供、住民避難等）の検討 

・コンビナート災害に係る避難（域外 

避難）の指示を決定 
・交通規制について調整 

  ・避難情報の伝達（住民広報の実施）  

  ・関係機関へ避難実施の通知及び報告  

大津波警報解除 ・大津波警報の解除を市等に伝達 

避難（一部）の解

除 

  ・津波避難の解除について検討 
・津波避難の解除について関係市等と 

調整 

・コンビナート災害の影響の恐れがある地域

を除き、避難（津波）を解除 

  ・災害情報、避難情報の広報  

  ・関係機関へ避難解除の通知及び報告  

災害防御活動の

実施 

・状況確認 

・公設消防隊の誘導 

・消防隊現場到着 

・現地指揮本部の設置 

・活動方針の検討 ・大容量泡放射システムの設置 

・災害防御活動（消火活動等） 

・災害状況、活動内容の報告

（以降随時） 

鎮圧、鎮火（災

害防御活動の完

了） 

・避難（コンビナート災害）の解除を 

決定 

・避難（コンビナート災害）の解除に 

ついて関係市等と調整 

  ・避難解除の広報 

1
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表７、８で例示した関係機関の活動内容に基づき、市（総務企画局危機管理室等）における災害の発

生から避難完了までの流れを整理すると、図３のようになる。

災害が発生し、または発生する恐れが生じた場合には、発災初期の段階で迅速に情報収集を行って避

難を要する事態に該当するか、緊急避難が必要であるか等を判断し、避難の実施が決定した場合には、

具体的な実施方法を決定する必要がある。

図３ 災害の発生から避難完了までの流れ

関係機関への通知・報告 

避難勧告・指示（緊急）実施の決定

避難準備 

避難勧告・指示（緊急）の実施 

（避難所開設、住民広報、避難誘導） 

災害発生（または発生の恐れ） 

緊
急
に
避
難
を
要
す
る
場
合

関係機関（防災本部等）との協議・調整 

情報収集、状況把握 

・避難を要する事態に該当するか 

・緊急避難が必要であるか 

・大まかな避難対象地域と避難方法

避難完了 
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２ 情報収集・状況把握 

特定事業所において災害（事故）が発生した場合、直ちに発災事業所から消防局への連絡が行われ

（119番通報）、消防局は直ちにその旨を総務企画局危機管理室に報告するとともに、県（石油コンビ
ナート等防災本部）やその他の関係機関への連絡が行われる。（第４部第２章第２節参照）

また、特定事業所では消防局への情報提供担当者を「消防技術説明者」として位置付け、必要な情

報を迅速かつ円滑に収集する体制を整備している。

ただし、発災初期の段階では多くの情報が不明であることが多く、大規模な災害になるほど必要な

情報が得られないという懸念がある。一方で、大規模災害では緊急に避難が必要となるような事態も

考えられ、その場合には限られた情報に基づき避難を実施することが必要となることから、あらかじ

め関係機関と十分に協議し、緊急的な避難措置の実施について検討する必要がある。

３ 避難実施のタイミング 

表３で整理した避難を要する事態毎に、必要と考えられる避難実施を以下に例示する。

（１）火災延焼拡大 

危険物や可燃性ガスによる火災の消火及び拡大防止に失敗し、延焼拡大が予想される場合、予想

される延焼拡大の範囲に応じて、事前に避難を実施（完了）する必要がある。

・事業所内での延焼拡大が予想される場合、延焼拡大前に事業所従業員等の避難完了

・事業所外への延焼拡大が予想される場合、延焼拡大前に隣接事業所の従業員等の避難完了

・周辺地域への延焼拡大が予想される場合、延焼拡大前に周辺住民等の避難完了

図 4 火災延焼拡大を想定した避難の実施

（２）大量漏洩 

ア 危険物の大量漏洩 

危険物が大量に漏洩して液面を形成し、可燃性ガスが蒸発・拡散している場合、何らかの着火

源により大規模な火災となる危険性がある。したがって、予想される火災の範囲に応じて、事前

に避難を実施（完了）する必要がある。

・事業所内でのガス拡散範囲拡大が予想される場合、火災発生前に事業所従業員等の避難完了

・事業所外へのガス拡散範囲拡大が予想される場合、火災発生前に隣接事業所の従業員等の避難完了

・周辺地域へのガス拡散範囲拡大が予想される場合、火災発生前に周辺住民等の避難完了

延焼拡大 

（事業所内） 

火災発生 延焼拡大
（事業所外）

延焼拡大
（一般地域）

消火活動 消火活動 消火活動

拡大防止失敗 拡大防止失敗 拡大防止失敗

事業所内避難 隣接事業所の避難 周辺住民の避難
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図 5 危険物の大量漏洩を想定した避難の実施

イ 危険物(毒性)/毒性液体の大量漏洩 

危険物（毒性）または毒性液体（危険物に該当しない毒性の液体）が大量に漏洩して液

面を形成し、毒性ガスの蒸発・拡散防止措置に失敗した場合には、予想されるガス拡散範囲に応

じて、避難を実施（完了）する必要がある。

・事業所内でのガス拡散範囲拡大が予想される場合、直ちに事業所従業員等の避難完了

・事業所外へのガス拡散範囲拡大が予想される場合、直ちに隣接事業所の従業員等の避難完了

・周辺地域へのガス拡散範囲拡大が予想される場合、直ちに周辺住民等の避難完了

図 6 危険物(毒性)/毒性液体の大量漏洩を想定した避難の実施

ウ 可燃性ガスの漏洩継続 

可燃性ガスの漏洩停止に失敗した場合、可燃性ガスの拡散が継続することとなり、何ら

かの着火源により爆発火災となる危険性がある。したがって、予想されるガス拡散範囲に応じて、

避難を実施（完了）する必要がある。

・事業所内でのガス拡散範囲拡大が予想される場合、直ちに事業所従業員等の避難完了

・事業所外へのガス拡散範囲拡大が予想される場合、直ちに隣接事業所の従業員等の避難完了

・周辺地域へのガス拡散範囲拡大が予想される場合、直ちに周辺住民等の避難完了
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図７ 可燃性ガスの漏洩継続を想定した避難の実施

エ 毒性ガスの漏洩継続 

毒性ガスの漏洩停止に失敗した場合には、予想されるガス拡散範囲に応じて、避難を実施（完了）

する必要がある。

・事業所内でのガス拡散範囲拡大が予想される場合、直ちに事業所従業員等の避難完了

・事業所外へのガス拡散範囲拡大が予想される場合、直ちに隣接事業所の従業員等の避難完了

・周辺地域へのガス拡散範囲拡大が予想される場合、直ちに周辺住民等の避難完了

図 8 毒性ガスの漏洩継続を想定した避難の実施

（３）大規模災害 

ア BLEVE（高圧ガスタンク） 

加圧液化ガスを貯蔵する高圧ガスタンク周辺で火災が発生し、消火活動や高圧ガスタンクの散

水冷却に失敗した場合には、BLEVE の発生危険性が生じる。このような場合には、直ちに

（BLEVE の発生前に）避難を実施（完了）する必要がある。なお、複数の高圧ガスタンクが隣

接して設置されているような場合には、1 基のタンクでBLEVE が発生した後に、他のタンクで

もBLEVE が発生する危険性が高いことから、この様な場合にも避難を要する。
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図 9 BLEVEの発生を想定した避難の実施

イ 反応暴走（製造プラント） 

反応暴走を生じる可能性のある製造プラントにおいて、反応暴走の発生危険性が生じた場合、ある

いは反応暴走による爆発火災が発生し、さらに災害が継続して被害が拡大する恐れのある場合には、

直ちに避難を実施（完了）する必要がある。

図 10 反応暴走による爆発火災の発生を想定した避難の実施

４ 避難対象地域の決定 

避難対象地域は、災害の進展の見込みを踏まえ、予想される事態とその影響範囲に基づき決定する

ことが原則となる。しかしながら、災害発生時にはこれらの判断材料となる情報が得られない可能性

があり、その場合には事前に定めた避難計画等に基づき、より安全側となるよう避難対象地域を決定

することになる。その後、より正確な情報が得られた場合には、避難対象地域や避難方法を含め、状

況に応じて見直しを行う。

ただし、避難計画は、防災アセスメントにおいて評価された災害の影響範囲に基づき作成したもの

であり、実際の災害の影響範囲と相違が生じる場合があることを考慮する必要がある。
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５ 留意事項 

（１）地震等発生時におけるコンビナート災害の発生 

地震・津波災害の発生時にコンビナート災害が発生した場合には、平常時のコンビナート単独災

害とは異なり、関係機関は様々な対応を同時に実施することが求められる。市（総務企画局危機管

理室）では、状況に応じて石油コンビナート等現地防災本部と市災害対策本部が併設されることと

なり、より多くの人員・資機材が必要となることから、対応力の不足も懸念される。

なお、神奈川県地震被害想定調査（平成 27 年 3 月）では、激甚災害のシナリオを定性的に想定

している（表9）。このような想定を踏まえ、現在の人員・資機材で対応可能な災害、応援要請、対

応の優先度等について、事前に検討しておく必要がある。

表 9 消火活動における激甚ケースのシナリオ

石油コンビナート

火災（都心南部直下

地震及び大正型関

東地震が該当）

・石油コンビナートにおいて火災等の災害が発生した場合、自衛消防隊や共同

防災隊による対応のほか、消防（局）本部により対応を行うが、市街地で多

数の火災が発生している場合等は、消防（局）本部は市街地における火災の

対応で手一杯となり、石油コンビナートへの対応ができないことも想定され

る。

・そのため、県や総務省消防庁に対して、緊急消防援助隊への応援要請が行わ

れる。しかし、石油コンビナート火災に対応できる応援部隊が到着するのが

大幅に遅れることも想定される。

・大規模な爆発火災や毒性ガスの拡散等の恐れがある場合は、広域的な避難が

行われる。

（２）大規模災害発生時の避難 

大規模災害が発生または発生の恐れが生じた場合、避難対象地域のうち発災施設周辺は域外避難、

その他の避難対象地域は屋内退避を原則としているが、避難対象地域内に所在する外来者は手近に

ある頑強な建物等の内部へ退避する必要がある（ただし、屋外の広域避難場所は災害の影響が及ぶ

危険性があることから避ける）。

また、大規模災害の影響範囲は極めて大きくなる可能性があり、できる限り災害の発生前に避難

を完了させる必要がある。そのため、避難は原則として徒歩によるものの、災害発生施設の周辺（例

えば、発災施設と同じエリア内に所在する事業所の従業員等）については、車両による避難も可能

とするなどの工夫が必要と考えられる。

避難の実施中に爆発等が発生した場合には、無理に避難所へ行くよりも、可能であれば手近にあ

る頑強な建物内へ避難し、爆発や飛散物による二次的な被害の防止のため、カーテンを閉めて窓際

を避けることが望ましい。

なお、2011年東日本大震災で発生した高圧ガスタンクの爆発火災では、避難所への避難の実施後

に発生した爆発により、避難所の窓ガラスが破損したことから、より遠方の避難所へ二次避難を実

施している。一般的に、窓ガラスが破損する圧力は 1kPa とされているが、窓ガラスの破損は圧力

を受ける方向や面積、ガラスの歪みの有無等によって大きく異なる。したがって、窓ガラスの破損

は影響範囲外のエリアでも起こり得ることに注意が必要である。
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第５章 救助・救急【健康福祉局、消防局】

消防局は、災害により多数の要救助者、傷病者が発生した際には、大規模救急救助活動計画に基づき

実施するとともに、市関係局、県警察、第三管区海上保安本部等防災関係機関と緊密な連携による救助

活動及び応急救護活動並びに迅速な搬送活動を次により行う。

 １ 救助活動

救助活動は、災害状況に応じて関係機関等と緊密な連携態勢を確立し、有効適切な組織的活動を

行う。

 ２ 救急活動

    救急活動は、応急救護所の設置、傷病者のトリアージ及び応急処置の実施並びに医療機関への迅

速な搬送を重点として行い、必要に応じて川崎ＤＭＡＴ等の災害医療チームの要請を行う。

 ３ 救急搬送

   救急搬送は、傷病者トリアージの結果、重症な傷病者を優先し、必要に応じて航空隊によるヘリ

救急、軽症者については警防バス等の輸送車両による搬送を行う。

   また、市関係局と連携し、搬送先医療機関の調整、搬送状況の調査を行う。
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第６章 医療救護対策【健康福祉局、病院局、川崎区】 

本計画第２部「災害想定」に定める災害により、負傷者等の人的被害が発生したときは、川崎市地

域防災計画を準用し、必要な医療救護活動を行う。また、災害発生時における市民の医療救護活動を

円滑に実施するため医療救護計画（川崎市災害時医療救護活動マニュアル）を策定し、医療救護活動

の万全を期すものとする。 

第１節 医療救護活動体制の整備 

１ 健康福祉局の役割 

健康福祉局は、医療救護活動における地域医療関係団体等との連絡調整に関する窓口を一元化

して対応する。 

災害の規模により川崎市災害医療コーディネーターが参集した場合は、効果的な医療救護体制

を整備するために、収集された情報の整理、関係機関との調整等に関し、その専門的見地から助

言等を行う。また、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、ＪＭＡＴ（日本医師会災害医療チーム）、

日本赤十字社、その他関係機関等とともにコーディネートチームを構成し、そのリーダー的役割

を担う。 

災害時における医療救護体制は、あらかじめ人的・物的医療資源を有している既存の医療機関

を中心に構築し、川崎市医師会、川崎市病院協会等医療関係団体との連携を図り、医療救護班の

編成・派遣、患者搬送、患者受入調整、医薬品の確保・搬送等について、時間の経過に応じた体

制を確立する。 

また、災害時における市民の健康の確保のため、保健医療対策等の地域保健活動を行う。 

２ 保健福祉センターの役割 

保健福祉センターは、原則として、区内における医療救護班の配置、医薬品等の受入、患者の

搬送等のコーディネートを中心とした活動を行い、必要に応じ、直接医療救護所等に出向き、情

報収集及び医療救護活動の補助を行う。コーディネートにあたっては、災害復旧・復興期に至る

まで、地域の医療・被災者・生活関連情報に関するニーズを的確に把握・分析し、健康福祉局及

び地域医療関係団体との連携を図りながら、不均衡が生じないようにする。 

また、災害時における市民の健康の確保のため、被災地の保健医療対策、災害時要援護者対策、

防疫対策、環境・食品衛生対策等を実施する。 

３ 市立病院の役割 

市立病院は、災害時における入院患者等の安全確保を図るとともに、各病院の位置付けに応じ

て、被災傷病者の応急処置を含む外来治療及び搬送される重症者等の入院を含む受入れを行う。 

また、医療救護活動に必要な災害用医療資材及び医薬品等の備蓄を進める。 

４ 地域の医療関係団体との連携 

市は、災害時の医療救護活動を効果的に実施するため、災害の規模に応じ、次の地域医療関係

団体との協定等に基づいた協力を要請する。 
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（１）川崎市医師会 

川崎市医師会は、医療救護班を編成して各休日急患診療所等を拠点として医療救護活動を行

う。 

（２）川崎市病院協会 

川崎市病院協会は、搬送される被災傷病者の応急処置及び入院を含む受入れ等の医療救護活

動を行う。 

（３）川崎市歯科医師会 

川崎市歯科医師会は、各歯科保健センター及び歯科医師会館を拠点として医療救護班を派遣

して医療救護活動を行う。市歯科医師会による医療救護班は、主として歯科医療を要する傷病

者に対する応急処置、歯科治療・衛生指導等を行うとともに、災害関連死予防のための口腔ケ

ア活動を実施し、必要に応じて死体の検案に協力する。 

（４）川崎市薬剤師会 

川崎市薬剤師会は、災害時における医療救護活動を支援するため、救護組織を編成して傷病

者等に対する調剤・服薬指導、医薬品の仕分け・管理等及び救護活動に必要な医薬品等の確保

を行う。 

（５）川崎市看護協会 

川崎市看護協会は、医療救護班の派遣に協力し、傷病者等に対し救急看護を提供するととも

に、看護ボランティアの派遣調整を行う。 

（６）神奈川県柔道整復師会川崎南・北支部 

神奈川県柔道整復師会川崎南・北支部は、救護組織を編成して傷病者に対する応急救護及び

応急救護に関する衛生材料等の提供を行う。 

（７）川崎地区ケア輸送連絡会 

川崎地区ケア輸送連絡会は、医療救護活動に必要な患者等の搬送業務を行う。 

５ 市内病院の役割 

   災害時の医療救護活動を既存の医療機関中心に行っていくに当たり、全ての市内病院が、それ

ぞれの特徴を最大限活かし、地域で期待される役割を果たせるよう、各病院の規模、設備、立地

等に応じ、次のレベル１から４のいずれかに位置付ける。 

全ての市内病院は、入院患者の安全の確保を行った後、速やかに傷病者等の受入体制を整える。

病院に傷病者が殺到するときには病院前トリアージを行い、その位置付けに応じて、院内への受

入、他院への搬送、病院支援救護所への誘導等、必要な対応を行う。 

なお、レベル２から４の病院について、区内に該当する病院がない、又は被災により病院機能

が回復しない場合には、近隣区で当該位置付けとなっている病院がその役割を担う、一つの病院

が複数レベルの役割を兼ねるなど、健康福祉局が必要な調整を行う。そのため、隣接する区同士

においては、相互連携体制を平常時から確立しておくものとする。 

（１）レベル１（救命救急センターを有する災害拠点病院） 

    神奈川県が指定する災害拠点病院は、主に重症・重篤な傷病者を受け入れて治療を行うとと

もに、厚生労働省ＤＭＡＴ事務局やＤＭＡＴ調整本部からＤＭＡＴの活動拠点本部に指定され

ることがある。その中で、救命救急センターを有する災害拠点病院については、所在する区に

とどまらず、市全体の重症外傷患者等を受け入れることを想定し、市内の医療救護活動におけ
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る最上位に位置付け、受入体制を取るものとする。そのため、傷病者の受入調整や人的物的資

源の確保等に当たっては、原則として健康福祉局が調整を行うものとする。 

なお、自院に収容できない重症者等は、被災地域外に搬送するが、市外後方搬送や広域搬送

を要する場合には、原則として健康福祉局が、神奈川県や市外の当該機関等と調整を行う。 

（２）レベル２（区内災害医療強化病院） 

次のいずれかに該当する病院は、所在する区の医療救護活動の中心的立場として位置付け、重

症外傷以外の外傷、内因性重症・中等症等の患者を中心に受け入れるものとする。 

    ・ 救命救急センターを有しない災害拠点病院 

    ・ 神奈川県が指定する災害協力病院 

    ・ 上記のほか、その設備、規模、体制等から、区の中心となる役割を期待できる病院 

（３）レベル３（区内災害医療連携病院） 

所在する区において、レベル２の病院を補佐し、中等症者及び軽症者の受入、他院の安定した

入院患者の転院受入等を担う病院として位置付ける。レベル１及び２を除く、全ての救急告示を

受けた病院が該当する。 

（４）レベル４（区内災害時支援病院） 

所在する区又は区内の特定の地区において、レベル２及び３の病院と連携し、軽症者の診察、

他院の安定した入院患者の受入、専門医療等、主に他院の後方支援を担う病院として位置付ける。

レベル１から３に該当しない（救急告示を受けていない）、全ての病院が該当する。 

市内病院の位置付け 

ﾚﾍﾞﾙ 該当する病院 
活動 

範囲 
主な役割 

1 
救命救急センターを有する災害拠点病

院 
市全体 市全体の重症外傷患者等を受け入れる。 

2 

レベル1以外の災害拠点病院 

原則として

区 

区の医療救護活動の中心的立場として、重

症外傷以外の外傷、内因性重症・中等症等

の患者を中心に受け入れる。 

災害協力病院 

上記のほか、設備、規模、体制等から、

区の中心となる役割を期待できる病院 

3 レベル 1・2を除く全ての救急告示病院 
原則として

区 

所在する区において、レベル２の病院を補

佐し、中等症者及び軽症者の受入、他院の

安定した入院患者の転院受入等を担う。 

4 レベル 1～3を除く全ての病院 
区又は 

地区 

所在する区又は地区において、軽症者の診

察、他院の安定した入院患者の転院受入等

を行う。 
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市内の災害拠点病院（平成２８年６月現在） 

医療機関名 所在地 
許可 

病床数 

救命 

救急 

ｾﾝﾀｰ 

神奈川 

DMAT 

指定 

川崎 

DMAT 

指定 

離着陸場 

（病院との距離） 

市立川崎病院 
川崎区新川

通12－1 
713 ○ ○ ○ 

川崎病院専用ヘ

リポート（屋上） 

関東労災病院 
中原区木月

住吉町1－1 
610  ○  

関東労災病院専

用ヘリポート（屋

上） 

日本医科大学武

蔵小杉病院 

中原区小杉

町1－396 
372 ○ ○ ○ 

日本医科大学グ

ランド（100ｍ） 

帝京大学医学部

附属溝口病院 

高津区溝口 3

－8－3 
400  ○  

諏訪河川敷公園

（1500ｍ） 

聖マリアンナ医

科大学病院 

宮前区菅生 2

－16－1 
1,208 ○ ○ ○ 

明治製菓百合丘

総合センター

（1600ｍ） 

市立多摩病院 
多摩区宿河

原1－30－37 
376  ○  

多摩病院専用ヘ

リポート（屋上） 

６ 診療所の役割 

被災地域周辺の診療所においては、災害の規模、発生した時間帯等により、取りうる体制が大

きく変動することから、災害発生後は速やかに自身の診療所及び従事する医師等の安否を確認し、

その状況について、川崎市医師会が導入する安否確認システム等により報告する。 

従事する医師等が医療救護活動を行うことが可能な場合には、川崎市医師会により編成される

医療救護班に参加し、医療救護所等において、主に軽症者への医療救護及び慢性疾患への対応を

行うことを基本とする。なお、診療所が被災を免れ、診療所を開院する場合においては、地域の

医療資源の過不足状況、医療救護隊の編成状況等について、川崎市医師会を通じて十分確認した

上で決定する。 

７ 災害時情報伝達体制の整備 

市は、災害の規模に応じて、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）を活用するなど関係

機関と連携し、災害時における情報収集機能を強化する。また、防災行政無線の設置を医療関係

団体へ拡充するとともに、医療関係団体の自主的な情報伝達網を活用する。 

なお、全ての病院は、その位置付けに関わらず、「広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」

に登録し、災害が広域にわたる場合は、次のとおり災害発生直後から被災状況等の入力を行うも

のとする。病院での入力が困難な場合は、災害時優先電話、ＦＡＸ、伝令等の手段により、その

旨を速やかに区に報告し、代行入力を依頼する。そのため、各区では、区内の情報収集体制を整

備するとともに、平時からＥＭＩＳの入力体制を整備するものとする。 
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（１）緊急時入力（災害発生直後） 

被災状況を速やかに確認するとともに、ＥＭＩＳの「緊急時入力」から、次の内容について

情報を発信する。 

  ア 倒壊状況 

  イ ライフライン・サプライ状況 

  ウ 患者受診状況 

  エ 職員状況 

  オ その他 

（２）詳細入力 

続報が入り次第、ＥＭＩＳの「詳細入力」から、(1)の各項目について具体的な情報を随時発

信する。 

第２節 医療救護班等の編成・活動 

１ 市内の医療関係団体等 

（１）医療救護班の編成 

市内の医療関係団体等は、災害の規模に応じて、被災現地等における傷病者の応急医療救護

を行うため、次により医療救護班を編成する。 

ア 川崎市医師会 

川崎市医師会は、災害規模及び患者の発生状況に応じ、各休日急患診療所を拠点として医

師を班長とする医療救護班（現場医療救護班、待機医療救護班、収容医療救護班）を編成す

る。 

イ 地域の医療関係団体 

川崎市歯科医師会、川崎市薬剤師会、川崎市看護協会、神奈川県柔道整復師会川崎南・北

支部は、災害規模等に応じて各団体の医療救護計画等に基づき会員を医療救護所等に派遣す

る。 

（２）医療救護班の出動 

ア 川崎市医師会医療救護班の出動要請 

災害の規模及び患者の発生状況に応じ、医療救護班の出動を必要とする場合、市長は、川

崎市医師会長に出動要請を行うものとする。 

イ 川崎市医師会長等の指示による出動 

川崎市医師会長は、突発的災害又は緊急を要する場合にあって、医療救護班の出動につい

て市長と協議するいとまのないときは、独自の判断に基づき医療救護班を出動させることが

できる。また、区医師会長は、突発的災害又は緊急を要する場合にあって、市医師会長の指

示を受けるいとまのないときは、独自の判断に基づき医療救護班を出動させることができる

こととし、この規定は各班長にも適用する。この場合、区医師会長又は各班長は、市医師会

長にその旨を通知するものとする。なお、各々の場合、川崎市医師会長は市長又は区長にそ

の旨を通知するものとする。 

ウ 地域の医療関係団体への出動要請等 

ア及びイの規定は、地域の医療関係団体へ準用する。 
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（３）医療救護班の活動内容 

医療救護班の活動は次のとおりとする。 

ア 応急医療 

イ トリアージ 

ウ 患者搬送指示 

エ 薬剤又は治療材料の支給 

オ 看護 

カ 助産救護（搬送指示） 

キ 口腔ケア 

ク 死亡の確認 

ケ 死体の検案 

２ 市外の医療関係団体等 

   健康福祉局は、災害の規模、傷病者の発生状況及び区からの要請に応じ、神奈川県に対して災

害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）・日本赤十字社救護班・日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）を

はじめとする市外の医療関係団体等の応援要請を行い、併せて受入後の活動区域及び内容につい

て調整を行う。 

３ 医療救護所の設置 

   健康福祉局又は区本部は、協議の上、災害の規模、傷病者の発生状況、市内医療機関の被災状

況等を勘案して、適切な場所に臨時に医療救護所を設置する。 

  ○医療救護所の目的別分類 

（１）病院機能支援型救護所（病院前トリアージ・軽症者対応救護所） 

（２）地区臨時診療所型救護所      （３）避難所巡回型救護所 

（１）病院機能支援型救護所（病院前トリアージ・軽症者対応救護所） 

各病院の診療機能を維持することを目的に、原則として病院の敷地内（入口付近）にて、殺

到する傷病者に対してトリアージを行い、併せて、軽症（緑）と区分された者を誘導して手当

を行うため設置する。 

特に、レベル１及び２に位置付けられている各病院については、軽症者対応のためのスペー

スを各病院敷地内又は近接地にあらかじめ確保したり、地域の医療関係団体等と連携した訓練

を実施したりするなど、平時から病院機能支援型救護所が設置されることを想定した準備を行

っておくものとする。 

（２）地区臨時診療所型救護所 

 周辺の病院が機能しなくなった場合、又は周辺に病院がない場合の拠点として設置する。 

なお、周辺に病院がない場合の拠点として設置する場合、区本部は、当該救護所を担当する

医師等の参集体制についてあらかじめ区医師会等と協議して決めておくものとする。また、発

災時に区内で医師等の確保が困難な場合は、健康福祉局に支援を要請するものとする。 

（３）避難所巡回型救護所 

長引く避難生活の中で発生する、被災者の慢性疾患治療、健康管理等のニーズに対応するた
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めに設置する。原則として、避難所を巡回する形式とする。 

４ 医療救護班及び医療救護所の標示 

医療救護活動を行う医師及び職員は、「川崎市医療救護班」の腕章（派遣元団体名を明示したも

の）を着用し、医療救護所には、「川崎市医療救護所」の標識を掲示するものとする。 

５ 書類の整備 

医療救護を行うにあたっては、活動の記録、診療記録簿を整備しておくものとする。 

第３節 被災傷病者の収容医療施設 

１ 病院等の医療機関への搬送受入要請 

災害の規模及び傷病者の発生状況に応じ、被災傷病者の搬送受入れが必要な場合、市長は、川

崎市病院協会長に迅速な対応を要請するものとする。 

２ 川崎市病院協会の対応 

川崎市病院協会長は、市内の医療機関（川崎市病院協会及び川崎市救急告示医療機関協会）に

対し、各病院の位置付けに応じて直ちに被災傷病者等の外来治療に応ずるとともに、現場、避難

所等から搬送される被災傷病者等の受入れに可能な限り応じるよう指示するものとする。 

医療機関は、搬送される被災傷病者等の収容及び診療等に応じられるよう平時から準備を行い、

即応体制を整備するものとする。 

３ 病院体制の維持・向上 

市が各病院の位置付けを行うに当たっては、各病院の運営、施設・設備等の状況を十分考慮す

るが、各病院が、日頃から位置付け及び求められる役割を十分認識して体制の維持・向上に努め

ることができるよう、市は必要な支援を行う。 

第４節 市内における医療資源等の確保 

 区長は、区内の医療救護所及び収容医療施設における医療資源等の過不足状況を、ＥＭＩＳ等を活

用して速やかに把握し、備蓄によるもの等、既存の医療資源では不足が生じると認める場合は、直ち

に市長に要請を行うものとする。市長は、各種協定締結先等の関係機関に協力を要請するなど、必要

な措置を講ずるものとする。 

１ 患者の搬送 

原則として消防局の救急車で実施するが、必要に応じ、川崎地区ケア輸送連絡会を含め、陸路・

海路・空路による搬送を関係機関に依頼するものとする。 

２ 医薬品等の確保 

医療救護班が使用する医薬品・医療資器材は、市が備蓄するほか、医療救護所及び収容医療施

設において使用する医薬品等について不足が生じた場合には、川崎市薬剤師会及び市内医薬品卸
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会社との協定に基づき医薬品等を調達する。なお、血液製剤について不足が生じた場合は、神奈

川県へ支援を要請するものとする。 

３ ライフラインの確保 

市は、医療機関等における電気・ガス・水道等のライフラインの状況について情報収集を行い、

診療行為に支障がないように供給体制を整備するものとする。 

（資料編 川崎市と川崎市医師会との災害時における医療救護に関する協定・実施細目） 

（資料編 川崎市と川崎市歯科医師会との災害時における医療救護活動に関する協定） 

（資料編 川崎市と川崎市薬剤師会との災害時における医療救護に関する協定・医薬品等の供給に関

する協定） 

（資料編 川崎市と川崎市看護協会との災害時における救護活動に関する協定） 

（資料編 川崎市と川崎市病院協会との災害時における医療活動に関する協定） 

（資料編 川崎市と神奈川県柔道整復師会川崎南・北支部との災害時における応急救護活動に関する

協定） 

（資料編 川崎市と川崎地区ケア輸送連絡会との災害時等における応急医療活動に関する協定） 

（資料編 川崎市と市内医薬品卸会社との「災害時における医薬品の供給協力に関する協定」） 
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第７章 災害時の広報と広聴【総務企画局危機管理室、シティプロモーション推進室、 

消防局、川崎区】 

災害時に、広報及び広聴活動を積極的に実施し、救援救護対策や応急復旧対策の万全を期するととも

に、臨海部事業所、防災関係機関等や市民等に情報を発信する地域情報ステーションを設置し、人心の

安定を図るものとする。

第1節 災害広報 

災害発生後直ちに広報活動を開始し、臨海部事業所、市民等に対して正しい情報を提供することによ

り、混乱の発生防止に努めるものとする。

１ 広報事項

（１）災害発生直後の広報

ア 地震、津波、石油コンビナート災害等の発生状況に関する情報

イ 避難勧告、避難指示に関する情報

ウ 安全の確保と冷静な行動の呼びかけ

エ 出火防止の呼びかけ

オ 人命救助協力の呼びかけ

カ 被害状況

キ 応急対策進捗状況

ク その他必要な事項

（２）その後の広報

ア 地震、津波、石油コンビナート災害等に関する情報

イ 被害情報及び応急対策実施状況

ウ 生活関連情報

・ ライフラインの被害と復旧の見込み

・ 物資の供給状況

エ 安否情報

オ 教育機関の状況

カ 医療機関の状況

キ 道路・交通機関の状況

ク その他必要な事項

２ 広報の方法

（１）電子メールの活用

メールニュースかわさき「防災気象情報」等を活用し、文字による情報提供を行う。

（２）緊急速報メールの活用

緊急速報メール（ＮＴＴドコモ※、ａｕ、ソフトバンク、・Ｙ！ｍｏｂｉｌｅ）を活用し、文字に

よる情報提供を行う。 ※ＮＴＴドコモの名称：緊急速報「エリアメール」 

 （３）ホームページの活用

市ホームページ、市防災情報ポータルサイト及び携帯電話向けのモバイル川崎を活用し、文字

137



や画像による情報提供を行う。

（４）同報系防災行政無線の活用

市同報系防災行政無線同報系無線を活用し、音声による情報提供を行う。

（５）防災テレホンサービス

同報系防災行政無線で放送した内容を、防災テレホンサービスで提供する。

（６）テレビ神奈川データ放送の活用

テレビ神奈川(3ch)のデータ放送を活用し、文字による情報提供を行う。なお、データ放送はワ
ンセグ放送にも反映される。

（７）かわさきＦＭの活用

かわさきＦＭ（79.1MHz）を活用し、音声による情報提供及びインターネットのサイマル放送
を行う。

（８）広報車の活用

ア 災害の状況に応じて、必要と認める地区へ広報車等を派遣し広報を行う。

イ 広報車による広報は、状況により、印刷物の配布も行う。

（９）消防ヘリコプターの活用

必要に応じて消防ヘリコプターを使用し広報を行う。

（10）職員による広報 

広報車の活動が困難な地域や、職員による広報が必要と認められる地域については、職員を派

遣し広報を行う。 

（11）広報印刷物等の配布 

必要に応じて広報紙等の印刷物を作成・配布し、広報又は情報提供を行う。 

（12）ソーシャル・ネットワーキング・サービス 

ツイッター等を活用し、文字による情報提供を行う。 

（13）ラジオ・テレビの利用 

ア 「災害時等における放送要請に関する協定書」等の協定に基づく放送依頼 

イ 災害時におけるスポット放送 

ウ 市政広報番組の利用 

 （14）Ｌアラートの活用 

    テレビ、ラジオ等の情報発信者向けに一括して情報発信できるＬアラートを活用し、避難勧告・

避難指示に関する情報等の広報を行う。 

 （15）かわさき防災アプリ 

    スマートフォンに対してプッシュ通知できるかわさき防災アプリを活用し、情報を伝達する。 

３ 報道機関への情報提供

（１）災害発生後において把握した臨海部の被害状況については、報道機関を通じて発表する。

（２）定時に発表するほか、必要に応じて臨時に発表する。

（３）重大な被害が発生又は発生するおそれがあるときは、記者会見を開催し、状況説明等を行う。

（４）報道機関から災害報道のための資料提供依頼を受けた場合は、積極的に協力するものとする。

（５）市内の被害状況等により、必要に応じて報道プレスセンターを市役所第３庁舎４階会見室に設

置する。
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第２節 災害広聴 

災害発生時、甚大な被害が生じた場合には、人心の動揺、混乱により社会不安を招くおそれがあるた

め、被災者の生活相談や支援業務等について広聴活動を行い、応急・復旧対策に市民の要望等を反映さ

せる。

１ 実施体制

（１）平常時の広聴機能に加え、被災者の要望等を把握するため、必要に応じて被災地域の公共施設

や避難所に、臨時相談所を設置する。

（２）相談業務の担当は、総務企画局及び区において所管する。

（３）臨時相談所を設置した場合は、インターネット、電子メール、同報系無線、かわさきＦＭ、広

報紙等により広報する。

   また、報道機関を通じて発表する。

２ 要望等の処理

（１）要望、苦情等の相談内容を聴取し、速やかに関係機関等に連絡し、早期解決に努める。

（２）処理方法の正確性を期するため、聴取用紙等を備える。
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第８章 警戒・警備【総務企画局危機管理室、消防局】

第１節 警戒区域の設定

市長等は、災害が発生し又はまさに発生しようとしている場合において、市民の生命、身体、財産に

対する危険を防止するため、警戒区域等を設定して、当該区域への立入りの制限、禁止、又は退去を命

じることができる。

第２節 実施内容

１ 市の措置

（１）火災警戒区域

   消防局長又は消防署長、その代行として警察署長は、災害現場においてガス、火薬、危険物の

漏洩、飛散、流出等の事故が発生した場合において、事故により火災が発生するおそれが著しく

大きく、火災が発生した場合、人命又は財産に著しい被害を与えるおそれがあるとき、漏洩量及

び気象状況等の変化による危険範囲の変動を十分に考慮し、定期的に可燃性ガス濃度等危険性の

測定を実施して、測定結果に基づき火災警戒区域の設定を行う。

   なお、区域設定に際しては、安全を考慮し広めに設定するものとする。

（２）消防警戒区域

   消防職員又は消防団員は、災害現場において消防対等が災害活動を行う上で必要な区域として、

消防警戒区域を設定する。

２ 県警察（関係警察署）の措置

警察官は、市長等から要請があったとき、この要請に基づき、地域住民の安全と関係機関

の救助活動等応急措置の円滑を図るための警戒区域を設定する。なお、消防職員が現場にい

ないときは、必要に応じて同警戒区域を設定するものとする。

３ 第三管区海上保安本部（横浜海上保安部）の措置

   横浜海上保安部は、災害の発生又は発生するおそれがある海域及びその周辺海域のうち、船

舶交通の安全確保並びに災害応急対策上必要と認める海域を警戒区域として設定し、船舶の

航行制限など必要な措置を行う。

４ 神奈川県（薬務課、工業保安課、環境農政局）の措置

   警戒区域の設定にあたって、県薬務課、工業保安課、環境農政局は、必要な助言、指導を

行い警戒範囲の決定の補佐を行うものとする。
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第９章 緊急輸送対策【総務企画局危機管理室、建設緑政局、港湾局、川崎区、消防局】

第１節 緊急輸送道路等の確保

１ 緊急輸送道路等の確保

関係局長及び区長は、それぞれの計画の定めるところにより、速やかに応急復旧体制を確保し、

輸送機能の確保を図る。

（１）建設緑政局・港湾局・川崎区

    災害発生後関係局等は、直ちに初期活動を開始し、避難路並びに緊急車両及び災害応急車両等

の通行確保のため、次の応急対策を実施する。

ア 初動体制の確立

     関係局区等は初動体制の確立のために、平素から応急用資機材を整備する。

また、市災害対策本部事務局は必要に応じて協定締結事業者（川崎建設業協会、神奈川建設

重機協同組合、神奈川県測量設計業協会川崎支部及び社団法人日本埋立浚渫協会関東支部）に

対して応援要請を行う。

イ 交通規制の措置

道路管理者は、道路の破損、欠壊、その他の事由に因り交通が危険であると認められる場合

においては、区間を定めて、道路の通行禁止、又は制限を行う。なお、警察官の到着後は、警

察官の指示に従い措置を講ずる。

ウ 応急措置

災害により道路が破損した場合は、占用物件の存否を確認し、緊急活動に著しい影響を及ぼ

すので、地割れ、陥没等に対し、区本部と協議のうえ、速やかに応急復旧措置を実施する。ま

た、災害により発生した災害廃棄物が避難・輸送活動等に著しい影響を及ぼす場合は、川崎市

災害対策本部事務局を通じて、協定締結事業者（川崎建設業協会、神奈川建設重機協同組合、

神奈川県測量設計業協会川崎支部及び社団法人日本埋立浚渫協会関東支部、JFEスチール株式
会社）に協力を要請し、必要な人員や資機材等を調達し、解体撤去等を実施する。

（２）港湾局

ア 在港船舶の避難

     港湾局長は、京浜港長と調整のうえ、代理店との調整及び国際ＶＨＦ無線により在港船舶と

の連絡を行った後、避難船舶の運航調整、水先人等への情報提供を行い、適切に避難させる。

イ 海上交通規制

港湾局長は、本市所有船舶を出動させ、海上の状況の調査・把握を行うとともに、港内の安

全確保のため、必要に応じて京浜港長に対して所要の航行規制を要請する。 

 ウ 海上障害物の除去 

海上に障害物が漂流した場合、港湾局長は本市所有船舶のほか、公益社団法人川崎清港会に

協力を求めるほか、「災害時の緊急対策業務に関する協定」（社団法人日本埋立浚渫協会関東支

部）に基づく協力を要請する。

また、必要に応じて、関東地方整備局京浜港湾事務所にも協力を求める。
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２ 海上輸送による緊急物資の受入及び輸送体制

 （１）海上物資集積場所の確保

港湾局長は、緊急物資を速やかに受け入れるため、周辺状況を調査・把握するとともに、必要

に応じて、「災害時における救援活動に関する協定」（川崎港運協会、港湾貨物運送事業労働災害

防止協会川崎支部）や、「災害時の緊急対策業務に関する協定」（社団法人日本埋立浚渫協会関東

支部）に基づき、協力を要請する。

    また、受入に当たっては、岸壁や荷さばき地等の被害状況、航路の安全状況等を確認し、速や

かに受け入れ岸壁を決定するとともに、背後の荷さばき地、一時保管のための上屋などを確保す

る。

なお、一時保管施設の確保として、「災害時における緊急措置の支援に関する協定」（神奈川倉

庫協会）に基づく要請も併せて検討する。

 （２）救援船の受入れ

    港湾局長は、救援船の入港に当たっては、接岸岸壁を指定するとともに、水先人、タグボー

ト等関係機関との調整を図る。

    また、国際ＶＨＦ無線又は本市所有船舶からの情報により到着を確認し、救援船の安全な接

岸を確保する。

 （３）救援物資の受入

港湾局長は、受入れ場所を決定した後、「災害時における救援活動に関する協定」（川崎港運協

会、港湾貨物運送事業労働災害防止協会川崎支部）や、「災害時の緊急対策業務に関する協定」

（社団法人日本埋立浚渫協会関東支部）に基づき、荷役作業及び輸送に必要な人員、資機材の提

供を要請する。 

なお、これらの手段によるいとまがないとき又はこれらの手段によっても不足が生じる場合は、

横浜海上保安部、関東地方整備局に対して船舶による輸送協力を要請する。 

 （４）東扇島基幹的広域防災拠点の活用 

東扇島基幹的広域防災拠点である、東扇島東公園及び東扇島９号岸壁については、首都直下地

震等、国土交通大臣が広域災害応急対策の実施のため必要があると認めた場合は、港湾法第 55

条の３の２第１項の規定に基づき「広域災害応急対策適用状況」となり、国が直接管理すること

となる。 

その際は、「川崎港東扇島地区港湾広域防災施設等の管理に関する協定書」に基づいて、市は国

に対して必要な協力を行うとともに、市は、国が管理する港湾広域防災施設を使用する必要が生

じたときは、国に使用の申し入れを行う。 

３ 海上輸送による要避難者等の緊急輸送体制

 （１）要避難者の把握

    総務企画局は、臨海部に孤立し、避難を必要とする市民及び就業者等の把握のため、消防局等

関係局及び県、企業、共同防災組織等との情報連絡体制を整備し、要避難者の把握に努めるもの

とする。

 （２）輸送船舶着岸施設の確保

港湾局長は、要避難者の搬送を行うため、船舶着岸施設となりうる施設の周辺状況を調査・把

握するとともに、必要に応じて、「災害時における救援活動に関する協定」（川崎港運協会、港
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湾貨物運送事業労働災害防止協会川崎支部）や、「災害時の緊急対策業務に関する協定」（社団

法人日本埋立浚渫協会関東支部）に基づき、協力を要請する。

（３）輸送船舶の確保

    港湾局長は、要避難者の搬送を行うための船舶確保のため、所有の巡視艇の使用について検討

を行うほか、九都県市や、第三管区海上保安本部、海上自衛隊等に船舶の出動を依頼するほか、

「災害時の緊急対策業務に関する協定」（社団法人日本埋立浚渫協会関東支部）に基づき、船舶

の出動の協力を要請する。

（４）救援船の受入れ

   港湾局長は、救援船の入港に当たっては、接岸岸壁を指定するとともに、水先人、タグボート

等関係機関との調整を図る。

   また、国際ＶＨＦ無線又は本市所有船舶からの情報により到着を確認し、救援船の安全な接岸

を確保する。

（５）避難誘導

    総務企画局危機管理室は、要避難者の避難誘導にあたっては、避難ルートを示すとともに、川

崎区役所、港湾局のほか、共同防災組織に対して、避難誘導要員の確保を依頼する。また、必要

に応じて神奈川県警に対しても協力を依頼する。

４ ヘリコプター臨時離着陸場の確保

   総務企画局長は、災害時の航空輸送を円滑に行うため、消防局長と協議、調整し、臨時離着陸場

一覧表より、適切なヘリコプター臨時離着陸場を確保するものとする。

５ 海上自衛隊横須賀地方総監部の支援要請

 市長は、海上自衛隊横須賀地方総監部に対し、所有艦艇による支援を依頼する。

６ 広域共同防災組織の設置

   広域共同防災組織はその構成事業所又は市から大容量泡放射砲の出動の要請を受けたときは、直

ちに大容量泡放射砲等の輸送に必要な車両を調達し、予め定める輸送ルートにより安全かつ確実な

輸送を行う。

７ その他の関係機関及び特定事業所の措置

防災関係機関及び特定事業所は、緊急輸送を行うため必要があると認めるときは、緊急輸送の

実施及び輸送力の確保に関し、必要な措置を講ずる。

８ 応援協力関係

輸送力に不足が生じた場合は、県と協力し、防災関係機関及び事業所等に対し、応援を要請する

ものとする。

（資料編 災害時における応援に関する協定（川崎建設業協会））

（資料編 災害時における応急対策を行うための応援に関する協定書（神奈川建設重機協同組

合）【第４部第１章１７】）

143



（資料編 災害時における川崎市建設緑政局所管施設の被害状況の把握及び応急対策業務等の

協力に関する協定書（神奈川県測量設計業協会川崎支部））

（資料編 災害時の緊急対策業務に関する協定・実施細目【第４部第１章１４】） 

（資料編 災害時における救援活動に関する協定・実施細目【第４部第１章１５】） 

（資料編 災害時における緊急措置の支援に関する協定・実施細目【第４部１章１６】）

（資料編 川崎港東扇島地区港湾広域防災施設等の管理に関する協定書（国土交通省関東地方整

備局【第４部第１章１９】）

第２節 交通規制 

１ 道路交通規制の実施 

   県警察では、災害応急対策の円滑な実施を図るため、県内での発生が想定されている地震に対応

すべき路線を緊急交通路指定想定路５７路線（内川崎市内１４路線）の中からあらかじめ指定して

おくとともに、特定震度等に基づく区域における交通規制の基準を定めておくことにより、災害対

策基本法及び大規模地震特別対策措置法に基づく交通規制を迅速に行い、道路管理者と連携し、緊

急通行車両の円滑な運行の確保に努める。指定された緊急交通路では緊急通行車両以外の車両は、

通行の禁止、制限の交通規制を受けることになる。 

（１）大規模地震発生時における交通規制計画（本市に係る部分に限る） 

   ア 想定地震に基づく交通規制計画（路線規制） 

     被災地域方向に通じる緊急交通路の指定想定路（高速道路、自動車専用道路等）の中から、

県の地域防災計画において想定されている地震について、あらかじめ被災地域を基に下記のと

おり４つに分類し、それぞれに緊急交通路を指定する。 

（ア）神奈川県西部地震、東海地震及び南海トラフ巨大地震 

東名高速道路全線及び特定震度に基づく交通を規制する区域へ通じる路線のうち、交通部

長が必要と認めた道路の区間 

（イ）大正型関東地震 

東名高速道路全線、首都高速道路全線、東京湾アクアライン全線（国道409号）及び特定

震度に基づく交通を規制する区域へ通じる路線のうち、交通部長が必要と認めた道路の区間 

（ウ）三浦半島断層群の地震 

東名高速道路全線、首都高速道路全線、東京湾アクアライン全線（国道409号）及び特定

震度に基づく交通を規制する区域へ通じる路線のうち、交通部長が必要と認めた道路の区間 

（エ）都心南部直下地震 

東名高速道路全線、首都高速道路全線、東京湾アクアライン全線（国道409号）、国道246

号（都県境から新石川交差点までの間の上下線）及び特定震度に基づく交通を規制する区域

へ通じる路線のうち、交通部長が必要と認めた道路の区間 

   イ 特定震度等に基づく交通規制計画（面規制）  

     特定の震度に基づく交通を規制する区域及び津波浸水区域について、下記のとおりあらかじ

め交通規制（面規制）を実施することを定めておき、被災区域から区域外に進行する車両を流

出させ、区域内へ進行しようとする、又は区域内を移動しようとする一般車両の通行を禁止す
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る。  

（ア）震度６強以上が観測された区域 

（イ）その他甚大な被害が確認された区域で、交通部長が必要と認めた道路の区域 

（ウ）津波浸水区域 

大津波警報が発表された場合、又は津波警報が発表され、交通部長が必要と認めた場合に

おいて、避難するためやむを得ない場合を除き、本市が策定した津波浸水区域において、緊

急通行車両以外の車両の道路における通行を禁止し、又は制限する。 

（２） 交通情報の伝達等 

ア 交通情報の収集 

被災地の交通混乱防止及び緊急交通路確保等の交通対策を迅速・的確に実施するため、現場

の警察官や関係機関等からの情報に加え、航空機、交通監視カメラ等を活用して、通行可能な

道路や交通状況を迅速に把握するものとする。 

イ 交通情報の相互活用 

災害時における県警察の交通情報は、県警察災害警備本部と交通管制センターに集約し、そ

の情報交換については、県災害対策本部等との間に設定した専用電話をもって相互に連絡し災

害応急対策に資する。 

ウ 交通情報の広報 

交通規制の内容を運転者、地域住民及び就業者等に周知するため、看板、垂れ幕、広報車両、

航空機及び現場警察官による広報を積極的に実施する。 

２ 海上交通規制の実施 

   第三管区海上保安本部は、船舶の火災、危険物の流出等により海上災害が発生し又は発生するお

それがある場合は、警戒海域を設定し、当該海域への進入、航行の制限若しくは禁止を行う。 

 （資料編 緊急交通路指定想定路・緊急輸送道路一覧表） 
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第１０章 災害救助法の適用【健康福祉局】

災害救助法は、災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社、その他の団体及び国民の協力のも

とに、応急的に、必要な救助を行い、災害にかかった者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的と

している。市は適切な救助活動が実施されるよう災害救助法の適用基準をもとに、法の適用申請を行う。

第１節 災害救助法の実施

１ 災害救助法（昭和 22年法律第 118号）による救助は、国からの法定受託事務として県知事が実
施する。

ただし、災害の事態が急迫して知事による救助の実施を待つことができない場合は、市長は災害

救助法の規定による県知事が行う救助の補助として着手し、その状況を速やかに県知事に情報提供

するものとする。

２ 県知事が救助の実施に関する事務の一部を市が処理することとする場合には、その事務の内容及

び期間を市に通知し、市長が実施する。

第２節 災害救助法の適用基準

災害救助法の適用基準は、災害救助法施行令第１条に定めるところによるが、市内における適用基準

は次のとおりであり、本計画では第２部に記載した災害想定に基づくものとする。

１ 住家等への被害が生じた場合

（１）ア 市内において、150世帯以上の住家が滅失したこと。
    イ 市内の区のいずれかにおいて、100世帯以上の住家が滅失したこと。ただし、この場合は

当該区のみに適用する。

（２）上記の（１）に達しないが、神奈川県下において、2,500 世帯以上が滅失し、かつ、市内にお
いて 75世帯以上又は市内の区のいずれかにおいて、50世帯以上の住家が滅失したこと。この場
合には市又は当該区に適用する。

（３）神奈川県下において、12,000世帯以上の住家が滅失し、かつ、市内の各区における被害世帯数
が多数であること。

（４）災害が隔絶した地域に発生したものである等災害にかかった者の救護を著しく困難とする厚生

労働省令で定める特別の事情がある場合で、かつ、多数の世帯の住家が滅失したものであること。

２ 生命・身体への危害が生じた場合

多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合であって、厚生労働省令で

定める基準に該当すること。

第３節 被害程度の認定基準

１ 滅失世帯の算定

住家が滅失した世帯数の算定にあたっては、住家が半壊し、又は半焼する等、著しく損傷した世

帯は２世帯をもって、住家が床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住することができない状

態となった世帯は３世帯をもってそれぞれ住家の滅失した１世帯とみなす。

なお、全壊（焼）、流失世帯は滅失世帯とする。
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（１）全壊（焼）、流失

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流失、埋没、

焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもの

で、具体的には、住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の７０％

以上に達した程度のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割

合で表し、その住家の損害割合が５０％以上に達した程度のもの。

（２）半壊（焼）

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚だしい

が、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には損壊部分がその住家の延床面積

の２０％以上７０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める

損害割合で表し、その住家の損害割合が２０％以上５０％未満のもの。

（３）床上浸水

前記（１）、（２）に該当しない場合であって、浸水が床上に達した程度のもの、又は土砂、竹

木等のたい積により一時的に居住することができない状態となったもの。

２ 世帯及び住家の単位

（１）世帯

生計を一にしている実際の生活単位をいう。

（２）住家

現実に居住のため使用している建物をいう。ただし、耐火構造アパート等で居住の用に供して

いる部屋がしゃ断、独立しており、日常生活に必要な設備を有しているもの等については、それ

ぞれをもって１住家として取り扱う。

第４節 災害救助法の適用要請

 １ 健康福祉局長は、震災による被害が災害救助法適用基準に該当したとき、又は該当すると予測さ

れるときは、市長の承認を得て、県知事に対して、災害の発生報告を行い、災害救助法の適用を要

請する。

 ２ 健康福祉局長は、当該災害に災害救助法が適用されたときは、各局長及び区長にその旨を通知す

る。

第５節 救助の内容

１ 救助の種類

「災害救助法施行細則による救助の程度等」（県告示）における救助の種類は次のとおりである。

（１）避難所、応急仮設住宅の供与

（２）炊出しその他生活必需品の給与又は貸与

（３）医療及び助産

（４）災害にかかった者の救出

（５）災害にかかった住宅の応急修理

（６）用品の給与

（７）埋葬
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（８）死体の捜索

（９）死体の処理

（10）障害物の除去 

（11）応急救助のための輸送及び賃金職員等の雇用

２ 応急救助の実施

災害救助法が適用となり、県知事から処理することとなる事務の内容等が通知された場合には、

救助に関する事務の一部を市が行う。具体的な実施方法は、本市地域防災計画に準拠するものとす

る。

第６節 費用の負担

災害救助法が適用された場合、前節に掲げた各種の救助に要する費用は、神奈川県が支弁する。ただ

し、市が救助に関する事務の一部を行うこととした場合又は県が救助に要する費用を支弁するいとまが

ない場合には、市が一時繰替支弁することがある。

（資料編 災害救助基準）
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第１１章 生活関連施設の応急復旧活動【上下水道局、関係局】 

 震災により公共施設等が被害を受けた場合、その施設管理者は、消火、救助・救急、物資輸送等の応

急活動及び市民生活への支障を最小限にするため、迅速かつ的確な応急対策を実施するものとする。

第１節 上・工・下水道施設

１ 上水道施設 

   災害が発生した場合、水道施設の機能を維持するため、迅速かつ的確な応急対策を次により実施

するものとする。 

（１）応急対策 

    被害調査の結果、配水機能が維持されている場合は、水道の漏水等に起因する二次災害の発生

のおそれのない範囲において、できる限り配水を停止しないことを原則とし、また、被害施設は

その重要度に従い、総力をあげて短期間に復旧するものとする。 

ア 人員の配置 

  災害発生と同時に動員を行い、災害の規模、場所等を確認し、状況に応じた人員の配置を行

う。 

イ 通信連絡 

有線通信設備が不通又は混乱した場合は、緊急連絡に市防災行政無線設備を使用し、情報の

収集、伝達を行うものとする。 

   ウ 被害調査 

     災害発生と同時に、以下の順位で水道施設の被害調査を行い、状況把握と適切な給・配水計

画並びに応急復旧計画を決定するものとする。 

   （ア）配水本管及び主要配水支管 

   （イ）配水支管、給水装置 

   エ 応急復旧 

   （ア）配水施設 

      被害調査により、通水可能な管路を確認し、各浄水場の状況、配水池容量等を考慮しなが

ら送・配水管路網の弁類を操作して配水系統の変更を行い、円滑な配・給水に当たると同時

に、被害施設の復旧は、各配水池及び給水拠点までの管路を最優先とし、避難所、病院等重

要施設への配水管等その重要度に従い応急復旧を行うものとする。 

      なお、二次災害の発生のおそれのない範囲の漏水は、副次的なものとして、逐次復旧して

いくものとする。 

   （イ）給水装置 

      給水管、給水装置の被害箇所は、配水管の通水に支障を及ぼすもの、道路上の漏水で二次

災害の発生するおそれのあるもの等、その重要度に従い応急復旧を行う。 

（２）復旧用機器及び資材 

    応急復旧作業用機器等は日頃から整備を図るものとし、応急復旧工事に必要となる復旧資材は、

「水道事業及び工業用水道事業における災害復旧用資材備蓄計画」に基づき、被害想定からの備

蓄数量を保管する。 
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 （３）応援要請 

    被害状況、応急復旧工事の進捗状況等により、本市のみでの対応が困難な場合は、日本水道協

会、19大都市水道局災害相互応援等を有効的に活用し、他都市等への応援を要請する。 

２ 工業用水道施設 

  災害が発生した場合、工業用水道施設の機能を維持するため、迅速かつ的確な応急対策を次によ

り実施するものとする。 

（１）応急対策 

被害調査の結果、配水機能が維持されている場合は、工業用水道の漏水等に起因する二次災害

の発生のおそれのない範囲において、できる限り配水を停止しないことを原則とし、また、被害

施設はその重要度に従い、総力をあげて短期間に復旧するものとする。 

ア 人員の配置 

災害発生と同時に動員を行い、災害の規模、場所等を確認し、状況に応じた人員の配置を行

う。 

イ 通信連絡 

有線通信設備が不通又は混乱した場合は、緊急連絡に市防災行政無線設備を使用し、情報の

収集、伝達を行うものとする。 

ウ 被害調査 

災害発生と同時に、次の順位で工業用水道施設の被害調査を行い、状況把握と適切な給・配

水計画並びに応急復旧計画を決定するものとする。 

（ア）配水本管及び主要配水支管 

（イ）配水支管、給水装置 

エ 応急復旧 

（ア）配水施設 

被害調査により、通水可能な管路を確認し、各浄水場の状況、調整池容量等を考慮しなが

ら送・配水管路網の弁類を操作して配水系統の変更を行い、円滑な配・給水にあたるものと

する。 

なお、二次災害の発生のおそれのない範囲の漏水は、副次的なものとして、逐次復旧して

いくものとする。 

（イ）給水装置 

給水管、給水装置の被害箇所は、配水管の通水に支障を及ぼすもの、道路上の漏水で二次

災害の発生するおそれのあるもの等、その重要度に従い応急復旧を行う。 

（２）復旧用機器及び資材 

応急復旧作業用機器等は日頃から整備を図るものとし、応急復旧工事に必要となる復旧資材は、

「水道事業及び工業用水道事業における災害復旧用資材備蓄計画」に基づき、被害想定からの備

蓄数量を保管する。 

（３）応援要請 

被害状況、応急復旧工事の進捗状況等により、本市のみでの対応が困難な場合は、日本工業用

水協会、関東地域における工業用水道災害相互応援等を有効的に活用し、他都市等への応援を要

請する。 
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３ 下水道施設 

下水道施設の被害が発生した場合、迅速かつ的確な応急対策により、下水の排除や汚水の処理な

どの下水道機能を早期に復旧するものとする。 

（１）初動体制 

ア 情報の収集 

正確な情報収集により、施設の災害規模、周辺状況を認識する。また、局内における情報拠    

    点と、連絡の混乱を避けるための連絡網を確保する。 

イ 被害調査及び報告 

施設内の被災状況の全容を、緊急点検により的確に把握し、当該関連施設の被災状況を相互  

    に確認するとともに災害対策本部長に報告し、的確な施設への応急処置の対応を図る。 

ウ 応急処置 

施設、設備の被災状況調査結果により、施設内安全対策と施設維持、設備運転可能な範囲に 

    おいて機能回復処置を施す。 

（２）応急処置及び復旧資機材の確保 

各施設との連携内容を考慮した、応急処置及び復旧に必要な資機材リストを備え、指定置場に

常時一定量を確保する。 

（３）関連・関係団体との連携 

応急復旧で必要となる資機材、要員等については、川崎建設業協会、排水設備業者、機器メー

カー、資機材納入業者等の関連、関係団体等との協力を得て作業に当たる。 

（資料編 災害時応急給水拠点一覧表＜川崎区＞） 

（資料編 19大都市水道局災害相互応援に関する覚書・実施細目） 

（資料編 東京都との緊急応援に関する業務協定） 

（資料編 東京都と川崎市における連絡管の設置に関する基本協定書・管理運用協定・確認書） 

（資料編 横浜市との緊急応援に関する業務協定） 

（資料編 川崎市水道局と千葉県水道局との災害相互応援に関する協定・了解事項） 

（資料編 公益社団法人日本水道協会神奈川県支部災害相互応援に関する覚書） 

（資料編 公益社団法人日本水道協会関東地方支部災害時相互応援に関する協定・実施要領） 

（資料編 関東地域における工業用水道災害相互応援に関する協定書・実施細則） 

（資料編 神奈川県内広域水道企業団と川崎市水道局との災害時における応急給水の実施に関する協定

書） 

（資料編 災害時における給水装置等応急措置の応援に関する協定・覚書）     

（資料編 下水道災害時における大都市間の連絡・連携体制に関するルール） 

（資料編 関東ブロック下水道事業における災害時支援に関するルール） 

（資料編 災害時における下水道管きょの応急復旧対策の協力に関する協定 

（川崎市環境整備事業協同組合））     

第２節 その他の施設

 施設管理者は、迅速かつ的確な応急対策を実施するために、原則として川崎市地域防災計画を準用し、

必要な措置を講じる。
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第１２章 放射性物質等災害対策【総務企画局危機管理室、環境局、健康福祉局、川崎区】

本章では、以下の災害を想定し必要な対策を講じるものとする。

１ 核燃料物質を保有する事業所における災害 

２ 核燃料物質の事業所外運搬中の事故による災害 

３ 広域的放射能汚染災害 

４ 放射性廃棄物を保有する事業所における災害 

第１節 対象となる施設 

１ 原子力災害対策特別措置法の適用されている施設

事 業 所 名 所 在 地 熱出力等

株式会社東芝

原子力技術研究所※２

ＮＣＡ
川崎区浮島町

200W 
Ｎ２８－２ 核燃料物質使用施設

※ 石油コンビナート等特別防災区域に立地する施設

２ 原子力災害対策特別措置法の適用から除外されている施設

事 業 所 名 所 在 地 現 況

株式会社東芝研究炉管理センター 川崎区浮島町 廃止措置中

  （参考）

事 業 所 名 所 在 地 現 況

株式会社日立製作所王禅寺センタ

（ＨＴＲ）
麻生区王禅寺 廃止措置中

東京都市大学（旧武蔵工業大学）

原子力研究所
麻生区王禅寺 廃止措置中

第２節 放射性物質等の災害対応 

 この章で規定すべき、「計画の基礎とするべき災害の想定」、「災害予防対策」、「災害応急対策」、「屋内

退避、避難、飲食物の摂取制限等の防護活動」、「災害時の市民等への指示広報」、「災害復旧対策」につ

いては、地域防災計画（都市災害対策編）に準拠し、対応するものとする。
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第５部 復旧・復興対策

第１章 民生安定のための緊急措置 

災害時には、多くの市民が負傷したり、家や家財等を喪失し、また、電気、ガスあるいは電話の途絶

などにより、かなりの混乱状態に陥ることが考えられる。 

このため、防災関係機関等と協力し混乱をすみやかに治め、人心の安定と社会秩序の回復を図るため

の緊急措置を講ずる。 

第１節 相談窓口の開設【総務企画局市民情報室、関係局、川崎区】 

市は、必要に応じて被災者のための相談窓口を市、各区に設置し、次の業務を実施する。 

１ 被災者からの苦情又は要望事項を市、各区において聴取し、各局・関係機関との調整等によりそ

の解決に努める。 

２ 被災者への迅速かつ適切な相談事業を行うため、市関係局と緊密な連携を図る。 

３ 相談内容、被害状況等について、防災関係機関との連絡を密にし、相談態勢の確立を図る。 

４ 各区長は、相談窓口で受けた要望の内容、件数、対応状況等を総務企画局長に報告する。 

第２節 資金の貸付【経済労働局金融課】 

災害により被害を受けた中小企業者の円滑な資金の調達を図るため、事業活動に必要な資金を融資する。 

１ 災害対策資金 

（１）災害対策資金 

ア 融資対象者 

（ア）火災、風水害等の被害を受け、り災証明を受けた中小企業者等 

（イ）中小企業信用保険法第２条第５項第３号又は第４号の認定を受けた中小企業者等 

イ 融資条件 

（ア）融資限度額  8,000万円 

（イ）金利     年 1.7％以内 

（ウ）返済期間   運転資金10年以内。設備資金10年以内（内据置期間１年以内） 

（エ）信用保証   川崎市信用保証協会の信用保証が必要（保証料は、市が概ね半額補助） 

（２）激甚災害対策資金 

ア 融資対象者 

国が指定した激甚災害の被害を受けている中小企業者等 

イ 融資条件 

（ア）融資限度額  2億8,000万円 

（イ）金利     年 1.7％以内 

（ウ）返済期間   運転資金10年以内。設備資金10年以内（内据置期間１年以内） 

（エ）信用保証   川崎市信用保証協会の信用保証が必要（保証料は、市が概ね半額補助） 
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第２章 公共施設の災害復旧 

被災した公共施設の災害復旧は、被災施設の原形復旧とあわせ、再度の災害発生を防止するため、応

急復旧終了後被害の程度を十分検討して、必要な施設の新設又は改良等を行う。 

実施にあたっては、被害の状況に応じ重要度と緊急度の高い施設から復旧工事を優先して行うものと

する。 

第１節 事業実施に伴う国の財政援助等【関係局】 

災害復旧事業に伴う財政の援助及び助成は、法律等により国がその全部若しくは一部を負担し、又は

補助する災害復旧事業費に関する知事の報告、その他地方公共団体が提出する資料及び実地調査の結果

等に基づき、主務大臣が決定し、適正かつ速やかに行うこととなっている。 

法律等により負担又は補助する災害復旧事業は、次のとおりである。 

主な災害復旧事業 

事項・内容 根拠法律等 関係省庁 

(1) 公共土木施設災害復旧事業 

河川、海岸、砂防設備、林地荒廃防止施設、 

地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、 

道路、港湾、漁港、下水道、公園 

公共土木施設災害復旧事

業費国庫負担法 

国土交通省 

農林水産省 

(2) 農林水産業施設等災害復旧事業 

農地、農業用施設、林業用施設、漁業用施設、共同利用

施設 

農林水産業施設災害復旧

事業費国庫補助の暫定措

置に関する法律 

農林水産省 

(3) 文教施設等災害復旧事業 

○ 公立学校施設災害復旧事業 

○ その他（国立学校、文化財） 

公立学校施設災害復旧費

国庫負担法 

文部科学省 

(4) 厚生施設等災害復旧事業 

○ 社会福祉施設等災害復旧事業 

生活保護施設、児童福祉施設、老人福祉施設、障害者

支援施設等 

○ 環境衛生施設等災害復旧事業 

○ 医療施設災害復旧事業 

○ その他（水道施設、感染症指定医療機関） 

生活保護法 

児童福祉法 

老人福祉法 

障害者自立支援法（平成25

年４月より障害者総合支

援法に名称変更予定） 

厚生労働省 

(5) その他の施設に係る災害復旧事業 

○ 都市施設災害復旧事業 

（街路、都市排水施設等） 

○ 公営住宅災害復旧事業 

○ 空港災害復旧事業 

○ 鉄道災害復旧事業 

公営住宅法 

空港整備法 

鉄道軌道整備法 

国土交通省 
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第２節 激甚災害の指定 

著しく激甚である災害が発生した場合における地方公共団体の経費の負担の適正化と被災者の災害復

興の意欲を高めることを目的として、昭和37年に「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関す

る法律（昭和37年法律150号、以下「激甚法」という。）」が制定された。この法律は、激甚災害として

指定された災害を対象に、国の地方公共団体に対する特別の財政援助と、被災者に対する特別の財政措

置を内容としている。 

市域に大規模な被害が発生した場合、激甚法による援助、助成等を受けて適切な復旧計画を実施する

必要があり、激甚法指定の手続きについて定めるものとする。 

１ 激甚災害の指定の手続き 

大規模な災害が発生した場合、地方公共団体の長の報告を受けた内閣総理大臣が、中央防災会議

に諮問する。 

中央防災会議では、激甚災害であるか否かの判断及び発動すべき特別措置の範囲を激甚災害指定

基準又は局地激甚災害指定基準に基づいて審議決定し、これらを政令で指定する。 

   （報告） 

                                   （災害名適用条項） 

２ 調査報告 

市長は、大規模な災害が発生した場合、激甚災害指定基準及び局地激甚災害指定基準を十分考慮

し、災害状況等を県知事に報告するものとする。 

３ 特別財政援助の交付に係る手続き 

激甚災害の指定を受けたときは、適用対象事業を所管する局長は、特別財政援助額の交付に関わ

る調書等をすみやかに作成し、県の関係部局に提出するものとする。 

（
諮
問
）

市長

県知事

内閣総理大臣 閣議決定 政令交付

中央防災会議

（
報
告
）（
通
報
）

（
答
申
）
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第３章 復興体制【総務企画局危機管理室、臨海部国際戦略本部、まちづくり局、川崎区、

関係局】 

市長は、市が臨海部における災害により重大な被害を受けた場合において、まちの復興並びに市民生

活や企業活動の再建及び安定に関する事業（以下「復興事業」という。）を速やかに、かつ、計画的に実

施するため、市長を本部長とする川崎市震災復興本部（以下「復興本部」という。）を被災状況により設

置し、復興方針、復興計画等を策定することにより復興事業を推進する。 

第１節 復興本部 

 復興本部の本部長は市長をもって充て、副本部長は副市長をもって充てる。また、本部員は、本部長

が本市職員のうちから指名する者をもって充てる。 

 復興本部は、応急対策の実施状況を見計らって、おおむね発災後１週間後程度の時期を目途に設置す

る。 

第２節 被害状況の把握とまちづくりの検討 

 復興本部は市災害対策本部と共同して、被害状況の早期把握に努めるとともに、復興事業の導入やま

ちづくりを導入すべき地域の検討を行う。 

第３節 復興方針 

 復興本部は、できるだけ速やかに、災害に強く、臨海部における地域特性を活かした復興後の都市の

あるべき姿や、まちづくりの方向性等を示した「復興基本計画」策定に当たっての考え方を明らかにし

た「復興基本方針」を定め、これを公表し、復興計画の実施について市民等の合意形成に努め、市民・

企業・行政の協働による復興体制を構築する。 

第４節 復興計画 

「復興基本方針」の策定後、６か月以内を目途に「復興基本計画」を策定するものとし、市民生活の

早期の復興を図る。 

「復興基本計画」には、都市復興計画、生活復興計画、産業復興計画、及びそれらの事業手法、財源、

推進体制に関する事項を定める。また、市民及び事業者の意見を聴くとともに、その意見を調整し、計

画に反映されるよう必要な措置を講じるとともに、策定後は市民に広く公開し、情報共有を図りながら

推進する。
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【災害対策本部と復興本部の目的と対策の比較】 

※網掛け部分は、災害応急・復旧対策と復興対策で共通している対策

【災害対策本部と復興本部の業務比重イメージ】 

復

興

本

部

災
害
対
策
本
部

災害が発生し、または発生するおそれがある場合に、円滑

な災害応急対策を実施するために設置される本部

災害により重大な被害を受けた場合において、都市の復興、

生活再建、経済復興等の事業を計画的に実施するために設

置される本部

 日常ではない非常時特有の対策

救助・救急、災害時医療、避難所、物資輸送など

がれき処理、応急住宅対策、広報・公聴など

住宅建設、都市基盤整備、雇用の維持確保、産業復興支援など

基本的には平時の制度・業務の活用、延長または変形による対策（事業）

ただし、その対象は平時に比べて格段に多い

目 的

目 的

復興対策

応急・復旧対策

予防計画
発

災

時間

災害対策本部

応急・復旧対策

復興本部

復興対策

157



第６部 東海地震に関する事前対策計画

第１章 総則 

第１節 計画の目的【総務企画局危機管理室、横浜地方気象台】 

１ この計画は、臨海部における、東海地震の発生に伴う災害の発生を防止し、又は軽減するため、

神奈川県石油コンビナート等防災計画及び川崎市地域防災計画（震災対策編）に基づき、市のとる

べき事前措置の基本的事項を定めるとともに、県等の防災関係機関等が行う事前措置の基本的事項

を取りまとめ、東海地震の事前対策の推進を図ることを目的とする。

２ この計画は、東海地震に関連する調査情報（臨時）、東海地震注意情報、東海地震予知情報（以下

「東海地震に関連する情報」という。）の発表及び警戒宣言が発せられたときから、地震発生までの

間における事前応急対策を中心に定める。

情報の種類               情 報 の 内 容          配備体制 

東海地震に

関連する調

査情報(定

例) 

毎月開催される定例の地震防災対策強化地域判定会にお

いて評価した調査結果について発表される情報 
― ― 

東海地震に

関連する調

査情報(臨

時) 

東海地域の観測データに通常とは異なる変化が観測され

た場合、その変化の原因についての調査の状況が発表され

る情報 

総務企画局危機管理室の体制

を強化し、警戒体制を確立する。

 東海地震 

 注意情報 

東海地震の前兆現象の可能性が高まったと認められた場

合に発表される情報で、東海地域におけるひずみ計２箇所

での有意な変化が、プレスリップによるものと判定会で判

断した場合等に発表される情報 

東海地震警戒本部を設置する。

 東海地震 

 予知情報 

東海地震が発生するおそれがあると認められ、警戒宣言

が発せられた場合に発表される情報で、東海地域における

ひずみ計３箇所以上での有意な変化が、プレスリップによ

るものと判定会で判断した場合等に発表される情報 

災害対策本部を設置する。 
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第２節 東海地震に関する事前対策の体系【総務企画局危機管理室】

 東海地震に関する事前対策の体系は、次のとおりである。

予知情報の報告 警戒本部の設置・
）（ 事 前 措 置 ） 発災後（

・警戒宣言等 警戒宣言発令時対策

内閣総理大臣に

よる地震防災対 観 測 ・ 測 量 気象庁長官による地震予知 地 震 災 害 警 戒

策強化地域指定 の 強 化 情報の報告（追加報告） 本 部 の 設 置

（諮問）

中央防災会議 内閣総理大臣 自 衛 隊

（閣 議） 派遣要請

中央防災会議による地震防災

基 本 計 画 の 作 成 警 戒 宣 言 地震防災強化計画

に基づく国の対策

指定行政機関 による地震 の実施

防災強化計 指定行政機関

指定公共機関 画 の 作 成 指定公共機関 指定公共機関

地震防災強化計画 県 知 事 県地震災害

の 作 成 警戒本部の

設 置

地震防災強

化計画に基

づく対策の

実 施

地震防災強化計画に 関 係 市 長 市町村地震

準じた計画の作成 災害警戒本

部 の 設 置

地震防災強

化計画に基

づく対策の

実 施

防災上重要な施設又は事

業の管理者等による地震 事業所及び住民等 地震防災応

防災応急計画の作成 急計画に基

づく措置の

実 施

（
対
策
の
総
合
調
整
）

（
国
）

（
県
）

（
関
係
市
）

（
特
定
事
業
所
等
）

（

通

知

）

（
通
知
）

（
伝
達
）

（
報
道
機
関
を
通
じ
て
の
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第２章 東海地震に関する予防対策計画

 東海地震が発生した場合に、特別防災区域に係る火災、爆発、石油等の漏洩若しくは流出、

その他の災害の発生及び拡大を防止するため、東海地震注意情報及び東海地震予知情報（以下

「東海地震注意情報等」という｡）発表時並びに警戒宣言発令時において実施する地震防災応急

対策を事前に整備する。

 川崎市は、東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時に応じた体制を確立するため、県

等と連携して、特定事業所等に対する指導を強化するとともに、地震防災上必要な教育、広報

及び防災訓練を実施して、地震防災応急体制の確立を図る。

第１節 特定事業所等

１ 地震防災応急計画等の作成

  特定事業所等は、大震法に規定する地震防災応急計画に準じた計画等を作成し、東海地震

注意情報等が発表された場合及び警戒宣言が発令された場合に、必要な応急的保安措置を講

じ、地震災害に対処できる体制の確保に努める。

（１）計画等を策定すべき事業所

ア 石災法第２条に規定する特定事業所

   イ 高圧ガス保安法第５条第１項の許可に係る事業所

   ウ 消防法第14条の２第１項に定める「予防規程」を定めなければならない事業所

   エ その他、防災関係機関が計画等の策定の必要を認めた事業所

（２）計画等の内容

    特定事業所等が作成する地震防災応急計画等については、各指導機関が定める基準等

によるものとし、東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時において必要な措置を

確実に実施できるよう事業所の実態に応じた実践的な計画とする。

    地震防災応急計画等の内容は、次のとおりとする。

ア 地震防災応急組織及び動員に関すること

     事業所の機構及び実態に応じて、応急措置が確実かつ系統的に実施できる組織を定

める。

     特に、通常勤務体制時と夜間、休日体制時に分けて整備するよう努める。

（ア）応急措置を行うための組織編成及び業務分担の明確化

   （イ）応急措置業務責任者不在時における代行者の指定

   （ウ）動員を要する職員の範囲、東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時におけ

る自主参集方法等の明示 

   イ 東海地震注意情報等及び警戒宣言の発令情報の受伝達に関すること

     東海地震注意情報等及び警戒宣言発令情報の受理体制及びその内容を全従業員に確

実かつ速やかに周知させる伝達系統及び方法について定める。

   ウ 危険物、高圧ガス施設等の運転及び作業の停止等に関すること
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     地震発生に伴う災害の発生を防止し、又は軽減するため、危険物、高圧ガス施設等

については、緊急に停止した場合に危険が発生する施設を除いて、操業の停止若しく

は制限することを原則とし、各施設の実態を十分配慮した具体的措置の手順方法を定

める。

   エ 緊急停止措置に係る免責規定

     地震発生時に装置等を緊急停止する場合における免責規定を準備する。

   オ 危険物施設等の安全措置に関すること

（ア）屋外危険物タンクの液面の平均化

（イ）装置、配管等のバルブ類の閉止

（ウ）貯蔵容器類の転倒、落下等の防止措置

カ 事業所構内の一般的制限措置等に関すること

（ア）火気使用施設等の使用の停止及び制限措置

（イ）協力会社等の工事の中止及び制限の指示とその場合の安全措置

（ウ）事業所構内の出入制限及び関係者以外の者に対する対処、避難誘導措置

（エ）タンクローリー、船舶等の退避等の措置

キ 施設・整備及び防災資機材等の整備点検に関すること

（ア）緊急停止装置及び緊急遮断弁等の緊急制御装置

（イ）散水設備、除害設備、ガス漏れ検知警報等設備等の保安設備

（ウ）放送設備、無線設備等の通報設備

（エ）防災上重要な設備に係る非常用電源設備等

ク 自衛防災組織等に関すること

（ア）消防車両等自衛消防組織の警戒配備

（イ）貯水槽その他の消防用設備等の機能確認

（ウ）その他の防災資機材等の確認配備

   ケ 関係事業所等との連携協力に関すること

関係事業所等との連絡及び相互協力事項について定める。

   コ 地震防災に関する教育、広報及び訓練に関すること

     職員（協力会社職員も含む。）に対する定期的な教育及び訓練の実績について定める。

     なお、周辺の地域住民への広報についても定めておくよう努める。

   サ その他の必要事項

２ 防災教育及び訓練の実施

（１）防災教育

    特定事業所等は、職員及び協力会社の職員に対し、事業所全体又は各所属を単位とし

て、東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時の応急措置をはじめとする必要な防

災教育を、年間教育計画を定めて実施する。

ア 東海地震注意情報等及び警戒宣言の性格並びにこれに基づく具体的応急措置の内容
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   イ 東海地震に関する知識

   ウ 正確な情報の入手方法

   エ 東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時の各自の任務分担

   オ 今後地震対策として取り組む必要がある課題

（２）防災訓練

    特定事業所等は、地震防災応急対策について円滑な実施を図るため、年間計画を定め

て、事業所全体又はそれぞれの応急措置等について訓練を実施する。

    また、特定事業所等は、防災関係機関、特別防災区域協議会及び共同防災組織が実施

する防災訓練に積極的に参加し、地域全体の防災体制の強化に努力する。

第２節 本市

市は、独自に又は県等の防災関係機関と協力して、地震防災上必要な教育、広報及び訓練を

実施する。

１ 防災教育及び広報の実施

（１）市の職員に対する教育

    市は、東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時の応急対策を的確に実施するた

め、それぞれの職員に対し、必要な防災教育を実施する。 

（２）特定事業所等に対する教育及び広報

    市は、特定事業所の防災管理者等に対し、研修会、講習会等を利用して、定期的に又

は随時に防災に関する必要な事項を実施する。

    また、地域住民等に対しては、東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時にとる

べき石油コンビナート等防災対策の内容について周知を図るため、日頃から広報に努め

る。

２ 防災訓練の実施

   市は、東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時における地震防災応急対策を迅速

かつ的確に実施するため、独自に又は県等の防災関係機関と合同で定期的に防災訓練を実

施する。
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第３章 東海地震に関する地震防災応急対策

 本市、県等の防災関係機関並びに特定事業所等は、東海地震注意情報等の発表から東海地震が発生す

るまでの間において、災害の発生及び拡大の防止又は被害の軽減を図るため、地震防災応急対策を実施

する。

第１節 市の活動体制等【総務企画局危機管理室】

 東海地震注意情報等発表時及び警戒宣言発令時における地震防災応急対策に係る組織は、第４部応急

対策第１章防災組織体制に定める現地本部による活動体制とする。

１ 市の活動体制

（１）東海地震に関する調査情報（臨時）発表時

総務企画局危機管理室の体制を強化し、川崎市災害警戒体制を確立し、続報を逃さない情報収

集体制をとる。

（２）東海地震注意報発表時

東海地震注意情報が発表されたときは、川崎市東海地震警戒本部（以下「東海地震警戒本部」

という。）を設置して、警戒体制にあたる。

なお、組織及び配備については、第５部応急対策第１章防災組織体制で定める体制とする。

（３）警戒宣言発令（東海地震予知情報発表）時

ア 現地本部の設置

防災本部長（神奈川県知事）の指示に基づき、関係市に現地本部を設置する。

 イ 現地本部会議の開催

  現地本部長（川崎市長）は、現地本部員を招集し、現地本部会議を開催する場合において市

災害対策本部と一体的運営を図ることが必要と認めるときは、合同本部会議を開催する。

なお、組織及び配備については、第５部応急対策第１章防災組織体制で定める体制とする。

 ウ 現地本部事務局

現地本部事務局は、市災害対策本部の事務局と統一的に実施する。

２ 職員の配備【総務企画局危機管理室】

（１）配備基準

    東海地震注意情報が発表された場合、本部要員は、必要な情報の受伝達及び警戒宣言時の対応

措置が円滑に実施できるよう体制をとる。

なお、防災活動上必要と認められるときは、各局及び川崎区長の判断により、配備体制を強化

することができる。

（２）勤務時間外の動員の方法

    東海地震注意情報が発表された場合、電子メール、有線電話等により本部要員へ非常連絡する

ことを原則とするが、当該連絡が届かない場合においても、インターネット、電子メール、テレ

ビ、ラジオ等により、東海地震注意情報が発表されたことを知ったときは、参集連絡を待つこと

なく自動参集しなければならない。
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第２節 情報の受伝達及び広報【総務企画局危機管理室、各局室区】

１ 防災関係機関等の受伝達

東海地震注意情報等及び警戒宣言発令情報に関する連絡報の伝達は、次の系統図により行う。

（１）伝達系統 

（２）伝達内容

ア 防災本部から東海地震注意情報等の伝達を受けるとともに、防災本部の指示を受けて、現地

本部設置の準備を行う。

イ 警戒宣言発令に伴い、防災本部からの指示を受けて、現地本部を設置する。

ウ 東海地震注意情報等の解除に関する情報が発表された場合は、防災本部からの指示を受け、

活動体制等を解除する。

２ 地域住民等への広報

（１）東海地震注意情報発表時の措置【総務企画局、消防局、川崎区】

ア 市が実施する広報

市民・企業・防災関係機関等に対して、インターネット、電子メール、緊急速報メール、テ

レビ、ラジオ、市防災行政無線、かわさきＦＭ等を通じて冷静な行動・対応をとるよう広報す

るとともに、来庁者及び職員に対しても庁内放送や総合防災情報システム（防災情報ポータル

サイト、一斉通知及び電子メールを含む。）等により伝達する。

また、外国人等への情報伝達について特に配慮を行うものとする。

イ 防災関係機関等が実施する広報

電気・ガス・通信・鉄道等の防災関係機関は、市民及び施設利用者に対して、東海地震に関

連する情報の内容、交通に関する情報、ライフラインに関する情報、生活関連情報等それぞれ

防 災 本 部 

（県安全防災局） 

共同防災組織 

又は消防機関 

横浜地方気象台 

特 定 事 業 所

気象庁 消防庁

市民・企業 報道・放送機関 

自主防災組織

（高速ファックス） 

（専用回線） 

（同報ファックス） 

（コンビナート防災相互無線） 

警戒宣言発令情報 

東海地震注意情報等 

川崎区 市民

市民・企業 

現 地 本 部 

（川崎市危機管理室） 
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の機関に応じた広報を実施する。

ウ 混乱防止措置

東海地震注意情報の発表に伴い、混乱が発生する恐れのあるとき、又は混乱が発生したとき

は、市及び防災関係機関等（県警察、鉄道機関、バス機関等）は協力してこれらの混乱の発生

防止及び収拾に努める｡

（２）警戒宣言発令（東海地震予知情報発表）時の措置【総務企画局、消防局、川崎区】

ア 市が実施する広報

警戒宣言が発せられた場合の広報活動については、市が保有するあらゆる広報手段を活用す

るとともに、テレビ・ラジオ等の報道機関を通じて直接市民に正しい情報を提供し、混乱の未

然防止に努めるものとする。

（ア）広報内容

     ・ 警戒宣言の内容、市内の震度及び津波の予測

     ・ 市長から市民への呼びかけ

     ・ 事業所に対する応急対策実施の呼びかけ

     ・ 地域住民が取るべき措置

     ・ 交通規制の状況等、地震防災応急対策の内容と実施状況

     ・ その他状況に応じて事業所又は住民に周知すべき事項

   （イ）広報手段等

広報は、報道機関の協力を得て行うほか、インターネット、電子メール、緊急速報メール、

市防災行政無線、地震防災信号（警鐘、サイレン）、広報車、テレビ神奈川データ放送、かわ

さきＦＭ、消防ヘリコプター、自主防災組織等を通じる伝達ルートを用いて行うとともに、

来庁者及び職員に対しても庁内放送や総合防災情報システム（防災情報ポータルサイト、一

斉通知及び電子メールを含む。）等により伝達する。

イ 防災関係機関等が実施する広報

電気・ガス・通信・鉄道等の防災関係機関は、住民及び施設利用者に対して、警戒宣言の内

容、交通機関及びライフラインに関する情報、生活関連情報等それぞれの機関の特色に応じた

公報を実施する。

   （ア）県等は、住民等に対する情報の伝達を次のとおり実施する。

 防災関係機関 情報伝達（広報）方法

県 テレビ・ラジオ放送

県 警 察 パトロールカー、ヘリコプターによる広報

報 道 機 関 テレビ・ラジオ放送、新聞等

（３）事前避難

警戒宣言時における事前避難の実施については、次のとおりとする。

ア 避難の基本方針

警戒宣言が発令された場合の避難の勧告・指示は原則として行わない。

ただし、住民が自発的に避難をしてきたときは、川崎区長は避難所を開設し、避難者を受け

入れる。

イ 避難状況等の報告

川崎区長は、市長に避難の状況、その他の措置について報告する。
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なお、市長は、事前避難の実施状況等を県知事に報告する。

（４）東京湾在泊及び航行船舶への東海地震注意情報等及び警戒宣言発令情報の伝達

第三管区海上保安本部は、東京湾在泊及び航行船舶に対する情報の伝達を実施する。

第３節 警戒措置 

１ 特定事業所等における警戒措置

   警戒宣言が発令された場合、特定事業所等は、第一次的に地震災害の未然防止を図るため、それ

ぞれの地震防災応急計画等に基づき、次の措置を実施する。

なお、東海地震注意情報等を受理した時から、保安要員を確保し、応急対策実施の準備に努める。

（１）地震防災応急組織の確立と東海地震注意情報等及び警戒宣言発令情報の内容の全従業員への周

知徹底

（２）危険物施設の操業の停止又は制限

（３）高圧ガス製造施設の運転及び作業の停止及び停止準備

（４）屋外タンクの油量の平均化

（５）装置、配管等のバルブ類の閉鎖

（６）貯蔵容器類の転倒、落下等の防止措置

（７）焼入油等の漏油防止措置

（８）一般火気使用施設、器具の使用停止又は制限

（９）タンクローリー等の退避、保安措置

（10）構内工事、作業の中止又は制限 

（11）事業所構内への出入制限、関係者以外の退所、避難誘導 

（12）緊急停止装置及び緊急しゃ断弁の整備点検 

（13）散水、除害設備等地震防災設備の整備点検 

（14）自衛防災組織等の警戒配備、防災資機材の確認配備 

（15）その他の地震防災上必要な措置 

２ 消防局の警戒措置【消防局】

（１）東海地震に関連する情報発表時

消防機関は、東海地震に関連する情報が発表された場合、早期に地震発生に伴う出火防止の広報

を重点とした警戒体制の確立を図り、被害の軽減を期するものとする。

ア 東海地震に関連する調査情報（臨時）

東海地震に関連する調査情報（臨時）が発表された場合、震災警戒第 1号体制を発令し、通

常警防体制の中で続報を逃さない情報収集体制を確保する。

イ 東海地震注意情報

東海地震注意情報が発表された場合、震災警戒第 2号体制を発令し、全職員により、全消防

力をもって次の措置等を実施し、震災警戒体制を確立する。

なお、消防職員は動員命令を待つことなく速やかに所属等に参集する。

（ア）消防局

     ・消防警戒本部の設置

     ・庁舎内の転倒防止策の実施と来庁者等の安全確保措置
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     ・消防ヘリコプターによる広報活動

     ・機械器具等の点検整備及び予備燃料確保

     ・通信・放送設備の点検及び非常電源の確保・点検

     ・その他必要な事項

   （イ）消防署

     ・方面警戒本部の設置

     ・事前計画に定める広報活動の実施

     ・庁舎内の転倒防止策の実施と来庁者等の安全確保措置

     ・消防車両等の、及び機械器具等の点検整備及び予備燃料確保

     ・通信・放送設備の点検及び非常電源の確保・点検

     ・その他必要な事項

（２）警戒宣言発令時

消防機関は、警戒宣言（東海地震予知情報発表）が発令された場合、東海地震に関する情報の

発表に伴い確立した震災警戒体制を継続するとともに、次に掲げる措置を実施する。

   ア 震災警戒体制

警戒宣言が発せられた場合は、消防警戒本部体制から消防指揮本部体制に移行する。

イ 警戒宣言の伝達

警戒宣言が発せられたときは、全消防署所及び各消防団器具置場において地震防災信号（警

鐘・サイレン）を発し、地域住民等に伝達する。

   ウ 地域住民等への広報  

同時多発火災を予測し、地域住民等へ出火防止（火気使用の自粛）及び初期消火の徹底を図

るため、消防職（団）員が広報車等を活用して広報を行う。

なお、広報時には、必ず警戒宣言の内容等を付加する。

   エ 警戒宣言時における事業所等の対応措置指示

川崎市地震対策条例第 14 条に規程する指示及び警戒宣言が発せられたときは、第６部第５

章第３節に規定する事業所等において、地震防災応急計画に基づく必要な措置を実施していな

いことが明らかであると認めるときは、その実施を指示する。

   オ 関係機関との調整

その他必要な措置について、県警察及び防災関係機関と事前協議を図る。

第４節 警備対策

１ 県警察

県警察は、東海地震注意情報及び東海地震予知情報の発表に伴い、東海地震の発生に係る県民の

危惧、不安等から発生するおそれのある混乱及び各種の犯罪に対処するため、早期に警備体制を確

立し、県警察の総合力を発揮して迅速、的確な警戒宣言発令時対策を実施することにより、県民の

生命、身体、財産の保護活動に努め、治安維持の万全を期するものとする。

（１）警備体制の確立

ア 警備本部の設置

県警察は、東海地震に関する異常現象の観測により東海地震注意情報若しくは東海地震予知

情報を受理したときは、直ちに神奈川県警察東海地震警戒警備本部を、各警察署に警察署東海
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地震警戒警備本部を設置し、指揮体制を確立するとともに、警察署東海地震警戒警備本部と市

（区）東海地震警戒本部は必要に応じてお互いに要員を派遣し、協力・連携体制を強化する。

イ 警備部隊の編成及び部隊運用

県警察は、別に定めるところにより、警備部隊の編成を行うほか、事案の規模及び態様に応

じて迅速、的確な部隊運用を行うものとする。

（２）警戒宣言発令時対策等

県警察が実施すべき東海地震に関連する情報が発表された時の措置及び警戒宣言発令時対策に

ついては、おおむね次に掲げる事項を基準とする。

 ア 情報の収集・伝達

東海地震に関連する情報の発表及び警戒宣言が発せられた場合、その内容を正確かつ迅速に

周知するとともにこれに伴う諸般の情勢を迅速、的確に収集、把握し、民心の安定と混乱の防

止を図るため次の活動を実施するものとする。

（ア）東海地震に関連する情報及び警戒宣言の伝達への協力

   （イ）各種情報の収集

   （ウ）市（区）東海地震警戒本部、市（区）災害対策本部及び関係機関との相互連絡

   （エ）住民等への情報伝達活動

イ 広報

民心の安定と混乱防止のため、次の事項を重点として広報活動を行うものとする。

   （ア）東海地震に関連する情報及び警戒宣言に関する正確な情報

（イ）道路交通の状況と交通規制の実施状況

   （ウ）自動車運転の自粛と自動車運転手のとるべき措置

   （エ）犯罪の予防等のために住民がとるべき措置

   （オ）不法事案を防止するための正確な情報

   （カ）その他混乱防止のために必要かつ正確な情報

ウ 社会秩序維持

東海地震災害に係る危惧及び物資の欠乏、将来の生活に対する不安等に起因する混乱並びに

窃盗犯、粗暴犯、集団不法事案等を防止するため、県警察は次の活動により、社会秩序維持に

万全を期するものとする。

   （ア）正確な情報の収集及び伝達によるパニックの防止及び流言飛語の防止

   （イ）民心の不安を助長する窃盗犯、暴力犯、経済犯等の予防及び取締り

   （ウ）危険物による犯罪又は被害者発生防止のための予防及び取締り

   （エ）避難に伴う混乱等の防止と人命の保護

   （オ）避難地、警戒区域、重要施設等の警戒

   （カ）自主防犯活動等に対する指導

 エ 施設等の点検及び整備

県警察通信施設、警察庁舎及び道路交通施設等について、発災に備えてその機能を保持する

ため、点検及び整備を実施するものとする。

２ 海上保安庁【第三管区海上保安本部】

海上における治安を維持するため、警察等治安関係機関と密接な連絡を保ち、情報収集に努めると
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ともに、巡視船艇による警戒、挙動不審船に対する立入り検査の実施等により犯罪の予防取締りにあ

たる。

第５節 交通対策【県警察、指定公共機関、第三管区海上保安本部、指定地方公共機関】

１ 道路

（１）交通対策

県警察は、東海地震に関する情報等が発せられた場合において、交通の混乱を防止し、緊急交

通路における緊急輸送車両の円滑な交通及び地域住民等の速やかな避難を図るため、あらかじめ

策定された交通規制計画を基準として交通対策を実施する。

（２）運転者のとるべき措置

ア 走行中の車両は、次の要領により行動するものとする。

   （ア）警戒宣言が発せられたことを知ったときは、地震の発生に備えて低速走行に移行するとと

もに、カーラジオ等により継続して地震情報及び交通情報を聴取し、その情報に応じて行動

すること。

   （イ）車両を置いて避難するときは、できる限り道路外の場所に移動しておくこと。やむを得ず

道路上に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車しエンジンを切り、エンジンキー

は付けたままとし、窓を閉め、ドアはロックしないこと。駐車するときは、避難する人の通

行や地震防災応急対策の実施の妨げになるような場所には駐車しないこと。

   （ウ）危険物等を運搬中の車両は、あらかじめ定められている安全対策を速やかにとること。

イ 避難のために車両を使用しないこと。

２ 海上交通

（１）避難勧告等

ア 港内にある巨大船及び危険物積載船（海上交通安全法に定める危険物積載船）に対し、東京

湾外の安全な場所へ避難するよう勧告するとともに、入港しようとする巨大船及び大型の危険

物積載船に対しても入港を取り止め、東京湾外の安全な場所へ避難するよう勧告する。

イ ア以外の危険物積載船及び岸壁等の損壊等により被害を受けるおそれのある停泊船舶につ

いては、港外の安全な場所へ避難するよう勧告するとともに、入港しようとするそれらの船舶

に対しても入港を取り止め、安全な場所へ避難するよう勧告する。

ウ その他船舶に対しては、直ちに移動できる態勢をとるよう勧告し、又は安全な場所に避難す

るよう勧告する。

（２）危険物の保安措置

ア 危険物荷役中の船舶に対し、荷役を中止させる等必要な保安措置を講じさせる。

イ シーバース、危険物荷役岸壁、危険物取扱い事業所等の管理者に対し、海上への危険物流出

措置を講ずるよう指導するとともに、オイルフェンス等の排出油防除資器材の準備を指導する。

（３）工事作業等の中止

ア 工事作業等の施工者に対し、海上交通の安全に危険を及ぼすおそれがある工事作業等の中止

等、必要な措置を講じさせる。

イ 港内における工事等を行う者に対し、中止を勧告する。
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（４）航路障害の発生防止

ア 送泥管、作業用足場、木材、筏、生簀、定置網、小型船舶等の所有者に対し、固縛又は陸上

への引揚げ等流出防止措置を講ずるよう指導する。

イ 陸上にあるコンテナ、自動車、木材等で地震動及び岸壁の損壊等により海面に落下するおそ

れのある物の所有者に対し、場所の移動、固定等による落下防止措置等を講ずるよう指導する。

ウ 海釣り公園等海洋施設の管理者に対し、利用客等をすみやかに避難させるよう指導するとと

もに、当該施設の流出を防止するための補強を行う等、必要な保安措置を講ずるよう指導する。

（５）緊急輸送

ア 傷病者、医師等の緊急輸送については、すみやかにその要請に応じる。

イ 救援物資等の緊急輸送については、その輸送の緊急度を考慮し、可能な範囲においてその要

請に応じる。

（６）情報伝達

警戒宣言その他地震に関する情報、海上交通規制の状況等について巡視船艇等により周知に努

める。

３ バス

（１）基本方針

県警察の交通規制等の状況、市営バス運行の道路状況等の情報を的確に把握するととも災害対

策本部及び各関係機関との緊密な連絡をとりながら、極力運行を確保することに努める。

（２）警戒宣言の内容及び情報等の周知徹底

乗務員に対し、点呼時において、警戒宣言の内容並びに交通規制地域、路線及び区間の周知徹

底を行う。

（３）路線運行上における、最寄り避難場所、乗客の安全誘導等の指導徹底

運行中に地震が発生した場合における路線上の最寄りの避難場所及び乗客の安全誘導方法につ

いての指導徹底を行う。

また、路線上における危険箇所（崖崩れの発生しやすい場所、危険物の多量貯蔵地域等）の確

認を行う。

（４）車両の非常扉等の点検

車両の非常扉、備え付け消火器等の機能について点検確認を行う。

（５）施設等の点検

各営業所の建物、構築物等の倒壊及び危険物の流失の危険性について点検を行い、防護に努め

る。

（６）燃料の確保

警戒宣言発令に伴い、交通規制等による燃料の供給が困難な状況になることが予想されるが極

力、運行に必要な燃料の確保に努めるものとする。

（７）動員体制の確認、徹底

地域防災計画に基づく動員体制並びに勤務時間外における参集場所及び分担等について確認徹

底を行う。
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第６節 緊急輸送対策【総務企画局】

１ 緊急輸送の実施

  市は、警戒宣言が発せられた場合、警戒宣言発令時対策及び応急対策の円滑な実施を確保するため、

次の要員、物資等の緊急輸送を実施する。

（１）警戒宣言発令時対策要員

（２）食糧、医薬品、防災資機材等の物資

（３）その他必要と認める人員、物資又は資機材

２ 緊急輸送道路等の確保

   市は、緊急輸送を実施するためあらかじめ指定した緊急輸送道路及び物資受入れ港を、関係機関

と協力して確保する。

   緊急輸送道路の確保にあたっては、道路及び沿道の危険度に留意するとともに、緊急交通路や他

の輸送手段も考慮する。

３ 緊急輸送車両等の確保

（１）県

    県の緊急輸送車両等の確保体制は、次のとおり。

   ア 車両の確保

（ア）県保有車両の確保

（イ）緊急輸送車両の調達又はあっ旋に関する覚書」に基づき関東運輸局神奈川運輸支局に対す

る調達・あっ旋依頼

（ウ）関係業者（特殊車両等保有業者）

   イ 航空機（ヘリコプター）の確保

（ア）県、県警察及び他自治体保有ヘリコプターの利用

（イ）「災害時における航空機の協力要請に関する協定」に基づき民間ヘリコプター会社に対す

る協力要請

（２）本市

    市は、地域の状況に即した車両等の調達を行い、必要な車両等の確保が困難なときは、県に対

して要請及び調達・あっ旋を依頼する。

（３）防災関係機関の確保体制

防災関係機関は、業務遂行上必要な車両の確保を行う。

４ 緊急輸送車両

（１）緊急輸送車両（確認対象車両）

    緊急輸送車両は、大震法第21条第２項に規定する地震防災応急対策（警戒宣言発令時対策）の実

施責任者、又はその委託を受けた者が使用する車両で、次に掲げる業務に従事する車両とする。

ア 東海地震に関連する情報の伝達及び避難の勧告、指示

   イ 消防、水防その他の応急措置

   ウ 応急の救護を要すると認められる者の救護その他の保護

   エ 施設及び設備の整備並びに点検
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   オ 犯罪の予防、交通の規制、社会秩序の維持

   カ 緊急輸送の確保

   キ 地震災害が発生した場合における食糧、医薬品その他の物資の確保、清掃、防疫その他の保

健衛生に関する措置その他応急措置を実施するため必要な体制の整備

   ク その他、地震災害の発生の防止又は軽減を図るための措置

（２）緊急輸送車両の確認申請

大震法24条に規定する緊急輸送車両であることの確認並びに同法施行令第12条に規定する

標章及び証明書の交付申請先は次によるものとする。 

ア 県の調達車両については県知事に対して行う。 

イ 県知事が確認する車両を除いた他の車両については、県公安委員会（県警察）に対して行う。
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